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本報告は岡山県農林水産総合センター農業研究所が令和４年度に実施し

た試験研究、試験研究関連事業、情報の発信、関係機関との連携等の概要

を収録したものです。 

農業を取り巻く状況は、人口減少や高齢化による担い手の減少、耕作放

棄地の増加、温暖化をはじめとする環境問題など厳しさを増しております。

このような状況に対応するため、県では「生き活き岡山」の実現を基本目

標とした「第３次 晴れの国おかやま生き活きプラン」の中に「儲かる農林

水産業加速化プログラム」と｢快適な環境保全プログラム｣を掲げ、さまざ

まな施策を展開しています。 

当所においても消費者・実需者ニーズに対応した高品質で作りやすい県

独自品種の育成のほか、一層の高付加価値化、省エネ・省力・低コスト化、

環境負荷低減や気候変動への対応など、多様化する新たなニーズに対応し

た新技術の開発に取り組んでいます。併せて、優良種苗の供給、病害虫の

発生予察、病害虫・生理障害の診断等、安定した農業生産を支える試験研

究関連事業を実施しています。 

令和４年度は、継続課題に併せ、新たに『小麦の多収と高蛋白質含有率

を両立する施肥体系の確立』、『加工・業務用キャベツの周年安定供給技

術の確立』、『「晴苺®」のブランド力を高める新品種育成』等、12 課題

を立ち上げて取り組んできました。 

これらの試験で得られた成果のうち、現場で活用できる技術や情報は「令

和４年度試験研究主要成果」としてとりまとめ、農業研究所ホームページ

（http://www.pref.okayama.jp/soshiki/235/）において公表しますので、本報と

併せてご活用下さい。 

今後とも職員一同、本県農業の将来像を描きつつ、現場からの多様な要

請に応えるため全力を尽くしますので、皆様方の一層のご支援をお願いし

ます。 

令和５年５月 

岡山県農林水産総合センター農業研究所 

所 長    赤 井 直 彦 
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第１ 試験成績及び事業の概要 

 

作物・経営研究室 

 

Ⅰ 水田作に関する試験 

１．温暖化に対応した主要農作物の生産安定化技術の

開発 

（１）岡山県における高温耐性品種の選定基準の作成

と気候変動に対応した水稲品種の選定 

(令４～６） 

近年、夏季の高温による水稲の白未熟粒発生や充実不

足等、玄米品質の低下が問題となっている。特に、県南

部の中生主要品種である「ヒノヒカリ」は高温耐性が弱

く、高温耐性品種への転換は急務である。高温耐性品種

として「にこまる」が有望とされたが、登熟期が低温年

には成熟の遅れが問題となるため、栽培面積は拡大して

いない。一方、本県が必要とする高温耐性強度や熟れ遅

れ程度は明らかにされておらず、品種選定をする際の選

定基準を作成する必要がある。そこで、高温耐性品種を

選定する際の選定基準を明らかにするとともに、高温年

だけでなく、低温年にも安定した生育、収量及び品質が

見込まれる、気候変動に強い品種を選定する。特に、県

南部地域に適応した「ヒノヒカリ」に替わる中生品種選

定に重点を置く。 

１）本県で高温耐性品種を選定する際の選定基準の

作成 

ア．高温耐性程度の検討 

本県に適応する高温登熟耐性品種を選定する際の選定

基準を明らかにするために、本県の気象と水稲の品質に

ついて検討した。 

本県における過去15年間の出穂後20日間の日平均気温

が最も高かったのは平成22年の27.5℃であったが、高温

障害が発生しやすいとされる27℃を超えていたのはこの

年のみであったため、本県において必要とされる高温耐

性は、出穂後20日間の日平均気温が27℃に対応できる品

種と考えられた。また、「にこまる」は令和２年の高温

年においても、一等米比率の低下はなく、「にこまる」

程度の高温耐性があれば、本県の高温に耐性を示す品種

であると考えられた。 

２）高温登熟耐性を有する気候変動に強い中生品種

の選定 

ア．高温登熟耐性の検定 

各育成地で高温登熟耐性を有するとされる中生熟期の

５品種・系統について、出穂期から圃場にビニルトンネ

ルを設置して高温処理を行い、高温登熟耐性を検定した。 

本年度は、登熟前半である８月下旬～９月中旬は寡照

により最高気温がおさえられ、高温登熟条件にはならな

かったが、高温処理区では、全品種において出穂後20日

間の日平均気温が、品質低下しやすいとされる27℃を越

えていた。 

その結果、高温処理により、全ての品種で千粒重及び

収量が減少したが、「つやきらり」は減収が少なく、検

査等級も三等に留まり、一定程度の高温登熟耐性が認め

られた。また、「関東263号」は規格外になったものの、

整粒歩合は高温耐性強の「おてんとそだち」に次いで良

く、高温登熟耐性が認められた。 

イ．有望品種の気候変動適応性の検討（所内試験） 

（ア)早植え 

出穂期に高温となった場合でも高温登熟耐性を示す品

種を選定するため、早生熟期の２品種及び中生熟期の３

品種・系統を５月20日に移植し、６月17日移植の標準作

期と品質及び収量を比較した。 

その結果、早生熟期では５月移植において出穂後20日

間の日平均気温が27℃を超える高温登熟条件となった。

５月移植は、寡照登熟の影響を受けた６月移植よりも高

収量であった。５月移植において、「てんたかく81」は、

検査等級が二等下、整粒歩合が55.6％と６月移植に比べ

劣っていた。また、「雪若丸」も５月移植で検査等級が

三等上、整粒歩合が54.9％と６月移植に比べ劣っていた。

中生熟期では「つやきらり」の５月移植を除き、出穂後

20日間の日平均気温が27℃を超える高温登熟条件にはな

らなかった。５月移植において、「ヒノヒカリ」の検査

等級が二等下であったのに対して、供試した３品種・系

統は検査等級が一等下と高く、整粒歩合も高温耐性強の

「おてんとそだち」と同程度であり、「つやきらり」、

「関東263号」及び「西海306号」は高温登熟耐性が認め

られた。 

（イ)遅植え 

出穂期に低温となった場合でも玄米品質が落ちにくい

品種を選定するため、早生熟期及び中生熟期の９品種・

系統を７月11日に移植し、６月17日移植の標準作期と品

質及び収量を比較した。 
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本年度は、７月移植であっても出穂後40日間の日平均

気温が22.1～24.7℃と低温登熟条件にはならず、遅植え

による影響は判然としなかった。 

ウ．有望品種の現地適応性の検定 

現地適応性を検討するため、「てんたかく81」を新見

市及び奈義町で、「雪若丸」を真庭市及び高梁市で栽培

し、収量及び品質に及ぼす影響を調査した。試験品種に

おける出穂後20日間の日平均気温は、新見市25.8℃、奈

義町26.2℃、真庭市26.8℃、高梁市26.0℃であり、真庭

市が高温傾向となった。 

その結果、「あきたこまち」と比較して、新見市の「て

んたかく81」はやや多収で、検査等級は同等であったが

整粒歩合は高かった。奈義町の「てんたかく81」は多収

で、検査等級は優れており整粒歩合も高かった。 

「あきたこまち」と比較して、真庭市の「雪若丸」は

やや低収であったが、検査等級は一等と良く整粒歩合も

高かった。高梁市の「雪若丸」はやや低収で、検査等級

はやや劣っていたが整粒歩合は優れていた。 

２．省力・低コスト化技術 

（１）「きぬむすめ」の高品質安定生産技術の確立 

 （令３～５） 

水稲品種の「きぬむすめ」は、平成26年度に本県の奨

励品種に採用されて以来、作付けを急速に伸ばしてきて

おり、令和４年度の作付面積は4,650haとなっている。さ

らに、平成28年度から７年連続で食味ランキングの特Ａ

を取得している。一方、農家が多収を狙い多肥栽培する

ケースも多く、蛋白質含有率が高い（食味の低い）米が

多くみられるが、食味向上のために一律的な施肥削減を

行ったのでは多収となりにくく、農家の所得向上につな

がっていない。今後は一層の知名度向上やブランド化の

ため、品質、食味の高位平準化が求められている。そこ

で、品質、食味を低下させずに安定多収を得るための、

生育診断及び栽培管理技術を確立する。 

１）基肥一発肥料を用いた栽培における高品質安定

生産のための生育指標の策定 

ア．一定の品質を安定的に得られる生育指標の検

討 

高品質な「きぬむすめ」の玄米外観品質及び食味の目

標値について検討した。 

基肥一発肥料の窒素施用水準を０～15ｇ/㎡で段階的

に変化させるとともに、作期（５月移植、６月移植）、

肥料（すご稲中晩生用：初期重点型、ＪＡ岡山ヒノヒカ

リ専用：中後期重点型）、年次（令和２、３、４年）及

び圃場を変えて様々な生育相を作出した。 

その結果、玄米外観品質の調査において、検査等級の

一等と二等の境界は、整粒割合でおおむね70％となって

いた。令和３年度のサンプルを用いた食味調査の結果、

訓練されたパネラーによる食味の総合評価は、蛋白質含

有率（対乾物）が8.5～9.5％のものと7.5％のものの間に

は有意な食味の差が認められなかった。したがって、玄

米外観品質の目標値は、整粒割合70％以上（以下「高品

質条件」という。）とした。 

イ．一定の収量を安定的に得られる生育指標の検 

討 

上記の高品質条件を満たす目標収量水準について検討

した。データはア．と同じサンプルを使用し、収量は篩

目1.8mmの精玄米重とした。 

その結果、高品質条件を満たす試験区の平均値は545

㎏/10aであったことから、目標収量水準は540㎏/10aとし

た（以下「一定収量」という。）。また、高品質条件と

一定収量を満たす収量構成要素は、移植時期や年次が異

なると、穂数や１穂籾数には有意差が生じたが、総籾数

には有意差がなかった。一方、総籾数と収量及び総籾数

と整粒割合は、それぞれ高い正及び負の相関があり、移

植時期、年次込みで同一の近似式で表すことができた。

一定収量は総籾数28,000粒以上、高品質条件は総籾数

31,000粒以下で達成されると推定された。 

ウ．食味許容値内において、高品質、安定収量が

得られる生育指標の策定 

高品質、一定収量が得られた試験区を対象に、生育期

間中に調査した草丈、茎数及び葉色の生育指標について

検討した。 

その結果、移植時期ごとに生育指標が異なり、同一調

査時期で比較すると、５月移植の草丈は６月移植に比べ

ておおむね５㎝程度高く、葉色はやや薄かったが、茎数

はおおむね同等であった。幼穂形成期にあたる出穂20日

前の生育指標は、５月移植では草丈78～89㎝、茎数250

～350本/㎡、葉色値（ＳＰＡＤ）33～39程度で、６月移

植では草丈66～82㎝、茎数280～380本/㎡、葉色値37～40

程度であった。 

また、草丈、茎数、葉色値の積を105で除した栄養指標

値と総籾数の関係は、測定の時期を出穂20日前に限った

場合、移植時期、年次が異なっても同一の近似式で表わ

すことができ、目標とする総籾数28,000～31,000粒のと

きの栄養指標値は、８～10であった。 

（２）極良食味水稲「きぬむすめ」のスマート農業に
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よる安定生産技術の確立    （令３～５） 

水稲品種の「きぬむすめ」は、平成26年度に本県の奨

励品種に採用されて以来、作付けを急速に伸ばしてきて

おり、令和４年度の作付面積は4,650haとなっている。さ

らに、平成28年度から７年連続で食味ランキングの特Ａ

を取得している。一方、農家が多収を狙い多肥栽培する

ケースも多く、蛋白質含有率が高い（食味の低い）米が

多くみられるが、食味向上のために一律的な施肥削減を

行ったのでは多収となりにくく、農家の所得向上につな

がっていない。今後は一層の知名度向上やブランド化の

ため、品質、食味の高位平準化が求められている。そこ

で、品質、食味を低下させずに安定多収を得るため、ド

ローン空撮によるＮＤＶＩ（正規化植生指数）を指標と

する高精度かつ超省力的な生育診断及び栽培管理技術を

確立する。 

１）生育診断による当年の施肥管理技術の確立 

ア．出穂前のＮＤＶＩと栄養指標値、乾物重、窒

素吸収量との関係 

「きぬむすめ」のＮＤＶＩ（正規化植生指数）と生育

との関係を検討するため、基肥一発肥料の窒素施用水準

を０～15ｇ/㎡で段階的に変化させるとともに、作期（５

月移植、６月移植）、肥料（すご稲中晩生用：初期重点

型、ＪＡ岡山ヒノヒカリ専用：中後期重点型、環境保全

型水稲一発211Ｔ：硫黄コート肥料、ＩＢ050（基肥）＋

ＮＫＣ12（追肥）：分施体系）、年次（令和２、３、４

年）を変えて様々な生育相を作出した。マルチスペクト

ルカメラ搭載ドローン（ＤＪＩ社製Phantom4 Multi-

spectral、以下「ドローン」という。）を用いて、出穂

30日前頃と20日前頃にＮＤＶＩを測定した。なお、ドロ

ーンの撮影データの解析は（株）コニカミノルタに委託

した。また、それぞれの時期における草丈、茎数、葉色

値の積を105で除した栄養指標値、出穂30日前頃と20日前

頃の稲体の窒素吸収量と乾物重及び成熟期の㎡当たり籾

数を調査した。 

その結果、栄養指標値とＮＤＶＩとの近似式は、肥料

の種類が異なる場合でも同じ式で表すことができた。一

方、移植時期別では、５月移植の出穂20日前の一部で他

の時期の近似式との間にずれがみられた。また、年次に

ついては、年次ごとに近似式が異なった。そこで、乾物

重、窒素吸収量とＮＤＶＩとの関係について検討したと

ころ、乾物重、窒素吸収量ともに、年次、移植時期及び

測定時期を含めて、単一の近似式により高い相関関係が

認められた。また、窒素吸収量と総籾数、ＮＤＶＩと総

籾数との間にも一定の相関関係が認められた。 

イ．出穂後のＮＤＶＩと玄米品質との関係 

収穫前に圃場ごとの玄米品質が推定できれば、刈分け

や、圃場ごとに、次年度の施肥方法を判断する指標とし

て利用することが可能となる。そこで、出穂後のＮＤＶ

Ｉによって玄米品質を推定するため、ア．と同様の試験

区とマルチスペクトルカメラ搭載ドローンを用い、収穫

直前の出穂30日後頃のＮＤＶＩを測定し、玄米蛋白質含

有率及び整粒割合を調査した。 

その結果、出穂30日後頃のＮＤＶＩは、玄米蛋白質含

有率及び整粒割合との間に、単年ではそれぞれ高い正及

び負の相関関係が認められた。一方、その近似式は年次

によって異なった。 

ウ．現地圃場及び大規模圃場におけるＮＤＶＩに

よる生育診断 

現地圃場及び所内大規模圃場における、栄養指標値と

ＮＤＶＩとの関係は、所内精密圃場の近似式とおおむね

同じであった。一方、蛋白質含有率とＮＤＶＩとの関係

は、所内大規模圃場では、所内精密圃場の近似式と同じ

であったが、現地圃場は外れ値となった。これは、所内

圃場と比較して現地圃場では出穂20日前の段階で既に草

丈が大きく、出穂30日後の段階で、倒伏はしていなかっ

たが、葉がやや垂れていたことによりＮＤＶＩが高くな

ったことが影響していた。 

エ．追肥の効果 

マルチスペクトルカメラ搭載ドローンによる生育診断

後に、低収量が予想される場合の追肥の時期を検討する

ため、ア．の試験区のうち、基肥窒素量が３ｇ又は６ｇ/

㎡の試験区において、出穂20日前又は10日前に窒素成分

で３ｇ/㎡を施用し、収量及び蛋白質含有率に及ぼす影響

を調べた。 

その結果、追肥によって平均５％の増収効果が認めら

れた。また、蛋白質含有率は、出穂10日前追肥の方が出

穂20日前追肥より高まる傾向であった。一方、整粒割合

は、５月移植の出穂20日前追肥で低下しやすく、６月移

植では低下しにくかった。したがって、蛋白質含有率を

抑えたい圃場は出穂20日前追肥、整粒割合を下げないた

めには出穂10日前追肥が良いと判断された。 

２）生育診断による次年度の施肥管理技術の確立 

当年のセンシングによって、収量、玄米蛋白質含有率

及び整粒割合を圃場ごとに推定し、次年度の施肥管理を

調整する技術を確立するため、溶出タイプの異なる肥料

（すご稲中晩生用：初期重点型、ＪＡ岡山ヒノヒカリ専
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用：中後期重点型）の施用が生育へ及ぼす影響を検討し

た。 

その結果、初期重点型の肥料に比べて、中後期重点型

の肥料で出穂後に葉色が高く、収量は大差なく、蛋白質

含有率は、６月移植の基肥が多い区において、平均で0.3

～0.6％高かった。 

３．雑草防除・生育調節技術 

（１）水稲・麦類新除草剤実用化試験 （平11～継） 

農薬登録に必要な審査資料を得るとともに、本県での

適用性を明らかにし、安全使用の資料とする。 

１）水稲用除草剤の適用性検討 

本年度は、水稲の直播用除草剤６剤の適用性を圃場試

験によって検討した。 

その結果、乾田直播栽培の入水前茎葉処理剤のＣＡＨ

－2001ＥＣ及びＣＡＨ－2101ＭＥ、入水後土壌処理剤の

ＫＵＨ－221フロアブルは、除草効果、稲に対する薬害の

いずれにも問題がなく、実用性ありと判定された。一方、

入水前土壌処理剤のＫＹＨ－1901フロアブルは、薬害の

問題はなかったが、ノビエに対する除草効果が不安定で

あったため、有望だが年次変動確認と判定された。また、

入水前茎葉処理剤のＮＣ－656ＳＣ、入水後土壌処理剤の

ＫＹＨ－2001－1kg粒は、除草効果に問題はなかったが、

稲の生育抑制が一部でみられたため、有望だが年次変動

確認と判定された。 

４．水田農業の省力・低コスト対策と実証 

（１）実験農場における水田農業の総合的実証試験 

（平24～継） 

本県は大規模で生産性の高い担い手農家が農業生産の

大宗を担う水田農業を目指しており、個別経営、組織経

営の目標となるモデルを示している。そこで、基礎的試

験で得られた成果を１ha規模の圃場で総合的に実証する

とともに、高性能機械による作業体系の確立や総合的な

経営評価を行い、担い手農家に対応したより生産性の高

い水田農業に資する。 

１）米麦などを中心とした効率的水田農業経営の確

立 

ア．ロボットトラクタを利用した耕耘実証 

ロボットトラクタを用いた自動耕耘作業の能率及び精

度を94ａの整形圃場で比較した。 

その結果、自動運転は外周２周の有人作業は残るが、

手動運転に比べ有人操舵時間が83％以上削減され、軽労

働化が図られた。また無人機の操舵に当たっては、基地

局の設置・撤去及びトラクタの位置認識のために、15分

程度の作業時間は増えるが、１人の作業者が耕耘作業の

ために監視以外で拘束された時間は、10a当たり４分程度

と少なかった。 

一方、トラクタガイダンスを装備した有人機との直進

協調運転は、外周４周の有人作業は残るが、手動運転に

比べ有人操舵時間が35％削減され、軽労働化が図られた。

また１人の作業者が耕耘作業のために監視以外で拘束さ

れた時間は、10a当たり10分程度と、自動運転に比べ多く

なったが、全作業の開始から終了までの所要時間は10a

当たり10.7分と、熟練したオペレーターによる手動運転

並に短くなった。 

さらに、自動運転及び協調運転では、工程ごとの耕耘

幅が設定値±10cmと小さく、-40cm～15cmのばらつきが

生じた手動運転に比べ、作業精度の向上も図られた。 

イ．収量・食味コンバインとＫＳＡＳを用いた生

産実証 

収量・食味コンバインで計測した穀粒重量と水分含有

率をもとに、システムサーバー上で収量を推定するため、

圃場・品種ごとの整粒率の算定方法を検討した。 

その結果、刈取り前に1.9mm以上の籾の重量割合を調査

することで、コンバインの計測値に乗じる整粒率を推定

でき、実収量（グレーダー1.85mm）を正確に推定するこ

とができた。 

５．良質米生産対策 

（１）全農農薬委託試験 

（環境研究室及び病虫研究室と共同、令４～５） 

本県農産物における効率的な生育診断による肥培管理

及び病害虫防除を可能とする技術確立について検討する。 

１）水稲「アケボノ」の生育ステージ予測のための

生育量データ取得 

全農が提供している栽培管理支援システム「ザルビオ 

フィールドマネージャー」において、本県の水稲品種「ア

ケボノ」の生育予測の精度向上を図るため、移植から収

穫までの生育ステージと生育量のデータを取得した。 

その結果、移植から収穫までの期間中、おおむね10日

間隔で草丈、茎数等のデータを調査し、専用のデータ入

力アプリ（フィールドトラッカー）により全農へ報告し

た。 

 

Ⅱ 畑・転換畑作に関する試験 

１．麦類の高品質安定栽培技術の開発 

（１）麦栽培における除草剤抵抗性スズメノテッポウ

総合防除体系の確立［過年度分］（令元～３） 
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岡山県南部の麦作圃場では、卓効を示してきた除草剤

に対する抵抗性のスズメノテッポウが発生し、麦類の安

定生産に支障をきたしている。そこで、播種前の圃場管

理方法とスズメノテッポウの発生消長や薬剤等の有効な

処理方法などを明らかにし、それらを組み合わせて、晩

生水稲後の麦作で除草剤抵抗性スズメノテッポウの防除

を可能にする技術を確立する。 

２）有効な除草剤の選定と処理方法の検討 

ア．有効な土壌処理剤の選定 

新規土壌処理剤をより効果的に用いるために、播種前

非選択性除草剤－播種直後新規土壌処理剤（リベレータ

ーフロアブル）－麦生育期茎葉処理剤（２月下旬：ハー

モニー75ＤＦ、３月上旬：エコパートフロアブル、３月

中旬：バサグラン液剤）の体系防除において、播種前及

び播種時の耕耘方法の違いによる残草の数量をアップカ

ットロータリー区と標準ロータリ区で比較した。 

その結果、標準ロータリ区はスズメノテッポウ、広葉

雑草ともにアップカットロータリー区よりも大きい個体

であり、標準ロータリ区のスズメノテッポウは無除草と

同等以上の個体の大きさであったことから、土壌処理剤

の取りこぼしと判断した。標準ロータリ区の広葉雑草も

無除草に準じた個体の大きさであり、土壌処理剤の取り

こぼしと判断した。これに対してアップカットロータリ

ー区の残草個体は顕著に小さく、春季以降に発生した個

体と判断した。アップカットロータリー播種は、標準ロ

ータリよりも砕土整地が優れるので、新規土壌処理剤を

より効果的に使用するには、アップカットロータリー播

種が好適と判断した。 

３）総合防除体系化と実証 

麦播種後の新規土壌処理剤のみの防除では、広葉雑草

の後発生を抑制できないため、麦生育期間中の茎葉処理

剤との体系防除が必要である。広葉雑草の発生に対する

各種茎葉処理剤との組合せによる体系処理の影響を検討

した。 

その結果、広葉雑草の後発生の抑制には、２月のハー

モニー75ＤＦと３月のエコパートフロアブルの組合せが

好適であった。さらにバサグラン液剤を組み合わせるこ

とで効果が期待できるが、登録上のバサグラン液剤の使

用時期は大麦では収穫90日前まで、小麦では収穫45日ま

でであるため、バサグランの使用は小麦栽培に限定的で

あった。 

（２）小麦の多収と高蛋白質含有率を両立する施肥体

系の確立           （令４～６） 

岡山県の小麦作では奨励品種「ふくほのか」、銘柄品

種の「せときらら」が栽培されているが、両品種共に多

収品種のため、子実蛋白質含有率が低下しやすいという

短所がある。岡山農研では、これまで実肥による小麦の

子実蛋白質含有率を向上する追肥基準を示しているが、

実肥の施用は負担の大きな作業であり、作業の省力化が

必要である。近年、基肥と分げつ肥を減肥し、茎立期以

降の追肥を増施する欧州型の施肥体系「後期重点型施肥」

が注目され、多収と高蛋白が両立できる可能性が示され

ている。そこで、後期重点型施肥が岡山県における小麦

の生育、収量、子実蛋白質含有率に及ぼす影響を明らか

にし、分施における施肥時期と施用量を明確化する。さ

らに、その知見を基に、緩効性肥料を用いた省力施肥方

法を確立する。 

１）後期重点型施肥における施肥時期と施用量の検

討 

（実施中） 

２）緩効性肥料を用いた省力施肥方法の確立 

（実施中） 

２．豆類の品種育成と高品質・省力・安定栽培技術 

（１）「おかやま黒まめ」の黒マルチ栽培におけるト

ラクタガイダンスを利用した省力作業体系の確

立              （令２～４） 

本県では「おかやま黒まめ」の産地育成とブランド化

を推進している。黒大豆の黒マルチ栽培は、労力分散、

適期播種、省力及び子実生産性等の利点から、慣行培土

栽培に比べて経営上の有効性が明らかとなっている。し

かし、マルチを真っ直ぐ、等間隔に敷設するのは技術的

に難しく、農家の不安材料のひとつになっている。また、

黒マルチ栽培では畦間への人力による除草剤散布や動力

噴霧器による病害虫防除が主流であり、規模拡大を妨げ

る要因となっており、より省力的な作業手段が望まれて

いる。そこで、「おかやま黒まめ」の黒マルチ栽培にお

いて規模拡大を容易にするため、省力で効果的な除草及

び病害虫防除体系を確立する。 

１）乗用管理機による体系的な薬剤散布方法の検討 

トラクタガイダンス（以下「ガイダンス」という。）

を用いて110cm間隔で畦を立てマルチを敷設し、６月17

日に圃場全面にバスタ液剤を散布した。８月５日にマル

チ敷設圃場への乗り入れ時に畦の上に位置する乗用管理

機の噴口に無孔キャップを取付け、総噴口数に対する無

孔キャップ噴口の割合を算定し、全面散布時の薬剤散布

量が100Ｌ/10aのところを、無孔キャップ噴口の割合を反
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映させた散布量に変更して、ブーム高を60cmとする条件

で、ナブ乳剤＋大豆バサグラン液剤混用薬液を畦間に部

分散布し体系処理区とした。10月13日に残草調査を行い、

無処理（６月17日バスタ散布のみ）と比較した。 

その結果、残草個体数は、広葉雑草とカヤツリグサで

体系処理区が無処理区よりも有意に少なく、残草重量も

体系処理区が無処理区よりも有意に軽く、㎡当たりの実

数は1.3ｇであった。乗用管理機の作業面積が24.5ａの場

合、薬液を全面散布する場合に必要な量245Ｌに対して、

部分散布により135Ｌの散布量で畦間の除草が可能であっ

た。 

また、８月５日にはマルチ敷設圃場に乗用管理機で病

害虫防除を行った。マルチ圃場における乗用管理機の走

行では、畦間の上に分布する低位の分枝を車輪で踏圧す

ることになったものの、観察の結果１週間程度で回復し

たことから、８月中ならば乗用管理機での防除は可能で

あった。薬液散布条件は、植物体の繁茂が旺盛な場合、

薄めの薬液を多量に高圧で噴霧する方法が妥当であり、

この場合、適切なノズルの選択をする必要があった。 

２）省力作業体系導入による軽労化及び経営評価 

ア．マルチ省力作業体系の労働時間 

マルチ省力作業体系（トラクタガイダンスによるマル

チ敷設・除草剤散布、以下「マルチ省力体系」という。）

の労働時間を調査した。 

その結果、マルチ省力体系では、労働時間が慣行の114％

となったが、マルチ栽培の76％であった。 

イ．マルチ省力作業体系の経営収支 

マルチ省力体系の経営収支を試算し、その結果を検討

した。 

その結果、マルチ栽培及びマルチ省力体系の作業時間、

軽労化の効果も考慮に入れると、マルチ省力体系は、マ

ルチ栽培の課題が身体的負担も含め改善され、家族労働

力で一定の規模拡大と所得向上が両立する作業体系であ

ると判断された。 

（２）気象変動等に対応した黒大豆枝豆の安定生産技

術の確立   （環境研究室と共同、令４～６） 

本県では「おかやま黒まめ」の産地育成とブランド化

を推進しており、既存の「岡山系統１号」と早熟で茶し

み症が発生しにくい枝豆専用の新品種「岡山ＳＹＢ１号」

とのリレー出荷により、市場における有利性の確立を図

っている。しかし、「岡山系統１号」の生産量は近年の

気象変動が影響しており、収量低下が問題となっている。

そこで、気象変動等に対応した黒大豆枝豆の安定生産技

術の確立を図る。また、健全で純正な「岡山系統１号」

及び「岡山ＳＹＢ１号」の原原種を産地に供給し、「お

かやま黒まめ」の産地育成とブランディングを支援する。 

１）「岡山ＳＹＢ１号」の９月収穫における良食味・

安定生産技術の確立と実証 

「岡山ＳＹＢ１号」について、９月収穫において良食

味で安定生産となる窒素施肥技術を、６月中旬及び下旬

に播種する２作期において検討した。窒素施肥法として、

６月中旬播種では、基肥にＬＰＳ80、ＬＰＳＳ100、ＬＰ

Ｓ120を窒素成分で３あるいは６kg/10a施用した区、尿素

１％溶液を開花始期から２及び４週間後に200Ｌ/10a葉面

散布した区を設け、無窒素区と比較した。６月下旬播種

では、基肥にＬＰＳ80、ＬＰＳＳ100を窒素成分で３ある

いは６kg/10a施用した区、ハイタッチコート600を窒素成

分で５kg/10a施用した区、尿素１％溶液を葉面散布した

区を設け、無窒素区と比較した。商品莢の基準を、莢の

厚みが９㎜以上で欠粒のない緑色の莢とし、食味関連成

分として遊離糖含量を調査した。 

その結果、生育においては６月下旬播きで主茎長と分

枝数に窒素施肥法による差が認められたが、その他の生

育要素に一定の影響は認められなかった。 

いずれの作期も、窒素施肥により９月第５半旬の商品

莢数、商品莢率及び収量は増加し、６月中旬播種では尿

素散布区、６月下旬播種ではＬＰＳ80、ＬＰＳＳ100を３

あるいは６kg/10a施用した区で増収効果が高かった。ま

た、尿素散布は９月第５半旬の遊離糖含量を高く維持す

る効果が確認された。 

一方、莢の厚みが７～９mmの莢は、９mmを超える莢に

比べ９月第５半旬の遊離糖含量はいずれの播種期も低か

った。 

２）優良系統種子の供給 

優良種子を供給するため、「岡山系統１号」について

は2.4ａの防虫ハウスで原原種の増殖を行い、調製種子

26kgを得た。一方、「岡山ＳＹＢ１号」については、保

存種子量が十分であるため、本年度は生産を行わなかっ

た。 

「岡山系統１号」の原原種（令和２年産）を農業大学

校へ0.6kg、全国農業組合連合会岡山県本部へ13kg配布し

た。「岡山ＳＹＢ１号」の原原種（令和３年産）を晴れ

の国岡山農業協同組合勝英統括本部へ４kg配布した。 

 

Ⅲ 農業経営に関する試験 

１．地域活性化とマーケティング方策の確立 
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（１）水田農業における次世代への経営継承課題の解

決策の確立           （令２～４） 

県では、水田農業において、農業者の高齢化（平均年

齢72歳、令和２年）や米価低迷に伴う収益減少によりリ

タイアする農家の増加への対応策として、個別経営体の

大規模化や集落営農組織・広域連携組織の設立を支援し、

維持発展を図ってきた。しかし、これらにおいても規模

拡大の限界や経営継承者の不在がみられ始めている。水

田農業においては、個別経営では跡継ぎ、集落営農では

構成員による内部継承が一般的であり、水田農業の維持

発展においては内部継承、又は、内部継承が難しい場合

でも、第三者継承等や「のれん分け」による起業等で担

い手が確保される必要がある。そこで、次世代経営者が

安定的に経営継承できる環境を整えるため、経営継承事

例調査から課題を明らかにし、課題解決方策を提案する。 

１）水田農業の担い手の実態解明 

水田農業の担い手の実態を解明するために認定農業者

の｢農業経営改善計画書｣(以下「計画書」という。)デー

タベースを利用し、認定農業者の経営上の課題と対応策

を整理する。 

ア．平成27年度認定農業者の５年後の動向 

平成27年度に認定農業者になった経営体の、令和２年

度の再認定への動向を整理した。 

その結果、認定辞退率は全体で37.2％であり、３人の

うち１人以上の認定農業者が再認定していなかった。こ

れを営農類型別にみると、水田作と露地野菜、露地花き、

モモ、その他果樹、養鶏の６類型で辞退率が高かった。 

イ．令和２年度認定辞退者の特徴 

令和２年度に再認定を辞退した認定農業者の特徴を再

認定者との比較で整理した。 

その結果、平成27年度の申請時年齢は、再認定者の57.7

歳に対して認定辞退者は65.3歳と7.6歳高く、営農類型別

にみても露地花きを除く全ての類型で再認定者よりも認

定辞退者の方が高かった。 

また、家族労働力は再認定者よりも認定辞退者の方が

少ないとは必ずしも言えないが、家族労働力の脆弱化は

再認定者よりも確実に進行していた。 

さらに、認定辞退者は外部労働力に依存しないで営農

を続ける傾向が強く、その結果として経営規模は再認定

者よりも小さく、家族労働力で対応可能な経営規模に留

まる傾向にあった。 

ウ．水田作再認定者の水稲収量及び機械装備の目 

標達成状況 

令和２年度に再認定した認定農業者のうち、水田作経

営の再認定者が平成27年度計画書に掲げた水稲収量目標

と機械装備目標の達成状況を整理した。 

その結果、平成27年度計画書の目標に対する達成率は

92.4％に留まった。また、各経営体が掲げた目標単収を

達成した経営体の割合も37.0％に留まり、３人に１人程

度しか目標を達成できていなかった。特に、経営規模が

大きくなるほど達成者の割合は低かった。 

一方、機械整備目標は、水田作で主力作業機械となる

トラクタ、田植機、コンバイン、乾燥機、トラック類の

５機種全てで大型化や台数の増加が図られ、平成27年度

の目標をほぼ上回る装備状況になるとともに、計画を達

成した経営体の割合も７～８割に達した。 

エ．再認定者の附帯事業への取組み状況 

令和２年度に再認定した経営体が平成27年度計画書に

掲げた附帯事業の実現状況を整理した。 

その結果、平成27年度に附帯事業として計画書に位置

付けをした60経営体のうち、位置付けした時点で既に附

帯事業に取り組む経営体が27経営体あったが、そのうち

９経営体は令和２年度計画書の附帯事業に記載がなく、

この５年間に中止していた。また、平成27年度にはいま

だ取り組んでいないが、新たに取り組むことを計画して

いた33経営体のうち、令和２年度に計画を実現していた

経営体は15経営体に留まり、新規の附帯事業実現率は

45.5％であった。さらに、経営規模別にみると、相対的

に規模が大きくなるほど実現率は低下する傾向にあり、

本業としての生産活動と副業としての附帯事業への取組

の両立は難しいと考えられた。 

オ．認定農業者の確保・育成に向けた課題と普及 

組織の対応方向 

データベース化された認定農業者計画書のこれまでの

分析から見えてきた認定農業者の確保・育成にかかる課

題と、今後の確保・育成に向けた普及組織の対応方向を

整理した。 

その結果、一つ目の課題は、認定農業者の男性偏在化

であった。認定農業者の約96％が男性であり、共同申請

の女性を含めても認定農業者に占める女性割合は7.1％に

留まった。二つ目の課題は、家族労働力主体の認定農業

者の高齢化であった。認定農業者は、申請時に70歳前後

になると再認定を辞退することが増える傾向にあり、そ

の背景に家族労働力の脆弱化問題があった。そのため、

規模拡大等で労働力を増やそうとする若い認定農業者だ

けでなく、高齢化した認定農業者の再認定に向けても労
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働力支援が重要な課題になっていた。 

一方、こうした状況にあって普及組織の対応方向は、

新規認定農業者候補の掘り起こしと既存認定農業者の再

認定への支援に分けられた。新規の認定農業者候補の掘

り起こしは、既に市町村・関係団体との協力のもと普及

組織で熱心に取り組まれており、定年帰農者や新規参入

者への勧誘、資金借受希望者や認定新規就農者の誘導等

であるが、加えて今後は女性農業者へのアプローチを強

化することが求められた。 

既存認定農業者の再認定への支援は、計画書に記載さ

れた目標への年一回の到達度確認の支援に始まり、認定

農業者自らの振り返りと課題整理を支えることであった。

課題を要素ごとにみると、栽培技術面と資金面では普及

組織とＪＡによる個別重点指導を、土地集積面では市町

村を加えた関係機関で状況を共有したうえで、生産部会

との協議や地域への協力依頼をそれぞれ強めることが重

要であった。そして、労働力面では保有労働力の今後の

状況確認に加えて、外部労働力の導入意向の確認、場合

によってはその円滑な導入に向けた説明が重要であった。

また、営農継続意向がないか縮小意向にある場合には、

第三者継承制度の説明と先行事例の紹介等を経たうえで、

意向確認に繋げていくことが重要であった。 

さらに、生産部会に対しては労働支援体制や経営継承

支援体制を構築することが、部会の一員である認定農業

者を助けるとともに産地が維持できることを、地域に対

しては｢人・農地プラン｣への認定農業者の位置付けを明

確にして協力体制を構築することが、認定農業者を助け

るだけでなく地域をも守っていけることに繋がることを

理解してもらうことが重要であった。 

２）次世代経営者への経営継承過程の実態解明 

ア．水田農業の経営者と継承者の両者の視点から

の経営継承過程の現状と課題整理 

経営継承過程の実態を把握するため、水田作法人、集

落営農法人を対象として経営継承について経営者及び継

承者の両者から聞取り調査を実施した。 

（ア）水田作経営体における新規就農（のれん分

け就農）の概要 

経営者Ｉは県北で有数の大規模稲作法人で研修を受け、

同地域に夫婦で新規就農をしていた。主食用米の米価が

低迷する中で飼料用米等を中心に作付けを行い、安定し

た経営を模索していた。Ｊ法人の経営者は県南の大規模

米麦法人で研修を受け、研修先と同地域に新規就農をし

ていた。Ｊ法人は多くの農地を借りていることから就農

から年数も経過し、地域の信頼を得ていた。主食用米の

米価が低迷する中で夏場には飼料用米等の作付けを増や

すとともに、秋冬期には多くの臨時雇用を導入してレタ

スを中心に様々な野菜を作付けし、安定した経営を目指

していた。 

（イ）水田作経営体における新規就農（のれん分

け就農）に対する意向 

経営体Ｉにおける新規就農に対する意向は、まずは受

入農家との信頼関係の構築を考えていたことから、受入

農家と表裏のない関係を作り、研修中に様々な農業経営

に関することや自分が就農する地域に関することなどを

教えてもらい、吸収したいという表れであった。加えて、

条件の良い農地を集めるための対策として地域住民との

交流による信頼構築も重要であった。また、就農時に自

己資金をできるだけ用意し、複数年の生活資金や運転資

金の対策が必須であった。一方、水田作経営において継

承者を呼び込むためには、継承者が跡を継ぎたくなるよ

うに自らの農業経営を磨き上げ、詳細な継承計画を作成

し、経営継承を契約として成立させていくことが重要で

あるとともに、自らがそのことを、ネットを含めて情報

発信し、広く知らしめることが必要と考えていた。 

Ｊ法人における新規就農に対する意向では、受入農家

の「日本人の主食は米だ」という主張に感銘を受け、米

麦農家を目指すとともに、自分に農地を貸してくれた地

主の信頼に応えようとする経営者の意思が感じられた。

また、近年、気候変動が激しい中でわずか２年の研修期

間では十分な栽培技術等を習得することは困難と思われ

たが、受入農家との信頼関係が構築されていたことから

様々な支援を受け、農業経営が確立できていた。 

（ウ）水田作経営の新規就農の課題とその対応策 

水田作経営において新規就農を成功させるには、研修

生が受入農家と就農する地域の地権者等との信頼関係を

構築し、地域の担い手となる心構えが必要であった。一

方、水田作経営の中で米麦作は１年１作で収入のある時

期が限定されているため、運転資金や生活資金を事前に

用意することは当然であるが、受入農家やＪＡ等と機械

や施設等のリース契約を結ぶことなどにより就農当初に

大きな投資を行わず、複数年は収益の蓄積を図ることが

重要であった。 

（エ）水田農業の経営継承過程の類型化 

調査した水田農業経営体の経営継承過程を基に「営農

タイプ」、「継承者を誰にするか」という視点で類型を

検討した。 
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その結果、水田作法人における親族への継承型と第三

者への継承型、集落営農法人における従事分量配当を受

ける組合員等への継承型と正規雇用者等への継承型に分

かれた。 

イ．円滑な経営継承のためのチェックリストの作

成 

経営継承事例調査（水田作法人、集落営農法人）、農

業会議、農総センター普及連携部普及推進課の担当者へ

の聞取り調査、中央農研センター「農業経営の円滑な継

承に向けて-進め方とポイント-」、農林水産省平成31年

度農業経営改善支援全国委託事業「農業法人のみなさま

へ円滑な経営継承のために」及び農林中央金庫ＨＰ「ア

グリウェブ」を参考に水田作経営体における経営継承用

チェックリスト（以下「ＣＬ」という。）の項目とその

対応内容を検討した。 

（ア）水田作法人の継承用ＣＬの項目の検討 

水田作法人において親族へ経営継承をスムーズに進め

るためのＣＬでは、継承者に対し地域の農地や自然等を

守っていることを早い時期から伝えることによる就農へ

の働きかけと、経営の磨き上げによる当経営の魅力及び

収益の確保等が重要であった。また、継承者を想定した

時点でできるだけ早く意向を確認し、同意が得られた場

合には詳細な継承計画を作成して継承に着手すること等

を盛り込むことが必要であった。 

水田作法人において第三者へ経営継承をスムーズに進

めるためのＣＬでは、日頃から従業員等へ自分の思いや

経営理念、財務状況、中長期的な経営計画を説明すると

ともに、経営者の資質のある人材の見極めや育成を進め

ておく必要があった。また、継承者を想定した時点でで

きるだけ早く本人と配偶者等に詳細な継承条件を提示し

第三者を交えて意向を確認し、同意が得られた場合には

詳細な継承計画を作成して継承に着手すること等を盛り

込むことが必要であった。 

（イ）集落営農法人の継承用ＣＬの項目の検討 

集落営農法人において組合員等へ経営継承をスムーズ

に進めるためのＣＬでは、役員の中で役割分担を明確に

するとともに、それらの情報を共有し、誰が代表を受け

ても集落営農が継続できる体制を作り上げることが重要

であった。また、集落の幅広い世代が営農にかかわる体

制づくりを進めること、組合員等が地域の農地を守って

いくことは自分事と考える組織づくりが可能となる内容

を盛り込むことが必要であった。 

集落営農法人において正規雇用者等へ経営継承を進め

るということは、一般的に農作業や用排水管理等を組合

員等で負担することが困難な状況に陥ってきているとい

うことであった。また、正規雇用者等に利益分配が集中

することを組合員が理解し、そのような状況でも継承者

である正規雇用者等を組合員が支援する体制を構築する

ことが集落営農の継続、地域の農地・環境等を守ってい

くためには求められ、ＣＬには、これらの内容を盛り込

む必要があった。 

（ウ）日常活動における水田作経営体の継承用Ｃ

Ｌに対する意見 

経営継承の日常の活動では、水田作経営においても多

くの農地を管理することが最も大きな継承課題と認識さ

れていた。畦畔や用排水管理を含めた農地を、先代が行

ってきた管理と同等以上に管理することが更なる借地の

増加やそれによる売上高の向上、経営の安定に繋がる要

因であった。また、組織内、地域内の人間関係への気配

りが、家族経営の枠組みを越えた経営には欠かせないも

のであった。一方、水田作法人では負債を含めた経営実

態等を関係者と共有することが課題と考えられ、集落営

農法人では高齢化の中での人材の確保とその人材の能力

活用や雇用を導入した場合、年間を通じた仕事の確保等

が課題であった。 

（エ）継承者を想定・決定した時点の水田作経営

体の継承用ＣＬに対する意見 

経営継承の継承者を想定・決定した時点において、最

も重点的に進める継承対策は、具体的な継承条件を提示

して中長期的な継承計画を作成することと、継承者を地

域や関係者へ広く周知することであった。親族に継承す

る水田作法人は、多くの法人で現状の経営の踏襲に止ま

っており、第三者に継承する水田作法人は、親族継承に

比べて具体的な継承条件の提示等にみられる現実的な対

応が求められるとともに、利益だけではない地域の農地

を維持していくという志を伝えていく必要があった。 

組合員等に継承する集落営農法人では、組合員皆で組

織を支えていく仕組み作りが重要であった。正規雇用者

等に継承する集落営農法人には農地の維持だけでなく、

法人として利益を出し、継続して雇用を維持できる経営

ノウハウが求められていた。 

ウ．水田農業における継承用ＣＬを活用した継承

対策 

継承用ＣＬ（水田作法人・親族継承用、水田作法人・

第三者継承用、集落営農法人・組合員等継承用、集落営

農法人・正規雇用者等継承用）活用における共通する対
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策は、11項目程度あるが、特に、経営が継続可能な収益

の確保と負債整理の目途、様々な観点からの継承者の想

定と速やかな意向確認、継承の専門家（岡山県農業経営・

就農支援センター等）への継承手続き（継承条件書類の

作成を含む）の支援依頼、想定した継承者に継承時期（例、

経営者が65歳）・スケジュール（５～10年程度）と金銭

的処遇を含めた詳細な継承条件を書面で示し、第三者を

交えての意向確認が重要であった。 

継承用ＣＬ活用における共通する対策に加えて、継承

用ＣＬ（水田作法人・親族継承用）活用における特徴的

な対策は、早い時期から継承者と定期的な情報交換の機

会を設け、就農への動機づけや経営者と継承者の情報共

有、意見交換等である。 

継承用ＣＬ（水田作法人・第三者継承用）活用におけ

る特徴的な対策は、ＯＦＦ－ＪＴ（職場外訓練）等によ

り継承者及び従業員等に対し、経営者に必要な能力養成

の機会提供、農作業を一緒に行うことや地域行事、研修

等へ同行させることで、継承者であることを地権者や住

民、同業者等へ周知すること等である。 

継承用ＣＬ（集落営農法人・組合員等継承用）活用に

おける特徴的な対策は、持続的な地域資源管理について

集落での検討・ルール作り、一部の役員に負担が集中し

ない仕組みの構築、役員の業務に応じた正当な報酬が支

払われる体制の確立、集落内の各世帯の幅広い世代への

声かけによるオペレーターや補助員等の確保、次世代リ

ーダーの掘り起こしや見極め等である。 

継承用ＣＬ（集落営農法人・正規雇用者等継承用）活

用における特徴的な対策は、日頃からミーティング等で

従業員等に自分の思いや経営理念、中長期的な経営計画

等を説明し意見交換することや、正規雇用者を確保可能

な業務量・利益の確保、正規雇用者に利益分配が集中す

ることを組合員に理解させ了承させること等である。 

３）農地貸借時の畦畔管理に関する課題解決法の検

討 

ア．リモコン式草刈機を導入したＡ役場への機械

の導入経緯等の聞取り調査 

リモコン式草刈機を導入したＡ役場に対し、機械の導

入経緯等の聞取り調査を行った。 

その結果、役場がリモコン式草刈機を個人ではなく、

各地区の代表者等に貸出しすることにより、地域の共有

地等の荒廃防止に繋がっていた。ただし、個人の農地の

荒廃防止にまで繋がっていくかどうかは、各地区の荒廃

防止に対する考え方により変わってくるため、各地区に

対し、役場からの荒廃防止の取組みを促す呼びかけが重

要であった。 

イ．畦畔管理調査を基にした畦畔管理モデルの作

成 

（ア）畦畔管理モデルの必要性 

リモコン式草刈機を導入して畦畔管理を実施している

個別経営体や集落営農法人等の様々なヒアリング調査デ

ータから畦畔管理モデルの必要性を検討した。 

その結果、水稲栽培期間における畦畔管理において、

刈払機の使用頻度を抑えた労働負荷の小さい管理体系を

目指す個別経営や集落営農法人が徐々にではあるが増加

しており、このようなリモコン式草刈機等を組み合わせ

た軽労働で効率的な畦畔管理モデルが求められていた。

また、高齢化の進む中山間地域では、リモコン式草刈機

が若者に畦畔管理に興味をもたせ、畦畔管理への参加を

促すツールになることも期待されていた。 

（イ）前提条件の設定 

事例調査、文献等から試算対象の集落営農法人の前提

条件（経営耕地面積、平均面積・筆数、畦畔の上幅、法

面の長さ・斜度等）、草刈機（仕様や適用条件、作業能

率、小売価格等）を検討した。 

その結果、畦畔管理を試算する集落営農法人の前提条

件は、水田面積15ha、圃場整備済みの平均面積・筆数が

30ａ（50ｍ×60ｍ）、48筆、未整備田の平均面積・筆数

が６ａ（20ｍ×30ｍ）、10筆、圃場整備済みの畦畔の上

幅50㎝、法面の長さ３ｍ、斜度45度未満、未整備田の畦

畔の上幅30㎝、法面の長さ２ｍ、斜度45度以上とした。

なお、労働力はリモコン式草刈機を導入している集落営

農法人への調査から１回の作業当たり最低４人を確保す

ることとし、年間の草刈回数は、４回とした。 

草刈機の導入は、リモコン式草刈機は導入価格が高価

であるが、最大作業傾斜角度が45度であるアテックス社

製RJ703を１台、自走式モアと刈払機は、同排気量であれ

ば、おおむね同様の能力であることから、自走式モアで

はオーレック社製SP301Aを１台、刈払機では新ダイワ社

製RA3026-UTを２台とした。 

（ウ）前提条件に基づいた畦畔管理の労働時間と

費用の試算 

前提条件に基づいた畦畔管理の労働時間と費用の試算

を行った。 

その結果、畦畔管理の労働時間は、リモコン式草刈機

が60.7時間、自走式モアが43.6時間、刈払機が25.9時間

で、合計が130.2時間であった。 
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畦畔管理の費用では、リモコン式草刈機が910,814円

（15,005円/h、11.3円/㎡）、自走式モアの費用は110,283

円（2,529円/h、5.1円/㎡）、刈払機の費用は73,292円

（2,830円/h、6.4円/㎡）で、畦畔管理の費用の合計は

1,094,389円であった。 

ウ．畦畔管理モデルとその運用方策 

提案する畦畔管理モデルは畦畔管理の回数が多い夏場

に畦畔管理が受託できる手段として急傾斜にも汎用性の

高いリモコン式草刈機をメインとし、自走式モア及び刈

払機を組み合わせた体系である。この畦畔管理モデルの

担い手は、各地域の実状を把握している集落営農法人又

は集落を一般社団法人化した組織が望ましいと考えられ、

人口減少が著しい中山間地域において地権者だけでなく

集落内の住民等に幅広く声をかけ、オペレーターを確保

して対応する必要があった。 

このモデルの運営の仕組みは次のとおりである。①畦

畔等の事前調査を含む全体の作業の流れと各作業料金、

作業者の体制、１日の最大の作業時間等を説明する。②

畦畔の調査では各草刈機の稼働可能な畦畔を圃場ごとに

抽出し、情報を圃場ごとに紐づけを行う。これらの情報

を基にリモコン式草刈機、自走式モア、刈払機の使用箇

所を決定する。③各草刈機の使用面積に基づいた受託料

金を算出し、見積書を作成する。④委託者と畦畔管理の

協議を行うとともに作業内容を再確認する。⑤委託者が

作業内容と作業料金に納得すれば契約を結ぶ。⑥契約当

日、又は後日に作業日の日程調整を行い、作業日を決定

して作業を実施する。なお、中山間地域直接支払交付金

等を利用すれば、作業料金を減らすことが可能である。 

現在、本県において水田の畦畔管理を受託している組

織は、各市町村にあるシルバー人材センター、森林組合

等の限られた組織である。提供している価値を作業能率、

作業料金で示すと、作業能率は時間当たり440㎡、㎡当り

作業料金は森林組合が29円以上、シルバー人材センター

が50円以上で、草刈品質は刈払機を使用した作業のため

高かった。提案する畦畔管理モデルは、作業能率は森林

組合及びシルバー人材センターの約5.2倍、作業料金は森

林組合の最低価格の43％、シルバー人材センターの最低

価格の25％と試算でき、草刈品質は刈払機のみのシルバ

ー人材センター、森林組合にはやや劣るが、作業料金が

抑えられることにより委託者の要望におおむね応えられ、

受託者の経営収支だけでなく、夏場の暑さ対策も含め、

身体的負担軽減も図ることが可能なモデルであった。 

（２）県産果実のブランド強化と安定供給を目指した

鮮度保持技術の開発 

（環境研究室と共同、令２～４） 

本県産モモやブドウは、近年首都圏への出荷やアジア

圏への輸出が増加しており、さらに高単価時期を狙った

冷蔵出荷の取組みが始まっている。しかし、冷蔵後の果

実は主に外観品質で評価され、美味しさを基準とした評

価は行われておらず、長期冷蔵に適する鮮度保持技術も

明らかでない。そこで、収穫時期や冷蔵条件が味等に及

ぼす影響を客観的手法により明らかにするとともに、高

品質果実の冷蔵出荷を可能にするための鮮度保持技術を

確立する。 

１）長期鮮度保持技術の実証と経済性評価 

ア．経済性の評価 

（ア）「オーロラブラック」の11月までの長期冷

蔵の経済性 

ア）11月までの長期冷蔵に伴う追加労働費の把

握 

長期冷蔵の評価に必要となる追加労働費を、ＪＡびほ

くでの現地調査により把握した。 

その結果、１箱当たり149.2円、本年度に入庫した86

箱で12,831円の追加労働費が発生していた。 

イ）11月までの長期冷蔵に伴うランニングコス

トと追加資材費の把握 

長期冷蔵に伴いランニングコストとして必要になる電

気料金と追加資材費を、ＪＡびほくでの現地調査等によ

り把握した。 

その結果、電気料金は冷蔵期間75日間で124,196円、追

加資材費は鮮度保持袋と交換用紙船等で26,431円必要で

あった。そのため、減価償却費(678,000円)と追加労働費

(12,831円)を加えた冷蔵に伴う追加経費として841,458

円が必要になった。 

ウ）11月までの長期冷蔵に伴う品質変化と商品

化ロス・販売ロスの実状 

長期冷蔵に伴い発生するブドウの品質低下や、破棄房

の発生等による商品化ロス・販売ロスの実状について、

ＪＡびほくでの現地調査により把握した。 

その結果、長期冷蔵によって品質低下による下位への

等級変更で27,541円の販売機会損失額(販売ロス)を発生

させ、販売ロス率は3.8％であった。しかし、重量ベース

でみた商品化ロスは発生していなかった。 

エ）11月までの長期冷蔵による経済的有効性の

確認 

ＪＡびほくの長期冷蔵による11月販売の結果を検証す
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るとともに、冷蔵に伴う追加経費を加味した販売下限単

価を明らかにし、経済的有効性を確認した。 

その結果、本年度は11月までの長期冷蔵によって入庫

前の販売額の1.9倍に相当する1,383,000円の販売実績を

収め、冷蔵することで販売額を652,600円伸ばしていた。

また、これは、出荷箱当たり8,493円であった入庫前単価

を、冷蔵で出荷時期をずらすことで16,081円に上昇させ

ていた。しかし、長期冷蔵に伴う追加経費を加味した販

売下限単価は18,277円であり、販売実績はこれを上回る

ことはできず、結果として11月までの長期冷蔵による経

済的有効性を本年度は発現できなかった。なお、本年度

の冷蔵後の販売単価で販売下限単価を上回るためには、

冷蔵箱数を113箱にする必要があった。 

（イ）「シャインマスカット」の12月までの長期

冷蔵の経済性 

ア）12月までの長期冷蔵に伴う追加労働費の把

握 

長期冷蔵の評価に必要となる追加労働費を、ＪＡびほ

くと全農おかやまでの現地調査により把握した。 

その結果、１箱当たりＪＡびほくが154.2円、全農おか

やまが134.2円、本年度の入庫量(ＪＡびほくが120箱、全

農おかやまが240箱)でＪＡびほくが18,504円、全農おか

やまが32,208円の追加労働費が発生した。 

イ）12月までの長期冷蔵に伴うランニングコス 

トと追加資材費の把握 

長期冷蔵に伴いランニングコストとして必要になる電

気料金と追加資材費を、ＪＡびほくと全農おかやまでの

現地調査等により把握した。 

その結果、電気料金は、ＪＡびほくが冷蔵期間66日間

で92,082円、全農おかやまが冷蔵期間58日間で146,374

円に、追加資材費はセロメッシュ袋の交換費用にＪＡび

ほくが54円、全農おかやまが320円必要であった。そのた

め、減価償却費(ＪＡびほくが678,000円、全農おかやま

が472,940円)と追加労働費を加えた追加経費の総額は、

ＪＡびほくが788,640円、全農おかやまが651,842円必要

であった。 

ウ）12月までの長期冷蔵に伴う品質変化と商品

化ロス・販売ロスの実状 

長期冷蔵に伴い発生すると考えられるブドウの品質低

下や、破棄房の発生等による商品化ロス・販売ロスの実

状について、ＪＡびほくと全農おかやまでの現地調査に

より把握した。 

その結果、長期冷蔵によって品質低下による下位への

等級変更でＪＡびほくは68,756円の、全農おかやまは

56,906円の販売機会損失額(販売ロス)をそれぞれ発生さ

せ、販売ロス率はＪＡびほくが3.3％、全農おかやまが

2.4％であった。また、重量ベースでみた商品化ロスは、

ＪＡびほくが発生させていなかったのに対して、全農お

かやまは0.4％発生させていた。 

エ）12月までの長期冷蔵による経済的有効性の

確認 

ＪＡびほくと全農おかやまの長期冷蔵による12月販売

の結果を検証するとともに、冷蔵に伴う追加経費や商品

化ロスを加味した販売下限単価を明らかにし、経済的有

効性を確認した。 

その結果、長期冷蔵に伴う追加経費や商品化ロスを加

味した販売下限単価は、ＪＡびほくが23,932円、全農お

かやまが12,673円であり、全農おかやまの販売実績がこ

れを上回ったのに対して、ＪＡびほくの販売実績はこれ

を上回ることができなかった。その結果、12月までの長

期冷蔵による経済的有効性を、本年度は全農おかやまが

発現できたのに対して、ＪＡびほくは発現できなかった。

なお、本年度の冷蔵後の販売単価で販売下限単価を上回

るためには、ＪＡびほくは冷蔵箱数を219箱以上にする必

要があった一方で、全農おかやまは186箱が採算ラインで

あった。 

（ウ）ブドウ長期冷蔵の課題と対応策 

ＪＡびほくと全農おかやまのブドウの長期冷蔵への取

組では、両者ともにいずれの年度においても入庫前の販

売額を長期冷蔵によって伸ばしており、産地のブドウ販

売額向上に向けた長期冷蔵対応は、有力な販売戦術の一

つに挙げられた。ここでは、産地の販売額向上に向けた

対策と経費負担の軽減対策に分けて、ブドウの長期冷蔵

対応を整理した。 

その結果、販売額の向上対策としては、冷蔵ブドウの

出荷量の増大と出荷期間の長期化及び商品化ロスの低減

が考えられた。 

まず、出荷量の増大と出荷期間の長期化のためには、

冷蔵量の増大とそれに伴う出荷回数の増加、また、遅く

まで出荷できる体制を産地が作り上げることが期待され

た。さらに、商品化ロスの低減には、冷蔵期間の短縮化

や冷蔵技術の向上が必要であった。しかし、冷蔵量を増

大させ長期間出荷するためには、ある程度の冷蔵期間の

長期化は必要であるため、商品ロスとのバランスを取り

ながら販売額の最大化を見極めることが必要であった。

また、ブドウの長期冷蔵では、冷蔵に伴い下位への等級
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変更になっても販売単価が相対的に高いため、可能な限

り病害のほか裂皮や裂果が無く硬度が高いブドウを入庫

前に十分に検品してから冷蔵することが求められた。 

一方、追加経費の節減対策は、補助金等を活用して導

入経費を極力抑えることや、冷蔵量の増加により１箱当

たりの減価償却費負担を下げること、また、他産地ブド

ウの受入れや他作物との共同利用により冷蔵ブドウの負

担割合を下げることであった。次に、電気料金の節減で

は、冷蔵期間の短縮化や、冷蔵量増加による１箱当たり

の負担額の低減、また、安価な電力会社との契約も有効

であった。さらに、資材費や労働費の節減では、病害の

ほか裂皮や裂果が無く硬度が高いブドウを冷蔵すること

で品質低下を抑えることが有効であった。 

 

Ⅳ 事業 

１．品種選定 

（１）主要農作物品種試験（水稲）  （昭28～継） 

本県に適応する水稲優良品種の育成及び選定をする。 

１）県南部を対象とした低コスト・多収水稲品種の

育成 

本県のみで作付けされている「アケボノ」は、業務用

米として実需者ニーズが高いが、病害虫に弱く、長稈で

倒伏しやすいため、その改善対策が求められている。そ

こで、「アケボノ」に病害虫抵抗性を導入するとともに

草型などの改良を行い、粒大や炊飯特性は「アケボノ」

と同じで、より省力・低コスト生産が可能な業務用品種

の育成を行う。 

ア．「アケボノ」系複合抵抗性多収品種の育成 

令和４年１～５月にかけて世代促進を進めるとともに、

４つの遺伝子を秋はるか型ホモで有するＢＣ３Ｆ４の79個

体をマーカー選抜し、各個体について採種した。 

令和４年７月に、４つの遺伝子が秋はるか型ホモのＢ

Ｃ３Ｆ５の140系統を１系統９～40個体ずつ本田に移植し

た。移植後、出穂期を中心に選抜し、出穂期がアケボノ

に近く系統内でそろった94系統を系統採種した。系統内

で出穂期にばらつきがある31系統からは５個体ずつ155

個体を採種した（個体どり）。圃場選抜した94系統につ

いて、収穫後に千粒重と整粒割合により50系統を選抜し

た。 

２）基本調査 

ア．予備調査 

（ア）主食用米 

予備調査に８品種・系統（標準、比較品種を除く）を

供試し、特性を調査した。 

その結果、「あきたこまち」熟期から「きぬむすめ」

熟期で県中北部向けの系統としては、「北陸271号」、「奥

羽446号」、「越南310号」及び「関東281号」をやや有望

～再検討とした。また、「ヒノヒカリ」熟期で県南部向

けの系統としては、「中国233号」をやや有望～再検討と

した。 

「北陸271号」：「あきたこまち」より３日早熟、穂数

多、収量同等、外観品質同等。 

「奥羽446号」：「あきたこまち」と同熟、穂数多、収

量同等、外観品質同等。 

「越南310号」：「きぬむすめ」より６日早熟、穂数同

等、やや多収、外観品質やや劣る。 

「関東281号」：「きぬむすめ」より６日早熟、穂数同

等、収量同等、外観品質優れる。 

「中国223号」：「ヒノヒカリ」より６日早熟、穂数多、

多収、外観品質劣る。 

（イ）飼料米及び加工用多収米等 

業務用向け多収米２品種について、通常栽培（窒素成

分９g/㎡、栽植密度18.3株/㎡）に加え、疎植栽培（同９

g/㎡、12.8株/㎡）、極多肥栽培（同13.5ｇ/㎡、18.3株/

㎡）を行い、特性を調査した。 

その結果、「えみだわら」及び「やまだわら」をやや

有望とした。 

「えみだわら」：「アケボノ」より29日早熟、短稈、

穂数やや多、施肥量・栽植密度にかかわらず多収、外観

品質同等。 

「やまだわら」：「アケボノ」より23日早熟、短稈、

穂数やや少、疎植でやや多収、標準栽植密度・標肥・極

多肥で多収、外観品質同等。 

イ．生産力検定調査 

主食用米の生産力検定調査に「あきたこまち」熟期の

「てんたかく81」及び、「ヒノヒカリ」熟期の「西海306

号」を供試し、生産力などを調査した。 

その結果、「てんたかく81」を再検討、「西海306号」

を有望～やや有望とした。 

「てんたかく81」：「あきたこまち」より５～６日早

熟、穂数多、低収、外観品質優れる。 

「西海306号」：「ヒノヒカリ」と同熟、穂数少、多収、

外観品質優れる。 

３）現地調査 

岡山市、備前市及び矢掛町において「関東263号」及び

「つやきらり」を供試して、地帯別の適応性及び生産力
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などを調査した。 

その結果、「関東263号」は「ヒノヒカリ」より１日早

熟～４日晩熟で、多収であり、倒伏は認められなかった。

また、「つやきらり」は「ヒノヒカリ」より１～４日早

熟で、やや多収～多収であり、品質は優れていた。 

（２）主要農作物品種試験（麦類）  （昭28～継） 

本県に適応する麦類の優良品種を選定する。 

［過年度分］ 

１）基本調査 

本県に適応する麦類優良品種を選定するため、予備調

査では、小麦６系統、ビール大麦４品種・系統、裸麦５

品種・系統、六条大麦２品種（それぞれ対照、標準品種

を除く）を供試した。生産力検定では、小麦２品種、ビ

ール大麦１品種（それぞれ対照品種を除く）を供試した。

いずれの試験においても、対照品種との比較により、有

利形質・不利形質を判定し、総合的に有望度を評価した。 

ア．予備調査 

（ア）小麦 

対照品種「ふくほのか（軟質小麦）」、「せときらら

（硬質小麦）」との比較の結果、軟質小麦では「中国175

号」、「西海205号」を有望とした。硬質小麦に有望系統

はなかった。 

「中国175号」：「ふくほのか」と同熟、やや短稈、穂

数同等、同収で、外観品質は同等の通常アミロース系統。 

「西海205号」：「ふくほのか」と同熟、やや短稈、穂

数同等、同収で、外観品質は同等の低アミロース系統。 

（イ）ビール大麦 

対照品種「サチホゴールデン」との比較の結果、「栃

木二条54号」、「栃木二条56号」を有望とした。 

「栃木二条54号」：「サチホゴールデン」に比べ２日

早熟、やや短稈で、穂数同等、同収で、外観品質は同等。 

「栃木二条56号」：「サチホゴールデン」に比べ１日

早熟、稈長同等で、穂数は多く、多収で、外観品質は同

等。 

（ウ）裸麦 

対照品種「イチバンボシ」との比較の結果、「ダイキ

ンボシ」、「四国裸糯139号」、「四国裸142号」を有望

とした。 

「ダイキンボシ」：「イチバンボシ」より３日晩熟、

長稈、多収で、外観品質に優れる。 

「四国裸糯139号」：「イチバンボシ」より４日晩熟、

長稈、やや多収で、外観品質に優れる。 

「四国裸142号」：「イチバンボシ」より３日晩熟、稈

長同等、穂数は多く、やや多収で、外観品質に優れる。 

（エ）六条大麦 

対照品種「サチホゴールデン」との比較の結果、有望

品種はなかった。 

イ．生産力検定調査 

（ア）小麦 

対照品種「ふくほのか」との比較の結果、有望品種は

なかった。 

（イ）ビール大麦 

対照品種「サチホゴールデン」との比較の結果、「ニ

ューサチホゴールデン」を有望とした。 

「ニューサチホゴールデン」：「サチホゴールデン」

に比べ１日早熟、稈長同等、穂数同等、同収で、外観品

質は同等。 

ウ．「サチホゴールデン」施肥試験 

「サチホゴールデン」の適切な施肥管理について、３

種類の基肥一発肥料（サチホ専用一発（試作）、スカイ

専用一発388及び麦コートおまかせ388）と２種類の分施

体系（尿素追肥区、後期重点施肥区）を慣行分施肥区と

比較検討した。 

過去２か年と本年度の試験から、基肥一発肥料は、暖

冬年では低収・低蛋白質含有率になりやすい可能性が示

された。また、本年は気温が平年並みだったため、対照

区に比べ基肥一発肥料が多収傾向であり、蛋白質含有率

は同等でおおむね適正値であった。 

エ．「サチホゴールデン」の出穂、成熟期特性 

「サチホゴールデン」の出穂、成熟期特性を明らかに

するため、「ミハルゴールド」を対照として播種期を10

月下旬、11月上旬、11月中旬、11月下旬、12月上旬及び

12月中旬の６水準を設け、生育を調査した。 

その結果、いずれの播種時期においても、「サチホゴ

ールデン」は「ミハルゴールド」よりも茎立ちが早かっ

た。また、「サチホゴールデン」の10月下旬播種では、

全ての主茎で幼穂凍死が生じた。12月～１月上旬の気温

が高い暖冬年においては、主茎の伸長が前進し、厳寒期

に主茎長が20㎜を超える恐れがあるため、11月上旬播種

であっても「サチホゴールデン」は凍霜害の危険性が高

くなる恐れがある。また、両品種間の出穂期及び成熟期

の差は、播種時期により出穂期で４～13日、成熟期で２

～７日であり、播種期が早播いほど差が大きかった。 

オ．糯性裸麦品種の特性把握と安定生産技術の確

立 

県内では、地域おこしの目玉として「もち麦（糯性裸
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麦）」の加工品が開発・販売されている。また、もち麦

の機能性（β-グルカン）に注目して市民の健康増進に役

立てようとする取組みも行われている。しかし、もち麦

の栽培は、粳性二条大麦品種の栽培法に準じて行われて

おり、糯性品種の特性を発揮する栽培方法は不明である。

そこで、糯性裸麦品種の栽培特性を把握し、安定多収栽

培を可能にする栽培方法を明らかにする。 

（ア）適期播種における「キラリモチ」の多収栽

培法の検討 

「キラリモチ」の適期播種で、更なる多収を得ること

を目的に、後期重点型施肥処理を設け、標準施肥と比較

した。 

その結果、後期重点型施肥により出穂期、成熟期、稈

長、穂長に大きな差異は認められなかったが、穂数、粗

麦重、整粒収量及び容積重は増加した。千粒重の差異は

小さく、有意でなかった。子実蛋白質含有率は後期重点

型施肥が標準施肥よりも有意に高かった。 

（イ）晩期播種における「キラリモチ」の多収栽

培法の検討 

減収しやすい「キラリモチ」の晩期播種で、播種量増

と後期重点型施肥による増収が可能か否かを検証した。 

その結果、晩期播種では、適期播種並みの収量は得ら

れなかった。 

（ウ）適期播種における「ダイシモチ」の多収栽

培法の検討 

「ダイシモチ」の適期播種で、更なる多収を得ること

を目的に、後期重点型施肥処理を設け、標準施肥と比較

した。 

その結果、後期重点型施肥により出穂期、成熟期、稈

長に大きな差異は認められなかったが、穂長は伸長し、

穂数、粗麦重及び整粒収量は増加した。容積重、千粒重

の差異は小さかったが、子実蛋白質含有率は高かった。｢ダ

イシモチ｣の適期播種では、後期重点型施肥により増収し、

高品質化すると考えられた。 

（エ）晩期播種における「ダイシモチ」の多収栽

培法の検討 

シンク容量の減少により減収しやすい「ダイシモチ」

の晩期播種で、播種量増と後期重点型施肥の組合せによ

る増収が可能か否かを検証した。 

その結果、播種量増により増収し、適期播種以上の収

量が得られた。子実蛋白質含有率も有意に高くなった。

晩期播種における播種量は10a当たり13kgまででよいと判

断された。 

［当年度分］ 

１）基本調査  

ア．予備調査 

（実施中） 

イ．生産力検定調査 

（実施中） 

（３）主要農作物品種試験（大豆）  （昭56～継） 

本県に適応する大豆の優良品種を選定する。 

１）基本調査 

６月上旬播種（早播）に１品種、６月中旬播種（標播）

に１品種２系統、７月上旬播種（晩播）に１品種を供試

し、「サチユタカ」及び「トヨシロメ」と比較した。さ

らに晩播における密植適性を１品種について検討した。 

その結果、「はれごころ」、「四国31号」をやや有望、

「関東140号」をやや劣るとした。 

「はれごころ」：成熟期は「サチユタカ」に比べて４

～７日晩熟で「トヨシロメ」並。主茎長は「サチユタカ」

並に低く、耐倒伏性は「サチユタカ」並に強いが最下着

莢節位高は６～10cmと低い。収量は「サチユタカ」及び

「トヨシロメ」に比べて６月播種で同等～多く、７月播

種でやや多い～多い。紫斑粒、褐斑粒の発生は確認され

ず、外観品質が優れる。晩播密植で倒伏程度は大きいが、

多収。 

「四国31号」：成熟期は「サチユタカ」より５日晩熟、

「トヨシロメ」より３日早熟。耐倒伏性は「サチユタカ」

より強い。収量は「サチユタカ」、「トヨシロメ」並。

紫斑粒の発生は少ないが、褐斑粒は「トヨシロメ」並に

やや発生する。裂皮粒が少なく外観品質が優れる。 

２）現地調査 

「トヨシロメ」は倒伏しやすく紫斑粒の発生が多いこ

とから、採種農家は品種転換を強く要望している。そこ

で、岡山市、津山市、鏡野町、奈義町で「はれごころ」

を供試し、現地適応性を「サチユタカ」及び「トヨシロ

メ」と比較して調査した。 

その結果、「はれごころ」を津山市では有望、鏡野町

ではやや有望、岡山市と奈義町では再検討とした。 

岡山市：６月上旬に播種した場合、成熟期は11月上旬。

無培土だが倒伏程度は低い。坪刈り収量は「サチユタカ」

よりやや低収となったが、実収は「サチユタカ」並の

300kg/10aと多収。中粒区分が50％と粒大はやや小さいが、

紫斑粒、褐斑粒及び裂皮粒の発生は少なく、大粒区分で

二等となった。 

津山市：７月初旬に播種した場合、成熟期は11月中旬。
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なびき倒伏したが、最下着莢節位高は14cm確保され、実

収で195kg/10aと比較品種に比べ55～84kg/10a多収。大粒

区分は91％を占め、紫斑粒、褐斑粒及び裂皮粒の発生は

少なかった。 

鏡野町：６月中旬に播種した場合、成熟期は11月上旬。

実収で245kg/10aと「サチユタカ」より30kg/10a多収。大

粒区分は81％を占め、紫斑粒、褐斑粒及び裂皮粒の発生

は少ない。青立ち株が発生したが、裂莢しにくいことか

ら茎水分が減少するまで機械収穫を遅らせることができ、

大粒区分は三等となった。 

奈義町：６月下旬に狭畦密植栽培した場合、成熟期は

11月９日となり、後作の作業等に影響が生じた。「サチ

ユタカ」より倒伏程度は小さく、最下着莢節位高は17cm

確保された。青立ち株が発生したが、実収で165kg/10a

と「サチユタカ」より24kg/10a多収。大粒区分は84％を

占め、紫斑粒、褐斑粒及び裂皮粒の発生は少なく、大粒・

中粒区分とも三等となった。 

２．農作物種子、種苗対策 

（１）主要農作物原種圃事業（水稲・麦類・大豆・小

豆）             （明42～継） 

本県の採種計画に基づき、水稲・麦類・大豆・小豆の

奨励品種、地域適応優良品種等について、原原種の維持

と原種の生産及び配付を行う。 

１）原原原種圃 

原原原種について、雨除けハウスで採種した「ふくほ

のか」及び「サチホゴールデン」の系統種子を用い、雨

除けハウスで採種した。 

その結果、合計54㎏を採種し、冷蔵庫に保管した。 

２）原原種圃 

原原種について、水稲２品種、麦類２品種及び大豆１

品種を、隔離した原原種圃で増殖、採種した。 

その結果、水稲197kg、麦類372㎏及び大豆33kgを採種

し、冷蔵庫に保管した。 

３）原種圃 

原種について、水稲８品種257ａ、麦類３品種297ａ及

び大豆２品種49ａの原種圃を設置して生産した。 

その結果、本年産の原種について、表のとおり岡山県

穀物改良協会に配付した。 

 

 

 

 

 

品種名 

面積

(ａ)

原 種 

生産量 

(kg) 

原 種

配付量

(kg)

原 種

保管量

(kg)

水稲 

あきたこまち 

コシヒカリ 

きぬむすめ 

ヒノヒカリ 

朝日 

アケボノ 

雄町 

ヤシロモチ 

 

48

40

30

50

30

40

9

10

 

1,740 

1,560 

1,220 

2,000 

720 

1,760 

260 

360 

 

840

620

580

1,340

700

1,060

260

140

 

900

940

640

660

20

700

0

220

合 計 257 9,620 5,540 4,080

麦類 

ふくほのか 

スカイゴールデン

サチホゴールデン

 

93

97

107

 

4,040 

3,220 

3,040 

 

1,960

2,720

2,240

 

2,080

500

800

合 計 297 10,300 6,920 3,380

大豆 

サチユタカ 

トヨシロメ 

 

39

10

 

340 

300 

 

320

160

 

20

140

合 計 49 640 480 160

４）小豆「夢大納言」の原種供給 

令和２年産原種を、利用許諾契約した県内農家（１戸）

へ配布した。 

５）小豆「備中夢白小豆（岡山ＡＤＺ１号）」の原

種供給 

1.2ａの防虫ハウスで原原種の増殖を行い、調製種子を

12kg採種し、冷蔵保管した。 

利用許諾契約した２件の生産団体へ、令和２年産の原

種を８kg配付した。 

 

Ⅴ 現地緊急対策試験、予備試験等 

１．良質米生産対策 

（１）水稲作況試験         （昭48～継） 

当年産水稲の生育・収量構成の特徴を明らかにし、生

育に対する気象の影響を解析するための資料を得る。 

１）水稲作況試験 

水稲の作柄の年次変動について、「きぬむすめ」、「ヒ

ノヒカリ」、「アケボノ」及び「朝日」の４品種を稚苗

移植栽培で継続検討した。 

令和４年産の稲作期間における気象の特徴は、６月下
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旬の高温少雨、７月上旬、８月中旬の寡照多雨、９月上

中旬の寡照であった。 

その結果、いずれの品種も穂数は平年比で80％台と少

なく、一穂籾数も少なかった。㎡籾数はいずれの品種も

平年比で72％～84％と少なかった。そのため、精玄米重

は「きぬむすめ」で平年比95％、「アケボノ」、「朝日」

で平年比84％、「ヒノヒカリ」で平年比81％となり、「き

ぬむすめ」以外の品種でかなり減収となった。また、玄

米外観品質はいずれの品種も平年に比べ悪く、「きぬむ

すめ」が二等中、「ヒノヒカリ」が二等下、「アケボノ」、

「朝日」が三等下となった。 

２．良質麦生産対策        

（１）麦類作況試験         （昭48～継） 

当年産麦類の生育・収量構成の特徴を明らかにし、生

育に対する気象の影響を解析するための資料を得る。 

［過年度分］ 

麦類の作柄の年次変動について、「サチホゴールデン」、

「スカイゴールデン」、「ミハルゴールド」及び「ふく

ほのか」の４品種を供試し、全耕条播栽培で検討した。 

令和４年産の麦作期間の気象は、気温は１月上旬から

３月上旬にかけて平年に比べやや低温になったが、３月

中旬から４月下旬は平年に比べやや高温になった。５月

以降は平年並み～やや低く推移した。降水量は、麦作期

間を通じて平年の71％と平年より少なかった。11月下旬、

３月中旬、４月下旬が多く、12月下旬～３月上旬は平年

に比べ少なかった。日照時間は、２月下旬、４月上旬が

長く、４月下旬、５月中旬、６月中旬が短かった。麦作

期間を通じて平年の107％と平年よりやや長かった。 

その結果、出芽苗立ちは良好だった。茎数は、１月20

日の時点で平年比96～158％だったが、その後の低温によ

り、２月20日時点で平年比84～126％と増加は緩慢であっ

た。その後は３月中下旬の高温により全品種とも旺盛に

分げつが増加した。成熟期は、「サチホゴールデン」で

６日遅く、「スカイゴールデン」で平年並み、「ミハル

ゴールド」、「ふくほのか」で３～４日早かった。収量

は、「サチホゴールデン」は平年比の105％、「スカイゴ

ールデン」は115％、「ミハルゴールド」は104％、「ふ

くほのか」は111％と全品種とも多かった。 

［当年度分］ 

（実施中） 
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果樹研究室 

Ⅰ 果樹に関する試験 

１．果樹新品種の育成 

（１）モモ新品種の育成       （昭56～継) 

現在、岡山県では「岡山白桃」のシリーズ化を進める

ために、早生から極晩生まで、核割れや生理的落果が少

なく、果実品質が良好で果皮着色が少ないモモ新品種の

育成を進めている。この中で、短期的な育種目標として

は、果皮着色しやすく裂皮が問題となる「加納岩白桃」

熟期の品種及び「白麗」と「白皇」の中間に成熟する新

品種を育成する。中長期的な育種目標としては、せん孔

細菌病低感受性の品種、果肉が褐変しにくい特性を持つ

品種、「白露」以降に成熟する極晩生の熟期の品種及び

低温要求量が低い特性を持つ新品種を育成する。 

１）交配 

「加納岩白桃」熟期の新品種や、せん孔細菌病低感受

性を持つ新品種等を育成するため、「岡山ＰＥＨ10号」、

「岡山ＰＥＨ11号」及び「もちづき」等を交配親に用い

た18組合せの交配を行った。 

その結果、459個の種子を獲得し、現在344個体を育苗

中である。 

２）育苗と定植 

令和３年度に交配育成した324個体を温室内で育苗し、

ＤＮＡマーカーで黄肉又は不稔と判定された27個体を除

いた297個体のうち、育苗中に枯死した個体を除く92個体

を圃場に定植した。 

３）一次選抜 

生産が安定し、果実品質の優れた新品種を育成するた

め、平成27～令和元年に交配育成した320個体のうち、結

実した282個体について一次選抜を行った。 

その結果、下記の１系統を有望とした。 

「15－10－19」：「大和白桃」×「白皇」の交配組合

せで、対照品種の「白麗」より晩熟の白肉種で花粉を有

する。「白麗」より果実重がやや大きく、糖度がやや低

かったが、果皮着色しにくく、果梗内亀裂小果の発生が

少なかったため有望とし、「岡山モモ42号」の地方系統

名を付した。 

４）二次選抜 

平成29～令和３年度に地方系統名を付した７系統につ

いて、果実品質及び栽培特性を検討した。 

その結果、下記の１系統をやや有望とした。 

「岡山モモ38号」：「大和白桃」×「白皇」から選抜

した系統で、対照品種の「白麗」よりやや晩熟の白肉種

で花粉を有する。「白麗」と比べて、果実重が大きく、

糖度がやや低いが、生理的落果、果梗内亀裂小果及び果

肉障害の発生が少なかった。 

５）有望系統の特性調査 

ア．「岡山ＰＥＨ10号」の特性概要 

「岡山ＰＥＨ10号」の若木について、生育特性及び果

実諸形質を解析し、本品種の特性把握を行った。 

その結果、「岡山ＰＥＨ10号」は、同熟期の「清水白

桃」と比べて、果実重は小さいが、糖度が高く、水浸状

果肉褐変症の発生が少なかった。 

イ．「岡山ＰＥＨ11号」の特性概要 

「岡山ＰＥＨ11号」の若木について、生育特性及び果

実諸形質を解析し、本系統の特性把握を行った。 

その結果、「岡山ＰＥＨ11号」は、黄肉種であり、同

熟期の「清水白桃」と比べて、果実重は小さいが、渋み

が少なく、核割れ果の発生が少なかった。 

ウ．褐変しにくい品種・系統のＦ１系統における

褐変特性の有望性の判定 

切り口が褐変しにくい新品種を育成するため、これま

でに褐変しにくい品種・系統として確認された「スイー

トネクタリン晶光」等を交配親に持つＦ１系統である39

個体の褐変程度を評価し、有望性の判定を行った。 

その結果、３個体を褐変しにくい個体として有望とし

た。 

（２）ブドウ新品種の育成      （昭56～継） 

本県の気候風土に適し、栽培が容易で生産が安定する

とともに、「岡山ブランド」を維持、強化できる大粒、

種なし、良食味、香りが優れ、皮ごと食べることができ

るブドウを前提に、短期的な目標としては、着色の安定

した赤色（２倍体）及び黒色（４倍体・２倍体）の新品

種を育成する。 

１）交配 

地方育成系統７系統及び11品種を母本とした28組合せ

の交配により、23,616個の種子を得た。 

２）育苗と定植 

令和２～３年の交配及び自然交雑により得られた９組

合せ7,124個の種子を温室内で播種して育苗し、383個体

を圃場に定植した。なお、このうち４組合せについては、

ＤＮＡマーカーを用いてＭＹＢ遺伝子型を判定し、着色

が優れる系統を選抜して圃場に定植した。 
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３）一次選抜 

ア．一次選抜用個体の養成に適した肥培管理方法

の検討 

一次選抜に用いる個体の生育を促進させ、早期に開花・

結実させることを目的に、慣行の液肥による肥培管理に

加えて、定植当年の新梢伸長期の肥効を高めるため、定

植前にＬＰコート30を10a当たり25kg又は50kg施用し、生

育に及ぼす影響を検討した。また、定植前に施用する肥

料の種類について、ＬＰコート30の単一施用とＬＰコー

ト30及び果樹いちばんの混合施用とで、生育に及ぼす影

響について比較検討した。 

その結果、定植前にＬＰコート30を10a当たり25kg及び

50kg施用した区では、慣行の液肥のみを施用した区より

も明らかに定植当年の新梢長が長く、主幹径が太かった

ものの、施肥量の違いでは生育に大きな差がなかった。

また、ＬＰコート30の単一施用とＬＰコート30及び果樹

いちばんの混合施用を比較したところ、生育に大きな差

は認められなかった。 

イ．一次選抜 

平成29～令和２年に交配又は自然交雑して育成した計

932系統のうち、結実した132系統について果実品質を調

査した結果、次の１系統を有望とした。 

「19－９－７」：「ピオーネ」×「オーロラブラック」

から選抜した紫黒色で着色が優れる４倍体で、果粒重が

比較的大きく、食味が良かった。皮ごとでは食べられな

いが、皮離れが良かった。 

ウ．一次選抜における果粒重及び糖度の選抜基準

の検討 

一次選抜では、実生個体による密植栽培を行っている

ため、系統本来の果実品質を推定することが難しく、果

粒重８ｇ以上、糖度15度以上を目安に選抜を実施してい

る。これまで本県で育成した系統について、一次選抜時

と二次選抜時の果粒重及び糖度を比較し、その変化量を

明らかにすることで、一次選抜における選抜基準を再度

検討した。 

その結果、二次選抜時の果粒重は、一次選抜時と比べ

て平均で約３ｇ大きかった。しかし、二次選抜樹が３～

５年生の若木であり、成木に至った場合は更に大きくな

る可能性があることや、系統によって二次選抜時の果粒

肥大の程度にばらつきがあることから、果粒重15ｇ以上

の新品種を育成するためには、現状どおり選抜基準を８

ｇ以上とするのが妥当と判断された。一方、糖度は、一

次選抜時と比べて二次選抜時に同等か低下する傾向にあ

ることから、選抜基準を現状より高い16度に変更するべ

きであると判断された。 

４）二次選抜 

ア．二次選抜 

地方系統名を付した14系統の接ぎ木個体のうち、結実

した「岡山ブドウ19号」、「岡山ブドウ20号」、「岡山

ブドウ21号」及び「岡山ブドウ22号」の４系統について

栽培特性及び果実品質を検討した。 

その結果、２系統を調査継続とし、下記２系統を調査

中止とした。 

「岡山ブドウ20号」は赤色２倍体で、果皮色にむらを

生じやすかった。「岡山ブドウ21号」は赤色２倍体で果

粒重が小さく、種子の混入が多かった。 

イ．２倍体のマーカー選抜における葉の採集方法

の検討 

本県の育種体系の中では、幼苗の本葉が１～２枚展葉

した時期にマーカー選抜を行うと最も効率が良いと考え

られるが、これまで、生育初期の幼苗から採取した葉を

用いたＤＮＡマーカー選抜事例はない。また、ＤＮＡマ

ーカーの判定精度は採取する葉の状態に大きく影響され

ることから、子葉と本葉それぞれから葉を採取し、判定

精度を検証した。 

その結果、子葉と本葉との間には判定結果に大差はな

く、子葉と本葉のどちらの葉でもマーカー選抜が可能で

あることが確認できた。また、選抜後の生育にも葉の採

取部位の違いによる差はなかった。 

ウ．雄ずい反転性識別ＤＮＡマーカーの判定精度

の検証 

ブドウの雄ずい反転性の花は雌性花であるため、両性

花の花粉を受粉しないと種子が形成されない。幼苗段階

で遺伝的に種子が混入しにくい雌性花の個体をＤＮＡマ

ーカーで判定できれば、種子が混入しにくい品種の効率

的な育種及び選抜が可能になる。そこで、生物科学研究

所が開発した雄ずい反転性識別ＤＮＡマーカーの判定精

度を、一次選抜個体を用いて検証した。 

その結果、判定した雄ずい反転性遺伝子型と実際の表

現型は一致し、判定精度は実用可能なレベルであること

が確認できた。 

（３）モモ収穫期を予測するＤＮＡマーカーの開発 

（令２～４） 

現在、本県では、「岡山白桃」のシリーズ化を目指し

たモモ新品種の育成に取り組んでいる。モモは１品種に

つき収穫期間が１週間から２週間程度と短く、「岡山白
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桃」を連続して出荷するためには、早生から極晩生まで

収穫期が異なる品種を揃える必要がある。一方で、モモ

は定植してから結実するまでに３年間の期間を要し、よ

り効率的に新品種の育成を進めるためには、幼苗期に簡

便に収穫期を予測する技術が必要である。そこで、超極

晩生品種のＦ１交配樹、Ｆ２交配樹などの収穫期を解析し、

モモの収穫期を予測するＤＮＡマーカーを開発する。 

１）超極晩生品種のＦ１交配樹の収穫期の解析 

超極晩生品種と中晩生品種、晩生品種、極晩生品種及

び超極晩生品種によるＦ１交配樹の収穫期を解析した。 

その結果、超極晩生品種と中晩生品種とのＦ１交配樹

の収穫期は２つのグループに分離し、超極晩生品種と晩

生品種及び極晩生品種とのＦ１交配樹の収穫期はそれぞ

れ２～３つのグループに分離した。超極晩生品種と超極

晩生品種とのＦ１交配樹の収穫期は１つのグループに集

中した。 

２）超極晩生品種のＦ２交配樹の収穫期の解析 

超極晩生品種と中晩生品種及び晩生品種とのＦ１交配

樹を自殖、自然交配、又は超極晩生品種と交雑して得ら

れたＦ２交配樹の収穫期を解析した。 

その結果、これらのＦ２交配樹の収穫期は、中晩生又

は晩生から超極晩生頃の収穫期の間に広く分布した。 

３）開発された収穫期マーカーを用いた実生個体の

作成 

開発された収穫期マーカーを用いて、平成29年～令和

元年に交配育成した一次選抜系統及び既存品種における

遺伝子型と表現型を明らかにし、マーカーの判定精度の

検証を行った。 

その結果、ほとんどの系統及び品種で遺伝子型と表現

型が一致した。 

（４）温暖化に適応する着色の優れる黒色ブドウ新品

種の選抜技術の開発      （令４～６） 

温暖化の影響により黒色ブドウ品種における着色不良

が問題となっており、本県の主力品種である「ピオーネ」

でも着色不良が課題となっている。黒色ブドウでは着色

の程度が等級を大きく左右し、着色不良が農家所得の低

下につながっている。今後も温暖化の進行に伴って、着

色不良が増加すると考えられ、高温下でも安定して着色

する黒色ブドウの新品種開発が求められている。一方で、

ブドウの育種では定植から結実まで長い期間を要し、よ

り効率的に育種を進めるためには、幼苗期に着色の優れ

る個体を選抜する技術が必要である。そこで、着色誘導

に係る遺伝子型を判別するマーカー選抜技術を開発し、

効率的な新品種の育成に取り組む。 

１）着色の優れる黒色ブドウを選抜するマーカーの

開発 

生物科学研究所が開発した４倍体系統のＭＹＢ遺伝子

型を判定するＤＮＡマーカーを活用し、判定したＭＹＢ

遺伝子型と実際の果皮色との関係について、前年度に引

き続き検討した。 

その結果、本年度は着色期の高温の影響で、全体的に

前年度より着色程度が低い年柄であったものの、前年度

と同様に、着色誘導機能を有するＭＹＢハプロタイプが

多い系統ほど、果皮色を示すカラーチャート値が高い傾

向であった。また、一般に、着色は果粒重が大きいほど

劣る傾向にあるが、着色誘導機能を有するＭＹＢハプロ

タイプの多少と果粒重との間に有意な相関関係は認めら

れなかった。 

２）実生個体の選抜 

ア．播種時期の前進が実生個体の育成及び選抜の

期間の拡大に及ぼす影響 

ブドウの実生個体を育成する上で、マーカー選抜の適

期は本葉の展葉が１～２枚の時期に限られるため、実施

できる期間が短いことが問題となる。しかし、選抜を実

施する期間を長く確保するために播種時期を早めすぎる

と、種子の休眠覚醒が不十分となり、発芽率の低下が懸

念される。そこで、「ピオーネ」及び「オーロラブラッ

ク」において、播種時期を40日前進させ、実生個体の育

成及び選抜期間の拡大に及ぼす影響を検討した。 

その結果、慣行より播種時期を40日前進させても発芽

率は高く、選抜時期が約２週間前進したことから選抜期

間を拡大することができた。また、圃場への定植後の生

育も順調であった。 

イ．副梢上の花穂の育種への利用 

４倍体は種子獲得率及び種子発芽率が著しく低いため、

選抜に用いる個体の安定的な育成が課題となっている。

また、交配が可能な期間は開花期の約１週間と短い。そ

こで、副梢上の花穂の育種利用について、「ピオーネ」

及び「オーロラブラック」の自然受粉種子を用いて検討

した。 

その結果、両品種とも、副梢上の花穂の開花始日は本

梢上の花穂の満開日より１週間から１か月程度遅かった。

また、副梢上の花穂では、本梢の花穂に比べて１果房か

ら獲得できる種子数が多く、発芽率も高かった。 

ウ．ダミノジット剤の散布及び断根処理が種子獲

得数に及ぼす影響 
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４倍体では種子獲得率及び種子発芽率が著しく低く、

本梢上の花穂の種子獲得率向上が課題となっている。そ

こで、ダミノジット剤の散布及び断根処理が「ピオーネ」

及び「オーロラブラック」の種子獲得数に及ぼす影響を

検討した。 

その結果、両品種ともダミノジット剤を散布した本梢

の方が１果房から獲得できる種子数が多かった。また、

「ピオーネ」では断根処理を行うと明らかに樹勢が弱ま

り、さらにダミノジット剤の散布処理と併用することで

種子獲得率が相乗的に向上した。 

２．品目・品種の導入・選定 

（１）果樹導入品種の選定      （昭42～継） 

モモ及びブドウの注目される品種及び農研機構果樹茶

業研究部門の育成系統等を導入し、本県に適する優良品

種を選定する。 

１）果樹導入品種試験 

ア．モモ 

（ア）県内外のモモ優良品種の試作及び適応性の

検討 

本県に適応する優良品種を選定するため、「早生白鳳」、

「おかやま夢白桃（浅原・Ｕ系）」、「恵白」、「黄ら

らのきわみ」及び「西王母」について、対照品種との比

較検討を行った。 

その結果、導入品種の生育時期及び果実品質は以下の

とおりであった。 

「早生白鳳」：同樹齢の「加納岩白桃」と比べて開花

盛期が同日で、平均収穫日が１日程度遅く、果実重が小

さく、果皮着色が強かった。また、果実重や糖度などは

同程度であった。 

「おかやま夢白桃（浅原・Ｕ系）」：「おかやま夢白

桃」と比べて収穫期が同等で、果実品質にも大差がなか

った。 

「恵白」：「瀬戸内白桃」に比べて果実重が大きく、

糖度及び果実硬度が高かった。また、核割れ果の発生、

裂皮程度及び果梗内亀裂小果の発生がやや多かった。 

「黄ららのきわみ」：「ゴールデンピーチ」に比べて

収穫盛期が８日程度早かった。果実重が小さく、糖度、

果実硬度が高く、渋みが少なかった。 

「西王母」：「白露」に比べて収穫盛期が３日程度遅

く、果実重が小さく、糖度及び果実硬度が高く、核割れ

果及び果梗内亀裂小果の発生がやや多かった。 

（イ）「早生白鳳」に適した果実袋の検討 

「早生白鳳」は、果皮着色がやや強いことが生産現場

から指摘されている。このため、果皮着色を抑制する果

実袋について、果研もも部会と連携して検討した。 

その結果、本品種にＭ２無底袋を被袋した果実の品質

は、慣行のＭ４無底袋を使用した場合と大差がなかった。

また、果皮の着色程度がやや強い傾向であり、果皮着色

は抑制されなかった。 

（ウ）音響振動装置による「玄桃」の収穫適期及

び食べ頃の検討 

極晩生品種の「玄桃」は、収穫期や食べ頃の判断が難

しく、収穫の判断を生産者の経験と勘に頼っている現状

がある。そこで、他のモモ品種で収穫判断の試験に用い

ている、果実硬度非破壊測定器（「ゆびけん」ＭＲ－１

α、生物振動研究所製。以下、「音響振動装置」という。）

を用いて、「玄桃」における収穫適期及び食べ頃の判断

手段としての可能性について検討した。 

その結果、「玄桃」の適熟と判断した果実は第３共鳴

周波数（以下、ｆ３）が830～1,100Hzの範囲であった。

しかし、収穫から２週間ほど経過した果実には正確な共

鳴周波数を検出できないものが認められたことから、音

響振動装置により本品種の食べ頃を判断することは困難

であった。 

（エ）音響振動装置による「冬美白」の収穫適期

及び食べ頃の検討 

極晩生品種の「冬美白」は、「玄桃」と同様に収穫判

断や食べ頃の判断基準が明確でない。そこで、音響振動

装置を用いて「冬美白」における収穫判断及び食べ頃の

判断について検討した。 

その結果、樹上ではｆ３の値が、1,300Hzから1,000Hz

以下まで徐々に低下することを把握でき、音響振動装置

による「冬美白」の収穫判断の可能性が示された。しか

し、収穫後は、800Hzを下回るとｆ３の推移が一定の傾向

を示さなくなり、食べ頃及び出荷適期を判断することは

困難であった。 

イ．ブドウ 

本県に適応する優良品種を選定するため、県内外のブ

ドウ６品種を試作し、そのうち結実した「グロースクロ

ーネ」、「クイーンニーナ」、「マスカットジパング」

及び「雄宝」について、生育時期及び果実品質を調査し

た。 

その結果、導入品種の生育時期及び果実品質は以下の

とおりであった。 

「グロースクローネ」：黒色系品種で、対照品種の「ピ

オーネ」と比べて結実率が明らかに低かった。また、果
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皮の着色がやや優れ、肉質が軟らかく、あっさりとした

甘味で、渋みがなかった。 

「クイーンニーナ」：赤色系品種で、無加温ハウス栽

培、簡易被覆栽培のいずれの作型においても、対照品種

の「安芸クイーン」と比べて、果粒重が約15～16ｇでや

や小さいものの、糖度が20度以上と高く、肉質が硬く、

渋みがなかった。果皮の着色は同程度であった。 

「マスカットジパング」：黄緑色系品種で、果粒重が

約22ｇ、糖度が約16度であり、果汁が多くあっさりした

甘味で、わずかにマスカット香が感じられた。また、果

梗部周辺の裂果が収穫期の終盤にわずかに発生した。 

「雄宝」：黄緑色系品種で、果粒重が約23ｇ、糖度が

約14度であり、生理障害及び果頂部周辺の裂果が発生し

た。香り及び甘みが少なく、食味が劣るため、検討は本

年度で中止とした。 

（２）果樹系統適応性検定試験    （昭56～継） 

農研機構果樹茶業研究部門が育成したモモ及びブドウ

の系統について、本県における適応性を検討する。 

１）モモ（第10回系統適応性検定試験） 

農研機構果樹茶業研究部門が育成したモモ系統の有望

性を検討するため、第10回系統適応性検定試験として、

「モモ筑波134号」及び「モモ筑波136号」について、生

育と果実特性を調査した。 

２）ブドウ（第15回系統適応性検定試験） 

農研機構果樹茶業研究部門が育成したブドウ系統の有

望性を検討するため、第15回系統適応性検定試験として、

「安芸津31号」、「安芸津32号」、「安芸津33号」及び

「安芸津34号」について、特性を調査した。 

３．モモの高品質安定生産技術 

（１）モモ新品種「白皇」、「白露」の高品質安定生

産技術の開発         （令３～５） 

本県のモモ生産は、「清水白桃」を中心に中晩生に偏

った品種構成となっており、経営の安定と県産モモのブ

ランドを推進するには、早生から晩生までをオリジナル

品種でシリーズ化することが望ましい。これらを目的と

して、農研が育成した晩生品種の「白皇」及び「白露」

は、良食味や生産性などの優れた品種特性を有しており、

栽培面積が増加傾向にある。しかし、生理障害の発生や

収穫適期が判定しにくいなどの課題が明らかとなってき

た。そこで、両品種の生理障害の低減、収穫適期の判定

技術を確立することで、高品質な果実を安定して生産す

る栽培技術を確立する。 

１）生理障害抑制技術の開発 

ア．裂皮及び縫合線裂果の発生時期の把握 

「白皇」では、裂皮や縫合線部分の裂開が果肉まで達

する障害（以下、「縫合線裂果」という。）の発生によ

る正品果率の低下が課題となっている。これらの障害は

果実肥大との関連性が疑われているが、発生時期や具体

的にどの程度の果実の大きさになると発生するのか明ら

かでない。そこで、果実肥大の推移を調査するとともに、

裂皮及び縫合線裂果の発生時期との関係性について検討

した。 

その結果、裂皮は果実の肥大が増大する満開116日後頃

から発生し、収穫するまで発生率及び発生程度が増加し

続けることが明らかとなった。一方で、縫合線裂果は満

開104日後頃から125日後頃までの間に発生し、その後は

増加しなかった。 

（ア）果梗内亀裂小果の品種別発生率及び年次変

動 

 果梗内亀裂小果の発生率は、品種間差が非常に大きく、

「白皇」、「白麗」及び「瀬戸内白桃」などで本障害が

発生しやすい。また、本障害の発生率は年次間差が大き

いことも明らかとなっている。そこで、障害の発生条件

などについて、継続的に品種別の発生率を調査し、障害

発生の傾向について検討した。 

 その結果、本年は供試品種のうち「白麗」及び「瀬戸

内白桃」で本障害の発生率がやや高かったが、全体的に

発生が少ない年であった。なお、「白皇」及び「白麗」

では、過去７年間で最も本障害の発生が少なかった。 

（イ）「白皇」の果梗内亀裂小果の発生率と気象

条件との関係 

果梗内亀裂小果の発生率は、品種間差及び年次間差が

非常に大きいことから、特定の時期の気象条件が関与し

ていると考えられる。そこで、これまで蓄積したデータ

に、発生が過去７年で最も少なかった本年のデータを加

えて、「白皇」の果梗内亀裂小果の発生率と気象条件と

の関係を検討した。 

その結果、７月上旬の気温が高いと障害の発生が少な

い傾向が認められ、本年のデータを加えることで、その

傾向がより顕著となった。 

（ウ）連年の収量確保方法が「白皇」の収量、果

実品質及び樹体成長に及ぼす影響 

これまでに、果梗内亀裂小果がある程度発生すること

を見込んで、最終着果数を1.2倍程度にすると、標準的な

収量（2.3～2.5ｔ/10a）を確保できることが示されてい

る。しかし、連年の着果負担は、樹体成長などに影響を
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及ぼすことが懸念される。そこで、同一樹体で最終着果

数を３年連続で1.2倍とし、収量、果実品質及び樹勢を調

査した。 

その結果、本年度は果梗内亀裂小果の発生が非常に少

なく、標準的な収量を上回り、果実品質の著しい低下は

認められなかった。生育については、過去に最終着果数

を1.0倍程度とした樹と大差がなく、着果負担の増加によ

る樹勢の低下も認められなかった。 

イ．縫合線裂果の発生抑制技術の開発  

（ア）「白皇」の縫合線裂果の発生率と気象条件

との関係 

「白皇」は、縫合線裂果が多発し、正品としての出荷

量が大きく低下することがある。本障害の発生は、年次

変動が大きいことから気象条件が関与していると考えら

れる。そこで、本年を含めた過去８年間でのデータを用

いて縫合線裂果の発生率と気象条件との関係を解析した。 

その結果、満開61日後から満開70日後に相当する６月

上旬頃が高温少雨であると縫合線裂果の発生率が高い傾

向であった。 

（イ）「白皇」の縫合線裂果を生じる果実肥大の

様相 

本品種の縫合線裂果は、満開60日後までの果実が小さ

い年に多発する傾向が確認されており、果実肥大との関

係性が示唆されている。そこで、縫合線裂果の発生率と

果実肥大の様相を年次別、あるいは樹別で比較検討した。 

その結果、縫合線裂果が多発する年は、満開40日後の

果実が小さい傾向であったものの、その後の果実肥大に

は一定の傾向が認められなかった。また、縫合線裂果の

発生率が相対的に高い樹は、生育後半の果実肥大率が高

い傾向であった。 

（ウ）敷きわらが「白皇」の樹冠下の土壌水分、

樹体成長、縫合線裂果の発生率及び果実品

質に及ぼす影響 

これまでに、灌水を頻繁に行った園地では縫合線裂果

の発生が少ないという事例がある。しかし、灌水には設

備が必要なだけでなく、農繁期には栽培管理に追われて

十分に行えていない場合も多い。そこで、簡易に土壌水

分を維持する方法として敷きわらを行い、樹体成長、縫

合線裂果の発生率及び果実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、敷きわらを行うと草生栽培よりも土壌水分

が維持され、果実がやや大きく、生理的落果率がやや高

い傾向がみられた。しかし、本年は全体的に縫合線裂果

の発生が少なく、発生率には大差がなかった。 

（エ）遮光処理が「白皇」の縫合線裂果の発生率

及び果実品質に及ぼす影響 

これまでに、縫合線裂果は強遮光袋を被袋することで

発生が抑制される傾向であったことから、果実の受光状

態が発生に関与している可能性が示唆されている。そこ

で、満開118日後から収穫期までの期間に、樹の一部に寒

冷紗を被覆して遮光し、縫合線裂果の発生率及び果実品

質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、遮光を開始した時点で既に縫合線裂果が発

生しており、遮光による影響は判然としなかった。 

（オ）「白皇」における縫合線裂果の発生に影響

を及ぼす栽培管理の把握 

これまでに、栽培条件や気象条件によって縫合線裂果

の発生率が異なることが観察されており、栽培現場の状

況を把握することで発生要因や対策が明確になると考え

られる。そこで、前年度に縫合線裂果の発生が少なかっ

た３園地（山陽、鴨方及び新見）を選定し、縫合線裂果

の発生要因と対策を検討した。 

その結果、山陽では弱せん定の実施、鴨方及び新見で

は強遮光袋の使用が縫合線裂果の発生抑制に関与してい

る可能性が示唆された。 

ウ．結実確保技術の開発  

（ア）晩霜害による危険限界温度の検討 

前年度は、モモ全般に晩霜害による結実率の低下が問

題となる中、「白露」では特に著しい着果不足となった。

しかし、本品種の低温による安全限界温度などは十分に

検討されていない。そこで、「白露」の花蕾の低温によ

る安全限界温度を調査し、他品種と比較検討した。 

その結果、開花期前後において「白露」は「清水白桃」

よりも0.3～0.5℃高い温度でも凍霜害を受けやすいこと

が明らかとなった。また、この期間に－３℃程度の低温

に１時間以上遭遇すると、30％以上の花蕾が枯死する可

能性が示唆された。 

（イ）春季の追肥及び葉面散布が結実率に及ぼす

影響 

結実には春先の樹体内養分の多少による影響が大きい

との知見があるため、春先の窒素施用及び尿素の葉面散

布が結実率に及ぼす影響を検討した。 

その結果、春先に窒素施用を行った樹では、葉面散布

をした樹や無処理の樹よりも結実率が高い傾向であった。 

（ウ）防霜資材「フロストバスター」の散布が花

芽の凍霜害及び結実に及ぼす影響 

簡易な防霜対策として販売されている防霜資材は、前
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日の日中に樹体に散布することで霜害を回避できるとさ

れるものの、モモでの効果はほとんど検討されていない。

そこで、「白鳳」の切り枝を供試して低温処理を行い、

満開期から落弁期における「フロストバスター」の散布

の有無が、花芽の凍霜害に及ぼす影響について検討した。 

その結果、「フロストバスター」の散布が「白鳳」の

花芽の凍霜害に及ぼす影響は判然としなかった。 

（エ）「白麗」の満開後における摘花処理が結実

率及び果実諸形質に及ぼす影響 

前年度、開花期の晩霜害が一因とされる結実率の低下

が問題になった園地では、摘蕾程度を弱めておき、開花

期以降に摘花を行い、着花（果）量を調整する対策が検

討された。そこで、「白麗」において開花期以降の摘花

処理が結実率及び果実諸形質に及ぼす影響について検討

した。 

その結果、開花前の適期に摘蕾を行わず、満開後の落

弁期に摘花を行っても、開花前に摘蕾を行った慣行と比

べて、結実率及び果実諸形質には大差がなかった。 

２）品種特性に即した果実袋の選定及び開発 

ア．果実袋の違いが「白皇」の果実品質、裂皮及

び縫合線裂果の発生に及ぼす影響  

本品種では、裂皮や縫合線裂果の発生が多いことが問

題となっており、対策技術の確立が急務である。前年度

の結果から、強遮光の二重袋を被袋することで、裂皮の

発生程度だけでなく、縫合線裂果の発生も抑制する傾向

がみられた。そこで、生産現場で用いられる２種類の強

遮光の二重袋を被袋した果実と、裂皮抑制効果の高いオ

レンジ色の二重袋を被袋した果実とで、果実品質、裂皮

及び縫合線裂果の発生程度を比較検討した。 

その結果、２種類の強遮光の二重袋を被袋した果実は、

オレンジ色の二重袋を被袋した果実と比較して、糖度が

１度程度低く、果皮のクロロフィル値が14～15程度低か

った。２種類の強遮光の二重袋は、オレンジ色の二重袋

と比較して、いずれも裂皮の発生率が約20％高かったが、

裂皮の重症果率は大差がなかった。縫合線裂果の発生程

度は、いずれも大差がなかった。 

イ．試作の一重袋が「白皇」の果実品質に及ぼす

影響 

これまでの結果、裂皮の発生は、透湿性及び通気性が

低い果実袋を被袋することで抑制できることが明らかと

なっているため、本品種では二重袋の被袋が推奨されて

いる。しかし、二重袋は一重袋よりも単価が高く、被袋

時や収穫時の作業性が劣る。そこで、オレンジ色の原紙

に油性インクを全面塗布し、透湿性及び通気性の低下を

図った一重袋を試作し、「白皇」に対して本試作一重袋

による裂皮の抑制効果及び果実品質への影響について現

行であるオレンジ色の二重袋の場合と比較検討した。 

その結果、試作した一重袋の果実は、二重袋のものに

比べて裂皮の発生率、重症果率とも高く、果皮クロロフ

ィル値が低かった。その他の果実品質は大差がなかった。 

ウ．強遮光の試作一重袋が「白皇」の果実品質に

及ぼす影響 

前項の試験では、油性インクを塗布したオレンジ色の

試作一重袋は、オレンジ色の二重袋よりも裂皮の抑制効

果が劣った。そこで、白黒印刷された強遮光の原紙に油

性インクを全面塗布した強遮光の一重袋を試作して「白

皇」に被袋し、裂皮抑制効果及び果実品質に及ぼす影響

について生産現場で使用されている市販の強遮光二重袋

の果実と比較検討した。 

その結果、強遮光の試作一重袋では、現行の強遮光二

重袋の果実よりも裂皮の発生率及び重症果率が低い傾向

であったが、果実品質には大差がなかった。 

（２）果樹栽培の省力・高品質安定生産を可能にする

スマート栽培管理支援システムの開発 

（高冷地研究室と共同、令４～６） 

本県産の高品質な果実は国内外からの需要が強いが、

生産現場では高齢化や担い手不足から、栽培面積は減少

傾向で、高品質生産のための栽培技術の継承も課題とな

っている。特にモモやブドウの生産は、高度な技術と経

験が必要で、収穫など短期間の繊細な作業も多く、機械

化が難しいため、規模拡大が進みにくい状況にある。そ

こで、熟練が必要な栽培管理技術を誰でも熟練技能者並

みにできる栽培管理支援システム開発を目指す。 

１）モモの音響振動装置による収穫適期予測技術の

確立 

ア．収穫適期となる周波数の特定とその推移の解

明 

（ア）岡山県主要品種における収穫適期となる共

鳴周波数の検討 

モモにおける収穫適期は、目視による果皮色の微妙な

変化を基準に判断するが、それぞれの品種の成熟特性や

果実袋の違いによる外観の変化などを熟知しておく必要

がある。一方、音響振動装置を用いると、果実袋の上か

ら果実の熟度を把握できることが明らかとなった。そこ

で、本県の主要４品種について、収穫適期に相当する共

鳴周波数を検討した。 
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その結果、「清水白桃」及び「おかやま夢白桃」は、

第３共鳴周波数（以下、「ｆ３」という。）が800～900Hz、

「白皇」及び「白露」は750～850Hzの範囲が収穫適期で

あることが明らかとなった。 

（イ）「清水白桃」における成熟までの第３共鳴

周波数（ｆ３）の推移 

これまでに、品種ごとに収穫適期となるｆ３が明らか

となったが、その推移については十分に検討できていな

い。そこで、「清水白桃」について、生育後半から成熟

期までのｆ３の推移を調査した。 

その結果、樹内で果実間に成熟の差はあるが、個々の

果実のｆ３は同じような速度で、緩やかな曲線に沿って

低下することが明らかとなった。 

（ウ）第３共鳴周波数（ｆ３）の時刻変化と気象

との関係 

音響振動装置によるｆ３の測定値は、測定する際の時

間帯や気象条件によって異なる可能性がある。そこで、

個々の果実について３時間ごとにｆ３を記録し、ｆ３の時

刻変化と気象条件とを比較し、果実の軟化様相について

検討した。 

その結果、ｆ３は早朝から15時頃までは次第に低下し、

果実が軟化する傾向であったが、その後、翌日（24時）

まではほぼ横ばいであることが明らかとなった。ｆ３の

推移は、気温や日照時間の推移とは異なる傾向であった。 

（エ）第３共鳴周波数（ｆ３）の推移の品種間差

と軟化推定式の作成 

これまでに、「清水白桃」におけるｆ３の推移は明ら

かとなったが、他品種については未検討である。そこで、

「おかやま夢白桃」、「白皇」及び「白露」のｆ３の推

移を調査するとともに、品種ごとに果実軟化曲線を示す

逆数式を作成し、精度を検討した。 

その結果、供試した品種では、成熟時期が遅くなるほ

どｆ３の低下が緩やかになった。一方で、品種によって

軟化速度が大きく異なることも明らかとなった。「清水

白桃」を含めた４品種における果実軟化曲線（逆数式）

の精度は、いずれも極めて高かった。 

（オ）主要４品種の第３共鳴周波数（ｆ３）と収

穫適期までの日数 

主要４品種について、果実軟化曲線（逆数式）を作成

したが、生産現場ではｆ３と収穫適期までの予測可能日

数を明記して活用することが望ましいと考えられる。そ

こで、４品種について果実軟化曲線を解析し、測定日の

ｆ３による収穫適期までの日数を検討した。 

その結果、「清水白桃」では収穫適期の13日前、「お

かやま夢白桃」では16日前、「白皇」及び「白露」では

20日以内であれば、個々の果実の収穫適期を高い精度で

予測可能であることが明らかとなった。 

イ．音響振動装置を用いて収穫した「白皇」、「白

露」の試験出荷による実用性の検討 

これまでの試験の結果、音響振動装置による収穫適期

の判断は、ある程度の実用性があることを明らかにした。

しかし、本手法で収穫した果実の市場への流通や販売段

階での評価については未検討である。そこで、音響振動

装置を用いて収穫した「白皇」及び「白露」の果実と、

慣行法の目視により収穫した果実の市場評価について比

較検討した。 

その結果、音響振動装置を用いて収穫した果実に対し

て市場からのクレームはなく、比較的高値で販売され、

目視によって収穫した果実の販売価格と大差がなかった。

なお、本研究は、農林水産省戦略的スマート農業技術の

開発・改良事業で行った。 

（３）水田転換畑におけるモモ安定生産のための土壌

改良マニュアルの作成 

（環境研究室と共同、令４～８） 

県では、モモの栽培面積が減少しており、供給力を強

化するため水田の畑地化による栽培面積の拡大を推進し

ている。しかし、水田転換畑は一般的に排水性が低く根

域が浅く、長雨・少雨等の影響で生産が不安定となりや

すいため、水田転換畑の土壌環境を最適な状態で長期間

維持するための技術が求められている。そこで、モモ導

入の可否判定や排水不良要因を診断するための園地診断

手法、モモを安定生産するための排水対策・土壌改良技

術を確立し、現地での実践に向けたマニュアルを作成す

る。 

１）水田転換畑の土壌改良技術の確立と土壌改良マ

ニュアルの作成 

水田転換畑におけるモモ栽培では、根域の土壌水分の

状態が生育に大きく影響を及ぼす。そこで、明きょの施

工及びすき床破砕の有無が、水田転換園に定植したモモ

樹の生育に及ぼす影響について検討した。 

その結果、定植１年目の生育は、明きょを施工した方

が、無施工の場合よりも樹高がやや高く、幹周長が大き

い傾向であった。一方で、すき床破砕の有無による、定

植１年目の樹高及び幹周長への影響は認められなかった。 

（４）急性枯死症状の発生要因の解明と対策技術の開

発  （環境、病虫研究室と共同、令２～６） 
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近年、全国的にモモ急性枯死症状、ナシさび色胴枯病

及びリンゴ急性衰弱症といった果樹の急性枯死症状の発

生が急増し、深刻化しつつある。いずれも樹幹や主枝か

らの赤褐色の樹液流出とアルコール発酵臭を伴うのが特

徴で、発症の要因として土壌細菌が関与していると考え

られる。本症状の発生生態は不明であり、有効な防除対

策は未解明である。本県でも平成28年より、県内の一部

モモ圃場において、主に秋期に急速な落葉を伴う同様の

症状が発生し問題となっているが、上記の理由から適切

な対策が実施できていない。そこで、モモにおいて本症

状の発生要因を解明するとともに、防除対策の確立を目

指す。 

１）現地での発生実態調査 

これまでの調査結果から、モモ胴枯細菌病（急性枯死

症）の発生園では、達観による樹勢判断や主幹の色から

判断して、やや強勢の樹が多く、樹勢の強さが発生に影

響している可能性が示されている。そこで、本病の発生

と樹勢との関係を継続検討した。 

その結果、本年度も、モモ胴枯細菌病の発病樹は、達

観で樹勢の強い樹が多く、樹冠占有面積当たりの徒長枝

本数も多かった。本病の発生園では、達観で樹勢の弱い

樹がみられず、一方で、未発生園では樹勢の強い樹はな

かった。 

４．ブドウの高品質安定生産技術 

（１）ブドウ新品種の安定生産技術の確立（令２～６） 

近年、農研機構果樹茶業研究部門や民間育種家などに

よって新たなブドウ品種が育成され、本県のブドウ生産

現場では、これら新品種に対する関心が高い。現在、県

内で普及が見込まれるブドウ新品種については、系統適

応性検定試験あるいは導入品種試験により適応性を検討

しているが、いずれも試験規模は小さく、対照品種に準

じた栽培管理が行われているため、特性把握に終始し、

品種固有の問題点の解決には至りにくい。一方、県内産

地への植栽が急速に進んでいる品種に関しては、より迅

速な技術対応が望まれている。そこで、県内で注目され、

植栽が進んでいるブドウ新品種について、高品質安定生

産技術の検討及び確立を目指す。 

１）「マスカットジパング」 

ア．適正樹相の検討 

「マスカットジパング」の令和２年から令和４年まで

の栽培実態をもとに、安定した果実生産に適した樹相を

明らかにするとともに、その樹相を目指した新梢本数を

検討した。 

その結果、「マスカットジパング」の好ましい樹相と

しては、ＬＡＩ2.1がおおむね適当であり、ＬＡＩ2.1を

確保するためには、新梢当たりの葉面積が4,200～4,800

㎠程度で、10a当たりの新梢本数が4,500～5,000本必要で

あった。 

イ．果房管理方法の検討 

「マスカットジパング」に適した果房管理方法を明ら

かにするため、前年度に引き続き、穂軸長を６㎝及び７

㎝の２水準、果粒数を35粒及び40粒の２水準とした組合

せ試験を行い、果実品質及び房形に及ぼす影響を検討し

た。 

その結果、穂軸長７cm、果粒数40粒とした区では、果

房重が約870ｇとなり、果梗部付近で発生する裂果の発生

が少なく、房形が優れた。 

ウ．収穫適期の把握 

「マスカットジパング」の収穫適期を明らかにするた

め、果粒軟化７週後から10週後まで、１週間おきに果実

品質、食味による官能評価及び生理障害の発生を調査し

た。 

その結果、果粒軟化７週後から10週後にかけて、果粒

重が増加し、糖度が上昇する傾向であった。官能評価は、

果粒軟化７週後の時点では未熟であったが、その後、果

粒軟化９～10週後にかけて向上した。しかし、果粒軟化

９週後以降に果梗部付近で裂果の発生が認められ、果粒

軟化10週後には著しく増加した。 

エ．縮果症及び日射症の発生実態 

「マスカットジパング」は、裂皮や裂果が発生する場

合があるが、その他の生理障害の発生の多少については

十分に検討されていない。本年度、縮果症及び日射症が

多発したことから、発生の実態把握を行った。 

その結果、縮果症及び日射症は、ハウス側面等の日当

たりの良い位置に着生した果房で多く、特に果粒肥大の

良い樹で多い傾向であった。 

２）「クイーンニーナ」 

ア．ホルモン処理方法の違いが果実品質に及ぼす

影響 

「クイーンニーナ」に最適なホルモン処理方法を明ら

かにするため、無核化処理ではジベレリン25ppmにフルメ

ット５ppm又は２ppmを加用し、肥大処理ではいずれもフ

ルメット５ppmとする区を設け、さらに、フルメット10ppm

加用ジベレリン25ppmによる満開期一回処理の区を設けて、

ホルモン処理方法の違いが果実品質に及ぼす影響を検討

した。 
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その結果、結実率及び収穫時の果皮の着色程度には区

間に大差がなかった。満開期一回処理区では果粒重が約

15ｇで小さかったものの、房形が優れた。 

イ．着色程度に影響を及ぼす要因の究明 

「クイーンニーナ」は年次により着色が安定しないこ

とが問題である。前年度、簡易被覆及びサイドレスハウ

スで実施した試験では、着色程度に及ぼす果房重及び果

粒重の影響は明らかでなかったものの、着色程度は作型

に関わらず、糖度との間に高い正の相関関係が認められ、

カラーチャート値「４」以上の果粒は糖度が19度以上で

あった。本年度は、簡易被覆及び無加温ハウスで同様の

検討を行った。 

その結果、前年度と同様、作型に関わらず、着色程度

は糖度との間に高い正の相関関係が認められた。また、

カラーチャート値「４」以上の果粒の糖度は22度以上で

あった。 

ウ．収穫適期の把握 

「クイーンニーナ」の系統出荷の基準は、糖度16度以

上とされているものの、食味を考慮した収穫可能な時期

については明らかでない。そこで、果粒軟化日を起点と

して糖度及び食味の推移について調査した。 

その結果、調査を開始した果粒軟化４週後には、既に

糖度が20度に達していたものの、酸味がやや強かった。

果粒軟化６週後には適度な酸味で食味が優れ、県南部に

おける簡易被覆栽培での収穫適期は果粒軟化６週後と判

断した。 

エ．ストレプトマイシン処理の有無が無核化率及

び果実品質に及ぼす影響 

「クイーンニーナ」では、無核化のためのストレプト

マイシン（以下、「マイシン」とする。）処理の必要性

が明らかでない。前年度の試験で、マイシン処理を行う

と無核化率は100％であったのに対して、無処理の場合は

95％で、種子の混入が認められた。処理効果の年次変動

を明らかにするため、前年度に引き続き、マイシン処理

の有無が無核化率及び果実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、無核化率はマイシン処理を行うと100％であ

った。これに対して、無処理の場合は99％であり、種子

の混入がわずかに認められた。なお、前年度と同様、果

実品質には処理の有無による影響はみられなかった。 

オ．反射マルチの敷設が果皮の着色及び果実品質

に及ぼす影響 

「クイーンニーナ」は年次により着色が安定しないこ

とが問題である。前年度、サイドレスハウスにおいて白

色果実袋の被袋の有無により着色程度を比較したところ、

被袋すると果皮の着色が低下したため、着色を促すため

には、受光量を高めることが重要であると考えられた。

そこで、本年度は、無加温ハウスにおいて樹冠下に反射

マルチを敷設して、反射マルチの敷設の有無が果皮の着

色及び果実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、反射マルチを敷設することで、晴天日の日

中の照度が２倍程度となり、外観が優れるカラーチャー

ト値「４」の割合が高まり、緑色が残って外観が劣るカ

ラーチャート値「２」の割合が半減し、全体的に着色が

向上した。果実品質については、反射マルチを敷設した

区で果粒重が約１ｇ大きかったものの、その他について

は、敷設の有無による影響はみられなかった。 

カ．葉面積換算表の作成 

着色系品種は一般的に受光体勢や葉面積当たりの着果

量の多少により着色程度が変動するため、適切な葉面積

指数（ＬＡＩ）の把握が重要である。そこで、その基と

なる葉面積の調査を簡易に行うため、「クイーンニーナ」

の葉面積換算表を作成した。 

その結果、本換算表を利用することで、葉幅または主

脈長の測定のみで、葉面積を高い精度で推定することが

できた。 

３）「グロースクローネ」 

ア．ホルモン処理方法の違いが結実率及び果実品

質に及ぼす影響 

「グロースクローネ」は、花振るいを生じやすい特性

を有するため、果粒不足により正品率の大幅な低下を招

くことがある。前年度、満開期一回処理を前提に、着粒

安定を目的とした、開花始めのフルメット処理の効果を

検討したところ、本処理によって結実がやや改善された

ものの、結実率は約66％と依然として低水準であった。

本処理による効果の年次変動を確認するため、本年度も

継続検討した。 

その結果、本年度は処理の有無に関わらず結実率が約

90％と高かったため、本処理の効果は判然としなかった。 

イ．開花前の摘心方法の違いが結実率及び果実品

質に及ぼす影響 

「グロースクローネ」の花振るいは、開花期より前の

段階で花蕾が脱落することによって生じることもあるた

め、開花期のホルモン処理のみでは十分に対処できない

場合がある。そこで、通常、結実安定のために満開１週

間前に行う新梢先端部の摘心を満開２週間前に早める早

期摘心処理区を設けるとともに、さらに摘心位置も通常
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より５節短くする早期強摘心処理区を設け、新梢摘心方

法の違いが結実率及び果実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、いずれの試験区においても結実の向上効果

は認められず、慣行の摘心方法と比べて誘引作業が遅れ、

その後の枝管理を効率的に行うことが困難であった。 

ウ．「ピオーネ」との生育及び果実品質の比較 

「グロースクローネ」は新しい品種であるため、本県

における栽培上の特性や果実品質の特徴等が明らかでな

い。そこで、本県の主要品種であり、同じ黒色系品種で

ある「ピオーネ」と生育及び果実品質を比較した。 

その結果、「グロースクローネ」は、「ピオーネ」と

比べて生育が同時期で、糖度が高く、着色が優れるもの

の、果肉が軟らかく、食感が劣った。また、結実率が「ピ

オーネ」よりも明らかに低く、支梗及び小果梗が長いた

め、「ピオーネ」と同じ果粒数では果粒間に隙間を生じ、

房形が悪い傾向であった。 

（２）「ピオーネ」及び「オーロラブラック」の着色

安定化技術の開発       （令２～４） 

「ピオーネ」は本県が全国１位の出荷量を誇り、岡山

ブランドをけん引する品種となっている。「オーロラブ

ラック」についても、出荷量の増加とともに徐々に市場

や小売店からの評価が高まっている。全国的には「シャ

インマスカット」の栽培が急増した一方、黒系品種は供

給が不足傾向となっており、本県の「ピオーネ」及び「オ

ーロラブラック」に対する市場からの期待感は大きい。

しかし、「ピオーネ」及び「オーロラブラック」は、近

年、着色期が高温に遭遇することが多いことから、着色

不良が課題となっている。そこで、本課題では気象の影

響を受けにくく着色を安定化する技術を開発する。 

１）着色安定化技術の開発 

ア．Ｓ－ＡＢＡの果房散布による着色促進技術の

開発 

（ア）Ｓ－ＡＢＡの果房散布液量の違いが「ピオ

ーネ」の果実の成熟及び品質に及ぼす影響 

前年までの結果、簡易被覆栽培の「ピオーネ」におい

て、天然型アブシジン酸（以下、「Ｓ－ＡＢＡ」という。）

1,000ppm液を果房に散布することによる着色促進効果が

確認された。Ｓ－ＡＢＡの登録上の使用液量は、１果房

当たり２～10mlとなっているが、これまで適切な散布液

量については未検討である。そこで、簡易被覆栽培の「ピ

オーネ」において、散布液量を１果房当たり２ml、５ml

及び10mlの３水準とし、果実の成熟及び品質に及ぼす影

響を検討した。 

その結果、Ｓ－ＡＢＡの散布液量が多いほど着色が促

進され、１果房当たり２mlでは、無処理の果房の着色と

大差がなかった。一方、１果房当たり10mlでは、着色が

最も優れた反面、無処理の果房に比べて果実硬度及び引

張強度が低い傾向であり、果粒の汚れや果粉溶脱の程度

も大きかった。 

（イ）Ｓ－ＡＢＡ処理が無加温栽培の「ピオーネ」

の果実品質に及ぼす影響 

前年までの結果、Ｓ－ＡＢＡ液を比較的着色の優れる

二重被覆無加温栽培や着色の劣るサイドレスハウスの「ピ

オーネ」に散布したものの、いずれも簡易被覆栽培に比

べて着色促進効果が明確に表れなかった。そこで、本年

は比較的着色の優れる二重被覆無加温栽培の「ピオーネ」

においてＳ－ＡＢＡ液を散布し、着色に与える影響の年

次変動を検討した。 

その結果、本年は二重被覆無加温栽培であってもやや

着色しにくい条件下であったが、Ｓ－ＡＢＡの果房散布

により、無処理に比べて着色が促進される効果が認めら

れた。また、散布によるその他の果実品質への影響は認

められなかった。 

（ウ）Ｓ－ＡＢＡの果房散布時における省力的な

除袋方法の検討 

前年の結果、Ｓ－ＡＢＡを「ピオーネ」に散布する際

の果房の露出方法として、点貼りの大きな果実袋を用い

て、留め金を穂軸に巻き付けたまま果実袋を上に引き上

げることで、除袋作業に要する時間を短縮することがで

きた。しかし、点貼りの果実袋の底を再度閉じる際にホ

ッチキスで２点留めしたところ、果実肥大とともに果実

袋の底部が開き、農薬散布による果面の汚れを生じた。

そこで、本年は果実袋の底を閉じる際に果房直下を１点

留めにして、「ピオーネ」で除袋に要する作業時間及び

果面の汚れに及ぼす影響を検討した。 

その結果、留め金を外さずに底部を開いて除袋する方

法は、慣行の除袋方法に比べて、除袋と再被袋の作業時

間を合計して１果房当たり約12秒短縮され、散布全体に

要する作業時間を約３割削減することができた。なお、

除袋方法の違いによる果面の汚れ、果粉溶脱及びすれの

程度への影響はみられなかった。 

（エ）果粒肥大期の副梢管理方法の違いが「ピオ

ーネ」の果実品質に及ぼす影響 

前年の結果、簡易被覆栽培の「ピオーネ」において、

満開２週間後に新梢先端部から発生する副梢２～３本を

摘心せずに棚下に下げて放任管理すると、新梢先端部を
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含めた全ての副梢を摘心する管理に比べて、果粒重が小

さいものの、着色が優れた。そこで、本年も満開２週間

後に新梢先端部２本を放任する管理と副梢を全て摘心す

る管理を設定し、果粒肥大期の副梢管理方法の違いが果

実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、前年と同様に、全ての副梢を摘心する管理

に比べて、新梢先端部からの副梢を棚下に下げて放任す

る管理の方が、果粒重は小さかったが、糖度及び着色が

優れる傾向であった。 

（オ）ミストによる樹上散水が「ピオーネ」の着

色に及ぼす影響 

前年の結果、簡易被覆栽培「ピオーネ」の着色期の日

中に、樹上からミストによる散水処理を行うことで、棚

上及び棚下の気温、並びに葉温を低下させることができ、

果粒重がやや大きかったにもかかわらず、着色はやや優

れた。前年度は全体的に着色が優れる年であったため、

本年も、簡易被覆栽培において同様の処理を行い、効果

の年次変動を検討した。 

その結果、前年に比べて着色期が高温に遭遇した本年

においても、ミスト処理によって日中の棚上及び棚下の

気温低下が認められ、棚上では夜間も気温の低下がみら

れた。また、前年に比べて全体に着色が劣る条件であっ

たが、前年と同様にミスト処理によって無処理より着色

がやや優れた。 

２）着色安定化技術の組立実証 

前年までの結果、簡易被覆栽培の「ピオーネ」及び「オ

ーロラブラック」の着色を促進する方法としては、無核

化・肥大処理を満開期一回処理として適期に行うこと、

果粒肥大期に新梢先端部から発生した副梢を棚下に放任

し過度な果粒肥大を抑制することが有効であった。また、

「ピオーネ」では、着色期にミストで樹上から散水して

気温を下げることが有効であった。これらの管理に加え

て、着色始期にＳ－ＡＢＡを果房散布することによって、

着色が更に促進され、出荷等級が向上することも明らか

となっている。そこで、簡易被覆栽培の「ピオーネ」及

び「オーロラブラック」において、これらの管理を組み

合わせた実証栽培を行い、Ｓ－ＡＢＡを処理しない慣行

栽培と比較した場合の市場性及び経済性について検討し

た。 

その結果、本年は、これまでに得られた着色促進技術

を全て組み合わせても、両品種ともにカラーチャート値

が目標の８を下回った。ただし、Ｓ－ＡＢＡを処理した

実証区では、処理しない慣行区に比べて明らかに着色が

優れ、出荷での上位等級の割合が高く、10a当たりの販売

金額は、慣行区に比べて「ピオーネ」で176千円、「オー

ロラブラック」で506千円高いと推計された。 

（３）加温栽培「シャインマスカット」における寡日

照条件下での糖度上昇促進技術の開発 

（令３～５） 

「シャインマスカット」は、消費者及び生産者からの

ニーズが極めて高く、市場からは７月のギフト需要期に

向けた加温栽培の高糖度・高品質な「シャインマスカッ

ト」の安定供給が求められている。加温栽培では、梅雨

期の曇天に成熟期が遭遇すると、糖度の上昇が緩慢とな

り、出荷基準に満たない低糖度果実が顕在化しやすい。

そこで、加温栽培の寡日照条件下において、高糖度で高

品質な果実を安定して生産する栽培技術を確立する。 

１）糖度上昇を促進する技術の開発 

ア．フルメット単用による肥大処理が「シャイン

マスカット」の果実品質に及ぼす影響 

前年までの結果、３月加温栽培の「シャインマスカッ

ト」において、肥大処理をフルメット５ppm単用で行うと、

慣行のジベレリン25ppmの単用処理と比べて果粒肥大はや

や劣るものの、糖度が高い傾向がみられた。そこで、本

年は１月加温栽培、３月加温栽培及び簡易被覆栽培の３

作型で、前年と同じフルメット５ppm単用による肥大処理

を行い、果実品質及び生理障害に及ぼす影響について検

討した。 

その結果、いずれの作型においても、前年までと同様

に、フルメット単用処理ではジベレリン単用の慣行処理

に比べて果粒重が小さいものの、糖度が高い傾向であっ

た。また、フルメット単用処理の果実の方が軟らかいも

のの、商品性が低下する程度ではなかった。ただし、加

温作型では前年と同様に小果梗黒変症の発生が多く、そ

れに伴うしぼみ果の発生もみられた。 

イ．青色光源による果房への補光が糖度上昇及び

果実品質に及ぼす影響 

前年度までの結果、寡日照条件下では糖度上昇が緩慢

となるものの、果粒軟化期以降の日中に果房周辺へ補光

を行うと糖度上昇が促されることが示された。また、コ

ンテナ栽培樹を供試して異なる色の光源を用いて補光を

行ったところ、青色光源では果粒肥大が優れたにも関わ

らず、糖度が低下することなく、果房内での色むらも小

さく外観が優れた。そこで、１月下旬加温栽培の地植え

の成木を供試し、果房から約10㎝離れた位置に青色スリ

ーブを被覆したＬＥＤランプを設置して日中に点灯させ
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る補光区を設け、糖度上昇及び果実品質に及ぼす影響を

無処理区と比較検討した。 

その結果、青色スリーブを被覆したＬＥＤランプの光

合成有効光量子束密度（ＰＰＦＤ）は、平均10.8μmol

ｍ-2ｓ-1（９～12μmolｍ-2ｓ-1）であった。補光区は、果

粒軟化期以降、無処理区に比べて果粒重が常に大きく推

移し、収穫時には無処理区に比べて約1.5ｇ大きかった。

また、補光区は、果粒軟化７週後以降、無処理区に比べ

て糖度が明らかに高く、収穫時には無処理区に比べて約

１度高かった。区間で果房内での色むらに大差がなかっ

た。 

ウ．発芽３週後以降の炭酸ガス施用が糖度上昇に

及ぼす影響 

これまでの試験では、「シャインマスカット」の葉の

光合成速度は炭酸ガス濃度が高いほど上昇し、約1,000ppm

で飽和に達することが示されている。前年までの結果、

果粒軟化期以降に炭酸ガスを施用したものの、糖度上昇

効果は判然としなかった。このため、本年度は葉や新梢

の生育を早い段階から促して糖度上昇及び果実品質を向

上させることを目的に、新梢が伸長中で葉が成葉化して

いない段階である発芽３週後に炭酸ガスの施用開始を早

めて、その影響を検討した。 

その結果、炭酸ガス区の炭酸ガス濃度は、ハウスの換

気が始まる前までは約800～1,000ppm程度に保たれた。し

かし、新梢及び葉の生育は生育期間を通じて対照区と大

差がなく、光合成速度についても対照区と同等であった。

炭酸ガス区は、対照区に比べて果粒軟化６週後以降、果

粒重が明らかに大きく、収穫時には対照区に比べて約１

ｇ大きかった。一方で、糖度は果粒軟化６週後以降明ら

かに低く、収穫時には対照区に比べて0.6度低かった。 

２）糖度停滞につながる生理障害抑制技術の開発 

ア．未熟粒混入症の発生要因の解明 

（ア）現地及び研究所内における未熟粒の発生実

態の把握 

「シャインマスカット」では、収穫期の果房内に成熟

の遅れた果粒が混入する未熟粒混入症の発生が知られて

いるが、発生の多い栽培条件や対策技術などが明らかで

ない。そこで、県内の現地及び所内の加温栽培、サイド

レス栽培及び簡易被覆栽培において、未熟粒混入症の発

生実態を調査した。 

その結果、現地で通称「石ブドウ」と呼ばれている症

状は、大きく分けて、「肥大停滞粒」、「軟化遅延粒」

及び「未熟粒」の３つに分類された。「肥大停滞粒」は、

満開３週間後頃から発生が確認され、他の果粒に比べて

明らかに小粒で果皮の緑色が濃かった。「軟化遅延粒」

は、軟化１週間後頃から発生が確認され、果房内で他の

果粒に比べて軟化が遅く、小粒で緑色が濃いものが多い

ものの、外観からは判別できないものもあった。「未熟

粒」は、収穫直前に発生が確認され、他の果粒に比べて

果皮の緑色が濃く、小粒であることが特徴であった。 

（イ）肥大停滞粒、軟化遅延粒及び未熟粒の多発

園の特徴 

前項に引き続き、県内の現地及び所内の加温栽培、サ

イドレス栽培及び簡易被覆栽培において、肥大停滞粒、

軟化遅延粒及び未熟粒の発生を調査するとともに、多発

生樹、少発生樹及び未発生樹における栽培管理、樹相及

び果実品質を調査し、それぞれの障害における多発生園

の特徴について検討した。 

その結果、「肥大停滞粒」は、主に県中部の標高300

ｍ程度の産地で発生が多く、これらの園地では前年も同

様の障害が発生していた。多発樹は、樹冠面積が小さい

場合が多く、主要根群域が浅く、根が少なく、軟化前に

副梢が旺盛に伸長していた。「軟化遅延粒」は、県北部

の準高冷地での発生が多く、果粒軟化前の日照時間が短

いと発生が多い傾向であった。多発園は、樹勢が強く、

果粒軟化前に副梢がよく伸長している場合が多かった。

また、果房が大きい、もしくは着房数が多い園地である

場合が多かった。「未熟粒」は、果粒軟化期以降の気温

が低い条件下や日照が短い条件下で発生が多く、果粒軟

化前や成熟期にかけて副梢が伸長している園地での発生

が多い傾向であった。なお、多発園は肥大停滞粒及び軟

化遅延粒の発生も多かった。 

（ウ）現地及び所内における土壌の実態 

未熟粒混入症の発生要因を明らかにするため、現地及

び所内の簡易被覆栽培及びサイドレスハウス栽培の計10

園地13樹の土壌の実態調査を行った。 

その結果、土壌群は褐色森林土３樹、黄色土２樹、赤

色土５樹、黒ボク土３樹であり、主要根群域は、園地間

差や樹間差が大きかったものの、深さ約20cm以下の比較

的浅い園地が多い傾向であった。また、土壌断面調査か

ら、過去に土壌改良を実施した跡がみられる園地が多い

ものの、土壌ち密度が20mm以上又は20mmに近い硬い層位

が約20cm程度の深さで確認される園地が多かった。 

（エ）未熟粒混入症の発生が多い樹の土壌条件 

現地の同一園内で、前年度に未熟粒混入症の発生が多

かった樹と少なかった樹の土壌断面を比較し、障害発生
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との関係を検討した。 

その結果、未熟粒混入症の発生が多かった樹は、少な

かった樹と比べて主要根群域が浅い傾向があり、また根

量も少ない傾向であった。 

（オ）根群発達に及ぼす土壌条件 

上記において、未熟粒混入症の発生が多かった樹では

主要根群域が浅い傾向がみられたことから、発根を促す

ことが未熟粒混入症の対策の一つとなる可能性がある。

そこで、根群の発達に適した土壌条件を明らかにし、根

の伸長に適した土壌の管理方法を検討した。 

その結果、根量が多くみられた層位では、腐植含量が

多く、土壌が柔らかく、透水性が大きい傾向であった。

このため、根の伸長を促すためには、堆肥等の有機物を

施用して一定の深さまで土壌と混和し、腐植含量を高め

つつ、土壌を膨軟にし、透水性を改善する必要があった。 

イ．果粒肥大期の副梢管理方法の違いが果実品質

及び未熟粒の発生に及ぼす影響 

「シャインマスカット」では、幼果期に副梢の摘心を

行わずに、硬核期頃に強い切戻しを伴う副梢管理を行う

と、未熟粒の発生が多いことが報告されている。生産現

場では作業の遅れ等により幼果期の副梢の摘心を行うこ

とができず、硬核期頃に副梢を強く切戻す場合があり、

そのことが未熟粒の発生を助長している可能性がある。

そこで、満開後２週間おきに摘心を行う管理と満開後軟

化前まで摘心を行わない放任管理を設定し、幼果期の副

梢管理の違いが加温栽培及び簡易被覆栽培の「シャイン

マスカット」の果実品質及び未熟粒の発生に及ぼす影響

について検討した。 

その結果、いずれの作型においても、幼果期の副梢を

放任する管理に比べて、摘心を定期的に行う管理では未

熟粒の発生が少なかった。また、摘心を定期的に行うと

果粒重が大きい傾向があり、小果梗黒変症の発生が少な

い傾向もみられた。 

３）糖度上昇促進技術の組立実証 

ア．花穂発育処理及び満開期一回処理による糖度

上昇促進技術の実証 

「シャインマスカット」の加温栽培では、糖度が上昇

する時期に梅雨期の曇雨天に遭遇すると、糖度の上昇が

緩慢となり、収穫予定の時期になっても低く、収穫の遅

延が現地でも問題視されている。前年度の試験では、花

穂発育処理を前提に満開期一回処理を行うと、糖度が大

きく低下することなく果粒肥大が優れ、房形も良好であ

ることを明らかにした。そこで、樹勢を適正に保ち、適

正な花穂・果房管理を行った上で、展葉６～８枚時にフ

ルメット２ppmによる花穂発育処理を行い、満開期にジベ

レリン25ppm＋フルメット10ppmによる満開期一回処理に

よる組立実証を行った。 

その結果、赤秀規格を満たす果粒重で、糖度が高く房

形が優れた果房を生産することができた。 

（４）ブドウ苗木の安定生産技術の開発（令２～６） 

ブドウ苗木生産の現場では、接ぎ木の活着と発根、定

植後の活着と生育不良及び枯死による欠損が起きやすく、

安定した苗木生産ができていないのが現状である。そこ

で、各段階での欠損原因について対策を検討し、苗木生

産の安定化技術を確立する。 

１）ブドウ苗木の安定生産技術の開発 

ア．接ぎ挿し法における安定生産技術の開発 

（ア）挿し床温度の違いが「ピオーネ」及び「シ

ャインマスカット」接ぎ挿し苗の生存率及

び形質に及ぼす影響 

前年の結果、「ピオーネ」及び「シャインマスカット」

（「テレキ５ＢＢ」（以下、「５ＢＢ」とする。）台及

び「ハイブリッド・フラン」（以下、「フラン」とする。）

台）の接ぎ挿し苗を30℃及び25℃で一定に保った挿し床

で管理したところ、いずれの品種及び台木品種において

も、30℃で管理した苗は25℃で管理した苗に比べて生存

率が高く、接ぎ木部のカルスの発生程度が大きい傾向で

あった。しかし、「ピオーネ」及び「シャインマスカッ

ト」（「５ＢＢ」台）では発根が著しく劣り、定植可能

な苗の割合が低く、「シャインマスカット」（「フラン」

台）では、発根はしているものの、根が老化して褐変し

ていた。そこで、本年は30℃及び25℃で一定に管理する

挿し床に加えて、発芽まで30℃、発芽以降を25℃で温度

管理する挿し床を設けて、「ピオーネ」及び「シャイン

マスカット」（「５ＢＢ」台及び「フラン」台）の接ぎ

挿し苗の生存率及び形質に及ぼす影響について検討した。

また、「シャインマスカット」（「５ＢＢ」台）では、

３つの温度処理区の全ての苗を苗圃に移植して、その後

の生存率及び成苗率に及ぼす影響についても検討した。 

その結果、本年はいずれの品種のいずれの温度処理に

おいても生存率は90％以上と高かった。また、いずれの

品種においても、25℃一定で管理した挿し床で発根程度

が高く、定植可能な苗の割合も高かった。また、「シャ

インマスカット」（「５ＢＢ」台）の接ぎ挿し苗におけ

る、苗圃定植後の生存率及び成苗率は、発芽まで30℃、

発芽以降25℃で管理した区で高く、30℃一定で管理した
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区で低い傾向であった。 

（イ）自動点滴灌水装置による灌水が接ぎ挿し苗

の生存率及び生育に及ぼす影響 

前年の結果、日射制御型自動点滴灌水装置で灌水を行

うと、「シャインマスカット」（「フラン」台）接ぎ挿

し苗の定植後の生存率が向上し、最終的な成苗率も高い

傾向がみられた。そこで、本年は、「ピオーネ」及び「シ

ャインマスカット」（「５ＢＢ」台及び「フラン」台）

について、灌水による苗圃移植後の接ぎ挿し苗の生存率

及び生育への影響について検討した。 

その結果、「ピオーネ」及び「シャインマスカット」

（「５ＢＢ」台）においては、灌水によって苗圃での生

存率が大幅に向上した。しかし、「シャインマスカット」

（「フラン」台）では灌水による生存率の向上効果はみ

られなかった。根部付近の土壌含水率は、灌水の有無に

かかわらず、おおむね適湿の範囲内で推移していた。一

方で、接ぎ木部付近の土壌含水率は、灌水を行った区で

は安定して適湿の範囲内を推移したものの、無灌水区で

はまとまった降雨の後にわずかに適湿な期間があった他

は過乾燥となっていた。 

（ウ）苗圃へのマルチの敷設が接ぎ挿し苗の生存

率及び生育に及ぼす影響 

前年までの本県及び福岡県による試験の結果、苗圃へ

のマルチの敷設により、接ぎ挿し苗の苗圃移植後の生存

率及び生育が向上し、最終的な成苗率も向上することが

明らかとなった。ただし、本県のブドウ苗木生産におい

ては、苗圃移植時に接ぎ挿し苗を深植えにして接ぎ木部

を土中に埋め、活着後に畝上部を削って接ぎ木部を露出

させる管理方法が一般的であり、マルチの使用時期や使

用方法については更に検討が必要と考えられた。そこで、

定植直後からマルチを敷設して、接ぎ木部を露出させる

際に一度マルチを外し、作業後に再度マルチを敷設する

管理が「シャインマスカット」（「フラン」台）接ぎ挿

し苗の生存率及び生育に及ぼす影響について検討した。 

その結果、「シャインマスカット」（「フラン」台）

接ぎ挿し苗の生存率はマルチの敷設によって向上する傾

向があり、最終的な成苗率もやや高い傾向であった。接

ぎ木部付近の土壌含水率は、マルチを敷設した区では10％

程度で安定している一方、無処理区ではまとまった降雨

のない期間は６％程度と過乾燥になっていた。 

イ．簡易な緑枝接ぎ法の開発 

（ア）管理温度の違いが台木の生育に及ぼす影響 

「５ＢＢ」及び「フラン」をセルトレイで育成する中

で、同一の温度条件下では品種間で生育速度が異なった。

そこで、前年度、セルトレイの温度を20℃、25℃及び30℃

に設定し、各品種に適した生育温度を検討したところ、

両品種とも地温が高いほど発芽率及び発根程度が高く、

圃場への定植が可能な個体は20℃に比べて25℃及び30℃

で明らかに多かった。しかし、30℃区は設定温度に達し

ておらず、28℃で推移していたため、本年度は設定温度

を満たした条件で再度検討した。 

その結果、圃場への定植が可能な発根程度に達した個

体は25℃で最も多かった。 

（イ）挿し穂の節数の違いが台木の生育に及ぼす

影響 

挿し木により台木を育成する際、一般的に１芽挿しよ

り２芽挿しで発根が良いため、慣行的には２芽挿しが行

われている。しかし、２芽挿しは節数が多く必要なこと

に加えて、培地に挿し入れる部位の芽を切除しておく必

要があり、生産者にとっては作業負担が大きいと考えら

れる。そこで、挿し穂数が多く確保でき、調整作業も省

力的な１芽挿しの実用性を「５ＢＢ」及び「フラン」で

検討した。 

その結果、「５ＢＢ」については、２芽挿しよりやや

劣るものの、１芽挿しの発芽率は約９割であり、圃場に

定植可能な発根程度に達した割合も約８割と高かった。

一方、「フラン」については、１芽挿しでも発芽率は高

いものの、圃場に定植が可能な発根程度に達した割合が

約４割と低かった。 

（ウ）穂木の形態の違いが成苗率に及ぼす影響 

緑枝接ぎを行う際、穂木に休眠枝を利用することがで

きれば、穂木とする緑枝の調達や調整を繁忙期に行う必

要がなくなり、労力分散が可能となる。そこで、休閑期

である冬期に採取した休眠枝を穂木に用いて、台木の緑

枝に接ぐ方法（以下、「休眠枝法」という。）について

前年度に引き続き検討した。 

その結果、「ピオーネ」（「５ＢＢ」台）では、前年

度と同様に、休眠枝法でも緑枝法（穂木が緑枝）と同程

度の高い成苗率が得られた。一方、「シャインマスカッ

ト」（「５ＢＢ」台または「フラン」台）では、前年度

の結果とは異なり、休眠枝法の成苗率が約６割と低かっ

た。 

２）ブドウ苗木の安定生産技術の組合せ実証 

ア．接ぎ挿し法における作業時間及び成苗率の実

態調査 

ブドウの苗木は、国内でも限られた業者により独自の
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技術で生産されており、その生産工程や管理に要する時

間、生産効率の実態は十分に把握できていない。そこで、

県内のブドウ苗木を生産する業者の協力を得て、その生

産工程及び作業時間について実態を調査した。また、そ

の技術を用いたブドウ苗木生産を実証し、生産効率につ

いて検討した。 

その結果、業者が行う接ぎ挿し法によるブドウ苗木生

産では、接ぎ木を行う１～２月の２か月間に、年間作業

時間の1/3以上が集中していた。また、生育期の７～10

月の副梢管理に多くの作業時間を要していた。接ぎ木数

に対する成苗率は、最も高い「シャインマスカット」（「５

ＢＢ」台）においても約50％、その他の品種においては

40％以下であり、現状の接ぎ挿し法による生産効率はあ

まり高くなかった。 

イ．緑枝接ぎ法の実証及び緑枝接ぎ法と接ぎ挿し

法の作業時間の実態調査 

前年度までの結果、「シャインマスカット」では、緑

枝接ぎ法によって苗木を安定的に生産できることが示唆

された。そこで、「シャインマスカット」の苗木を緑枝

接ぎ法及び慣行の接ぎ挿し法で育成し、成苗率を比較す

るとともに、両生産方法の作業時間を調査し、労働ピー

ク時期の違いについて検討した。なお、台木は「５ＢＢ」

又は「フラン」を用いた。 

その結果、緑枝接ぎ法は、穂木に緑枝又は休眠枝のい

ずれを用いた場合でも、慣行の接ぎ挿し法と比べて成苗

率が高かった。労働ピーク時期は、接ぎ木作業の時期に

よって異なり、慣行の接ぎ挿し法が１～２月であったの

に対して、緑枝接ぎ法では６月であった。また、緑枝接

ぎ法では、穂木の形態の違いによって穂木の調整時期が

異なり、穂木に緑枝を用いる場合は６月に作業が集中し

ていたのに対して、休眠枝を用いる場合は２月に穂木の

調整を行うため、６月の作業時間が170時間少なく、労働

分散が可能であった。 

なお、本研究は、農林水産研究推進事業委託プロジェ

クト研究「果樹等の幼木期における安定生産技術の開発」

（現場ニーズプロジェクト）で行った。 

 

５．雑草防除・生育調節技術 

（１）植物調節剤実証試験      （平11～継） 

農薬登録に必要な審査判定資料を得るとともに、本県

での適応性を明らかにし、安全使用の資料とする。 

本年度は、肥大処理におけるジベレリン液への低濃度

のＫＴ－３０Ｓの加用が「シャインマスカット」の果実

品質に及ぼす影響について検討した。 

 

Ⅱ 現地緊急対策試験、予備試験等 

１．モモ 

（１）新樹形によるモモの低樹高・軽労化栽培技術の

開発             （令２～６） 

生産者の高齢化、担い手の不足等によりモモの栽培面

積（令和元年662ha）は減少傾向にある。また、樹高が高

く作業負担が大きいことが、新規参入や規模拡大を阻害

する一因となっている。モモ台木の「ひだ国府紅しだれ」

は、凍害防止に有効なだけでなく、樹高が低く抑えられ

る特性を持つ。そこで、軽労化（年労働時間約10％減）

を目的として、「ひだ国府紅しだれ」台木を用いたモモ

の低樹高栽培法を開発し、新規参入者が取り組みやすく、

改植や新植による規模拡大に対応した早期多収栽培技術

を確立する。 

１）新樹形に用いる「ひだ国府紅しだれ」台樹の特

性把握 

ア．「ひだ国府紅しだれ」台木を用いた開心自然

形「清水白桃」の特性把握 

凍害対策で導入した「ひだ国府紅しだれ」台木には、

樹高を低く抑えられる特性が認められている。しかし、

県内では本台木を用いて成木まで栽培した事例はない。

そこで、本台木を用いた開心自然形の11年生「清水白桃」

を供試して樹体成長を検討した。 

その結果、「ひだ国府紅しだれ」台樹は、「筑波５号」

台樹と比べて樹高が約40～50㎝低く、樹冠占有面積が約

70％程度であった。一方、樹冠占有面積当たりの収量は

「ひだ国府紅しだれ」台樹で著しく劣ることはなく、果

実品質についても台木の違いによる影響はみられなかっ

た。 

イ．「ひだ国府紅しだれ」台木を用いた「白皇」

の生育及び果実品質特性の把握 

本県のオリジナル品種である「白皇」は、樹勢がやや

強く、樹高が高くなりやすい特性を有するため、成木時

には作業性が劣る可能性がある。そこで、樹勢をやや抑

える特性を有する「ひだ国府紅しだれ」台木に接いだ７

年生の「白皇」の樹体成長及び果実品質について、「筑

波５号」台樹と比較検討した。 

その結果、「ひだ国府紅しだれ」台樹では、慣行台木

の「筑波５号」台樹と比較して、樹高がやや低く、樹冠

占有面積が小さく、徒長枝の発生本数が少ない傾向であ

った。慣行台樹と比べて、収穫期は約２日早い傾向であ
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ったが、果実品質が劣ることはなく、果梗内亀裂小果及

び縫合線裂果の発生が少なかった。 

ウ．「ひだ国府紅しだれ」台木を用いた「白露」

の生育及び果実品質特性の把握 

本県のオリジナル品種である「白露」は、樹勢が強く、

新梢が直上しやすい特性を有するため、成木時には作業

性が劣る可能性がある。そこで、「ひだ国府紅しだれ」

台木に接いだ７年生の「白露」の樹体成長及び果実品質

について、「筑波５号」台樹と比較検討した。 

その結果、「ひだ国府紅しだれ」台樹では、「筑波５

号」台樹と比べて樹高が約１ｍ低く、樹冠占有面積が小

さく、徒長枝の本数が少ない傾向であった。また、「ひ

だ国府紅しだれ」台樹の収穫期は「筑波５号」台樹と同

等で、果実品質にも大差がなかったが、軽微な水浸状果

肉褐変症の発生がやや多かった。 

２）新樹形（Ｙ字形）による低樹高・軽労化栽培方

法の検討 

ア．Ｙ字形による低樹高栽培法に適した栽植密度

の検討 

「ひだ国府紅しだれ」台樹では、慣行台樹に比べて樹

勢がやや弱く、樹冠占有面積が小さい傾向にある。そこ

で、「ひだ国府紅しだれ」台樹による低樹高の新樹形（Ｙ

字形：２本主枝仕立てで亜主枝を設けず、主枝に直接側

枝を配置する）を考案し、慣行の「筑波５号」台樹によ

る開心自然形と７年生時の樹体成長、作業性、収量及び

収益性について比較した。なお、栽植時の列間はいずれ

の樹形も７ｍとし、樹間はＹ字形では５ｍ又は４ｍ、慣

行の開心自然形では7.5ｍとした。 

その結果、Ｙ字形ではいずれの樹間でも、慣行と比べ

て樹高が低く、樹冠占有面積が小さかった。10a当たりの

収量は、慣行と比べて樹間５ｍ樹でほぼ同等、樹間４ｍ

樹で約1.1倍であった。なお、樹形の違いによる果実品質

への影響は認められなかった。また、10a当たりの作業時

間は慣行と比較してほぼ同等かやや長かったが、収量及

び収益性は慣行と大差がなかった。 

イ．収穫時間に影響を及ぼす要因の検討 

これまでに、収穫時間は主に収穫果数及び樹高による

影響が大きいことから、収穫果数及び樹高を基に収穫時

間の推定が可能であることを示している。しかし、Ｙ字

形に仕立てた樹では、５年生以降は樹高がほとんど変化

していない一方で、収穫果数及び収穫時間は年々増加し

ており、収穫時間に影響を及ぼす要因として新たに樹冠

占有面積を加える必要があると考えられた。そこで、５

年生以降でＹ字形に仕立てた樹及び慣行の開心自然形に

仕立てた樹の樹高、収穫果数及び樹冠占有面積から、収

穫時間を推定する方法を再検討した。 

その結果、収穫時間に影響を及ぼす要因としては、慣

行樹では収穫果数及び樹冠占有面積との相関関係が強か

ったものの、Ｙ字形樹ではこれらとの相関関係が慣行樹

の場合より弱かった。しかし、収穫時間を目的変数とし、

樹高、収穫果数及び樹冠占有面積を説明変数として変数

増減法で重回帰分析を行った結果、慣行及びＹ字形のど

ちらにおいても、樹冠占有面積は説明変数から除外され

た。そのため、樹高及び収穫果数を用いて、Ｙ字形及び

開心自然形の収穫時間を推定する推定式「樹当たりの収

穫時間（min）＝-25.23＋0.11×樹高（cm）＋0.27×収

穫果数」を作出した。 

ウ．高所作業車の導入が作業時間及び作業負担に

及ぼす影響 

Ｙ字形では、密植にして樹間に側枝を均等に配置する

ため、複数樹をまとめて管理することが可能である。こ

うした栽培方法では、作業機械の導入が容易と考えられ

るため、収穫作業に垂直昇降型の高所作業車を用いた場

合と、脚立を使用した場合の作業時間及び作業負担を比

較した。 

その結果、高所作業車を使用した場合は、脚立を使用

した場合よりも収穫時間が短く、作業負担も小さかった。 

エ．現地調査 

水田転換園に植栽したモモ樹では、樹勢が強くなる場

合がある。「ひだ国府紅しだれ」台樹は、樹勢がやや弱

く、低樹高化及び軽労化が可能であることが明らかとな

っており、水田転換園での適応性が高いと考えられる。

しかし、生産現場において本台木を用いたＹ字形での栽

培事例はまだない。そこで、現地の水田転換園において、

本台木を用いてＹ字形に仕立てた「清水白桃」の生育に

ついて検討した。 

その結果、水田転換園に植栽された１年生の「清水白

桃」は、樹高が1.7ｍ程度、幹周長が9.9cm程度で、農研

モモ圃場（畑地）に植栽された同樹齢の「清水白桃」よ

りも樹高が高く、幹周長が長い傾向であった。 

オ．モモ圃場のオルソモザイク画像を用いた樹冠

占有面積の測定 

これまでに、ドローン空撮画像によるオルソモザイク

画像を用いることで、モモ樹の正確な樹冠占有面積を測

定できることが明らかになっている。既存の樹冠占有面

積の推定式は、開心自然形の樹から作成されており、Ｙ
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字形とは枝の配置方法などが異なるため、正確な面積が

得られない可能性がある。そこで、オルソモザイク画像

からＹ字形に適した樹冠占有面積の測定方法を検討した。 

その結果、推定式から算出した樹冠占有面積は、空撮

画像から計測した樹冠占有面積よりもやや大きかった。

樹冠占有面積の推定値及び空撮による計測値の実測値と

の誤差は、同樹齢であれば仕立て法の違いで大差がなか

った。 

カ．樹冠占有面積から収量を予測する推定式の作

出 

モモの樹当たりの収量は、樹冠占有面積の拡大に伴っ

て増加することから、樹冠占有面積から樹当たりの収量

が推定できると考えられる。そこで、オルソモザイク画

像による収量の推定方法について検討した。 

その結果、同一品種及び同一の着果水準であることが

前提であるが、樹冠占有面積と収量及び収穫果数には強

い正の相関関係が認められ、樹冠占有面積を基に収量及

び収穫果数の推定式を作出したところ、開心自然形樹で

誤差率20％程度、Ｙ字形で誤差率８％程度であった。 

（２）モモ苗木における湛水処理が翌年の花芽の充実

に及ぼす影響           （令４） 

近年、気象変動に起因すると思われる夏期の長雨や集

中豪雨が頻発しており、モモの栽培圃場が冠水するなど

多くの被害が確認されている。このため、前年度に人為

的に湛水条件を再現したところ、３日間の湛水では枯死

に至らないが、９日間湛水状態が続くと枯死する可能性

が高いことを明らかにした。さらに、枯死に至らなかっ

た苗木についても、処理の翌春に肥大しない花芽が多い

傾向であった。そこで、３年生の「白露」及び「初秋」

を供試し、３日間あるいは９日間の湛水処理が翌年の花

芽の充実不良（肥大しない花芽の割合）に及ぼす影響を

検討した。 

その結果、湛水処理を行った翌年には、「白露」では

湛水処理を行っていない対照樹で肥大しない花芽の割合

が30％程度と高かったのに対して、湛水処理を行った樹

では10％程度であった。「初秋」では処理区間で花芽の

充実程度に大差がなかった。なお、枯死に至らなかった

苗木は、その後の適正管理で回復する可能性があると判

断された。 

２．ナシ 

（１）ナシ「晴香」の生育、果実品質及び栽培性の検

討              （令元～継） 

ナシ新品種｢晴香｣に適した栽培管理方法を検討するた

め、生育及び果実品質について既存品種と比較する。 

１）「晴香」の生育、果実品質及び栽培性の検討 

本品種は「岡山ＰＥＲ１号」として品種登録し、商標

名を「晴香」と付している。そこで、「晴香」の生育及

び果実品質を対照品種の「豊水」及び「あきづき」と比

較検討した。 

その結果、｢晴香｣は、これまでと同様に、「豊水」及

び「あきづき」と同時期に成熟し、果実重及び糖度が同

程度で、香りが強かった。 

２）落果防止剤の散布が「晴香」の収穫前落果の発

生に及ぼす影響 

前年度の試験では、本品種に落果防止剤2,000倍（ジク

ロルプロップ液剤、商品名：ストッポール、（株）日産

化学）を散布することで、果実品質に影響がなく、収穫

前落果を抑制できることが明らかとなった。しかし、散

布日が登録上の散布時期（収穫７～14日前）より早かっ

たため、登録範囲内の時期での散布による効果について

再検討した。 

その結果、収穫13日前に、本品種に落果防止剤を散布

したところ、収穫前落果の発生が明らかに抑制された。

その一方で、収穫時期や果実品質には大きな影響はなか

った。 
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野菜・花研究室 

Ⅰ 野菜に関する試験  

１．特産野菜の新品種育成と優良品種の選定 

（１）「くだもの王国おかやま」を彩るイチゴ新品種

の育成            （平26～継） 

本県産果物の全国知名度は高く、モモ、ブドウは県独

自品種によりブランドを確立している。しかし、生産は

夏秋期に限られ、冬春期にはブランド果実がない。冬春

期に岡山で生産されるイチゴには県独自品種がなく、割

高な許諾料が必要な県外育成品種を用いており、知名度

も低い。そこで、新たな特性を持ったイチゴ品種を育成

し、県独自品種の果物を周年供給することで「くだもの

王国おかやま」のブランド推進を図る。 

［過年度分］ 

１）優良赤色品種の育成 

既存品種の交配によって、大粒高糖度で果皮、果肉と

も赤色が濃いイチゴ品種の育成を目指す。 

ア．交配及び一次選抜 

既存７品種及び交配母本８系統を用いて、35組合せの

交配を行った。得られた実生1,508個体をビニルハウス内

に定植し、半促成及び普通栽培で、頂果房頂果のBrix値

が対照品種「おいＣベリー」と同等以上、果皮色及び果

肉色が「紅ほっぺ」と同等か赤いことを選抜基準として、

果実品質を調査した。 

その結果、基準を満たした151個体を有望として選抜し

た。 

イ．二次選抜 

令和２年度に一次選抜で有望とした95系統について、

促成栽培で１月末までの特性検定（果皮色及び果肉色は

「紅ほっぺ」、それ以外の項目は「おいＣベリー」と比

較）を行い、有望系統を選抜した。 

その結果、調査した項目（果皮色、果肉色、果粒重、

糖度、早生性及び果形）全てで標準品種と同等以上であっ

た８系統を有望、必須項目を全て満たしたもの５系統を

やや有望、一部の項目に欠点はみられたものの有用な形

質を持つもの４系統を再検討とし、計17系統を選抜した。 

ウ．母本候補選抜 

令和２年度に一次選抜でやや有望とした33系統につい

て、促成栽培で特性検定（果皮色及び果肉色は「紅ほっ

ぺ」、それ以外の項目は「おいＣベリー」と比較）を行

い、交配母本として利用可能な系統を選抜した。 

その結果、調査項目（果皮色、果肉色、早期３Ｌ以上

収量、糖度、早生性及び果形）全てで標準品種と同等以

上であった１系統を有望、有用な特性を持つ２系統を再

検討とし、計３系統を選抜した。 

エ．効率的な選抜方法の検討 

（ア）一次選抜と二次選抜の連動性 

イチゴ選抜において、一次選抜を半促成栽培及び普通

栽培で、二次選抜以降は促成栽培で実施しているが、同

じ調査項目で判定が異なる系統が毎年確認されている。

そこで、令和２年交配系統について、一次選抜と二次選

抜の両方で調査する果皮色、果肉色及び糖度の選抜結果

を照らし合わせ、調査項目ごとの連動性について検討し

た。 

その結果、果皮色及び果肉色で、一次選抜で合格と判

定した項目において二次選抜で不合格となる事例がみら

れ、その割合は一次選抜を半促成栽培で行った場合より

普通栽培で行った場合の方がやや高い傾向であった。 

オ．三次選抜 

令和２年度に二次選抜でやや有望及び再検討とした９

系統及び三次選抜で再検討とした５系統の計14系統につ

いて、促成栽培で通年の特性検定（果皮色及び果肉色は

「紅ほっぺ」、それ以外の項目は「おいＣベリー」と比

較）を行い、有望系統を選抜した。 

その結果、有用な特性がみられた３系統を再検討、必

須項目を満たしていないものの早生性、連続性及び食味

に優れる１系統を交配母本とし、計４系統を選抜した。 

カ．四次選抜 

（ア）生産力検定① 

ア）「岡山イチゴ１号」 

平成30年に交配して四次選抜で再検討と判定した「岡

山イチゴ１号」について、再度促成栽培で生産力検定を

行った。 

その結果、「岡山イチゴ１号」は調査項目全てで対照

品種「おいＣベリー」と同等以上で大粒収量に優れるこ

とから、やや優れると判定した。しかし、「岡山イチゴ

１号」は果形が特徴的で食味も対照品種と異なるため、

優劣を判断するためには市場性評価や、より詳細な特性

把握が必要であった。 

イ）「岡山イチゴ２号」 

平成30年に交配して三次選抜でやや有望と判定した「岡

山イチゴ２号」について、促成栽培で生産力検定を行っ

た。 
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その結果、「岡山イチゴ２号」は果形が良く果実硬度

に優れ大粒収量も多く糖度も高いが、必須項目である果

肉色が薄く、早生性も劣ったため、やや劣ると判定した。 

（イ）生産力検定② 

ア）「岡山イチゴ１号」 

平成30年に交配して前年度に生産力検定で再検討とし

た「岡山イチゴ１号」について、栽培事例を多く得るた

めに、生産力検定①と異なる栽培者により促成栽培で生

産力検定を行った。 

その結果、「岡山イチゴ１号」は、大粒で、果肉が赤

く、硬く、早くから連続収穫できるが、果形が短円錐で

食感が多汁で「おいＣベリー」と異なることから、「晴

苺」用品種として再検討と判定した。 

イ）「岡山イチゴ２号」 

平成30年に交配して前年度に三次選抜で有望とした「岡

山イチゴ２号」について、栽培事例を多く得るために、

試験①と異なる栽培者により促成栽培で生産力検定を

行った。 

その結果、「岡山イチゴ２号」は、大粒で、果実が硬

く、良食味であるが、果肉が白～淡桃であることから「晴

苺」に適さないが、中間母本として活用できると判断し

た。 

（ウ）まとめ 

平成30年に交配した「岡山イチゴ１号」及び「岡山イ

チゴ２号」について、生産力検定①と生産力検定②の判

定を総合的に考慮し、有望系統の選抜を行った。 

その結果、「岡山イチゴ１号」は必須項目全てで同等

以上かつ大粒であるが、果形が短円錐であることから、

事例により評価が分かれた。「岡山イチゴ２号」は大粒

で硬度に優れたが、必須項目の果肉色が薄かったことか

ら両事例とも母本としての活用が妥当と判定した。 

キ．市場性評価「岡山イチゴ１号」 

「岡山イチゴ１号」は大粒収量が多く、食味も「おい

Ｃベリー」と同程度で、果皮色及び果肉色も濃いが、果

形が特徴的で「晴苺」としての利用可否が生産力検定で

は判断できないと考えられた。そのため、晴苺出荷用平

パックを用いて市場評価用サンプルを作成し、東京青果

にて市場性評価を行った。 

その結果、「岡山イチゴ１号」は外観、食味、果皮色

及び果肉色とも、市場が求める水準を満たしているが、

「おいＣベリー」と特徴が異なるという評価であった。

さらに、市場関係者の意見として、同一ブランド内で品

種を分けることはロットの面からもブランドイメージか

らも望ましくなく、「岡山イチゴ１号」は一般消費者向

けで「晴苺」ブランドには「おいＣベリー」の方が適す

るのではないかとの意見があった。以上のように「晴苺」

用の品種育成では、生産力検定に加えて、糖酸度以外の

食味についての特性も評価し、総合的に選抜する必要性

が認められた。 

ク．経済性試算「岡山イチゴ１号」 

「岡山イチゴ１号」は「おいＣベリー」と比較して大

粒収量が増加すること、市場性評価において品質は問題

ないと評価されたことから、市場出荷を想定した経済性

試算を行った。 

その結果、「岡山イチゴ１号」は「おいＣベリー」よ

り３Ｌ及び２Ｌ収量が多いため、高級果専店向けの化粧

箱を出荷しない条件でも農業所得が増加すると考えられ

た。 

ケ．特性把握「岡山イチゴ１号」、「岡山イチゴ

２号」 

（ア）形状 

形状の指標を設定することを目的に、20ｇ以上（２Ｌ

以上）でおおむね円錐形の果実について果実重量、果実

の縦径及び横径を調査した。 

その結果、果実重量と縦径、もしくは果実重量と横径

との間にはそれぞれ相関がみられた。さらに、整った円

錐形と評価されている「岡山イチゴ２号」は２Ｌ以上の

果実の縦横比の平均が1.23であった。一方、やや短円錐

と評価されている「岡山イチゴ１号」は縦横比の平均が

1.09であった。以上のように、２Ｌ以上の果実の縦横比

は、品種固有の形状の指標となるとみられた。 

（イ）食味 

食味についての指標を設定することを目的に、糖酸度

に加え、含水率の調査を行った。 

その結果、系統、品種により糖度、酸度及び含水率が

異なり、前項キ．の市場性評価において、「多汁」と評

価された「岡山イチゴ１号」は含水率が高かったことか

ら、含水率は食味の指標となるとみられた。 

コ．炭疽病耐病性検定「岡山イチゴ１号」、「岡

山イチゴ２号」 

イチゴ炭疽病は生産現場において重要病害であること

から、本年度四次選抜に供試した「岡山イチゴ１号」及

び「岡山イチゴ２号」の炭疽病耐病性検定を行った。 

その結果、両系統とも耐病性は弱～中程度と判定した。 

サ．総合評価「岡山イチゴ１号」 

生産力検定、市場性評価、経済性試算、特性把握調査
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及び炭疽病耐病性検定の結果を総合的に考慮し、「岡山

イチゴ１号」の「晴苺」に対する有用性について評価し

た。 

その結果、現在の「晴苺」ブランドには「岡山イチゴ

１号」より「おいＣベリー」の方が適すると判断し、現

時点では普及を図らず、交配母本として利用することと

した。 

２）その他特徴ある品種の育成 

ア．白色イチゴの育成  

外観による差別性の高い、果皮が白い優良品種を育成

する。 

（ア）有望系統の維持 

平成30年までに選抜を行った有望系統（平成28年交

配：４系統、平成30年交配（中間色系統）：１系統）に

ついて、令和３年度は選抜を実施せず苗を維持した。 

イ．新しい特性を導入した品種育成  

本県のイメージとして定着している「モモ」を連想さ

せる果実特性を持つ新品種を育成する。 

（ア）有望系統の維持 

平成30年までに選抜を行った有望系統（平成29年交

配：３系統、平成30年交配：16系統）及び中間母本４系

統について、令和３年度は試験を実施せず苗を維持した。 

３）育成系統栽培技術の確立 

ア．花芽未分化定植 

（ア）「岡山イチゴ１号」 

「岡山イチゴ１号」は炭疽病に弱いため発病のリスク

を軽減できる栽培技術は本系統の導入において重要であ

る。そのため、炭疽病の発病を軽減できる栽培方法とし

て有効である、花芽未分化定植の適応性について検討し

た。 

その結果、炭疽病の発生は減少したが、開花及び収穫

開始時期が遅れ、年内の２Ⅼ以上の果実収量（以下大粒

収量）、全期大粒収量及び全期商品果収量が減少した。 

（イ）株間定植「岡山イチゴ１号」 

前項（ア）において、「岡山イチゴ１号」で花芽未分

化定植を実施した場合、開花、収穫が遅れるとともに大

粒収量及び商品果収量が減少する。そのため、減収対策

として、定植株から発生したランナーを株間に挿し、植

付株数を増加させる株間定植について検討した。 

その結果、花芽未分化定植に株間定植を組み合わせる

ことで、開花及び収穫開始はやや遅れるものの、大粒収

量が増加し、花芽分化後定植と同程度まで粗収入を増加

させることが可能とみられた。 

（ウ）「岡山イチゴ２号」 

「岡山イチゴ２号」も炭疽病に弱いため、前項（イ）

とともに花芽未分化定植の適応性について検討した。 

その結果、炭疽病の発生は減少したが、開花及び収穫

開始時期が遅れ、年内大粒収量が大きく減少した。また、

３月以降の収量が増加し、全期大粒収量及び全期商品果

収量はほぼ同等であった。 

（エ）株間定植「岡山イチゴ２号」 

前項（ウ）において、「岡山イチゴ２号」で花芽未分

化定植を実施した場合、開花、収穫が遅れ年内大粒収量

は減少したが全期収量はほぼ同等であった。そこで、定

植株から発生したランナーを株間に挿し、植付株数を増

加させる株間定植により増収が可能かを検討した。 

その結果、「岡山イチゴ２号」で株間定植を行った場

合、12月下旬～１月中旬の収量が増加する傾向がみられ

たが、全期間の大粒収量及び商品果収量の差は小さく、

粗収入もほぼ同等で、増収効果は判然としなかった。 

イ．苗質の違いが開花及び収量性に及ぼす影響 

「晴苺」の目標の一つとして、歳暮需要期の安定出荷

があり、12月上旬までに大粒収量が確保できない要因と

して定植時の苗質が関与していると考えられることから、

異なる条件で育苗した苗が開花及び収量に及ぼす影響に

ついて検討した。 

その結果、着実に花芽分化させた苗を用いることで、

「おいＣベリー」の開花及び収穫開始を早めることがで

き、12月上旬の高需要期に大粒を収穫できた。 

［当年度分］ 

１）優良赤色品種の育成 

（実施中） 

２）その他特徴ある品種の育成 

（実施中） 

３）育成系統栽培技術の確立 

（実施中） 

（２）「晴苺Ⓡ」のブランド力を高める新品種育成 

     （令４～６） 

「晴苺」のブランド力を図るためイチゴの県独自品種

を育成しているが、現在の育種体制では、一次選抜の合

格系統が多くてもその全てを二次選抜にかけられず、二

次選抜の規模が育種の規模の制限要因になっている。そ

こで、二次選抜の規模を拡大することで、有望品種作出

の確率を向上させる。 

１）イチゴ新品種育成の二次選抜 

（実施中） 
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（３）野菜育成系統評価試験     （平28～継） 

農研機構で育成された野菜の系統について本県での適

応性を検討し、優良品種導入の資料とする。 

［過年度分］ 

１）イチゴ 

ア．「イチゴ久留米69号」(一季成り性、２年目) 

一季成り性系統「イチゴ久留米69号」の本県での促成

栽培における適応性を検討した。 

その結果、標準品種「さちのか」に比べて収量は多い

が、果実が軟らかく、糖度が低く、食味が不良であるこ

とから「劣」、本県での普及品種「おいＣベリー」に比

べて収穫開始が遅く、果実が軟らかく、果実糖度が低く、

食味が不良であることから普及性は「不適」と判断した。 

イ．「イチゴ安濃交１号」、「イチゴ安濃交２号」

(一季成り性、種子繁殖性、２年目) 

種子繁殖性一季成り性系統「イチゴ安濃交１号」、「イ

チゴ安濃交２号」の本県での促成栽培における適応性を

検討した。 

その結果、「イチゴ安濃交１号」は標準品種「よつぼ

し」に比べて収穫開始期は遅く、年内収量が少ないが、

全期収量はやや多く、果実品質は同程度であることから

「同等」、本県の普及品種「おいＣベリー」に比べて年

内収量が少なく果実品質が劣ることから普及性は「不適」

とした。「イチゴ安濃交２号」は標準品種「よつぼし」

に比べて年内収量が少なく、果実品質が劣ることから「劣」、

本県の普及品種「おいＣベリー」に比べて収量及び果実

品質が劣ることから普及性は「不適」とした。 

［当年度分］ 

１）イチゴ 

ア．「イチゴ久留米69号」 (一季成り性、３年目) 

（実施中） 

イ．「イチゴ安濃交１号」、「イチゴ安濃交２号」

(一季成り性、種子繁殖性、３年目) 

（実施中） 

２）ナス 

ア．「ナス安濃交10号」及び「ナス安濃交12号」

（３年目） 

単為結果性系統「ナス安濃交10号」及び「ナス安濃交

12号」について、本県での露地普通栽培における適応性

を検討した。 

その結果、「ナス安濃交10号」は、標準品種「あのみ

のり２号」と比較して上物率はやや劣るが、商品果収量

がやや多く、特に単価の高い後期の収量が多かったこと

から有望、参考品種「筑陽」と比較して商品果収量が少

なかったことから見込みなしとした。 

「ナス安濃交12号」は、商品果率、上物率ともに他品

種と比較してやや低く、商品果収量が「あのみのり２号」

との対比で93％、「筑陽」との対比で83％であったため

見込みなしとした。 

（４）植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進 

（令３～７） 

ナスは原産地であるアジア地域における遺伝資源の多

様性が高く、当該地域の遺伝資源からの有用育種素材の

発見が期待されている。そこで、農研機構野菜花き研究

部門や他県と連携して、アジア地域から導入したナス遺

伝資源の特性調査と種子増殖を行う。その中で岡山県は、

県内産地で問題視されている半身萎凋病に抵抗性を持っ

た遺伝資源の一次スクリーニングと形態的特性の把握及

び種子増殖を行う。 

１）半身萎凋病抵抗性検定 

農研機構で収集、保管しているナス近縁種85系統につ

いて、本県で問題になっている半身萎凋病に対する抵抗

性の一次検定を行った。 

その結果、５株以上確保できた77系統について半身萎

凋病接種検定を行い、２系統を抵抗性ありと判定した。

農研機構による二次選抜に備え種子を増殖したところ、

１系統は目標量の種子を得たが、もう１系統は種子が得

られなかったため、引き続き種子増殖を図る。 

２）栽培特性調査及び種子増殖 

遺伝資源が持つ形態的特性を明らかにするために、23

系統のナス遺伝資源について「植物特性評価マニュアル

（農業生物資源ジーンバンク）」の一次必須16項目及び

一次選択17項目等を調査し、種子増殖を図った。 

その結果、全系統で特性を調査するとともに目標量の

種子を得た。 

３）半身萎凋病抵抗性近縁種と既存品種の雑種作出 

上述の抵抗性検定において抵抗性ありと判定した２系

統を、青枯病抵抗性を持つ台木品種「台太郎」と交雑し、

雑種作出の可能性を検討した。 

その結果、両組合せで交雑種子を得た。 

なお、本研究は、農林水産省委託事業「海外植物遺伝

資源の収集・保存・提供の促進」（ＰＧＲＡsiaプロジェ

クト）の研究の一環として実施した。 

２．新栽培法の開発による低コスト、増収、品質向上

技術 

（１）天候対応型炭酸ガス施用による施設栽培ナス多
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収技術の確立         （令元～５） 

施設ナス栽培では生産費の上昇により所得が減少して

おり、生産量が減少傾向である。これに対し、増収によ

る粗収入及び所得向上のため、産地では燃焼式の炭酸ガ

ス施用技術が導入されつつある。そこで、さらなる増収

とともに、過剰な炭酸ガス施用を避けてランニングコス

トの縮減を図るための、天候対応型炭酸ガス施用方法を

確立する。 

［過年度分］ 

１）曇天時に適した炭酸ガス施用方法の検討 

曇天時に適した炭酸ガス施用方法を明らかにするため、

曇天時の炭酸ガス濃度が収量及び品質に及ぼす影響を検

討した。曇天時（12月22日～２月26日は７時30分～16時

30分、２月27日～３月11日は７時～18時、３月12日～４

月22日は７時～17時の間に、日射量が0.2kW/m2未満の時）

の炭酸ガス濃度を400～600ppmとする低濃度区及び800～

1,000ppmとする高濃度区を設けた。日射量が0.2kW/m2以

上の時は、両施用区ともに炭酸ガス濃度が800ppmを下回っ

た場合に1,000ppm程度になるまで供給し、小ハウスの換

気扇（設定温度29℃）が稼働している場合には400ppmを

維持するように供給した。 

その結果、調査期間前半（12月23日～２月28日）の全

収穫果収量は高濃度区で有意に多かったが、商品果及び

秀品果収量に有意な差はなく、調査期間後半（３月１日

～５月23日）の全収穫果・商品果・秀品果収量にも有意

な差はなかった。また、全調査期間（12月23日～５月23

日）の全収穫果・商品果・秀品果収量にも有意な差はな

かった。 

２）炭酸ガス施用条件下における施肥の検討 

炭酸ガス施用条件下での栽培に適した施肥量を明らか

にするために、追肥量が収量及び品質に及ぼす影響を検

討した。液肥を週に３回施用する多追肥区、２回施用す

る中追肥区、１回施用する少追肥区及び全く施用しない

無追肥区を設けた。炭酸ガス施用条件下での栽培とし、

基肥としてシグモイド180日溶出型の肥効調節型肥料を主

体として10ａ当たり窒素60kg、カリウム60kg等を施用し、

追肥として「くみあい液肥２号」の120倍液を施用した。

追肥は１月12日～６月17日に施用した。 

その結果、全調査期間（１月13日～６月20日）の全収

穫果・商品果・秀品果収量に大きな差はなかった。 

３）晴天時に適した炭酸ガス施用方法の検討 

晴天時に適した炭酸ガス施用方法を明らかにするため、

炭酸ガス施用ハウスにおける晴天時の換気方法が収量及

び品質に及ぼす影響を検討した。晴天時に、まず側窓が

稼働（稼働開始温度26～29℃）し、次に換気扇が稼働（稼

働開始温度29～32℃）する側窓区、及び換気扇のみが稼

働（稼働開始温度27.5～29.5℃）する換気扇区を設けた。

側窓区では、側窓全閉時には炭酸ガス施用開始濃度を700

～800ppm、側窓開放時には400ppmとした。換気扇区では、

ハウス内気温が換気扇稼働開始温度より２℃低い温度を

閾値とし、閾値より低い場合には炭酸ガス施用開始濃度

を800ppm、高い場合は400ppmとした。両区とも、換気扇

稼働時には施用しなかった。処理は11月20日～５月16日

に行った。 

その結果、調査期間後半（４月１日～６月20日）の商

品果収量は側窓区で多かった。また、全調査期間（11月

21日～６月20日）の商品果収量も側窓区で多く、秀品果

収量も側窓区でやや多かった。 

４）天候対応型炭酸ガス施用条件下での整枝方法の

検討 

前年度までに、炭酸ガス施用条件下での栽培で株間を

80cmから60cmに狭めると商品果収量は増加するが、着色

不良果が増加する傾向であることが明らかになった。こ

のため、果実の着色向上を目的に、整枝方法が収量及び

品質に及ぼす影響を検討した。畝面から70cmまでの側枝

数を２本に制限する側枝制限区及び制限しない側枝無制

限区を設けた。炭酸ガス施用条件下での栽培とし、側枝

制限は12月17日に行った。 

その結果、調査期間前半（12月18日～３月31日）の商

品果数は側枝無制限区で多かったが、秀品果数は側枝制

限区で多かった。また、同期間中の着色不良果発生率は

側枝制限区でやや低く、秀品果収量は側枝制限区で多

かった。 

［当年度分］ 

１）曇天時の炭酸ガス施用方法の検討 

（実施中） 

２）天候対応型炭酸ガス施用条件下での株間及び施

肥の検討 

（実施中） 

（２）「晴苺」の連続安定出荷のための栽培技術の開

発               （令３～５） 

岡山県産のモモ、ブドウの全国知名度は高く、高品質

生産により岡山ブランドを確立しているが、生産は夏秋

期に限られる。岡山県では新たなブランド品目としてイ

チゴに着目し首都圏への出荷に取り組んでいるが、歳暮

需要期の出荷量の少なさ、出荷の不連続性、不良食味果
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実の混入などの問題が発生している。そこで、12月から

５月まで、良食味な「晴苺」を連続安定出荷できる栽培

技術を開発する。 

［過年度分］ 

１）12月からの連続安定出荷技術の開発 

ブランドイチゴ「晴苺」は大粒果実を12月上旬から安

定的に生産することが求められている。そこで、早期か

ら安定生産する栽培方法について検討する。 

ア．「晴苺」の出荷状況 

「晴苺」の令和３年度市場出荷量は22ｔで、東京市場

出荷量はそのうちの27％で前年度から増加傾向であった。

12月下旬までの生産量は少なく、市場出荷量の６％であっ

た。平均市場価格は２月中旬まで東京市場が岡山市場に

比べて高く、特に12月下旬までが高かった。２月下旬以

降は市場間の差が小さかった。 

イ．クラウン径 

12月上旬から生産するためには、８月中旬から苗の窒

素中断処理をする必要があるが、苗が小さい等の理由に

よって、窒素中断処理をしない生産者が多い。そこで、

８月中旬の苗の大きさが生育及び収量に及ぼす影響を明

らかにするために、８月中旬の苗のクラウン径を４～９

mm（１mmごとに６区）に分別して８月19日から９月15日

まで窒素切断処理を行い、９月15日に定植して生育及び

収量について検討した。 

その結果、８月中旬のクラウン径が大きい方が、収穫

始めは早く、年内収量は多くなり、全期間の粗収入は増

加した。 

ウ．定植株数 

12月収量を増加するためには、頂花房数が多い方が良

い。そこで、プランターへの定植株数（６株・慣行区、

10株・試験区）が生育、収量及び品質に及ぼす影響につ

いて検討した。 

その結果、10株区は６株区に比べて年内収量がやや増

加したが、12月までの果実糖度がやや低かった。 

エ．花芽未分化定植 

（ア）クラウン冷却 

花芽未分化定植法は、収穫始めが遅く、12月までの収

量が少ないことが問題である。そこで、クラウン冷却処

理が生育及び収量に及ぼす影響について検討した。 

その結果、クラウン冷却処理区は無処理区に比べて頂

花房の収穫始めが早まり、年内収量が47％、粗収入が18％

増加した。また、慣行の花芽分化後定植区に比べて年内

収量が８％、全期の粗収入が13％増加した。 

（イ）株間定植 

花芽未分化定植した苗から発生した子苗を株間に誘引

し、定植する方法の有効性を明らかにするために、株間

定植あり区、株間定植なし区、花芽分化後定植区を設置

し、生育及び収量について検討した。 

その結果、収穫始め、年内収量及び粗収入に区間で有

意な差はなかった。 

オ．炭酸ガス施用 

灯油燃焼式炭酸ガス施用装置（ネポン社製グロウエア

CG-254S1）を11月12日から４月７日まで複合環境制御装

置（アルスプラウト社製制御ノード）を用いて、日の出

から日の入りまで22℃以下の場合、ハウス内炭酸ガス濃

度が800ppmで作動、1,000ppmで停止するように制御した

場合に無処理区との生育、収量及び品質の違いについて

検討した。 

その結果、頂花房、一次腋花房の収穫日及び２月まで

の収量に有意な差はなかった。しかし、３～４月の収量

は炭酸ガス施用区が有意に多く、粗収入は９％多くなっ

た。また、炭酸ガス施用区は無処理に比べて２月の果実

糖度が有意に高かった。 

カ．電照 

電照による草勢維持が生育、収量及び品質に及ぼす影

響を明らかにするために、電照あり区（11月５日から２

月14日まで１～４時間の日長延長処理）及び電照なし区

を設置し、生育、収量及び品質について検討した。 

その結果、電照あり区は、電照なし区に比べて、頂花

房及び一次腋花房の収穫日が早くなり年内収量及び全期

収量が多くなった。しかし、果実糖度の違いは判然とし

なかった。 

２）良食味な「晴苺」栽培技術の開発 

ブランドイチゴ「晴苺」は安定して高品質であること

が求められているが、厳寒期に食味不良果実が混入する

ことが問題となっている。そこで、良食味な果実を生産

する栽培技術について検討した。 

ア．東京出荷果実の実態調査 

（ア）輸送 

東京市場に出荷された「晴苺」の実態を明らかにする

ために、集荷場から発送され、翌日東京市場に到着する

行程の輸送が品質に及ぼす影響について検討した。 

その結果、輸送による果実品質の変化は小さかった。 

（イ）生産者別の品質調査 

生産者別に東京市場出荷用「晴苺」の品質を明らかに

するために、12月22日、１月19日及び２月９日に全農お
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かやま集荷場で５～６名の生産者果実の果実糖度、酸度

及び官能評価を調査した。 

その結果、果実糖度及び酸度は、１月に生産者間及び

同一生産者内の果実間でにばらつきが大きかった。官能

評価では１月に食味不良評価の果実が最も多かった。 

イ．生産者のハウス内気温 

食味不良評価があった生産者の栽培管理の問題点を明

らかにするために、備前県民局管内生産者のハウス内位

置（中心部、ハウスサイド付近）の違いによる気温の推

移（１月20日から２月９日）について調査した。 

その結果、ハウスサイド付近は中心部に比べて、日平

均気温は１～２℃低く、夜間の気温は２～３℃低かった。

１月19日に食味不良と評価された果実は、ハウスサイド

付近の果実が中心であった。 

ウ．農研ハウス内の栽培位置 

（ア）気温 

農研内イチゴ栽培ハウス内の栽培位置による気温の違

いについて検討した。 

その結果、ハウスサイド付近の北西側の畝の北西側の

条は他の位置に比べて日中及び夜間の気温が低く、日平

均気温が１～２℃低く推移した。 

（イ）生育、収量及び品質 

栽培位置の違いが生育、収量及び品質に及ぼす影響に

ついて検討した。 

その結果、ハウスサイド付近の北西側の畝の北西側の

条は他の位置に比べて草高が低く推移し、ハウスサイド

付近の南東側の畝の南東側の条に比べて、一次腋花房の

収穫日は21日遅く、成熟日数は９日長く、全期間の収量

は11％少なかった。果実糖度、酸度及び乾物率の違いは

判然としなかったが、ハウスサイド付近の北西側の畝の

北西側の条の果実は、他の位置の果実に比べて果肉中心

部まで赤い果実が多かった。 

３）開発技術の組合せ実証 

「晴苺」の連続安定出荷のための栽培技術を明らかに

するために、実証区（花芽未分化定植、クラウン冷却処

理あり及び炭酸ガス施用あり）と慣行区（花芽分化後定

植、クラウン冷却処理なし及び炭酸ガス施用なし）を比

較した。 

その結果、実証区は慣行区に比べて頂花房の収穫日は

９日遅かったが、一次腋花房の収穫日は14日早く、２Ｌ

以上の年内収量、１～２月収量及び全期収量が多く、粗

収入が24％増加した。 

［当年度分］ 

１）12月からの連続安定出荷技術の開発 

（実施中） 

２）良食味な「晴苺」栽培技術の開発 

（実施中） 

３）開発技術の組合せ実証 

（実施中） 

（３）加工・業務用キャベツの周年安定供給技術の確立

（県中南部における冬春どり安定生産技術の開

発） （環境、高冷地研究室と共同、令４～６） 

本県では、加工・業務用キャベツの生産拡大を図って

いる。しかし、県内産地だけで、年間を通して加工・業

務用キャベツを供給できる体制は整っていない。また、

気象変動によって生産が不安定となっている。そこで、

県内各産地からのリレー出荷による周年安定供給体制や、

気象変動に対応できる管理技術を確立し、加工・業務用

キャベツの安定供給と生産者の所得向上を図る。野菜・

花研究室では、端境期である４月の収穫作型を確立する

とともに、12～２月収穫作型において発生する生理障害

の対策技術を開発する。 

１）４月収穫作型の確立 

（実施中） 

２）12～２月収穫作型における生理障害対策 

（実施中） 

（４）高精度な土壌水分制御を実現するスマート化で、

一層輝く岡山ブランドナス［過年度分］ 

（令２～３） 

本県産のナスは品質の高さが最大の特長であるが、不

良果実が約１～２割も発生している。これらの障害は、

既存の灌水方法では解決困難な土壌水分の変動に起因し

ており、新しい灌水方法が求められる。そこで、汎用性

の高いユビキタス環境制御システム（ＵＥＣＳ）準拠の

複合環境制御装置を用いて、圃場ごとに対応可能な、高

品質多収を実現する土壌水分制御プログラムを開発する。 

１）土壌水分制御プログラムの開発 

圃場ごとに対応可能な、高品質多収を実現する土壌水

分制御プログラムを開発するため、農研圃場内で複合環

境制御装置を用いて日射比例型灌水を行い、土壌水分値

を計測して、灌水条件を随時変更するスマート灌水を実

証し、スマート灌水が収量及び品質に及ぼす影響を検討

した。土壌ｐＦが1.5～2.0を維持するように複合環境制

御装置の設定値を随時変更しながら日射比例型灌水を行

うスマート灌水区、ｐＦメーターを設置し、ｐＦ1.6を灌

水開始点として灌水するｐＦ灌水区及びタイマーで１週
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間に１～７回灌水する少灌水区を設けた。炭酸ガス施用

条件下での栽培とし、灌水処理は11月30日～６月20日に

行った。 

その結果、ｐＦ灌水区では土壌が過湿に、少灌水区で

は過乾になることが多かったが、スマート灌水区ではお

おむねｐＦ1.5～2.0で管理できた。収量については、調

査期間中盤（１月１日～３月31日）の商品果・秀品果収

量がスマート灌水区及びｐＦ灌水区で少灌水区より多く、

全調査期間（12月１日～６月20日）の秀品果収量はスマー

ト灌水区、ｐＦ灌水区、少灌水区の順に多い傾向であっ

た。 

２）制御プログラムに関するマニュアルの作成 

圃場ごとに対応可能な、高品質多収を実現する土壌水

分制御プログラムを普及するため、生産者向けの日射比

例型灌水マニュアルを作成した。 

２年間の栽培試験の結果を踏まえて、「理論編 千両

なす栽培のかん水の理論」、「実践編 複合環境制御装

置を使った日射比例かん水の方法」からなる「複合環境

制御装置を利用した千両なすかん水マニュアル」（全41

ページ）を作成した。 

 

Ⅱ 花きに関する試験 

１．特産花きの新品種育成と優良品種の選定 

（１）特産花き新品種の育成     （平30～継） 

本県には、ブプレウラム、ラークスパー等、多くの特

産花きがある。特に、スイートピーは、作付面積及び生

産額が全国３位（平成29年）の重要な特産花きである。

スイートピーでは、近年、生産性の低下、単価の低迷等、

多くの課題が発生している。このため、生産性が高い品

種や特徴的な形質を持つ品種を育成し、産地の維持・発

展を図る。また、その他の特産花きでは、本県の気象に

適する優良品種を育成し、産地の維持を図る。 

［過年度分］ 

１）高生産及び特徴的スイートピー新品種の育成 

ア．難落蕾性スイートピーの育成 

（ア）有望難落蕾系統の現地試験（切り花特性） 

育成中の難落蕾性の有望系統２系統について、生産現

場に栽培委託し、切り花特性を調査した。 

その結果、「25Ｐ４オ－５」及び「25Ｐ５ウ－５」は

難落蕾性であったが、「25Ｐ５ウ－５」は上位規格が少

なかった。 

（イ）有望系統の現地試験（評価聞き取り） 

難落蕾性の上記２系統について、生産者からの評価を

得た。 

その結果、２系統とも生産性に難があり、栽培意向は

なかった。 

（ウ）難落蕾性ピンク花の育成（Ｆ７、Ｆ８選抜） 

難落蕾性のスイートピーを育成するため、Ｆ７、Ｆ８世

代の選抜を行った。。 

その結果、１系統を有望、１系統を再検討とした。 

（エ）難落蕾性ラベンダー花の育成（Ｆ５採種） 

難落蕾のラベンダー花を育成するため、Ｆ５世代２系

統の採種を行った。 

その結果、「18Ｌ１」から約102ｇ、「18Ｌ２」から約

43ｇの種子を得た。 

（オ）多様な花色の難落蕾性品種の育成（Ｆ４採

種） 

多様な花色の難落蕾性品種を育成するため、難落蕾品

種を交配した６組合せの後代のＦ４世代の採種を行った。 

その結果、目標とする花色で落蕾の少ない株を６組合

せで計76株選抜し、種子を得た。 

（カ）ステム長の中庸な難落蕾性ピンク花の育成

（Ｆ２採種） 

難落蕾性ピンク花系統について、ステム長が長すぎる、

又は短すぎると生産者から評価を受けたため、長ステム

と短ステムの難落蕾性ピンク花系統を交配した後代を栽

培し、採種を行った。 

その結果、５組合せから無作為に採種し、種子を得た。 

イ．多花弁スイートピーの育成 

（ア）有望多花弁系統の現地試験（切り花特性） 

育成中の多花弁の有望系統２系統について、生産現場

に栽培を委託し、切り花特性を調査した。 

その結果、「25ＢＣ３オ」、「24ＢＣ21Ｄウ」とも多

花弁の発生は安定していたが、落蕾が多いことが明らか

となった。 

（イ）有望多花弁系統の現地試験(評価聞き取り) 

多花弁の上記２系統について、生産者からの評価を得

た。 

その結果、２系統とも、生産性に課題はあるものの、

一定の評価を得られた。 

（ウ）多花弁黄白色花の育成（Ｆ10選抜） 

多花弁黄白花スイートピー育成のため、黄白花色系統

のＦ10世代３系統の選抜を行った。 

その結果、供試した３系統に大きな差はなく、優良個

体から採種を行った。 

（エ）多花弁白色花系統の生産力検定(Ｆ８世代) 
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品種登録用の調査を実施した多花弁白花系統「25ＢＣ

３オ」について、生産力を調査した。 

その結果、輪数が多く対照品種に比べ上位規格が多い

傾向があった。 

（オ）多花弁ピンク花の育成（Ｆ７、Ｆ８選抜） 

多花弁ピンク花スイートピー育成のため、Ｆ７、Ｆ８世

代３系統について個体選抜を行った。 

その結果、３系統の優良個体から採種し、特に「26Ｂ

Ｃ３エ」が有望と考えられた。 

（カ）多花弁ラベンダー花の育成（Ｆ３選抜） 

多花弁ラベンダー花スイートピー育成のため、Ｆ３世

代１系統について、個体選抜を行った。 

その結果、優良個体を７個体選抜し、採種した。 

ウ．次世代種間雑種スイートピーの育成 

（ア）組織培養による育成雑種の維持 

スイートピーの黄花品種の育成を目的に、培養で維持

しているスイートピーと近縁種との種間雑種の継代培養

を行った。 

その結果、供試した10系統について最大８回植替えを

行い、９系統は順調に維持できたが、１系統は生育が悪

く、枯死した。 

２）その他特産花き新品種の育成 

ア．特徴的なラークスパーの育成 

（ア）有望大輪白花系統の特性調査及び生産力検

定 

有望とした大輪白花系統「25Ｌ４ＤＷ３イ」について、

特性調査及び生産力検定を行った。 

その結果、対照品種と比べ生産力は同等で、大輪であ

ることを確認した。 

（イ）有望ピンク花系統の特性調査及び生産力検

定 

有望としたピンク花系統２系統について、特性調査及

び生産力検定を行った。 

その結果、「ＳＬＰ夏２－１」は「Ｐ１Ｃ」に比べ小

花径が小さく、心止まりの発生が少ないため生産力が優

れていた。「25Ｌ３Ｐ１イ」は開花が遅く心止まりの発

生が少ない傾向だった。 

（ウ）有望ピンク花系統の品種登録調査 

ピンク花の上記２系統について、品種登録に必要な特

性調査を行った。 

その結果、調査した２系統とも対照品種と区別性があ

り、品種登録可能と考えられた。 

（エ）有望ライラック花系統の特性調査及び生産

力検定 

有望としたライラック花系統１系統について、特性調

査及び生産力検定を行った。 

その結果、「ＬＬＳ夏２－１」は「Ｌ12Ｅ」に比べ草

丈が長く生産力が優れていた。 

（オ）有望ライラック花系統品種登録調査 

ライラック花の上記１系統について、品種登録に必要

な特性調査を行った。 

その結果、「ＬＬＳ夏２－１」は対照品種と区別性が

あり、品種登録可能とみられた。 

（カ）大輪ピンク花系統の特性調査 

心止まりの少ない大輪ピンク花系統育成のため、１系

統の特性調査を行った。 

その結果、「25Ｌ５Ｐ１ア」は大輪で心止まりが少な

く、その他の特性に大きな問題は認められなかった。 

［当年度分］ 

１）高生産及び特徴的スイートピー新品種の育成 

ア．難落蕾性スイートピーの育成 

（実施中） 

イ．多花弁スイートピーの育成 

（実施中） 

２）その他特産花き新品種の育成 

ア．特徴的なラークスパーの育成 

（ア）有望系統の現地適応性試験 

真庭市蒜山の生産者から要望のある11月出荷超促成作

型に適した２系統について、生産現場に栽培を委託し、

特性調査及び評価の聞取りを行った。 

その結果、「ＳＬＰ夏２－１」は花穂長が長く、生産

者から高評価を受けたため、有望と判定し、「岡山ＬＡ

Ｒ４号」として品種登録を検討することとした。 

イ．シキミ優良母樹の選抜 

シキミの挿し木繁殖による優良種苗の生産を目的に、

県内自生樹の中から優良母樹を選抜する。 

（ア）生育特性の把握 

令和元年度に収集した挿し木発根率の高い７系統につ

いて定植３年目の生育特性や需要期に安定して収穫でき

るかを検討した。 

その結果、切り枝品質が良好で挿し木繁殖能力が高く、

切り枝生産性が高い２系統（「Ｙ－１」、「Ｙ－10」）

を優良母樹として選抜した。しかし、切り枝の水揚げが

劣る新梢伸長期には年次変動や個体差があり、選抜２系

統の需要期の流通適性は判定できなかった。 

（イ）育苗方法の検討 
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シキミの挿し木育苗において定植後の初期生育が良好

な育苗方法を明らかにするため、育苗時の生育が良好な

山林苗育成用コンテナ苗など４区について定植初年目の

生育を検討した。 

その結果、各区とも生育は緩慢であったが、水はけの

良い専用土を用いた直挿しコンテナ苗と移植コンテナ苗

で初期生育が比較的良好であった。 

（ウ）定植時の堆肥施用量 

シキミの挿し木育苗において初期生育が良好な定植方

法を明らかにするため、育苗時の生育が良好な移植コン

テナ苗を用い、定植時の堆肥施用量５kg/㎡と15kg/㎡を

比較検討したが、定植初年目の生育に差はなかった。 

２．新栽培法の開発による低コスト、増収、品質向上

技術 

（１）冷房処理を活用したスイートピーの着花安定化

技術の確立          （令４～６） 

本県のスイートピーは、作付面積及び生産額が全国３

位（平成30年）の重要な特産花きであるが、近年秋から

春にかけて平年より気温が高くなる年が多く、その影響

で落蕾の発生、切り花品質の低下及び収量低下などが問

題となっている。このため、秋から春までの冷房処理を

組み合わせることにより、品質を向上させ、安定生産を

可能とする技術を開発する。 

１）秋季・冬季の夜間冷房の組合せ効果の検討 

（実施中） 

２）春季の冷房処理法の検討 

（実施中） 

 

Ⅲ 生物工学に関する試験 

１．生物工学技術の利用 

（１）バイオテクノロジー利用による地域特産品種の

育成とクローン種苗大量増殖法の確立 

（病虫研究室と共同、昭58～継） 

１）リンドウ優良親株の維持とクローン増殖   

（平７～継） 

おかやまオリジナルリンドウの交配親を組織培養によっ

て維持するとともに、必要に応じて発根苗の供給を行う。 

ア．育成品種の親株の組織培養による維持及び発

根個体の作出 

農研で育成した実生系５品種の親９系統と栄養系１品

種を２～３か月ごとに継代培養した。 

その結果、継代培養では全ての系統が順調に生育し、

培養個体が維持された。 

また、前年度に発根培養した５系統で鉢上げ苗を作出

し、５月に高冷地研究室に譲渡した。また、本年度新た

に６系統を発根培養中である。 

イ．選抜中の系統の親系統の組織培養による維持 

農研で育成中の親株候補24系統について、２～３か月

ごとに継代培養を行った。 

その結果、全ての系統で、おおむね順調に生育し、培

養個体が維持された。 

また、選抜中の18系統を新たに、２～３か月ごとに継

代培養した。また、11系統で鉢上げ苗の作出を行った。 

その結果、継代培養では全ての系統が順調に生育し、

培養個体が維持された。また、鉢上げ苗の作出では11系

統とも発根培養中である（令和５年３月現在）。 

ウ．発根培養に用いるわい化剤の選定 

リンドウの発根培養に用いるわい化剤として使用して

いるアンシミドールの代替剤としてパクトプトラゾール

とダミノジッドの利用を検討した。 

その結果、パクトプトラゾールもダミノジッドもアン

シミドールと同じ濃度で利用可能であることが判明した。 

 

Ⅳ 事業 

１．農作物種子、種苗対策 

（１）バレイショ原種圃事業     （昭16～継） 

採種団体が農研機構種苗管理センターから配布された

原原種を種いもとし、優良な原種を増殖する事業を支援

し、本県バレイショ生産の振興を図る。 

団体における本年度の春作産の原種圃の設置面積は107

ａ、合格率は100％であり、1,191袋（20kg/袋）の原種が

生産された。また、秋作産の原種圃の設置面積は67ａ、

合格率は100％で、738袋の原種が生産された。 

２．特産作物遺伝資源の保存管理 

（１）特産作物の遺伝資源管理（ジーンバンク）事業 

（作物・経営、果樹、高冷地研究室と共同、平３～継） 

本県では、地域に適応した在来品種や系統、本県育成

のオリジナル品種、新品種育成のために収集した国内外

の品種・系統を保有している。そこで、これらの貴重な

遺伝資源を今後の新品種育成の素材として活用するため、

一元的に保存・管理するとともに、生産現場や国内研究

機関等の要望に応じ、可能な範囲で種苗を譲渡する。 

１）特産作物遺伝資源の保存 

本事業で収集する品種・系統を整理し、年度末の保存

点数は作物307点、果樹293点、野菜11点及び花き81点の

合計692点となった。 
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２）特産作物遺伝資源の維持・管理 

遺伝資源の適切な維持、管理に努め、本年度は種苗の

更新を、作物11点、野菜２点及び花き52点実施した。 

３）特産作物遺伝資源の譲渡 

公設研究機関、農事組合法人及び農家等から要望があ

り、作物10件10品種、果樹６件15品種、野菜２件２品種

及び花き7件16品種の合計25件43品種を譲渡した。なお、

有償譲渡は17件、無償譲渡は８件であった（令和４年４

月～令和５年３月）。 

 

Ⅴ 現地緊急対策試験、予備試験等 

１．野菜 

（１）県中南部における加工・業務用キャベツの冬春

どり安定生産技術の開発［過年度分］ （令３） 

本県では、加工・業務用キャベツの生産拡大を図って

いる。しかし、県内産地だけで、年間を通して加工・業

務用キャベツを供給できる体制は整っていない。また、

気象変動によって生産が不安定となっている。そこで、

県内各産地からのリレー出荷による周年安定供給体制や、

気象変動に対応できる管理技術を確立し、加工・業務用

キャベツの安定供給と生産者の所得向上を図る。野菜・

花研究室では、端境期である４月の収穫作型を確立する

とともに、12～２月収穫作型において発生する生理障害

の対策技術を開発する。 

１）４月収穫作型の確立 

ア．３月収穫用品種の収穫遅延化の検討 

９月中旬に定植した対照品種「夢ごろも」を含む９品

種について、４月中旬に収穫し、結球特性及び球内部品

質の調査を行った。 

その結果、球内結球が発生したことにより対照品種を

含む７品種では可販結球率が０％であったのに対し、「冬

くぐり」は球内結球の発生程度が低く、可販結球率が36％

と高かった。次いで、「晩抽冬982」が９％であった。 

イ．５月収穫用品種の収穫前進化の検討 

（ア）品種比較 

12月中旬に対照品種「錦恋」を含む11品種の定植を

行い、５月下旬に調査を行ったが、１月下旬から２月下

旬においてヒヨドリによる食害が発生し、結球重等の特

性の品種比較の結果は判然としなかった。 

（イ）マルチ被覆及び不織布のべたがけ 

12月中旬に定植を行った「錦恋」について、定植時の

黒マルチの有無（２水準）と１月中旬から３月下旬まで

の不織布によるべたがけの有無（２水準）を組み合わせ

た４処理区を設け、５月に収穫調査を行い、収穫の前進

化の検討を行った。 

その結果、不織布を行わなかった区では、ヒヨドリに

よる食害が発生し結果は判然としなかったが、不織布＋

マルチ区は、不織布区よりも収穫が５日早くなる傾向に

あった。 

２）12～２月収穫作型における生理障害対策 

ア．品種比較 

（ア）１月上旬収穫 

９月上旬に定植した対照品種「彩ひかり」を含む14品

種について、１月上旬に収穫し、結球特性及び内部黒変

症状の発生程度を調査した。 

その結果、「ふゆおこ」で内部黒変症状の発生がみら

れず、「冬藍」及び「ＹＲ冬勝利」で発生が少なかった

ため、有望とした。 

（イ）１月下旬収穫 

９月上旬に定植した14品種について、１月下旬に収穫

し、結球特性及び内部黒変症状の発生程度を調査した。 

その結果、「ふゆたか」は結球重が1.6㎏以上であり、

内部黒変症状の発生が少なかっため、有望とした。 

（ウ）２月中旬から３月上旬収穫 

令和３年９月13日に定植した14品種について、令和４

年２月16日及び３月２日に収穫し、結球特性及び内部黒

変症状の発生程度を調査した。 

その結果、「冬系531」は結球重が1.36㎏とやや小さかっ

たが、内部黒変症状が少なかったため、有望とした。 

イ．株間 

40㎝株間区と30㎝株間区を設け、株間を狭めることに

よる内部黒変症状の発生抑制効果を明らかにするために

９月中旬に定植を行い、１月から３月の間に４回収穫調

査を行った。 

その結果、30㎝株間区は、40㎝株間区より結球重が0.6

㎏～0.8㎏程度軽くなったが、内部黒変症状の発生程度が

低くなる傾向にあった。 

ウ．マルチ被覆及びカリウムの増施 

９月中旬に定植した「彩ひかり」について、基肥のカ

リウム14.5㎏/10a及び43.5kg/10a（２水準）と定植時か

らの白黒ダブルマルチ被覆の有無（２水準）を組み合わ

せた４処理区を設けて、３月上中旬に収穫調査を行い、

内部黒変症状の発生抑制効果を検討した。 

その結果、カリウムの増施の有無による内部黒変症状

の発生程度の違いは判然としなかったが、マルチ被覆に

より、発生程度は低くなる傾向があった。 
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２．花き 

（１）スイートピーの高品質・安定生産技術の開発［過

年度分］             （令元～３） 

本県は全国３位の生産量を誇るスイートピー産地であ

る。しかし、近年、初秋期の高温化による初期生育不良

及び秋期の寡日照・高夜温による落蕾が問題となってい

る。これまでの研究で、ヒートポンプによる夜間冷房に

より、秋冬期の落蕾が抑制されることを明らかにしたが、

初秋期の夜間冷房によって初期生育の改善も期待される。

そこで、初秋期からの夜間冷房が初期生育に及ぼす影響

を明らかにし、秋期の夜間冷房と組み合わせることで、

早期の着蕾、着花の安定化を図る。 

１）夜間冷房がスイートピーの生育・開花に及ぼす

影響 

ア．秋季夜冷処理が気温及び地温に及ぼす影響 

９月上旬に播種し、１か月間17～8時30分に設定温度２

０℃で冷房する秋期夜冷処理を行い、気温及び地温を調

査した。対照区では冷房を行わなかった。 

その結果、秋期夜冷区は無処理区に比べて夜間の気温

及び地温は低下した。 

イ．秋季夜冷処理が着蕾節位に及ぼす影響 

秋季夜冷処理が着蕾節位に及ぼす影響を検討した。 

その結果、処理による着蕾節位の差は判然としなかっ

た。 

ウ．秋季夜冷処理が草丈及び節数に及ぼす影響 

秋季夜冷処理が、草丈及び節数に及ぼす影響を調査し

た。 

その結果、「ラベンダー」、「ステラ」とも有意では

ないものの、秋期夜冷処理により処理後の草丈が長くな

る傾向がみられた。 

エ．秋季夜冷処理が葉長に及ぼす影響 

秋季夜冷処理が葉長に及ぼす影響を調査した。 

その結果、「ラベンダー」、「ステラ」とも有意では

ないものの、秋期夜冷により葉長が長くなる傾向がみら

れた。 

オ．秋季夜冷処理が第一収穫花の品質に及ぼす影

響 

秋季夜冷処理が第一収穫花の切り花品質に及ぼす影響

を調査した。 

その結果、第一収穫花の品質に有意な差はなかったが、

「ラベンダー」では秋期夜冷によりステム長が長く、４

Ｐ２Ｌ率が高まる傾向がみられた。 

カ．冬季寡日照高夜温処理における気温及び日射

量 

落蕾を促進するために11月25日のみ日中に対照区の植

物体を遮光率90％の資材で覆い、温風暖房機の設定温度

15℃とした。夜冷区では対照区と同様に遮光し、温風暖

房機及びヒートポンプの設定温度を８℃とし、気温及び

日射量を調査した。 

その結果、対照区及び夜冷区ともに処理日の積算日射

量はほぼ０MJ/㎡で夜間の気温はほぼ設定温度で推移した。 

キ．寡日照高夜温時の夜間冷房が落蕾発生に及ぼ

す影響 

前項（カ）における寡日照高夜温時の夜間冷房が落雷

発生及び切り花品質に及ぼす影響について検討した。 

その結果、夜冷区の土壌ＥＣが高く、加えて冷房を行っ

たことにより植物が栄養成長に傾いたため、「ラベンダー」、

「ステラ」ともに、夜冷による落蕾抑制効果は判然とし

なかった。 

２）夜間冷房処理の組合せがスイートピーの年内収

量に及ぼす影響 

ア．秋季夜冷及び冬季寡日照時の夜冷処理の組合

せが切り花品質及び収量に及ぼす影響 

秋季夜冷及び冬季寡日照時の夜冷処理の組合せが切り

花品質及び収量に及ぼす影響を調査した。 

その結果、秋季夜冷及び冬季寡日照時の夜冷処理の組

合せによる増収効果は判然としなかった。 

３）春季冷房処理がスイートピーの生育・開花に及

ぼす影響 

ア．春季冷房処理がハウス内温度に及ぼす影響 

春季冷房処理による温度の処理区間差を明らかにする

ため、11～14時に20℃を超えた時、ダクトにより生長点

付近を20℃で冷房する局所冷房区、16～19時に設定温度

10℃で冷房するＥＯＤ冷房区、冷房を行わない対照区を

設置し、気温を調査した。 

その結果、局所冷房区では対照区との差は判然としな

かったが、ＥＯＤ冷房区では対照区に比べハウス内温度

が低下していた。 

イ．春季冷房処理が葉長に及ぼす影響 

春季冷房処理が葉長に及ぼす影響を調査した。 

その結果、有意ではないものの、局所冷房区及びＥＯ

Ｄ冷房区で対照区に比べて葉長が長くなる傾向がみられ

た。 

ウ．春季冷房処理が切り花品質に及ぼす影響 

春季冷房処理が切り花品質に及ぼす影響を調査した。 

その結果、「ラベンダー」では冷房による効果は判然
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としなかったが、「ステラ」では特にＥＯＤ冷房区にお

いてステム長が長く、輪数が多くなった。 

エ．春季冷房処理が収量に及ぼす影響 

春季冷房処理が春季の収量に及ぼす影響を調査した。 

その結果、「ラベンダー」では有意な差ではないもの

の上位規格が多くなる傾向がみられた。 
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環境研究室 

 

Ⅰ 水田作に関する試験 

１．土壌管理技術 

（１）水田土壌における硫黄欠乏の実態解明と対策技

術の確立           （令元～４） 

県内の水稲作では、省力・安定生産の基本技術のひと

つとして、肥効調節型肥料を用いた全量基肥施肥技術が

広く普及している。しかし、近年、田植え後に硫黄欠乏

が原因と考えられる黄化症状を伴う生育不良が散見され

るようになった。そこで、水田土壌の硫黄含量の実態を

明らかにするとともに、低コストで持続性のある対策技

術を確立する。 

１）水田土壌の硫黄含量実態調査 

ア．県内水田土壌の可給態硫黄含量の実態調査 

県内の水田土壌の可給態硫黄含量を調査した。 

その結果、718地点の可給態硫黄含量の平均は34mg/kg

（標準偏差は26mg/kg）で欠乏域（20mg/kg以下)にある圃

場の割合は33％であった。また、可給態硫黄含量は、調

査圃場の標高と負の相関関係があり、標高が高い圃場で

少ない傾向が認められた。 

イ．県内水田の灌がい水中に含まれる硫黄の実態

調査 

県内全域にある24か所の水稲気象観測地点で水稲栽培

期間の灌がい水中の硫黄濃度を測定した。前年度までの

結果として、灌がい水中の硫黄濃度は、採取時期による

差は小さく、県北部で低く、県南部で高い傾向であった。

本年度は年次変動の確認のため、前年度と同じ24地点で

灌がい水中の硫黄濃度を測定した。 

その結果、全地点の硫黄濃度の平均は2.7mg/Lであった。

また、硫黄濃度は、調査地点の標高と負の相関関係がみ

られ、前年度と同様に県北部で低く県南部で高い傾向が

認められた。 

２）硫黄欠乏水田の改善対策技術の確立 

可給態硫黄含量が欠乏域にある水田では、石膏等硫黄

資材の施用が有効と考えられるが、硫黄資材の施用効果

に関する知見は少ない。そこで、可給態硫黄含量が少な

い圃場で硫黄資材を施用し、水稲の生育や収量に及ぼす

影響について検討した。前年度までの結果では、硫黄資

材（畑のカルシウム、硫黄17％含有）を60kg/10a施用す

ることで、硫黄欠乏症による生育抑制や減収を回避でき

た。 

本年度は硫黄欠乏症が例年発生する現地圃場において、

「きぬむすめ」に対する硫黄資材の施用効果について検

討した。 

その結果、生育の改善はみられたが、硫黄欠乏症の程

度が軽微であり、収量は硫黄資材を施用しない場合と同

等であった。 

（２）環境に配慮した新しい水田施肥体系の確立 

（令４～６） 

本県では、被覆肥料を用いた全量基肥施肥技術が、省

力化技術として普及している。しかし、被覆肥料の被覆

資材の多くは合成樹脂が使用されており、肥料成分溶出

後の被膜殻が河川等へ流出することによる環境への影響

が懸念されている。そこで、合成樹脂を使用しない、あ

るいは合成樹脂の光崩壊性及び生分解性を高めた新しい

種類の肥料について、窒素の肥効特性及び水稲の全量基

肥施肥栽培における生育、収量並びに玄米品質に及ぼす

影響を明らかにする。 

１）被覆肥料の窒素肥効特性調査 

ア．硫黄被覆肥料の培養条件の検討 

合成樹脂を使用しない硫黄被覆肥料は従来の培養方法

では正確な窒素溶出率が測定できない恐れがある。そこ

で、培養条件について検討を行った。 

培養方法は定温条件下における湛水培養法とし、培養

期間は56日とした。肥料は60日タイプの硫黄被覆肥料を

供試した。試験区は、土壌に添加する肥料粒数を変えた

３区（１、３、５粒）を設定し、それぞれの窒素溶出率

を調査した。 

その結果、溶出速度は５粒区が最も速く、次いで１粒

区、３粒区の順であり粒数の違いによる一定の傾向はみ

られなかった。また、窒素溶出パターンに大きな差はな

く、反復間のばらつきは５粒区が小さかった。 

２）水稲の全量基肥施肥試験 

ア．所内圃場における水稲中生品種に対する全量

基肥施肥試験 

（ア）全量基肥施肥試験 

被膜に合成樹脂を使用しない硫黄被覆肥料２種類及び

ウレアホルム肥料１種類、被膜の崩壊性を高めた被膜崩

壊性肥料１種類、対照として合成樹脂被覆肥料１種類を

供試して、水稲中生品種「きぬむすめ」を全量基肥栽培

し、生育、収量及び玄米品質を調査した。 

その結果、硫黄被覆肥料及びウレアホルム肥料につい

ては、葉色は、移植から幼穂形成期までは対照とした合
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成樹脂被覆肥料と同等であったが、出穂期以降は対照よ

り低い傾向であった。茎数は、いずれの試験区も同等で

あった。精玄米重は、硫黄被覆肥料２種類ではいずれも

有意ではないものの対照より少なく、ウレアホルム肥料

では対照より有意に少なかった。検査等級はいずれの試

験区も同等であった。 

被膜崩壊性肥料については、葉色は、移植から幼穂形

成期までは対照の合成樹脂被覆肥料と同等であったが、

出穂期以降は対照より有意に高い値を示した。茎数は、

対照と同等であった。精玄米重は、有意ではないものの

対照より多かった。検査等級は対照と同等であった。 

（イ）追肥、増施試験 

前述の硫黄被覆肥料又はウレアホルム肥料を10a当たり

窒素で８kgを全量基肥施肥する標準区、幼穂形成期に硫

安を10a当たり窒素で２kg追肥する追肥区及び基肥として

窒素施用量を２kg増施する増施区を設け、合成樹脂被覆

肥料を供試した対照区と生育、収量及び玄米品質を比較

した。 

その結果、精玄米重は、硫黄被覆肥料及びウレアホル

ム肥料の追肥区及び増施区がともに有意ではないものの

標準区より多かった。ウレアホルム肥料の増施区が対照

区と比較してやや減収したが、これ以外の追肥区と増施

区は対照区と同等であった。また、検査等級はいずれも

対照区と同等であった。 

イ．現地圃場における水稲早生品種に対する全量

基肥施肥試験 

（ア）「あきたこまち」 

合成樹脂の使用量低減を目的に、合成樹脂被覆肥料の

代替として、合成樹脂を使用しない肥料を苫田郡鏡野町

の現地圃場で検討した。合成樹脂被覆肥料を慣行肥料区、

合成樹脂を使用しないウレアホルム肥料及び硫黄被覆肥

料を試験肥料区とし、「あきたこまち」を対象にして、

側条施肥で全量基肥施肥栽培を行った。 

その結果、生育は、出穂期までは試験肥料区が旺盛で、

出穂期以降は慣行肥料区と同等になった。収量及び品質

は、慣行肥料区と試験肥料区に大きな差はなかった。 

（イ）「コシヒカリ」 

美作市の現地圃場において、合成樹脂被覆肥料を慣行

肥料区、合成樹脂を使用しないウレアホルム肥料及び硫

黄被覆肥料を試験肥料区とし、「コシヒカリ」を対象に

して、側条施肥で全量基肥施肥栽培を行った。合成樹脂

被覆肥料に倒伏軽減剤が入っていたため、試験肥料区に

は、出穂15日前に倒伏軽減剤を施用し、生育、収量及び

玄米品質を調査した。 

その結果、試験肥料区の葉色は、移植から出穂期まで

は慣行肥料区と同等であったが、登熟期以降では慣行肥

料区より薄かった。茎数は、試験肥料区が慣行肥料区よ

り少なかったが、精玄米重及び検査等級は同等であった。 

（３）全農肥料委託試験       （令４～５） 

本県における農作物の安定生産、省力、低コスト化及

び高品質化のための肥培管理技術を開発するとともに、

農耕地の地力及び環境保全機能を増強するための土壌管

理技術を確立する。 

１）水稲晩生品種における被覆肥料の被膜殻排出低

減を目的とした施肥体系の確立 

ア．水稲「アケボノ」を用いた施肥試験 

（ア）供試肥料が水稲「アケボノ」の生育、収量

並びに玄米品質に及ぼす影響 

水稲晩生品種「アケボノ」の栽培において、被膜に合

成樹脂を使用しない、又は合成樹脂含量の少ない肥料の

適応性を明らかにするため、分施体系では化学合成緩効

性肥料を用いて、全量基肥施肥体系では被膜に合成樹脂

を使用しない硫黄被覆肥料２種類、合成樹脂含量の少な

い試作肥料３種類、対照として従来の合成樹脂被覆肥料

を用いて栽培試験を行い、生育、収量並びに玄米品質に

及ぼす影響を調査した。 

その結果、化学合成緩効性肥料の分施区では、対照区

と比較して、有意な差ではないものの、茎数は多く、葉

色は同等以下で推移した。㎡当たりの籾数はやや少ない

傾向であったが、千粒重が有意に重かったことから収量

はほぼ同等であった。しかし、追肥の肥効が短く、登熟

期に窒素吸収量が少なかったため、整粒歩合は低く、検

査等級は低かった。 

硫黄被覆肥料区では、対照区と比較して、有意な差で

はないものの、生育初期は茎数が多く、葉色が濃い傾向

であったが、幼穂形成期以降、葉色は淡く、窒素吸収量

が少なかった。そのため、㎡当たりの籾数が少なく、収

量は有意に少なかった。しかし、整粒歩合はやや高く、

検査等級は同等以上であった。 

合成樹脂含量の少ない３種類の試作肥料のうち、１種

類の肥料区で、対照区と比較して、茎数や葉色はほぼ同

程度で推移した。㎡当たりの籾数は同等で、収量もほぼ

同等であった。また、整粒歩合や検査等級も同等であっ

た。他の２種類の肥料区では、対照区と比較して、有意

な差ではないものの茎数は少なく、幼穂形成期以降の葉

色は淡い傾向であった。そのため、㎡当たりの籾数が少
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なく、収量は少なかった。整粒歩合はやや高い傾向であ

ったが、検査等級はほぼ同等であった。 

（イ）全量基肥用の硫黄被覆肥料と追肥の組み合

わせが水稲「アケボノ」の生育、収量並び

に玄米品質に及ぼす影響 

水稲「アケボノ」の栽培に硫黄被覆肥料を用いた場合、

対照の合成樹脂被覆肥料と比較して、生育後半に肥効が

低下し、減収した。そこで、生育後半の肥効低下への対

策方法を明らかにするため、硫黄被覆肥料２種類を用い

て、出穂７日前の硫安追肥（窒素成分で10a当たり２kg）

の有無が生育、収量並びに玄米品質に及ぼす影響を調査

した。 

その結果、両硫黄被覆肥料区とも追肥を行うことで、

葉色は濃く推移した。また、有意な差ではないものの、

㎡当たりの籾数は増加し、収量が増加した。追肥によっ

て玄米の蛋白質含有率は高くなったが、整粒歩合は高く

なり、検査等級は同等以上となった。 

イ．供試肥料の窒素溶出特性調査 

上記アの栽培試験に用いた試作肥料に含まれる被覆肥

料及び化学合成緩効性肥料の窒素溶出特性を把握するた

め、合成樹脂含量の少ない被覆肥料４種類（リニア型60

日タイプ、シグモイド型100、110、120日タイプ）、化学

合成緩効性肥料１種類、対照として合成樹脂被覆肥料２

種類（シグモイド型100日タイプ、リニア型140日タイプ）

を不織布袋に封入し、水田の深さ５cmに埋め込み、湛水

条件で管理した。その後、定期的に各肥料を回収し、窒

素溶出割合を調査した。 

その結果、合成樹脂含量の少ない被覆肥料では、リニ

ア型60日タイプで早期から窒素の溶出が始まり、57日後

に溶出割合が８割を超えた。一方で、シグモイド型の100

日、110日、120日タイプはそれぞれ28日、57日、42日後

以降から溶出が始まり、71日、98日、112日後に溶出割合

が８割を超えた。100日タイプについて、対照の合成樹脂

被覆肥料と比較すると、合成樹脂被覆肥料の方が溶出は

やや早く始まったが、溶出割合が８割を超えた日数は同

じであった。 

化学合成緩効性肥料では、経日的に溶出が進んだが、

溶出割合は126日後に６割程度で、他の肥料と比較して低

かった。 

２）水稲作における硫黄の過不足に対する土壌管理

技術の確立 

硫黄欠乏症の対策として硫黄資材の施用が有効である

が、水稲に悪影響のない施用方法は不明である。そこで、

稲わらのすき込み時期や中干しなどの土壌管理方法の違

いが水稲や土壌化学性に及ぼす影響を明らかにし、硫黄

資材施用時の土壌管理技術を確立する。 

ア．硫黄資材の連用試験（圃場試験） 

土壌の硫黄含量が少ない所内圃場において、「きぬむ

すめ」を供試して、硫黄資材（畑のカルシウム）の施用

量３水準（10a当たり０、60、200kg）、稲わらのすき込

み時期２水準（秋、春）、中干しの有無２水準を組み合

わせて栽培試験を行った。なお、本年度は、硫黄資材を

連用して３年目であった。 

その結果、全ての処理区で水稲の秋落ち症状はみられ

なかった。水稲の生育、収量、品質は、稲わらのすき込

み時期の違いと中干しの有無による影響はみられたが、

硫黄資材の施用の有無及び施用量の違いによる影響はみ

られなかった。 

硫黄資材の連用によって土壌の硫黄含量が増加したが、

遊離酸化鉄含量が適正範囲にあり、遊離酸化鉄/全硫黄比

は、硫化水素による障害リスクが高い水準に達しなかっ

た。一方で、硫化水素の発生量が大まかに把握できるイ

オウチェッカーで秋落ちリスクを判定したところ、硫黄

資材を連用し、中干ししなかった場合は、秋落ちリスク

が高かったが、中干しすると秋落ちリスクが軽減した。 

イ．硫黄資材の多量施用試験（ポット試験） 

硫黄資材の多量施用による水稲への影響を明らかにす

るため、水稲「きぬむすめ」及び硫黄含量がやや多い土

壌を用いてポット試験を行った。硫黄資材として畑のカ

ルシウム及び硫黄粉末を供試し、10a当たりに換算した硫

黄成分量で０～170kgを施用した。 

その結果、畑のカルシウム処理では水稲に悪影響はみ

られなかったが、硫黄粉末を170kg施用すると成熟期に下

葉の枯れ上がりが大きく、乾物収量が有意に低下した。

栽培終了後の土壌化学性は、両資材ともに施用量が増え

ると硫黄含量が増加し、遊離酸化鉄含量が適正範囲をや

や下回る土壌であったことから、硫黄成分施用量が34kg

以上になると、遊離酸化鉄/全硫黄比は、硫化水素による

障害リスクが高い水準に達した。土壌ｐＨは施用した硫

黄資材の種類によって大きく異なり、硫黄成分施用量が

170kgの土壌を比較すると、硫黄粉末処理は畑のカルシウ

ム処理よりも１程度低い値を示した。 

 

Ⅱ 畑・転換畑作に関する試験 

１．土壌管理技術 

（１）気象変動等に対応した黒大豆枝豆の安定生産技
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術の確立 

（作物・経営研究室と共同、令４～６） 

本県では「おかやま黒まめ」の産地育成とブランド化

を推進しており、既存の「岡山系統１号」と早熟で茶し

み症が発生しにくい枝豆専用の新品種「岡山ＳＹＢ１号」

とのリレー出荷により、市場における有利性の確立を図

っている。しかし、「岡山系統１号」の生産量は近年の

気象変動が影響しており、収量低下が問題となっている。

そこで、気象変動等に対応した黒大豆枝豆の安定生産技

術の確立を図る。また、健全で純正な「岡山系統１号」

及び「岡山ＳＹＢ１号」の原原種を産地に供給し、「お

かやま黒豆」の産地育成とブランディングを支援する。 

１）黒大豆枝豆の収量低下の要因解明 

ア．収量と気象の関係 

黒大豆枝豆の収量低下要因を解明するため、平成29年

から令和４年までの勝英地域の気象概況と黒大豆生産量

との関係を解析した。 

その結果、黒大豆が不作とされる年は、開花前や開花

期、子実肥大期に猛暑日や低温期間があった。また、集

中的な豪雨や連続した干天日があり、生育ステージ間の

降水量の差が大きかった。 

イ．産地実態調査 

次に、勝英地域の黒大豆の栽培圃場14地点（マルチ栽

培６地点、露地栽培８地点）で、生育、収量と土壌理化

学性及び肥培管理方法との関連性を調査した。 

その結果、収量性の高い圃場の特長として、栽培暦と

同等以上の窒素量を施用していること、緩効性肥料及び

苦土肥料を施用していることが挙げられた。また、雑草

防除を励行していること、作土層が深いこと、適期播種

により徒長や過繁茂が抑制され、倒伏が回避されている

ことも特長として挙げられた。さらに、作土層の保水性

が高く、下層の土壌水分、開花期における土壌水分が適

正であった。 

２）安定生産技術導入効果の検証と対策マニュアル

の作成 

美作市、勝央町の２圃場で実証区を設け、収量や生育、

土壌化学性や土壌水分を調査した。実証区は、５月に腐

植酸系肥料及び苦土肥料をそれぞれ10a当たり40kg施用し

た。また、８月の開花前で日降水量５㎜未満の干天日が

７日以上続いた翌日に、降水量30～50㎜相当量を灌水し

た。 

その結果、収量が高かった圃場では実証区で増収効果

がみられなかったが、土壌の苦土飽和度が低く、収量が

低かった圃場では、実証区で主茎長が長く、開花期の主

茎節数や分枝数が多く、収量は約1.7倍増加した。 

（２）全農農薬委託試験 

（作物・経営研究室及び病虫研究室と共同、令４） 

本県農産物における効率的な生育診断による肥培管理

及び病害虫防除を可能とする技術確立について検討する。 

１）二条大麦「スカイゴールデン」の生育ステージ

予測のための生育量データ取得 

全農が提供している栽培管理支援システム「ザルビオ 

フィールドマネージャー」において、本県の二条大麦奨

励品種である｢スカイゴールデン｣の生育予測の精度向上

を図るため、播種から収穫までの生育ステージと生育量

のデータを取得する。 

所内の稲麦二毛作圃場において、大麦「スカイゴール

デン」を播種し、出芽から７日間隔で草丈、生育ステー

ジ及び被覆度を調査した。また、収穫時には倒伏程度及

び子実収量を調査した。 

その結果、草丈は、１葉期から節間伸長開始期までは

緩やかに伸長し、節間伸長開始から出穂期にかけては急

激に伸長した。被覆度の変化は、草丈の伸長パターンと

類似しており、高い相関がみられた。子実収量は10a当た

り372kgであった。 

 

Ⅲ 果樹に関する試験 

１．土壌管理技術 

（１）水田転換畑におけるモモ安定生産のための土壌

改良マニュアルの作成 

 （果樹研究室と共同、令４～８） 

本県産のモモは市場から強いニーズがあるにも関わら

ず、供給不安定が続いており、その対策として、早急に

生産性の高い大規模な園地づくりが求められている。し

かし、本県のモモ園の多くは、傾斜地に立地する小規模

園が多く、スピードスプレヤー等の省力化機械の導入や

規模拡大を図ることが困難である。県では、水田転換畑

による産地拡大を推進しているが、モモ栽培のための土

壌改良方法は十分に分かっていない。そこで、 水田転換

畑の効率的な排水対策及び土壌改良技術を確立する。 

１）水田転換畑の園地診断手法の確立 

ア．排水性に関係する立地並びに圃場条件の抽出 

水田転換園の排水不良要因を明らかにするため、13圃

場を調査した。 

その結果、排水が不良な園地では、用水路からの浸水

がある、水稲を栽培している隣接圃場との高低差がない、
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明きょ及び落水口がない、下層土が粘質であるなどの圃

場条件が排水性に影響しており、水田転換園の排水性を

診断する上で、これらの調査項目が重要と考えられた。 

イ．モモ園の排水性診断技術の検討 

（ア）排水不良か所の見える化技術の検討 

ア）ドローン空撮による土壌水分測定の検討 

ドローン空撮による土壌水分の測定手法を確立するた

め、雑草の有無が熱赤外画像に及ぼす影響を明らかにす

る。 

所内圃場において、除草の前後で熱赤外画像を撮影し、

土壌水分との関係性をみた。 

その結果、雑草の有無が熱赤外画像に及ぼす影響は判

然としなかった。 

イ）モモ樹の画像解析による湿害診断の検討 

樹体の熱画像解析による湿害診断の可能性を検討する

ため、土壌水分管理が異なるポット栽培のモモを供試し

て、光合成速度や葉面温度などを調査した。 

その結果、常時湛水条件で管理した樹は、適湿～乾燥

条件で管理した樹に比べて、光合成速度や蒸散速度が低

い値を示した。熱画像撮影により測定した葉面温度は、

常時湛水条件で管理した方が有意に高い値を示し、熱画

像解析によって湿害の影響を診断できる可能性が示唆さ

れた。 

（イ）下層土の簡易な透水性診断法の検討 

らせん穴掘り機を用いて簡易に現場でできる下層土の

透水性診断法（以下、簡易法）の有効性を検討した。水

田転換畑や樹園地など33地点で、簡易法による測定値と

室内で測定する透水係数（以下、従来法とする。）との

関係性を調査した。 

その結果、簡易法と従来法の間には有意な相関関係が

みられ、簡易な透水性診断法として有効に活用できると

考えられた。また、これらの関係性などを基にして簡易

法による診断基準を作成した。 

２）水田転換畑の土壌改良技術の確立と土壌改良マ

ニュアルの作成 

ア．土壌改良技術の確立 

（ア）明きょとすき床破砕の有無が排水性やモモ

の生育に及ぼす影響 

所内の水田転換畑で、明きょ並びにすき床破砕の有無

が土壌水分や土壌硬度に及ぼす影響を調査した。本年度

は、「清水白桃」の栽培を開始して１年目であった。 

その結果、明きょを施工した圃場の土壌水分は、明き

ょがない圃場に比べて低く推移し、特に日降水量が30mm

以上の場合に明きょ施工による排水効果が大きかった。

また、すき床破砕により深さ40cmを改良した土壌では、

土壌改良しない土壌よりも約20cm程度深い有効土層が確

保された。 

（イ）明きょに充填する資材の検討 

樹間への明きょの施工は、スピードスプレヤーなどの

作業機の走行の妨げになり、作業性が悪い。そこで、作

業機による踏圧を受けても透水性が確保できる資材を検

討する。所内の水田転換畑で、深さ40cmの排水溝を掘り、

真砂土、浄水ケーキをそれぞれ充填し、試験開始時の透

水性を調査した。 

その結果、試験開始時の透水性は、いずれの資材も十

分な透水性が確保されていた。 

（ウ）パーライトの施用が土壌物理性とモモの生

育に及ぼす影響 

粘質土壌に対するパーライトの土壌改良効果を検討す

るため、所内の水田転換畑で、施用量の違いが土壌物理

性やモモの生育に及ぼす影響を調査した。本年度は、「清

水白桃」の栽培を開始して１年目であった。 

その結果、改良容積に対してパーライトを10～20％施

用すると、土壌の孔隙が増えるとともに保水性が向上し

た。また、モモの成長量も増大する傾向がみられた。 

３）現地水田転換畑での排水性向上及び土壌改良技

術の実証 

現地の水田転換畑２圃場で、排水性改善技術について

実証試験を行う。本年度は、試験圃場の排水不良要因を

明らかにするため、排水性にかかわる園地診断を行った。 

その結果、試験圃場の排水不良要因は、それぞれ、用

水路からの浸水、作業機の踏圧による土壌表層のち密化

であった。 

（２）急性枯死症状の発生要因の解明と対策技術の開

発  （果樹、病虫研究室と共同、令２～６） 

近年、全国的にモモ急性枯死症状、ナシさび色胴枯病

及びリンゴ急性衰弱症といった果樹の急性枯死症状の発

生が急増し、深刻化しつつある。いすれも樹幹や主枝か

らの赤褐色の樹液流出とアルコール発酵臭を伴うのが特

徴で、発症の要因として土壌細菌が関与していると考え

られる。本症状の発生生態は不明であり、有効な防除対

策は未解明である。本県でも、平成28年より県内の一部

モモ圃場において、主に秋期に急速な落葉を伴う同様の

症状が発生し問題となっているが、上記の理由から適切

な対策が実施できていない。そこで、モモにおいて本症

状の発生要因を解明するとともに、防除対策の確立を目
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指す。 

１）現地での発生実態調査 

モモ急性枯死症の発生にかかわる土壌要因を明らかに

するために、発生園及び未発生園の土壌調査を実施した。

本年度は21か所を調査し、前年度まで４年間の調査結果

を含めて、主に土壌物理性と発病との関係について解析

した。 

ア．発生園と未発生園の土壌物理性などの違い 

発生園と未発生園を対象にして、土壌物理性や土壌の

断面形態を比較した。 

その結果、発生園の粗孔隙率及び透水係数は、未発生

園と同等であった。 

主要根群域の深さは、発生園が26cmであり、未発生園

の深さ33cmに比べて浅い傾向がみられた。根域の土壌硬

度は、発生園の方が軟らかく、発生園では約９割の圃場

で改良目標値を満たした。 

土壌の断面観察による斑紋・結核は、未発生園よりも

発生園が高い割合で、発生園が未発生園に比べてやや浅

い位置から出現した。また、これらの多くで灌がい水の

影響を示す鉄の雲状斑が観察された。グライ斑は、発生

園の約１割で確認され、未発生園では確認されなかった。

発生園の土性は、砂質～強粘質まで広く分布しており、

発生の有無と土性の関係性はみられなかった。 

イ．発生園内における発症樹と未発症樹の土壌物

理性等の違い 

同一圃場内の発症樹と未発症樹を対象に、これまで５

年間の調査結果を基にして、樹冠下の土壌物理性や土壌

の断面形態を比較した。 

その結果、土壌の粗孔隙率及び透水係数は、発症の有

無による差はみられなかった。しかし、本年度に限定す

ると、下層の粗孔隙率は、発症樹の樹冠下の土壌が未発

症樹よりも高い値を示した。 

主要根群域の深さは、発症樹と未発症樹に差はみられ

なかった。根域の土壌硬度は、発症樹の樹冠下の方が低

い値を示した。土壌の斑紋・結核は、両者に明確な差は

認められなかった。 

２．品質評価 

（１）県産果実のブランド強化と安定供給を目指した

鮮度保持技術の開発 

（作物・経営研究室と共同、令２～４） 

高品質で評価の高い県産果実は、近年、単価の高い首

都圏や東アジア圏への販路が拡大している。果実の冷蔵

や輸出では、主に外観品質による評価基準が主で、味・

食感・香りを基準とした客観的な評価は行われておらず、

鮮度保持条件も不明である。そこで、冷蔵・輸送条件、

収穫時期が県産果実の味等へ及ぼす影響を明らかにする

とともに、冷蔵後における高品質果実の安定供給を可能

とするための鮮度保持技術を確立する。 

１）味等の客観的評価による冷蔵後の果実品質の実

態解明 

ア．モモ 

モモの客観的評価手法を確立するため、コンテナタイ

プの鮮度維持装置（（株）デンソー社製、futecc）を用

いて最長30日間冷蔵したモモの果実を機器分析と４～８

名のパネラーによる官能評価に供試し、これらの関連性

を調査した。 

その結果、甘味の官能評価値は、糖度（Brix）及びｐ

Ｈによる重回帰式で推定できた。また、多汁性及び硬さ

の官能評価値は、果肉硬度により推定できた。また、甘

い香りは、主要な香り成分であるγ-デカラクトンの含量

で評価できた。γ-デカラクトン含量が100g当たり23.3mg

以上の場合、官能評価では甘い香りを感じた。 

イ．ブドウ「オーロラブラック」 

ブドウ「オーロラブラック」における、味、食感及び

香りの客観的評価手法を確立するため、０℃で長期冷蔵

したブドウ及び冷蔵前のブドウを用いて、官能評価及び

機器分析を行い、これらの関連性を検討した。 

その結果、味の嗜好性は甘味が大きく影響し、甘味は

糖度とｐＨ値で評価でき、糖度とｐＨ値が高いほど、味

の嗜好性が高くなることが明らかになった。食感の嗜好

性は、硬さや噛み切りやすさが大きく影響し、ハンディ

ヒット値が高く、果粒歪率が低くなると、嗜好性が高く

なることが明らかとなった。また、果実中の水分が少な

くなると、食感の嗜好性が低くなることが明らかとなっ

た。香りは、甘いフルーティー香をもつヘキサン酸エチ

ル含量が多く、Brix値が高いほど嗜好性が高くなる傾向

がみられた。 

ウ．ブドウ「シャインマスカット」 

（ア）おいしさの客観的評価手法の開発 

「シャインマスカット」のおいしさを客観的に評価す

る手法を確立するため、０℃に設定したコンテナタイプ

の鮮度維持装置で長期冷蔵したブドウ及び冷蔵前のブド

ウを供試し、味、食感及び香りの官能評価と機器分析値

との関連性を調査した。 

その結果、甘味と濃さはBrix値、酸味はｐＨ値による

回帰式で推定できた。また、硬さや噛み切りやすさ、皮
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残りや食感の嗜好性は、ハンディヒットによる果実硬度

により、それぞれ推定できることが明らかとなった。甘

い香りについては、マスカット香の主要な香気成分であ

るリナロール量とゲラニオール量から推定できた。 

（イ）長期冷蔵に適する湿度条件の検討 

長期冷蔵に適する湿度条件を明らかにするため、冷蔵

期間中の湿度条件が果実の外観や食感に及ぼす影響を調

査した。 

その結果、冷蔵中の平均湿度を95％以上に保つことで、

果実硬度の低下や減量及び小果梗の枯れが抑制され、冷

蔵４か月後も外観や食感が保持された。また、コンテナ

タイプの鮮度維持装置で長期冷蔵する際には、ポリエチ

レン系抗菌性鮮度保持袋で１箱ずつ梱包することで、冷

蔵中の湿度が95％程度に保持できた。 

２）長期保存後も良食味の保持が可能となる鮮度保

持技術の開発 

ア．モモ 

（ア）「白皇（岡山ＰＥＨ７号）」 

「白皇」の冷蔵中に熟度を進行させない技術を確立す

るため、エチレン除去剤の有無及び冷蔵後の貯蔵温度の

違いが果実品質に及ぼす影響を明らかにする。出荷用の

熟度で収穫した「白皇」をエチレン除去剤を入れた被せ

式の段ボール製化粧箱に詰め、０℃に設定したコンテナ

タイプの鮮度維持装置で14日間冷蔵した。出庫後に10、

15、25℃設定の恒温装置内で３～５日間貯蔵した後、外

観品質、糖度（Brix）、ｐＨ、果肉硬度、γ-デカラクト

ン含量を調査した。なお、エチレン除去剤の影響は、出

庫後の15、25℃条件下で検討した。 

その結果、冷蔵後に10℃で５日間貯蔵した果実は、冷

蔵しなかった果実に比べて、硬度は同等であったが、糖

度は低く、ｐＨは高く、γ-デカラクトン含量は低下した。

冷蔵後に15℃で５日間貯蔵した果実は、冷蔵しなかった

果実と比べて、糖度、ｐＨ、硬度はおおむね同等であっ

たが、γ-デカラクトン含量は低下した。冷蔵後に25℃で

３日間貯蔵した果実は、冷蔵しなかった果実と比べて、

糖度、ｐＨ、硬度、γ-デカラクトン含量は同等であった。

エチレン除去剤の有無による影響は、いずれの温度でも、

外観品質、味や香りへの影響は判然としなかった。 

（イ）「白露（岡山ＰＥＨ８号）」 

「白露」の冷蔵が果実品質に及ぼす影響を明らかにす

るため、０℃で14日間又は21日間冷蔵した後、外観品質、

官能評価、糖度（Brix）、ｐＨ、果肉硬度、γ-デカラク

トン含量を調査した。また、前年度、冷蔵後に果肉の粉

質化がみられたため、冷蔵前の果皮クロロフィル値で15

～20及び20～35に分け、冷蔵に適した果実の熟度につい

ても検討した。 

その結果、０℃で14日間冷蔵した果実は外観品質の低

下がほとんど見られず、味、食感、香りは冷蔵しなかっ

た果実と同等であった。一方、０℃で21日間冷蔵した果

実は、果肉の褐変が認められ、外観品質が低下した。ま

た、果皮クロロフィル値の違いによる粉質化の発生程度

に差は見られなかった。 

イ． ブドウ 

（ア）「オーロラブラック」 

前年の試験で、段ボール製出荷箱を厚さ30㎛のポリエ

チレン系抗菌性の鮮度保持袋（以下、鮮度保持袋とする。）

で一箱ずつ梱包することで3.5か月にわたる長期間の冷蔵

が可能であった。ただし、袋の厚さが50μmでは湿度が高

くなるためにカビの発生が多かった。また、一箱ずつの

梱包は労力がかかり、資材費コストも高かった。 

そこで、出荷箱への防カビ剤添加や、一度に５箱積ん

で梱包する多段梱包が、長期冷蔵したブドウに及ぼす影

響を明らかにするため、０℃に設定したコンテナタイプ

の鮮度維持装置に８月に収穫した果実を厚さ30㎛及び

50μmの鮮度保持袋で梱包して12月まで貯蔵し、鮮度保持

方法の違いがカビ発生等の外観品質、官能評価及び糖度

や香り等の機器分析値に及ぼす影響を調査した。 

その結果、厚さ50㎛の鮮度保持袋を用いた場合には、

防カビ剤の有無に関わらず、カビの発生はなかった。一

方、厚さ30㎛の鮮度保持袋を用いた場合には、防カビ剤

の有無に関わらず、カビが少発生したため、その効果は

判然としなかった。また、防カビ剤の有無による官能評

価及び機器分析評価に明瞭な差はなかった。多段梱包で

は、上の段は下の段と比較して湿度が高く推移し、カビ

が少発生した。一方、一番下の段のブドウは、果実中の

水分の減少により、食感の嗜好性評価が低くなる傾向が

みられた。香りの強さと関係するヘキサン酸エチル含量

は、下の段で少なくなる傾向がみられた。味に関する官

能評価及び機器分析評価は、処理区間で明瞭な差はなか

った。 

（イ）「シャインマスカット」 

梱包方法の違い、ポリエチレン系抗菌性の鮮度保持袋

（以下、鮮度保持袋とする。）の厚みや個包装袋の有無、

及び防カビ剤の有無が、長期冷蔵後の「シャインマスカ

ット」の果実品質に及ぼす影響を明らかにするため、９

月に収穫した果実を鮮度保持袋で梱包し、０℃に設定し
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たコンテナタイプの鮮度維持装置で４か月間冷蔵し、外

観品質や味、食感及び香りに及ぼす影響を調査した。 

ア）梱包方法の違い 

入庫時にかかる労働時間及び資材コストを低減させる

ため、５段に積み重ねた出荷箱を１枚の鮮度保持袋で梱

包した（以下、多段梱包とする）。 

その結果、多段梱包は、下段の箱で冷蔵中の湿度が低

く、果実の減量やしぼみ粒及び小果梗の枯れが生じ、出

荷等級が低下した。 

イ）鮮度保持袋の厚みや個包装袋の有無 

厚さ30㎛又は50㎛の鮮度保持袋及び個包装袋を供試し、

鮮度保持袋の厚みや個包装袋の有無が冷蔵後の果実品質

に及ぼす影響を調査した。 

その結果、処理の違いによる果実品質の差は明瞭でな

かった。 

ウ）防カビ剤の使用 

長期冷蔵中に発生するカビの抑制を目的として、アリ

ルからし油を有効成分とする防カビ剤を出荷箱に入れ、

冷蔵後の果実品質を調査した。 

その結果、防カビ剤を処理すると、無処理区と比べて

カビの発生が少なかった。また、果皮の変色がなく、外

観や味等の果実品質は低下しなかった。 

 

Ⅳ 野菜に関する試験 

１．土壌管理技術 

（１）加工・業務用キャベツの周年安定供給技術の確

立（水田転換畑等での安定生産のための土壌管

理技術の確立） 

（野菜・花、高冷地研究室と共同、令４～６） 

本県では、加工・業務用キャベツの生産拡大を図って

いる。しかし、県内産地だけで、年間を通して加工・業

務用キャベツを供給できる体制は整っていない。また、

気象変動によって生産が不安定となっている。そこで、

県内各産地からのリレー出荷による周年安定供給体制や、

気象変動に対応できる管理技術を確立し、加工・業務用

キャベツの安定供給と生産者の所得向上を図る。環境研

究室では、ドローン等を活用し、排水対策の要否を簡易・

迅速に判定する手法を開発するとともに、長雨による湿

害や高温乾燥に対応した土壌管理技術を開発する。 

１）排水対策の要否を簡易・迅速に判定する手法の

開発 

ア．ドローン撮影画像による乾湿判定技術の開発 

ドローン撮影画像から土壌の乾湿の判定が可能かどう

かを検証するため、所内及び現地圃場において、ドロー

ン撮影画像から得られた地表面の推定温度と土壌水分と

の関係を調査した。 

その結果、推定温度と土壌水分との間に負の相関関係

が認められた。ただし、ドローン撮影時の気温によって

その関係性が異なる場合も認められた。 

イ．簡易な圃場排水性判定技術の開発 

簡易型貫入式土壌硬度計及びハンドオーガを用いて、

下層土の排水性の良否を判定する手法を検討した。 

その結果、簡易型貫入式土壌硬度計を用いて、下層土

の硬さを判定し、ハンドオーガを用いて下層土の土性、

礫の有無及びグライ斑や斑紋の有無を判定することで、

簡易に下層土の排水性の良否を判断できると考えられた。 

２）長雨による湿害や高温乾燥に対応した土壌管理

技術の開発 

ア．保水剤による苗の安定生産と定植後の活着促

進技術の開発 

キャベツの育苗期間中及び定植初期の高温乾燥を防ぐ

ため、育苗培土への保水剤の混和が、苗質に及ぼす影響

について検討した。 

その結果、保水剤を添加することで、苗の徒長を防ぐ

ことができ、育苗セルトレイ内の苗の生育が均一になる

ことが明らかになった。また、覆土にカルシウム資材を

用いることで、苗の徒長抑制効果がさらに向上すること

が明らかになった。ただし、保水剤の混和や覆土にカル

シウム資材を使用することによる定植後の乾燥防止効果

は判然としなかった。 

イ．籾殻等有機物施用効果の検討 

（ア）畝の高さ及び籾殻施用量がキャベツ栽培に

及ぼす影響 

排水対策における籾殻の有用性を検証するため、農研

内の埴壌土の水田転換畑で畝の高さや籾殻施用量を変え

てキャベツを栽培し、畝の高さ（低畝：11cm、高畝：19cm）

及び籾殻施用量（10a当たり０、15、30㎥（15㎥区はこの

量ずつ２年連用、30㎥区は前年度施用））が土壌水分及

びキャベツの生育並びに収量に及ぼす影響を調査した。

さらに、大雨を想定した畝間灌水処理（降水量換算で約

40mm/日）を行い、各試験区におけるその後の湿害程度も

調査した。 

その結果、いずれの畝の高さにおいても、15㎥区で土

壌水分が低下する傾向がみられ、籾殻施用による排水性

向上効果が認められた。さらに、畝間灌水処理時に０及

び30㎥区と比較して湿害程度が軽かった。しかし、本年
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度は栽培期間中に雨が少なく、15㎥区は土壌が乾燥状態

となることが多かったため、０㎥区と比較して初期生育

が悪く、収量は少なかった。 

30㎥区でも排水性向上効果が認められたが、その効果

は15㎥区と比較してやや劣った。しかし、30㎥区では排

水性に加えて保水性も向上する傾向がみられた。生育や

収量は０㎥区と差はなかった。 

（イ）籾殻の施用時期がキャベツ栽培に及ぼす影

響 

排水対策における籾殻の有用性を検証するため、上記

（ア）と同様の水田転換畑で籾殻の施用時期を変えてキ

ャベツを栽培し、籾殻の施用時期（定植約４か月前、定

植直前、無施用）が土壌水分及びキャベツの生育並びに

収量に及ぼす影響を調査した。 

その結果、籾殻を施用した場合、無施用と比較して土

壌水分が低下する傾向がみられ、排水性向上効果が認め

られた。その効果は定植約４か月前施用より定植直前施

用の方が高かったが、籾殻の施用時期で生育及び収量に

差は認められなかった。 

ウ．土壌水分センサーを用いた土壌水分管理方法

の検討 

市販の土壌水分センサーで、灌水のタイミングを把握

できるように、ｐＦ値と土壌水分センサー値との関連性

を調査した。 

その結果、土性でグループ分けすることで、ｐＦ値を

市販の土壌水分センサー値に読み換えることが可能と考

えられた。 

（２）イアコーン収穫スナッパヘッドの現地適応化 

（令３～４） 

露地野菜畑は土壌有機物の消耗が大きく、地力維持や

土壌物理性の改善を図るためには有機物の補給が必要で

ある。そこで、露地野菜栽培の前作として飼料用トウモ

ロコシを栽培し、濃厚飼料の原料であるイアコーン収穫

後の茎葉部を緑肥としてすき込み、土壌理化学性の改善

効果と後作キャベツの生育、収量への影響を明らかにす

る。 

１）土壌理化学性の改善効果 

笠岡湾干拓地の３圃場及び建部地域の３圃場において

子実用トウモロコシ（以下、トウモロコシとする。）作

付区及び無作付区を設け、トウモロコシ及びキャベツの

収穫時期に土壌理化学性を調査した。 

その結果、笠岡湾干拓地のトウモロコシ作付区ではト

ウモロコシの根が50cm程度まで伸長しており、下層土に

亀裂が多くみられた。また、作土及び下層土では、トウ

モロコシの作付けにより、粗孔隙率や透水係数が高くな

り、土壌物理性の改善がみられた。後作のキャベツでは、

トウモロコシ作付区の土壌水分が無作付区と比較して低

く推移し、排水性が向上した。 

一方、建部地域では、トウモロコシの作付けにより根

の伸長が40cm程度まで観察されたものの、地下30cm以深

に礫が多く、トウモロコシの作付けが土壌物理性に及ぼ

す効果は判然としなかった。 

また、トウモロコシ作付けの有無が土壌化学性に及ぼ

す影響は判然としなかった。 

２）後作作物及び収量への影響評価 

トウモロコシの茎葉部をすき込み、キャベツを栽培し、

その生育及び収量を調査した。 

その結果、本年度はトウモロコシ作付けによるキャベ

ツの生育及び収量への増収効果はみられなかった。 

 

Ⅴ 事業 

１．土壌機能増進対策事業 

（１）土壌機能実態モニタリング調査 （昭54～継） 

農耕地は農作物を生産する機能だけでなく、水質浄化

等の環境保全機能、有機物の分解等の物質循環機能を有

する。これら農耕地の土壌が持つ機能を増進させる適正

な土壌管理指針を策定するため、県内の水田、野菜畑、

果樹園の土壌実態を調査し、肥培管理や土壌管理上の改

善点を明らかにする。 

１）東備地域モモ栽培土壌実態調査 

ア．アンケート調査 

東備地域の30圃場において、土壌調査、肥培管理、園

地の特性に関するアンケート調査を行い、前回調査（平

成26年）と比較した。 

その結果、前回調査と比較して、地表面管理は草生が

増加し、施肥量はマグネシウム施肥量が増加した。中耕、

部分深耕等の土壌改良を実施している園は３割程度と少

なかった。 

イ．園地診断 

調査園地の診断を行った。 

その結果、調査園地は、明るさや排水性、樹勢や栽植

密度において、良好な園が多かった。地表面管理の違い

による樹勢への影響は、草生栽培圃場でやや弱勢化する

傾向がみられたものの、園地間差が大きく判然としなか

った。 

ウ．土壌化学性 

− 57 −



- 58 - 

 

土壌化学性の調査を行い、前回調査と比較した。 

その結果、前回調査と同様に、腐植、リン酸、交換性

カルシウム、交換性カリウムは過剰な圃場が多く、交換

性マグネシウムは少ない圃場が多かった。 

エ．土壌物理性 

地目の異なる５園地（畑２圃場、水田転換３圃場）で

土壌断面調査を行った。 

その結果、水田転換園は通気性が低く、硬く締まった

圃場が多かった。 

オ．葉中成分 

葉中成分を調査し、前回調査と比較した。 

その結果、適正濃度を超える成分数が減少した。また、

適正濃度を示す圃場が多く、改善している傾向であった

が、草生管理による雑草との養分競合等により基準値未

満となる圃場も増加する傾向であった。 

２）新見地域リンドウ栽培土壌実態調査 

ア．土壌化学性 

新見地域の14圃場について土壌化学性調査を行った。 

その結果、ｐＨの高い圃場が多かったが、マグネシウ

ムやホウ素は少ない圃場が多かった。マグネシウムにつ

いては定植後の年数が長いと少ない傾向だった。 
イ．肥培管理に関するアンケート調査 

肥培管理についてアンケート調査を行った。 

その結果、本産地は県の栽培指針と比較して施肥量が

少なかった。一方で、堆肥等の有機物は多くの圃場で施

用されていた。 

ウ．土壌物理性 

高収量の３圃場について断面調査を行い、全圃場につ

いて土壌の硬さを調査した。 

その結果、断面調査によって、リンドウの根が伸長可

能な土壌の硬さは1.5MPa未満で、高収量圃場では1.5MPa

未満の柔らかい土壌の深さが20㎝以上であることが明ら

かになった。また、全圃場で土壌の硬さを深さ別に調査

した結果、92％の圃場で1.5MPa未満の柔らかい土壌の深

さが20㎝以上だった。 

（２）化学肥料・堆肥等の適正使用指針策定調査 

（平12～継） 

農耕地土壌の機能を増進し、作物を安定的に生産する

ために、化学肥料や堆肥等の有機質資材の適正な施用方

法を明らかにする。 

１）有機物連用試験 

ア．稲・麦わらの連用が水稲の生育・収量及び土

壌に及ぼす影響 

稲麦二毛作体系（以下、稲麦二毛作）における稲・麦

わら（10a当たり稲わら600㎏、麦わら400㎏）の連用が水

稲「ヒノヒカリ」の生育、収量及び土壌に及ぼす影響を

調査した。本年度は稲わら・麦わらの連用開始から17年

目であった。 

その結果、麦わらをすき込む稲麦二毛作では、水稲単

作体系（以下、水稲単作）と比較して、水稲の初期生育

が劣ったが、最高分げつ期頃に追いつき、最終的な草丈

及び穂数は同程度となった。また、精玄米収量は水稲単

作を100とすると、稲麦二毛作では103であった。土壌化

学性は、水稲単作土壌と比較して、稲麦二毛作土壌の可

給態窒素や腐植含有率が高かった。 

イ．牛ふん堆肥の連用がキャベツの生育・収量及

び土壌に及ぼす影響  

牛ふん堆肥を３水準（10a当たり０、1.5、３ｔ）の施

用量で25年間連用した圃場に、化学肥料によるリン酸及

びカリウム施用の有無を組み合わせた計６試験区を設け、

キャベツの生育、収量並びに土壌に及ぼす影響を調査し

た。 

その結果、堆肥３ｔ連用区は他の区と比較して生育が

良好で、収量が多かった。いずれの区もリン酸及びカリ

ウムの減肥による減収はなかった。堆肥３ｔ連用区では

リン酸及びカリウムを施用しなかった試験区においても

土壌中にリン酸及びカリウムが過剰に蓄積していたため、

さらに減肥を継続する必要があると考えられた。 

２．環境負荷低減対策 

（１）農地土壌炭素貯留等基礎調査事業 （令３～14） 

農地からの温室効果ガスの発生を削減するため、農地

管理方法の違いが土壌の炭素貯留量に及ぼす影響を把握

し、二酸化炭素の貯留を増大させる農地管理法を明らか

にする。 

１）県内の農地土壌中の炭素貯留量実態調査及び農

地管理状況のアンケート調査 

水田９地点、普通畑８地点、草地３地点、計20地点の

調査定点において、深さ30cmまでの土壌に含まれる炭素

量を測定した。 

その結果、１ha当たりの土壌炭素量は、水田では低地

水田土で平均34.2ｔ、灰色低地土で平均35.3ｔであった。

水田以外では、黒ボク土で平均96.7 t、褐色森林土で173.8 

ｔ、褐色低地土で平均48.1 t、陸生未熟土で平均49.1 t

及び黄色土で41.9 ｔだった。また、アンケート調査の結

果、水稲を栽培した７圃場のうち、全てで稲わらのすき

込みが行われていた。一方で、堆肥を施用している圃場
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はなかった。 

２）有機物連用圃場の炭素貯留量実態調査 

水田（灰色低地土）及び普通畑（黄色土）への有機物

施用と土壌の炭素貯留量との関係を調査した。 

その結果、水田の深さ30cmまでに含まれる１ha当たり

の土壌炭素量は、稲わらを連用した土壌と比較して稲わ

らと麦わらを連用した土壌では7.1ｔ、稲わらと堆肥を連

用した土壌では8.1ｔ増加した。また、普通畑の１ha当た

りの土壌炭素量は、有機物を施用していない土壌と比較

して、堆肥を10a当たり1.5ｔ連用した土壌では15.9ｔ、

堆肥を３ｔ連用した土壌では29.4ｔ増加した。 

（２）「農畜産物及び土壌中放射性核種のバックグラ

ウンドレベルの監視」に係る試料採取業務 

（平27～継） 

国が外国の核実験、原子力施設等に起因する放射能の

影響を調査するため、国からの委託により放射性核種デ

ータ分析用の農産物及び土壌試料を採取する。 

本年度は、稲麦二毛作体系の所内圃場からサンプリン

グした玄米及び玄麦、作付け跡地土壌及びそれらに関す

る調査票を分析機関に送付した。 

（３）農業用水調査事業       （昭60～継） 

児島湖周辺の農業用水に含まれる肥料成分等や水田に

散布された農薬の系外流出の実態を把握する。 

１）農業用水の肥料成分調査 

児島湖周辺の農業用水の水質（肥料成分）の経年変化

を把握するため、６月30日、８月30日及び９月29日に岡

山市北区今村、同南区の笹ヶ瀬川橋、妹尾、灘崎町彦崎、

都窪郡早島町、倉敷市の酒津、加須山及び新田の８地点

で採水した農業用水中の肥料成分を分析した。 

その結果、調査地点ごとの平均値は、ｐＨが７地点、

全窒素が４地点で農業用水基準値を上回った。また、電

気伝導度及びＣＯＤ（化学的酸素要求量）、懸濁物質は

すべての地点で基準値以下であった。 

調査開始年からの推移をみると、ｐＨは、平成５年に

基準値を上回り、それ以降はアルカリ化傾向で推移した。

全窒素は平成10年頃までは低下傾向であるものの、近年

は横ばいで推移した。リンは年次変動が大きいが、児島

湖環境基準値の0.1mg/L前後で推移した。ＣＯＤは平成16

年に基準値を下回り、平成20年頃まで低下傾向であった

が、近年は横ばいで推移した。 

２）農業用水の農薬動態調査 

児島湖周辺の農業用水に含まれる農薬成分の実態を把

握するため、６月30日、８月30日及び９月29日に岡山市

南区の笹ヶ瀬川橋、藤田錦、藤田、東区の水門町、長沼

及び瀬戸内市邑久町福元の６地点で農業用水を採水し、

農薬成分（ベンチオカーブ、フラメトピル、トリシクラ

ゾール、フィプロニル、ブプロフェジン、ジノテフラン

及びエトフェンプロックス）を分析した。 

その結果、全ての採水時期、地点において農業用水中

の農薬成分は農薬取締法の公共用水域で定められた基準

値未満であった。 

３．農作物障害診断 

（１）病害虫・生育障害の診断と対策指導 

（病虫研究室と共同、平13～継） 

県内で発生する土壌養分の過不足に基づく生理障害の

発生原因を究明し、改善対策を明らかにする。 

１）土壌に起因する生理障害の原因究明と対策 

ア．水稲枯れ熟れ症状 

水稲「きぬむすめ」で発生した枯れ熟れ症状について、

土壌中の養分含量を調べて発生要因を検討した。 

その結果、土壌中の養分含量と症状の関連性について

は判然としなかった。 

イ．白大豆に発生した上位葉の黄化 

白大豆で発生した上位葉の黄化症状について、葉身の

無機成分含有率を調べて発生要因を検討した。 

その結果、カリウム含有率が低い傾向にあったが、発

生要因は判然としなかった。 

ウ．ブドウに発生した果実中心部の褐変症状の発

生要因の解明 

加温ハウス栽培の「シャインマスカット」及び「クイ

ーンニーナ」で発生した果実中心部の褐変症状について、

植物体及び土壌中の養分含量を調べて発生要因を検討し

た。 

その結果、障害発生樹でホウ素含量が低く、土壌中の

ホウ素含量も基準値以下であったことからホウ素欠乏と

考えられた。 

エ．カボチャの葉の黄化症状  

カボチャで発生した葉の黄化症状について、葉身の無

機成分含有率を調べて発生要因を検討した。 

その結果、カリウム含有率が低い傾向にあったが、発

生要因は判然としなかった。 

オ．メロンの葉の黄化及び縁枯れ症状 

メロンで発生した葉の黄化及び縁枯れ症状について、

葉身の無機成分含有率を調べて発生要因を検討した。 

その結果、黄化症状については、発生要因は判然とし

なかったが、縁枯れ症状については、カリウム含有率が
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低く、カリウム欠乏と考えられた。 

カ．ナンテンの葉の着色不良 

ナンテンで発生した葉の着色不良について、葉身の無

機成分含有率を調べて発生要因を検討した。 

その結果、窒素含量が高く、窒素過剰と考えられた。 

  キ．スイートピーの葉の黄化を伴う生育不良 

スイートピーで発生した、葉の黄化を伴う生育不良要

因について、断面調査及び土壌分析によって発生要因を

検討した。 

その結果、土の硬さや作土の深さなどの物理性に問題

はなかったが、土壌中のカリウムが欠乏しており、カル

シウムやマグネシウムとの拮抗作用によるカリウムの吸

収阻害が生育不良要因と考えられた。 

ク．マリーゴールドに発生した茎葉部の黒褐色斑

点症状 

倉敷市のマリーゴールド栽培圃場で発生した茎葉部の

黒褐色斑点症状の発生要因について調査した。 

本症状は、茎葉部に黒褐色の斑点が発生する。播種１

か月後頃から全体の２割程度の幼苗に発生し、症状が激

しいものは枯死した。葉中の成分含量及び用土のｐＨ、

ＥＣを測定した結果、健全葉に対して障害発生葉ではマ

ンガン濃度が高く、土壌のｐＨは低かった。これらのこ

とから、本症状の発生要因は土壌（用土）の低ｐＨによ

るマンガン過剰であると考えられた。 

４．病害虫防除対策 

（１）マイナー作物等病害虫防除対策事業 

（病虫研究室と共同、平19～継） 

本県にとって重要なマイナー作物を対象に、農薬登録

に必要なデータを得るため、対象作物中の残留農薬量を

調査する。 

１）エンダイブにおける殺虫剤プレバソンフロアブ

ル５の残留農薬試験（２例目） 

岡山市東区瀬戸町の圃場で、エンダイブ「デラックス

Ｋ」を栽培し、2,000倍希釈のプレバソンフロアブル５を

生育量に合わせて10a当たり100～300Ｌ散布した。散布１、

３、７、14及び21日後に収穫し、当該農薬の分析対象化

合物であるクロラントラニリプロールの残留農薬試験を

実施した。 

その結果、各試料中のクロラントラニリプロール濃度

は、散布１日後で3.3ppm、３日後で2.2ppm、７日後で

2.0ppm、14日後で0.6ppm、21日後で0.01ppmであり、いず

れも残留農薬基準値（20ppm）未満であった。 
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病虫研究室 

 

Ⅰ 水田作に関する試験 

１．病害虫防除対策 

（１）農作物病害虫の効率的防除薬剤の実用化試験 

（平11～継） 

本県で問題となっている主要病害虫に対する新規薬剤

の防除効果と薬害を明らかにし、農薬登録に必要な審査

資料を得る。また、薬剤の効率的な使用法について検討

する。 

１）イネいもち病に対する散布薬剤の防除効果 

葉いもちに対して、ＭＩＭ－2201ＥＣ（1,000倍）及び

ＭＩＭ－2202ＥＷ（1,000倍）の散布処理を行った。 

その結果、いずれの供試薬剤とも、対照のブラシンフ

ロアブル（1,000倍。以下「対照剤」という。）と比較し

て効果が勝り、無処理区と比較して高い効果が認められ

た。 

穂いもちに対して、ＭＩＭ－2201ＥＣ（1,000倍）及び

ＭＩＭ－2202ＥＷ（1,000倍）の散布処理を行った。 

その結果、いずれの供試薬剤とも、対照剤と比較して

同等の効果が認められ、無処理区と比較して高い効果が

認められた。いずれの供試薬剤とも、薬害は認められな

かった。 

２）イネ紋枯病に対する散布薬剤の防除効果 

紋枯病に対して、ＮＮＩＦ－2241フロアブル（1,000

倍）及びＭＩＦ－2204フロアブル（1,000倍）の散布処理

を行った。 

その結果、ＮＮＩＦ－2241フロアブルは対照のバリダ

シン液剤５（1,000倍。以下「対照剤」という。）と比較

して勝る高い効果が認められた。また、ＭＩＦ－2204フ

ロアブル（1,000倍）は、対照剤と同等の効果が認められ

た。いずれの供試薬剤とも、薬害は認められなかった。 

３）イネウンカ類（セジロウンカ）、ツマグロヨコ

バイに対する薬剤の防除効果 

セジロウンカに対して、ＯＡＴ－1202ＧＲ箱施用剤の

播種時覆土前処理を行った。 

その結果、対照のスクラム箱粒剤に比べ効果が劣り、

無処理に比べ効果が低かった。軽微な薬害は認められた

が実用上問題なかった。 

セジロウンカ及びヒメトビウンカに対して、ＮＣ－525

フロアブル（4,000倍）の散布処理を行った。 

その結果、セジロウンカに対し、対照のトレボン乳剤

2,000倍（以下「対照剤」という。）に比べ効果が勝り、

無処理に比べ効果が認められた。ヒメトビウンカに対し、

対照剤に比べ効果が勝り、無処理に比べ高い効果が認め

られた。薬害は認められなかった。 

（２）主要病害虫の薬剤感受性の実態解明と有効薬剤

の選抜             （平28～継） 

近年、国内外で病害虫の薬剤感受性低下により防除効

果を低下させる事例が発生している。県内においても被

害が拡大する事例が認められ、薬剤感受性の低下が懸念

されている。そこで、薬剤感受性低下の発生実態の解明

と有効薬剤を選抜し、防除対策に資する。 

１）イネばか苗病の発生実態調査 

ア．県内の発生状況 

本病の発生要因の解明のため、県内の発生状況を整理

した。 

その結果、令和４年度は県内20圃場で発生が認められ

た。発生は圃場区分及び品種を問わず広域で認められ、

５月～８月にかけて育苗圃場及び本田ともに確認された。

いずれも発生程度は少ない傾向であったものの、初めて

発生した圃場が半数を占めた。 

イ．県内の防除実態 

本病の発生要因の解明のため、県内の発生圃場におけ

る防除対策実施状況を整理した。 

その結果、令和４年度は種子入手先及び種子消毒方法

を問わず発生し、種子消毒剤としてはテクリードＣフロ

アブル及びスポルタックスターナＳＥが使用されていた。

また、発生圃場では、防除対策として種子消毒及び種子

更新がおおむね徹底されていたものの、その他の防除対

策の実施率が低い傾向にあった。 

２）イネばか苗病の薬剤に対する感受性検定（培地

検定） 

令和４年度に県内20圃場より採集したイネばか苗病菌

を用いた培地検定により、プロクロラズ、ペフラゾエー

ト及びイプコナゾールに対する薬剤感受性を調査した。 

その結果、県内20圃場のうち12圃場でプロクロラズに

対する薬剤感受性の低下が認められ、６圃場でペフラゾ

エートに対する薬剤感受性の低下が認められた。一方で、

いずれの圃場ともイプコナゾールに対する薬剤感受性の

低下は認められなかった。 

３）イネばか苗病の薬剤に対する感受性検定（生物

検定） 

令和４年度に県内14圃場より採集したイネばか苗病菌
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を用いた生物検定により、スポルタックスターナＳＥ（プ

ロクロラズ剤）、ヘルシードＴフロアブル（ペフラゾエ

ート剤）、モミガードＣドライフロアブル（ペフラゾエ

ート剤）及びテクリードＣフロアブル（イプコナゾール

剤）の防除効果に及ぼす影響を調査した。 

その結果、県内14圃場のうち９圃場でスポルタックス

ターナＳＥの防除効果の低下が認められ、５圃場でモミ

ガードＣドライフロアブルの防除効果の低下が認められ

た。一方で、いずれの圃場ともヘルシードＴフロアブル

及びテクリードＣフロアブルの防除効果の低下は認めら

れなかった。 

４）イネばか苗病に対する有効薬剤の選抜（メタア

ナリシス） 

本病に有効な薬剤を選抜するため、複数の種子消毒剤

（スポルタックスターナＳＥ、ヘルシードＴフロアブル、

モミガードＣドライフロアブル及びテクリードＣフロア

ブル）を用いた効果試験の結果を総合評価した。 

その結果、いずれの薬剤とも本県で採集された感受性

菌に対して安定して高い防除効果を示すものの、耐性菌

に対してはスポルタックスターナＳＥ及びモミガードＣ

ドライフロアブルの効果が不安定で低かった。一方で、

ヘルシードＴフロアブル及びテクリードＣフロアブルで

は、感受性菌と同程度の効果が認められた。 

５）イネばか苗病の発生要因の解明 

本病の発生状況、防除対策実施状況及び薬剤耐性菌の

発生状況をもとに多発要因を抽出した。 

その結果、本年度の調査では本病の多発要因として有

意に関連性のある項目は認められなかった。 

６）ダイズのハスモンヨトウの各種薬剤に対する感

受性 

令和４年８月～９月に総社市清音村、岡山市東区笹岡、

赤磐市山陽町、赤磐市神田沖、赤磐市熊山町、瀬戸内市

邑久町、勝央町下石生のダイズ圃場から採集した幼虫を

飼育して得られた次世代の３齢幼虫７個体群について、

各種薬剤に対する感受性を食餌浸漬法により調べた。 

その結果、アニキ乳剤、ディアナＷＤＧ、グレーシア

乳剤、コテツフロアブル、プレオフロアブル、アクセル

フロアブル、アタブロン乳剤、ロムダンフロアブル及び

トルネードエースＤＦに対する感受性が高く、ヨーバル

フロアブル及びサムコルフロアブルに対する感受性もお

おむね高かった。また、個体群によりばらつきがあるが、

トレボン乳剤、アファーム乳剤、ゼンターリ顆粒水和剤、

テッパン液剤及びエクシレルＳＥに対する感受性も認め

られた。一方、エルサン乳剤、スピノエース顆粒水和剤

及びフェニックスフロアブルに対する感受性は低下して

おり、パダンＳＧ水溶剤及びランネートＤＦに対する感

受性は明らかに低かった。 

 

Ⅱ 果樹に関する試験 

１．病害虫防除対策 

（１）農作物病害虫の効率的防除薬剤の実用化試験 

（平11～継） 

本県で問題となっている主要病害虫に対する新規薬剤

の防除効果と薬害を明らかにし、農薬登録に必要な審査

資料を得る。また、薬剤の効率的な使用法について検討

する。 

１）モモすすかび病に対する薬剤の防除効果 

モモすすかび病に対して、カナメフロアブル（4,000

倍）、ペンコゼブ水和剤（600倍）の散布処理を行った。 

その結果、いずれの薬剤においても、対照のジマンダ

イセン水和剤（600倍）に比べて勝る効果が認められた。

いずれの供試薬剤においても、薬害は認められなかった。 

２）モモにおける生育期の薬剤散布による薬害の検

討 

モモせん孔細菌病に対する有効薬剤であるＩＣジンク

（1,000倍）、クプロシールド（1,000倍、クレフノン加

用）及びアグレプト水和剤（1,000倍）の散布処理を行っ

た。 

その結果、ＩＣジンク及びアグレプト水和剤散布区で

は、試験期間を通して、葉での薬害の発生は認められな

かったが、クプロシールド散布区では７月の散布後に葉

に赤色斑点とそれに伴うスポット状のせん孔が認められ

た。また、ＩＣジンク散布区で葉の表面に軽微な汚れ、

クプロシールド散布区で葉面全体に白色の汚れが認めら

れた。 

３）ブドウさび病及びべと病に対する薬剤の防除効

果 

ブドウさび病に対して、クプロシールド（1,000倍、ク

レフノン100倍加用、以下「クプロシールド」という。）

及びクミガードＳＣ（1,000倍、クレフノン100倍加用、

以下「クミガードＳＣ」という。）の散布処理を行った。 

その結果、クミガードＳＣは対照のジマンダイセン水

和剤（1,000倍、以下「対照剤」という。）と比較して同

等の高い効果が認められた。また、クプロシールドは対

照剤と比較してやや劣るものの高い効果が認められた。 

ブドウべと病に対して、同剤、同処理を行ったところ、
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いずれの供試薬剤とも、対照剤と比較して同等の高い効

果が認められた。いずれの供試薬剤とも、薬害は認めら

れなかった。 

４）ブドウすす点病に対する薬剤の防除効果 

ブドウすす点病に対して、ミギワ20フロアブル（2,000

倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のカンタスドライフロアブル（1,500

倍、以下「対照剤」という。）と比較してやや劣るもの

の効果が認められた。収穫果房で果粉溶脱が認められ、

その割合は対照剤と比較して高かった。薬害は認められ

なかった。 

５）モモのアブラムシ類に対する防除効果 

モモのアブラムシ類（モモコフキアブラムシ）に対し

て、パダンＳＧ水溶剤（1,500倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のダイアジノン水和剤40（1,000倍）と

比較して効果は認められるがその程度はやや低く、無処

理区と比較して効果は認められた。薬害は認められなか

った。 

６）モモのカイガラムシ類に対する防除効果 

モモのカイガラムシ類（ウメシロカイガラムシ）に対

して、ＮＫ-2201（1,500倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のダイアジノン水和剤40（1,000倍）と

比較して効果は高く、無処理区と比較しても効果は認め

られた。薬害は認められなかった。 

７）ブドウのコナカイガラムシ類に対する防除効果 

ブドウのコナカイガラムシ類（クワコナカイガラムシ）

に対して、ＮＫ-2201（1,500倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のダイアジノン水和剤40（1,000倍）と

比較して同等の効果が認められ、無処理区と比較して高

い効果が認められた。薬害は認められなかった。 

８）ブドウのハダニ類に対する防除効果 

ブドウのハダニ類（カンザワハダニ）に対して、アカ

リタッチ乳剤（3,000倍）、エコマイト顆粒水和剤（2,000

倍）、ポリベリン水和剤（1,500倍）、ＧＬ-56（原液ス

プレー）の散布処理を行った。 

その結果、アカリタッチ乳剤、エコマイト顆粒水和剤、

ポリベリン水和剤は対照のコロマイト水和剤（2,000倍）

と比較して同等の効果が認められ、無処理区と比較して

高い効果が認められた。薬害は認められなかった。ＧＬ

-56は対照のエコピタ液剤（100倍）と比較して、同等の

効果が認められ、無処理区と比較して高い効果が認めら

れた。薬害について、散布後に薬液の液だまり部分を中

心に果粒表面に焼け症状が認められた。 

９）ブドウのハマキムシ類に対する薬剤の防除効果 

ブドウのハマキムシ類（チャノコカクモンハマキ）に

対して、ＮＮＩ-2101（5,000倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のフェニックスフロアブル（4,000倍）と

比較して同等の効果が認められ、無処理区と比較して高

い効果が認められた。薬害は認められなかった。 

10）ブドウのケムシ類に対する薬剤の防除効果 

ブドウのケムシ類（アメリカシロヒトリ）に対して、

Ｅ280・ＡＬ（原液スプレー）の散布処理を行った。 

その結果、対照のフェニックスフロアブル（4,000倍）

と比較して同等の効果が認められ、無処理区と比較して

高い効果が認められた。薬害は認められなかった。 

11）ブドウの果粉溶脱、汚れに関する試験 

ブドウに対してファインセーブフロアブル（2,000倍）

を単用及び他剤と混用し、小豆大期、大豆大期、袋掛け

前に散布処理を行った。 

その結果、単用処理ではいずれの散布時期でも実用上

問題となる果粉溶脱、汚れは認められなかった。混用処

理では、袋掛け前にオンリーワンフロアブル（2,000倍）

との混用により実用上問題となる果粉溶脱が認められた。 

（２）急性枯死症状の発生要因の解明と対策技術の開

発   （果樹、環境研究室と共同、令２～６） 

近年、全国的にモモ急性枯死症状、ナシさび色胴枯病

及びリンゴ急性衰弱症といった果樹の急性枯死症状の発

生が急増し、深刻化しつつある。いずれも樹幹や主枝か

らの赤褐色の樹液流出とアルコール発酵臭を伴うのが特

徴で、発症の要因として土壌細菌が関与していると考え

られる。本症状の発生生態は不明であり、有効な防除対

策は未解明である。本県でも、平成28年より県内の一部

モモ圃場において、主に秋期に急速な落葉を伴う同様の

症状が発生し問題となっているが、上記の理由から適切

な対策が実施できていない。そこで、モモにおいて本症

状の発生要因を解明するとともに、防除対策の確立を目

指す。 

１）現地での発生実態調査 

ア．発生生態調査のための検出方法の検討 

本病原菌の検出方法として前培養した検体を病原性検

定及び遺伝子診断に供する増菌法を検討した結果、試料

中における生菌の簡易検定法として有用であることが示

された。 

イ．発生状況 

本病の発生要因解明のため、県内の現地圃場における

発生実態を調査した。 
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その結果、発生圃場数は平成28～30年には10～13圃場

と横ばい傾向で、その後３～４圃場に減少したものの、

令和３年には24圃場、令和４年には18圃場と増加傾向で、

発生に年次変動が認められた。発生は９月に多く、樹齢

は３～４年生樹が最も多かった。モモ胴枯細菌病菌（以

下「病原菌」という。）が検出された樹からは、高い割

合で樹液流出、ヤニ、アルコール臭及び形成層褐変が認

められた。 

ウ．感染経路の検討 

本病の感染経路の解明のため、発病樹における症状の

進展状況を調査するとともに、根部又は地上部への接種

後のモモ樹における病原菌の感染状況を調査した。 

その結果、発病樹では特定の根から主幹部及び枝へと

褐変症状が連続して進展していた。５月及び８月に根部

に病原菌を接種した樹では、外観上の病徴は確認されな

かったものの、主幹や枝で褐変症状が認められ、接種菌

が検出されことから、５～８月には本病原菌が根部から

感染し、樹体内部で病勢進展すると考えられた。地上部

への接種では、本病原菌はモモ１年生枝に病斑形成し、

枝内部に進展することが確認されたものの、接種後に風

乾処理を行った場合は外見上の病斑伸長の程度は軽微で

あり、接種菌の検出は接種部位のみにとどまった。 

エ．圃場周辺環境におけモモ胴枯細菌病菌の動態

調査 

本病の伝染源解明のため、本病発生圃場及び未発生圃

場のモモ樹周辺土壌、雑草及び圃場排水における病原菌

の生存状況を調査した。 

その結果、本病発生確認時には、発生の有無にかかわ

らず60㎝深までの土壌、雑草及び圃場排水から病原菌が

検出され、その検出頻度は土壌よりも雑草で高かった。

また、５～10月にかけて実施した時期別の調査でも、発

生の有無にかかわらず病原菌が検出され、10月にかけて

検出頻度が高まる傾向が認められた。 

オ．モモ胴枯細菌病菌の雑草への病原性 

圃場周辺雑草が本病の伝染源となる可能性を検討する

ため、モモ圃場内に高い割合で自生するシロツメクサ根

部に対する本病原菌の病原性を調査した。 

その結果、接種したシロツメクサには病徴が認められ

なかったものの、根部から接種菌が再検出され、本病原

菌はシロツメクサに無病徴で感染することを示唆した。 

カ．気象要因との関係性 

本病の発生要因の解明のため、本病発生年又は定植年

における気象要因と発病との関係を調査した。 

その結果、平成28年～令和４年の岡山県内における発

生圃場数は、７～９月における降雨日数又は降水量と強

い相関を示し、７月では少雨、８～９月では多雨の影響

が考えられた。さらに、圃場における発生の有無を目的

変数、７～９月の気象要因及び前年又は過去の発生状況

を説明変数としたロジスティック回帰分析では、本病の

発生に最も影響を与える要因として、前年の発生の有無

が抽出され、その他気象条件として梅雨明け後の少雨が

影響すると考えられた。また、発病樹数と定植年におけ

る気象要因では、４～９月における気象との相関が認め

られ、４～６月の期間は少雨、７月以降は多雨の影響を

示唆した。 

キ．地温による影響 

本病発生と地温との関係を検討するため、室内での接

種試験により病原菌のモモへの感染温度及び土壌中での

生存温度を検討するとともに、現地モモ圃場において得

られた地温条件が出現する時期を調査した。 

その結果、病原菌は12℃以上の温度条件でモモに感染

可能であると考えられ、その地温条件は令和元年～４年

春においては、３月第３半旬～12月第１半旬にかけて出

現した。また、本病原菌は無滅菌土壌では15℃以上で病

原菌密度への影響が認められ、その地温条件は令和元年

～４年春においては、４月第２半旬～11月第５半旬にか

けて出現した。 

ク．土壌水分による影響 

本病発生と土壌水分との関係を検討するため、現地モ

モ圃場における発生と土壌水分との関係を調査するとと

もに、室内での接種試験により土壌での病原菌の生存期

間と土壌水分との関係を検討した。 

その結果、発生圃場と未発生圃場とを比較すると、発

生圃場における過湿時間の割合は、地下10㎝で低いもの

の、地下20㎝で高く、本病の発生には地下20㎝地点にお

ける過湿条件が影響すると考えられた。また、発生圃場

における降雨２日後の体積含水率変化量は、地下20㎝に

おいて未発生圃場よりも有意に少なく、地下20㎝の排水

性が悪い傾向が認められた。一方、宿主が存在しない土

壌では、土壌水分含量が高い土壌で病原菌の生存期間が

短い傾向が認められた。 

ケ．発生圃場及び未発生圃場の圃場環境及び土壌

管理状況の比較 

本病の発生要因解明のため、平成30～令和４年度の発

生圃場41圃場及び未発生圃場16圃場の圃場環境及び土壌

管理状況を調査し比較した。 
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その結果、発生の有無と農家達観による圃場の排水性

との関連が示唆されたが、その他の調査項目では有意な

関連性は認められなかった。 

コ．発生圃場及び未発生圃場の栽培管理方法の比

較 

本病の発生要因の解明のため、カ．の調査圃場におけ

る栽培管理方法を調査し比較した。 

その結果、全ての調査項目において、発生との有意な

関連性は認められなかった。 

２）対策技術の開発 

ア．感染草種の検討 

シロツメクサの代替となるカバークロップを探索する

ため、イネ科イタリアンライグラス及びナギナタガヤの

本病原菌に対する感受性を調査した。 

その結果、いずれの草種の根部においても無病徴での

感染が認められた。 

イ．発病樹処理方法の検討 

適切な発病樹処理方法構築のため、発病樹における病

原菌の分布及び生存期間を調査した。 

その結果、発病時のモモ樹では、枝、主幹及び掘り起

こし時に脱落した細根を含む根に病原菌が生存しており、

その分布は先端・基部の部位別及び褐変症状の有無にか

かわりなく、樹全体に及ぶ可能性を示唆した。また、土

壌中に埋設した罹病残渣中の病原菌は、時間の経過とと

もに死滅するものの、発病268日経過後も生存しており、

生存状況に残渣のサイズによる差は認められなかった。 

ウ．腐熟促進がモモ胴枯細菌病菌の生存に及ぼす

影響 

残渣処理技術構築のため、室内接種試験で残渣の腐熟

促進が病原菌の生存に及ぼす影響を検討した。 

その結果、罹病残渣の腐熟により罹病残渣中のモモ胴

枯細菌病菌量は低減すると考えられ、安定して低減効果

が認められる腐熟促進資材２資材が選抜されたが、土壌

中の病原菌に対する効果は判然としなかった。 

エ．熱水処理がモモ胴枯細菌病菌の生存に及ぼす

影響 

発病跡地処理技術構築のため、室内接種試験で病原菌

の死滅温度条件を検討するとともに、熱水点滴処理が病

原菌の生存に及ぼす影響を検討した。 

その結果、熱処理により菌液、土壌及び残渣中のモモ

胴枯細菌病菌は死滅し、その熱水温条件は45℃６時間以

上、55℃２時間以上であった。また、10月に実施した熱

水点滴処理では、地下10cmでは十分な死滅効果が認めら

れたが、30㎝深では一部の残渣で生存が確認された。11

月処理では、十分な死滅温度条件が得られず、効果が不

十分であった。 

オ．罹病性の品種間差の検討 

品種を利用した対策技術開発のため、台木品種間での

罹病性の品種間差を鉢苗への灌注接種により調査した。 

その結果、本年度の調査では外観上の病徴としてヤニ

の噴出のみが認められたものの、品種間差異は判然とし

なかった。 

カ．土壌の水分条件が発病に及ぼす影響 

本病の発病に土壌水分管理が及ぼす影響を検討するた

め、乾燥条件、常時湛水条件及び夏季乾燥秋期湛水条件

の３条件で鉢苗への灌注接種を行い、発病状況の違いを

調査した。 

その結果、いずれの条件においても発病は確認されず、

水分条件の影響は判然としなかった。 

なお、本研究は、農林水産研究推進事業委託プロジェ

クト研究「果樹等の幼木期における安定生産技術の開発」

（現場ニーズプロジェクト）で行った。 

（３）ブドウ栽培におけるアザミウマ類の総合的防除

技術の確立          （令３～５） 

ブドウにおけるアザミウマ類の主要加害種はチャノキ

イロアザミウマ（以下「チャノキ」という。）及びネギ

アザミウマ（以下「ネギ」という。）であり、チャノキ

は主要品種全般、ネギは「マスカット・オブ・アレキサ

ンドリア」（以下「アレキ」という。）における品質低

下の一因となっている。過去の試験により、両種による

被害発生の仕組みと防除対策が明らかになったが、現場

では依然として対応に苦慮しており、原因として両種の

薬剤感受性の低下、防除時期と飛来時期のずれなどが考

えられる。そこで、両種の薬剤感受性、各種薬剤の残効

期間、防除適期の予測の可否を明らかにするとともに、

化学農薬以外の防除対策を組み込んだ総合的な防除技術

を確立する。 

１）発生動態と発生時期の把握 

ア．寄主植物上のチャノキイロアザミウマ発生消

長及びブドウへの飛来消長の把握 

（ア）倉敷市船穂現地圃場（「シャインマスカッ

ト」12月末加温） 

倉敷市船穂地域の12月末加温栽培のシャインマスカッ

ト（以下「シャイン」という。）圃場において、チャノ

キの発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、ハウス内では加温開始直後の12月下旬に誘

− 65 −



- 66 - 

 

殺が認められ、５月上旬頃から増加した。ハウス外では

３月中旬頃から誘殺が認められ、６月上旬頃から増加し

た。本圃場ではチャノキはハウス内で越冬し、加温開始

直後から活動していることが示唆された。被害は認めら

れなかった。 

（イ）倉敷市船穂現地圃場（「シャイン」３月加

温） 

倉敷市船穂地域の３月加温栽培の「シャイン」圃場に

おいて、チャノキの発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、ハウス外では４月下旬に誘殺が認められ、

その後増加傾向となり、６月下旬から８月上旬が誘殺ピ

ークとなった。ハウス内では加温開始直後の３月上旬に

初誘殺が認められ、５月下旬から少数の誘殺が続いた。

被害は認められなかった。 

（ウ）所内ブドウ圃場 

農研のサイドレスハウス栽培の「アレキ」圃場及び簡

易被覆栽培の「オーロラブラック」圃場において、チャ

ノキの発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、サイドレスハウスでは周辺寄主植物で３月

下旬、ハウス内で５月上旬、ハウス外で５月中旬から誘

殺が認められ、いずれも７月以降に増加傾向となった。

簡易被覆では、樹上及び周辺寄主植物で３月下旬に誘殺

が認められ、５月中旬頃から少数の誘殺が続いた。いず

れの調査地点でも被害は認められなかった。 

イ．ブドウへのネギ飛来消長の把握 

（ア）倉敷市船穂現地圃場（「シャイン」12月末

加温） 

倉敷市船穂地域の12月末加温栽培の「シャイン」圃場

において、ネギの発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、いずれの調査地点でも４月下旬の調査開始

直後から誘殺が認められ、ハウス外及び周辺寄主植物で

は５月下旬から６月上旬が誘殺ピークであった。ハウス

内では調査期間を通じて少数で推移した。調査期間を通

じて被害は認められなかった。 

（イ）倉敷市船穂現地圃場（「シャイン」３月加

温） 

倉敷市船穂地域の３月加温栽培の「シャイン」圃場に

おいて、ネギの発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、いずれの調査地点でも４月下旬の調査開始

直後から誘殺が認められ、ハウス外及び周辺寄主植物で

は５月下旬が誘殺ピークであった。ハウス内では調査期

間を通じて少数で推移した。調査期間を通じて被害は認

められなかった。 

（ウ）所内ブドウ圃場 

農研のサイドレスハウス栽培の「アレキ」圃場及び簡

易被覆栽培の「オーロラブラック」圃場において、ネギ

の発生消長及び被害状況を調査した。 

その結果、いずれの調査地点でも４月下旬の調査開始

直後から誘殺が認められた。サイドレスハウスではハウ

ス外及び周辺寄主植物の茶樹で５月下旬及び６月中旬か

ら下旬で誘殺ピークとなった。ハウス内では誘殺数は少

なく推移した。簡易被覆では調査期間を通じて誘殺数は

少なく推移した。いずれの調査地点でも被害は認められ

なかった。 

ウ．ブドウ施設内でのチャノキ越冬個体の確認 

ブドウ施設内におけるチャノキの発生初期及び越冬個

体の有無、越冬個体の園内増殖の程度を調査した。 

その結果、12月及び１月加温ハウスではそれぞれ調査

開始直後の12月末及び１月中旬から誘殺が認められた。

また、ハウス内におけるチャノキの増加時期は両ハウス

とも４月上旬で、ハウス外より早かったことから、チャ

ノキはハウス内で越冬しており、越冬個体がハウス内で

の増殖源となっていることが示唆された。一方、３月加

温及び無加温ハウスでは、ハウス内の増加時期はハウス

外とほぼ同時期であった。 

エ．チャノキ及びネギの飛来時期と気温・有効積

算温度の関係の解明 

（ア）倉敷市船穂地域におけるチャノキ飛来時期

の予測 

チャノキの発生予測式を検討するため、アメダス（地

点：倉敷）データから算出した有効積算温度と倉敷市船

穂現地２圃場の周辺寄主植物又はハウス外における各世

代の誘殺ピークとの関係を調査した。 

その結果、いずれの調査地点においても、第１～４世

代で両者間に正の相関関係が認められ、有意な回帰式が

得られた。各回帰式の傾きと切片に有意差が認められな

かったことから、共通の回帰式ｙ＝29.195＋414.38ｘ

（ｙ：１月１日を起算日とする9.7℃以上33℃未満の有効

積算温度（日度）、ｘ：世代）により、気温から次世代

以降の発生時期と飛来時期の予測が可能なことが示唆さ

れた。 

（イ）農研におけるチャノキ飛来時期の予測 

チャノキの発生予測式を検討するため、アメダス（地

点：岡山）データから算出した有効積算温度と農研２圃

場における周辺寄主植物又はハウス外における各世代の

誘殺ピークとの関係を調査した。 
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その結果、いずれの調査地点においても、第１～５世

代で両者間に正の相関関係が認められ、各調査地点で有

意な回帰式が得られた。各回帰式の傾きと切片に有意差

が認められなかったことから、共通の回帰式ｙ＝63.602

＋353.48ｘ（ｙ：１月１日を起算日とする9.7℃以上33℃

未満の有効積算温度、ｘ：世代）により、気温から次世

代以降の発生時期と飛来時期の予測が可能なことが示唆

された。 

オ．ネギの飛来時期と気温の関係 

気温から発生時期及び防除適期を予測することが可能

か検討するため、アメダス（地点：倉敷及び岡山）デー

タから算出した9.7℃以上33℃未満の有効積算温度と倉

敷市船穂地域及び農研で調査した発生時期との関係につ

いて調査した。 

その結果、累計誘殺割合５％、50％、95％点における

有効積算温度に有意な地点間差は認められなかった。誘

殺割合50％点における有効積算温度は544.5±35.7日度

であり、発生ピーク時期とおおむね一致したことから、

防除時期の目安にできることが示唆された。 

カ．ハウス内増殖チャノキのハウス外への移動 

ハウス内で増殖したチャノキ個体の周辺寄主植物や他

ハウスへの移動実態を探るため、収穫後の加温ハウスに

おいて蛍光増白剤を散布し、ハウス外及び隣接ハウスに

おいて標識個体の再捕獲状況を調査した。 

その結果、いずれの調査地点でもチャノキの誘殺数は

多かったものの、標識個体は蛍光漂白剤を散布した加温

ハウス内で少数認められたのみで、寄主間やハウス間の

移動実態については判然としなかった。 

２）効果的な防除対策の選抜 

ア．化学農薬による防除方法の検討 

（ア）薬剤感受性の解明と有効薬剤の選抜 

ア）チャノキ（船穂個体群２） 

倉敷市船穂の前年とは異なるブドウ圃場由来の個体群

について、各種薬剤に対する感受性を葉片浸漬法により

調査した。 

その結果、ベストガード水溶剤、合成ピレスロイド系

やディアナＷＤＧ、コテツフロアブル、パダンＳＧ水溶

剤に対する感受性が高かった。 

イ）チャノキ（船穂個体群３） 

倉敷市船穂の上述ア）とは異なるブドウ圃場由来の個

体群について、各種薬剤に対する感受性を葉片浸漬法に

より調査した。 

その結果、アーデント水和剤、スカウトフロアブルや

ディアナＷＤＧ、コテツフロアブル、パダンＳＧ水溶剤

に対する感受性が高かった。 

ウ）殺虫以外の作用を示す薬剤に対するチャノ

キの感受性 

殺虫以外の作用を持つ薬剤に対する感受性を明らかに

するため、成幼虫が寄生した果粒上に供試薬剤に浸した

健全果粒を置く要領で接種試験を行った。 

その結果、無処理果粒では本虫による被害が発生した

が、コルト顆粒水和剤において、対照のディアナＷＤＧ

及びベストガード水溶剤同様に被害が抑制された。一方、

ポリオキシンＡＬ、モベントフロアブル、ヨーバルフロ

アブルの被害抑制効果は低かった。 

エ）船穂個体群における感受性の経年変化と薬

剤の使用状況との関連 

防除指導上の参考とするため、倉敷市船穂における感

受性の経年変化を明らかにし、過去約20年間の防除暦に

記載された各薬剤との関連を探った。 

その結果、船穂個体群の各種薬剤に対する感受性は変

化しており、使用状況との関連が示唆された。 

（イ）チャノキ越冬個体及び第１～２世代成虫に

対するモスピラン粒剤の効果 

モスピラン粒剤による土壌中の蛹越冬個体または第１

～２世代のハウス内増殖抑制効果及び果実被害低減効果

を調査した。 

その結果、１月加温ハウスではモスピラン粒剤３回目

処理後のチャノキの増加時期は無処理区より１か月程度

遅かった。しかし、他のハウスではモスピラン粒剤処理

区と無処理区でのチャノキの誘殺数に大差はなく、モス

ピラン粒剤の効果は判然としなかった。 

ア．化学農薬以外の防除方法の探索 

（ア）光反射資材の敷設幅がチャノキの飛来に及

ぼす影響 

前年までの試験により幅２ｍの光反射資材（商品名：

タイベックシート400ＷＰ。以下「光反射シート」という。）

敷設によりチャノキ飛来抑制効果が明らかとなった。そ

こで、敷設幅がチャノキの飛来に及ぼす影響を明らかに

するため、光反射シートを２ｍ、１ｍ又は0.5ｍで敷設し、

黄色粘着板におけるチャノキの誘殺数を調査した。 

その結果、敷設幅を２ｍとした場合、１ｍ及び0.5ｍと

比較して、調査期間を通じて有意に誘殺数が少なく、本

虫に対する飛来抑制効果を示した。一方、敷設幅が１ｍ

以下の場合、十分な飛来抑制効果が得られないことも示

された。 
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（イ）赤色光の照射がブドウのアザミウマ類によ

る被害に及ぼす影響 

ア）赤色光の照射がチャノキの飛来及び産卵数

に及ぼす影響 

赤色光がチャノキ成虫の飛来及び産卵数に及ぼす影響

を検討するため、本虫が増殖した圃場内に鉢植えのノブ

ドウを設置し、ＬＥＤを用いて631nmの光を５～19時に十

分な光量で照射し、数日おきにノブドウ上の成幼虫と先

端部の葉における産卵痕を計数した。 

その結果、照射区では無照射区に比べて成虫数が有意

に少なく、産卵痕数及び幼虫数も少ない傾向を示した。 

イ）赤色光の照射がネギの飛来及び被害に及ぼ

す影響 

赤色光がネギ成虫の飛来に及ぼす影響を検討するため、

まず、本虫が増殖したハウス栽培のナス圃場内に青色粘

着板を設置し、ＬＥＤを用いて631nmの光を日中に照射し

た。 

その結果、成虫誘殺数は照射区でわずかに少ない傾向

を示したが有意ではなく、光量を高めても同様の傾向を

示した。 

次に、ゴースを張ったケージ内にインゲンを２株設置

し、一方の株のみ赤色光を照射し、有無の２水準を設定

した後、株間に成虫を約200頭放虫した。 

その結果、無照射区でも成虫が認められなかった。以

上から、赤色光がネギ成虫の飛来及び被害に及ぼす影響

は判然としなかった。 

（ウ）赤色ネット設置によるネギ飛来防止効果 

サイドレス栽培の「アレキ」ハウス周囲に赤色ネット

（商品名：サンサンネットクロスレッドＸＲ2700、目合

0.8㎜）を設置し、ネギの飛来侵入防止効果と果実被害低

減効果を調査した。 

 その結果、赤色ネット設置区では、無処理区及びハウ

ス外よりネギ誘殺数が少なかった。また、果頂部の加害

割合も赤色ネット設置区で無処理区より低かったことか

ら、ネット設置による飛来侵入抑制効果及び果実被害低

減効果が認められた。 

（エ）袋掛けがチャノキの被害に及ぼす影響 

袋掛けがチャノキの被害に及ぼす影響を検討するため、

果房に有底及び無底の袋を掛け数回にわたり放虫し、被

害程度を調べた。 

その結果、無底では袋を掛けなかった無処理とほぼ同

程度の被害が認められたのに対し、有底袋においては顕

著な被害は認められなかった。 

（オ）スワルスキーカブリダニバンカーシートを

利用したチャノキ被害抑制効果 

スワルスキーカブリダニを利用し、ブドウ施設内にお

けるチャノキの個体数抑制や被害低減効果について調査

した。 

ア）１月加温「シャイン」栽培圃場 

１月加温「シャイン」栽培圃場にスワルスキーカブリ

ダニバンカーシートを設置し、慣行防除区と比較した 

その結果、チャノキ誘殺数は処理区で設置後から増加

したが、５月以降から減少した。一方、慣行区では５月

下旬から増加し、最終的に処理区より多くなった。被害

率及び被害度は、処理区と慣行区で同等であった。 

イ）２月加温「シャイン」栽培圃場 

２月加温「シャイン」栽培圃場にスワルスキーカブリ

ダニバンカーシートを設置し、慣行防除区と比較した結

果、チャノキ誘殺数は慣行区で５月下旬から増加したが、

処理区では６月下旬から増加した。被害率及び被害度は、

処理区と慣行区で同等であったことから、スワルスキー

カブリダニは慣行と同等の防除効果があることが示唆さ

れた。 

（４）全農農薬委託試験 

（作物・経営研究室及び環境研究室と共同、平22～継） 

本県農産物における効率的な生育診断による肥培管理

及び病害虫防除を可能とする技術確立について検討する。 

１）簡易被覆栽培ブドウにおける主要病害に効果的

な防除体系の検討 

果粒大豆大期に晩腐病に対して効果が高い薬剤を組み

込んだ体系防除の効果を評価するとともに、本時期の散

布薬剤の変更が主要病害に対する防除効果に及ぼす影響

について検討した。 

その結果、果粒大豆大期にミギワ20フロアブル（2,000

倍）を散布する体系防除は、晩腐病に対して高い防除効

果を示し、その他主要病害（べと病、褐斑病及びさび病）

に対しても安定した防除効果を示した。 

 

Ⅲ 野菜に関する試験 

１．病害虫防除対策 

（１）農作物病害虫の効率的防除薬剤の実用化試験 

（平11～継） 

本県で問題となっている主要病害虫に対する新規薬剤

の防除効果と薬害を明らかにし、農薬登録に必要な審査

資料を得る。また、薬剤の効率的な使用法について検討

する。 
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１）ナス青枯病に対する薬剤の防除効果 

ナス青枯病に対するＲＫＰ182ファージ剤の定植当日５

分間苗浸漬処理及び定植２日前株元灌注処理、ＲＫＰ183

ファージ剤の定植２日前５分間苗浸漬処理及び定植当日

５分間苗浸漬処理を行った。 

その結果、発病抑制効果が定植61日後まで認められた。

薬害は認められなかった。 

２）ナスうどんこ病に対する薬剤の防除効果 

ナスうどんこ病に対するＢＡＣＬ３ＳＣ（250倍）及

び（500倍）の散布処理を行った。 

その結果、ＢＡＣＬ３ＳＣ（250倍）の散布処理は、対

照のバチスター水和剤（1,000倍）と同等の効果が認めら

れた。薬害は認められなかった。 

３）ナスに対するサフオイル乳剤の混用薬害試験 

サフオイル乳剤にアミスター20フロアブル、スミレッ

クス水和剤、サンヨール又は、ダコニール1000を混用し

た混用薬剤試験を促成栽培ナスに対して行った。その結

果、薬害は認められなかった。 

４）キュウリべと病に対する新規薬剤の防除効果 

キュウリべと病に対するＮＮＦ－2220フロアブル（1,000

倍）の散布処理を行った。 

その結果、対照のダコニール1000（1,000倍）と比較し

て同等の効果が認められた。薬害は認められなかった。 

５）キュウリ褐斑病に対する新規薬剤の防除効果 

キュウリ褐斑病に対するＮＮＦ－2220フロアブル

（1,000倍）及びベジターボＤＦ（2,000倍）の散布処理

を行った。 

その結果、ＮＮＦ－2220フロアブル（1,000倍）の散布

処理は、対照のダコニール1000（1,000倍）と比較して高

い効果が認められた。薬害は認められなかった。 

６）イチゴのヒラズハナアザミウマに対する新規薬

剤の防除効果 

イチゴのヒラズハナアザミウマに対して、ＡＬＥ-2253

（ククメリス・パック）の放飼を行った。 

その結果、対照のククメリス・ボトルに比べ効果が劣

り、リモニカとほぼ同等の効果が認められ、無処理区と

比較して効果が認められた。薬害は認められなかった。 

７）ナスのミナミキイロアザミウマに対する新規薬

剤の防除効果 

ナスのミナミキイロアザミウマに対して、クロヒョウ

タンカスミカメの放飼を行った。 

その結果、無処理区と比較して効果が認められた。薬

害は認められなかった。 

８）ナスのクロテンコナカイガラムシに対する新規

薬剤の防除効果 

ナスのクロテンコナカイガラムシに対して、ＡＬＥ-2255

（ヤマトクサカゲロウ）の放飼を行った。 

その結果、無処理区と比較して効果が認められた。薬

害は認められなかった。 

９）ナスのタバココナジラミに対する新規薬剤の防

除効果 

ナスのクロテンコナカイガラムシに対して、ＡＬＥ-2251

（チチュウカイツヤコバチ）の放飼を行った。 

その結果、無処理区と比較して効果が認められた。薬

害は認められなかった。 

（２）アスパラガス斑点性病害の発生実態の解明と防

除対策の確立         （令３～５） 

県内の露地アスパラガス産地では、茎葉部に斑点症状

を呈する斑点性病害が問題になっている。斑点性病害は

褐斑病と斑点病によるものと考えられているが、両病害

に対する露地栽培での発生生態に関する知見は少ない。

そこで、斑点性病害の発生実態及び生態を解明するとと

もに、それに基づく、安定した防除効果が期待される総

合防除技術を開発する。 

１）発生実態及び多発要因の解明 

ア．感染時期の検討 

（ア）異なる温度条件及び湿度条件による褐斑病

菌の分生子形成 

圃場での褐斑病菌の分生子飛散開始条件を明らかにす

るため、温度条件及び湿度条件が分生子形成に及ぼす影

響を調査した。 

その結果、褐斑病菌の分生子が調査開始時より多く形

成された温度条件は15～30℃で、その中でも20～25℃で

多かった。分生子が調査開始時より多く形成された湿度

条件は湿度96％以上で、調査区の中で分生子は湿度100％

で最も多く形成された。 

（イ）褐斑病菌分生子飛散消長の解明 

露地栽培アスパラガス圃場における褐斑病菌分生子の

飛散開始条件及び飛散数の増加要因を明らかにするため、

圃場内にエアーサンプラーを設置し、捕捉された分生子

の飛散消長に、斑点性病害の発生及び分生子形成に必要

な温湿度条件が与える影響を調査した。 

その結果、褐斑病菌分生子の飛散は、立茎開始日前か

ら認められ、分生子形成に必要とされる気温15～30℃及

び湿度96％以上を観測する日が多くなると増加につなが

り、斑点性病害の病勢進展に伴って増加することが示唆
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された。 

（ウ）斑点病菌分生子飛散消長の解明 

露地栽培アスパラガス圃場における斑点病菌の分生子

飛散消長を明らかにするため、圃場内にエアーサンプラ

ーを設置し、Stemphylium 属菌の分生子数を計測した。 

その結果、Stemphylium 属菌の分生子がわずかに捕捉

された。 

（エ）立茎開始前の資材における褐斑病菌及び斑

点病菌分生子の残存状況 

前年度の現地圃場で実施した調査で、栽培終了後の資

材には発芽可能な両病原菌分生子が付着していた。そこ

で、次作における第一次伝染源となる可能性について検

討するため、立茎開始前の資材における両病原菌の残存

状況を調査した。 

その結果、今回調査した６圃場では、資材上に褐斑病

菌及び斑点病菌分生子の残存は認められなかった。 

（オ）前年度の罹病残渣での褐斑病菌の生存状況 

露地栽培条件下での罹病残渣の伝染源としての可能性

について検討するため、所内の露地圃場におけるモデル

試験により、罹病残渣における本病原菌の越冬状況を調

査した。 

その結果、残渣上には、12月の設置から７か月経過し

た後でも褐斑病菌が生存し、生存した褐斑病菌のアスパ

ラガスへの病原性が確認された。 

（カ）資材に付着した残渣からの褐斑病菌及び斑

点病菌の検出状況 

第一次伝染源の解明のため、現地圃場における立茎開

始前の前年残渣の残存状況及び褐斑病菌及び斑点病菌の

生存状況を調査した。 

その結果、今回調査した６圃場のうち、１圃場のネッ

ト資材には前年残渣が残存し、褐斑病菌が生存していた。

前項（オ）では残渣で褐斑病菌が生存し、生存した褐斑

病菌のアスパラガスへの病原性が確認されたことから、

残渣が第一次伝染源の一つであることが示されたものの、

現地圃場において褐斑病菌の生存が確認された残渣の数

は非常に少なかった。 

（キ）異なる温度条件による褐斑病菌の菌糸伸長 

圃場での褐斑病の病勢進展に関与する温度条件を明ら

かにするため、異なる温度条件における褐斑病菌の菌糸

伸長量をＰＤＡ培地上で調査した。 

その結果、菌糸伸長は10～35℃で可能であり、菌糸伸

長量は25～30℃で最も多かった。 

（ク）異なる温度条件及び湿度条件による褐斑病

菌の分生子発芽 

圃場での褐斑病の病勢進展に関与する温度及び湿度条

件を明らかにするため、異なる温度条件及び湿度条件に

おける分生子率を調査した。 

その結果、20～30℃で分生子発芽が多く起こり、特に

25℃で最も多かった。また、発芽率が高くなるのは湿度

96％以上であり、100％で最も高かった。 

（ケ）異なる温度条件が病徴発現に及ぼす影響 

圃場での褐斑病の病勢進展に関与する温度条件を明ら

かにするため、各温度について、初発生、分生子形成及

び50％以上の茎で発病を確認するまでの期間を調査した。 

その結果、初発生後の分生子形成及び50％以上の茎で

発病を確認するまでの期間は、15℃及び30℃と比較して

20℃及び25℃が短かった。 

イ．栽培環境が斑点性病害の発生に及ぼす影響 

（ア）発病部位の除去効果 

栽培期間中に発生した発病部位の除去作業の実施が、

斑点性病害の発病に及ぼす影響を検討するため、前年度

に引き続き、現地圃場における斑点性病害の発生消長と

発病部位の除去実施状況を比較した。 

その結果、前年同様に、発病部位の除去作業を実施し

た場合、未実施圃場より発病を抑えられる傾向が認めら

れた。 

（イ）令和３年度における殺菌剤散布が発生消長

に与える影響の再検討 

前年度調査した現地の褐斑病優占圃場において、褐斑

病に効果がある殺菌剤の散布時期が褐斑病の発生消長に

及ぼす影響について調査した。 

その結果、初発生が遅く、その後の病勢進展が緩慢で

あった圃場では、褐斑病の発病に好適な気象条件が認め

られる時期に、効果がある殺菌剤の散布がなされていた。 

（ウ）現地圃場における発生消長及び栽培環境の

把握 

前年度の現地調査では、いずれの圃場においても褐斑

病が優占しており、本病の防除対策を行うことが重要で

あると考えられたため、褐斑病が優占して発生した現地

３圃場での斑点性病害の発生消長に殺菌剤散布及び気象

が与える影響を調査した。 

その結果、本年度調査した褐斑病優占３圃場では初発

生日が８月５日～９月５日と遅く、その後の病勢進展が

緩やかな傾向がみられた。いずれの圃場とも７月上旬～

中旬及び８月中旬～下旬における褐斑病の発病に好適な

気象条件が認められた時期の前後に、本病に効果がある
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と判断された殺菌剤が散布されており、前項（イ）と同

様の傾向がみられた。 

２）有効な防除対策の検討 

ア．有効薬剤の選抜と効果的な散布方法の検討 

（ア）薬剤感受性の実態解明 

褐斑病の多発生要因の一つとして薬剤耐性菌の発生が

懸念されることから、県内８圃場から分離した21菌株の

アゾキシストロビン（以下「ＡＺ」という。）に対する

感受性を寒天平板希釈法、遺伝子解析及びポット苗を用

いた生物検定により調査した。 

その結果、最小生育阻止濃度（ＭＩＣ）が1,600ppmを

超え、チトクロームｂ遺伝子の143番目の推定アミノ酸配

列がグリシンからアラニンへ変異し、生物検定ではＡＺ

水和剤の防除効果が低かったＡＺ耐性菌の発生を確認し

た。 

（イ）アゾキシストロビン耐性褐斑病菌に対する

有効な薬剤の選抜 

ＡＺ耐性褐斑病菌に対する効果的な登録薬剤を所内で

のポット試験により選抜した。 

その結果、イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤、Ｔ

ＰＮ水和剤及び水酸化第二銅水和剤の防除効果が高かっ

た。また、ミクロブタニル水和剤及びピリベンカルブ水

和剤については、ＡＺ水和剤より高い防除効果を認めた。 

（ウ）展着剤の加用が水酸化第二銅水和剤の防除

効果に及ぼす影響 

薬剤耐性褐斑病菌に対する有効薬剤の一つとして選抜

された水酸化第二銅水和剤の防除効果向上を目的に、展

着剤加用による防除効果への影響を調査した。 

その結果、水酸化第二銅水和剤に固着性展着剤のＫ．

Ｋステッカー、一般展着剤のハイテンパワー、まくぴか、

機能性展着剤のミックスパワー及びニーズを加用すると

防除効果が高くなった。薬害軽減効果のある炭酸カルシ

ウム水和剤を加用した場合においても、各種展着剤を加

用すると水酸化第二銅水和剤の防除効果がやや向上し、

特に、一般展着剤のまくぴか、機能性展着剤のミックス

パワー及びニーズの加用により効果が向上した。 

（エ）展着剤の加用及び降雨がＴＰＮ水和剤の防

除効果に及ぼす影響 

薬剤耐性褐斑病菌に対する有効薬剤の一つとしてＴＰ

Ｎ水和剤が選抜された。露地栽培条件では降雨による防

除効果の低下が懸念されることから、ＴＰＮ水和剤の効

果的な散布方法確立のため、展着剤の加用が本剤の防除

効果に与える影響を調査した。 

その結果、無降雨条件下では、ニーズ及びまくぴかの

加用によりＴＰＮ水和剤の防除効果がやや低下したのに

対し、Ｋ．Ｋステッカーの加用では低下しなかったこと

から、ニーズ及びまくぴかの加用が防除効果に影響を及

ぼすことが示唆された。一方、10時間にわたって10mm/

ｈの降雨を続けた条件下では、Ｋ．Ｋステッカー、ニー

ズ及びまくぴかのいずれにおいても、加用による防除効

果の低下は認められなかった。 

（オ）ＴＰＮ水和剤及びイミノクタジンアルベシ

ル酸塩水和剤の予防効果の残効性 

薬剤耐性褐斑病菌に対して高い予防効果が認められた

ＴＰＮ水和剤及びイミノクタジンアルベシル酸塩水和剤

の予防効果の残効性を、ポット試験により比較した。 

その結果、両剤の残効性に差は認められなかった。 

（３）イチゴのアザミウマ類に対する天敵防除体系の 

確立             （令４～６） 

これまでにイチゴの微小害虫（ハダニ類とアザミウマ

類）対策に取り組み、ハダニ類については農薬、天敵の

利用方法を整理し、対策を提示できた。一方で、アザミ

ウマ類（以下「害虫アザミウマ」という。）を対象とし

た天敵利用技術は、普及しつつあるが、防除効果が不安

定な面がみられる。そこで、現地に導入しつつある放飼

天敵（アカメガシワクダアザミウマ、リモニカスカブリ

ダニ等）を用いた天敵利用体系を確立する。 

１）害虫アザミウマに対する効果的な薬剤の選抜 

ア．ヒラズハナアザミウマに対する薬剤感受性

検定 

県内の促成栽培イチゴ産地におけるヒラズハナアザミ

ウマについて、主要薬剤に対する感受性を食餌浸漬法に

より検定した。 

その結果、スピノエース顆粒水和剤、ディアナＳＣ、

グレーシア乳剤、モスピラン顆粒水溶剤に対する感受性

が高かった。一方、ベネビアＯＤ、ファインセーブ、モ

ベントに対する感受性は低かった。 

イ．ミカンキイロアザミウマに対する薬剤感受

性検定 

県内の促成栽培イチゴ産地におけるミカンキイロアザ

ミウマについて、主要薬剤に対する感受性を食餌浸漬法

により検定した。 

その結果、ファインセーブ水和剤に対する感受性が高

かった。一方、スピノエース顆粒水和剤、ディアナＳＣ、

グレーシア乳剤、ベネビアＯＤ、モスピラン顆粒水溶剤

に対する感受性は低かった。 
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（４）イチゴの天敵利用栽培における微小害虫防除体

系の確立           （令元～３） 

県内のイチゴ産地では微小な難防除害虫であるナミハ

ダニやヒラズハナアザミウマ（以下「アザミウマ」とい

う。）を対象に天敵利用技術が普及しつつある。このう

ち、ナミハダニでは、天敵放飼時の害虫密度が高いため

に失敗する事例が多く、薬剤に対する感受性低下も懸念

されていることから、親株床や苗床での防除対策を強化

する必要がある。また、アザミウマでは、本虫対象の殺

虫剤が天敵や花粉媒介昆虫に対しても悪影響を及ぼすこ

とから薬剤散布を控える傾向があり、被害が多発する原

因となっている。 

そこで、ハウス外からのアザミウマの飛込みを物理的

に防止する防虫ネットや天敵と併用可能な薬剤を組み合

わせて、防除効果の安定した微小害虫防除体系を確立す

る。 

［過年度分］ 

１）ナミハダニ防除技術の確立 

ア．天敵（ミヤコカブリダニ）の利用・定着動態

の把握 

（ア）微小害虫及びミヤコカブリダニの動態把握

（イチゴの株内分布・３年目） 

前年度に引き続き、ハダニ類の天敵であるミヤコカブ

リダニ（以下「ミヤコ」という。）を放飼した土耕栽培

のイチゴ圃場において、ミヤコ及び微小害虫の生息域を

調査した。 

その結果、アザミウマ類は果実で最も多く、次いで花、

クラウンの順に確認された。一方で、カブリダニ類もク

ラウンで多く確認された。クラウンは両種にとってレフ

ュージ（隠れ家）として機能することが示唆された。 

２）ヒラズハナアザミウマ防除技術の確立 

ア．天敵（リモニカスカブリダニ・アカメガシワ

クダアザミウマ）の利用・定着動態の把握 

（ア）リモニカスカブリダニの動態把握（イチゴ

の株内分布・２年目） 

土耕栽培イチゴ圃場において、リモニカスカブリダニ

（以下「リモニカ」という。）を放飼し、リモニカ及び

微小害虫の生息域を調査した。 

その結果、前年度と同じ傾向を示し、リモニカは葉で

最も多く、次いでクラウンで確認された。個体数は12月

から３月にかけて徐々に減少した。 

（イ）アカメガシワクダアザミウマの動態把握（イ

チゴの株内分布） 

土耕栽培のイチゴ圃場において、アカメガシワクダア

ザミウマ（以下「アカメ」という。）を放飼し、アカメ

及び微小害虫の生息域を調査した。 

その結果、前年度と同じく、アカメはクラウンと果実

で多く認められた。一方、害虫アザミウマ類は果実、花

で多く、クラウンでは比較的少なかった。アカメはリモ

ニカに比べてクラウンにおける定着割合が高く、イチゴ

株内で平均的に分布していた。 

イ．天敵（リモニカ・アカメ）の保護・強化技術

の把握 

（ア）ブラインシュリンプ卵による天敵定着促進

効果（リモニカ） 

捕食性天敵の定着性を向上させるため、害虫アザミウ

マの代替餌としての利用が検討されているブラインシュ

リンプ卵をクラウン部へ散布し、リモニカの定着動態に

及ぼす影響を調査した。 

その結果、リモニカの株上個体数は無散布区に比べ多

く推移した。なお、コナダニ類の発生数も増加した。 

（イ）ブラインシュリンプ卵による天敵定着促進

効果（アカメ） 

捕食性天敵の定着性を向上させるため、害虫アザミウ

マの代替餌としての利用が検討されているブラインシュ

リンプ卵を葉上及びクラウン部へ散布し、アカメの定着

動態に及ぼす影響を調査した。 

その結果、株上のアカメ個体数はクラウン散布で最も

多く、次いで、葉上散布、無散布の順であった。また、

無散布区の害虫アザミウマ類の個体数は２～５月まで増

加し続けたのに対し、葉上散布及びクラウン散布では４

～５月にかけてやや減少し、特にクラウン散布で減少率

が高かった。 

（ウ）ブラインシュリンプ卵の散布が害虫アザミ

ウマによる被害に及ぼす影響 

クラウン部へのブラインシュリンプ卵の散布が害虫ア

ザミウマ類による被害に及ぼす影響を調査した。 

その結果、クラウン区の被害果率は無散布区及び葉区

に比べて低く推移した。 

３）ＩＰＭ技術を組み合わせた害虫防除体系の組立

実証 

ア．ＩＰＭヒラズハナアザミウマ（所内系統）に

対する薬剤感受性検定 

県内の促成栽培イチゴ産地における主要加害種のヒラ

ズハナアザミウマについて、主要薬剤に対する感受性を

検定した。ここでは、防除対策指導に資する目的で所内
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由来の個体群を検定した。 

その結果、所内由来の個体群においてはスピノエース

顆粒水和剤、ディアナＳＣ、グレーシア乳剤、カスケー

ド乳剤、マッチ乳剤に対する感受性が高かった。 

イ．クラウンに対する農薬散布によるアザミウマ

類の密度抑制効果 

害虫アザミウマがクラウンに寄生していることから、

効果的な農薬散布方法を検討するため、クラウンへの重

点散布を含め部位別に薬剤を散布し、ヒラズハナアザミ

ウマの密度抑制効果を比較した。 

その結果、クラウンを含めた株全体に薬剤を散布する

方法が最も効果的であった。 

［当年度分］ 

１）ＩＰＭ技術を組み合わせた害虫防除体系の組立

実証 

ア．天敵を基幹とした微小害虫防除体系の組立実

証 

これまでの調査から、ナミハダニに対しては天敵ミヤ

コを主体とし、効果的な薬剤を併用した防除体系が、害

虫アザミウマ類に対してはブラインシュリンプ卵散布が

天敵アカメの定着促進及び害虫アザミウマ類の被害抑制

に有効と考えられた。そこで、これらの技術を組み合わ

せた場合の微小害虫密度抑制効果を確認した。 

その結果、ナミハダニの発生が抑制され、天敵アカメ

の密度が高まり、害虫アザミウマ類による被害果割合が

低減した。 

 

Ⅳ 共通分野に関する試験 

１．生物工学技術の利用 

（１）バイオテクノロジー利用による地域特産品種の

育成とクローン種苗大量増殖法の確立 

（野菜・花研究室と共同、昭58～継） 

１）遺伝子解析による病害虫診断   （平19～継） 

顕微鏡観察、病原菌の分離・培養などの方法で診断で

きない病害虫について、遺伝子解析により迅速に診断す

る体系を確立する。 

２品目５個体（サツマイモ２、リンドウ３）の遺伝子

解析を行った。 

その結果、サツマイモ基腐病、リンドウのＴＹＬＣＶ

を検出した。 

 

Ⅴ 事業 

１．農作物障害診断 

（１）病害虫・生育障害の診断と対策指導 

（環境研究室と共同、平13～継） 

病害虫は早期防除が肝要であるため、依頼のあった病

害虫標本の診断を早急かつ的確に行い、併せて適切な防

除指導を行う。 

１）病害虫による障害の原因特定と対策指導 

ア．病害 

令和４年２月～令和５年１月に持ち込まれた診断依頼

件数は124件で、作目別では水稲７件、麦類４件、豆類３

件、果樹17件、野菜73件、花き・花木16件、その他４件

であった。原因別では、病害が87件と最も多かった。病

原別では、糸状菌が最も多かった。本年度は、過去５年

間の傾向と比べてウイルスによる病害がやや多い傾向で

あった。 

イ．虫害 

令和４年２月～令和５年１月に持ち込まれた診断依頼

件数は７件で、作物別では水稲１件、果樹１件、野菜３

件、花き・花木１件、その他１件であった。項目別では

全て虫害であった。害虫の分類群ではダニ目３件、カメ

ムシ目２件、チョウ目０件、甲虫目１件、その他１件で

あった。 

ウ．冷蔵ブドウで発生する障害果粒の診断 

冷蔵中のブドウで発生する障害果粒の診断を行い、障

害の症状及び病原を整理した。 

その結果、本年度診断を行った冷蔵ブドウの障害果粒

は、灰色かび病による被害が最も多く、次いで褐点病及

びCladosporium属菌の被害が多かった。 

２．病害虫の発生予察 

（１）病害虫発生予察事業 

（高冷地研究室と共同、昭16～継） 

農業生産の安定性を確保し、生産物の品質を向上させ

るためには、病害虫の防除を適期にそして経済的に行う

必要がある。そのためには、病害虫の繁殖程度、気象、

農作物の生育状況などを調査することで、病害虫の発生

を予察し、これに基づく情報を関係者に広く提供して効

率的な防除を促すとともに、病害虫による被害を未然に

防止することが重要である。そこで、定点調査、巡回調

査等のデータに基づき、適時・的確な発生予察情報を提

供する。 

１）普通作物病害虫発生予察事業 

本所と高冷地研究室での予察灯・フェロモントラップ

調査、県予察圃場での定点調査及び３～10月に毎月１～

２回の巡回調査を行い、病害虫の発生動向を把握した。 
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その結果、これらの調査結果に基づいて、病害虫発生

予報を７回発表した。また、病害虫発生予察注意報（ト

ビイロウンカ、斑点米カメムシ類）、植物防疫情報（斑

点米カメムシ類、トビイロウンカ、ハスモンヨトウ、ス

クミリンゴガイ）を発表した。その他、平年より発生が

やや多かった病害虫は、イネではごま葉枯病であった。 

２）果樹病害虫発生予察事業 

本所と高冷地研究室での予察灯・フェロモントラップ

調査、県予察圃場での定点調査及び４～９月に毎月１～

２回の巡回調査を行い、病害虫の発生動向を把握した。 

その結果、これらの調査結果に基づいて、病害虫発生

予報を７回発表した。また、病害虫発生予察注意報（果

樹カメムシ類）を発表した。その他、平年より発生がや

や多かった病害虫は、ブドウの灰色かび病であった。 

３）野菜病害虫発生予察事業 

本所と高冷地研究室でのフェロモントラップ調査、県

予察圃場での定点調査及び４～10月に毎月１～２回の巡

回調査を行い、病害虫の発生動向を把握した。 

その結果、これらの調査結果に基づいて、病害虫発生

予報を８回発表した。また、植物防疫情報（ハスモンヨ

トウ、タマネギべと病）を発表した。その他、平年より

発生がやや多かった病害虫は、夏秋キュウリの炭疽病で

あった。 

４）花き類病害虫発生予察事業 

５～10月に毎月１～２回の巡回調査を行い、病害虫の

発生動向を把握した。 

その結果、この調査結果に基づいて、病害虫発生予報

を５回発表した。平年より発生がやや多かった病害虫は、

キクのハダニ類であった。 

３．病害虫防除対策 

（１）マイナー作物等病害虫防除対策事業 

（環境研究室と共同、平19～継） 

本県にとって重要なマイナー作物を対象に、病害虫の

発生実態を明らかにするとともに、農薬登録に必要なデ

ータを得るため、防除効果及び倍濃度薬害を調査する。 

１）エンダイブのハスモンヨトウに対するプレバソ

ンフロアブル５の防除効果 

エンダイブのハスモンヨトウに対するプレバソンフロ

アブル５の防除効果を確認した。 

その結果、対照のアファーム乳剤（2,000倍）に勝る効

果が認められ、無処理に比べ効果が認められた。 

２）エンダイブに対するプレバソンフロアブル５の

倍濃度散布による薬害の有無 

エンダイブに対しプレバソンフロアブル５の倍濃度散

布における薬害の有無を調査した。 

その結果、薬害は認められなかった。 

（２）全農農薬委託試験        （平22～継） 

１）簡易被覆栽培ブドウにおける主要病害に効果的

な防除体系の検討 

果粒大豆大期に晩腐病に対して効果が高い薬剤を組み

込んだ体系防除の効果を評価するとともに、本時期の散

布薬剤の変更が主要病害に対する防除効果に及ぼす影響

について検討した。 

その結果、果粒大豆大期にミギワ20フロアブル（2,000

倍）を散布する体系防除は晩腐病に対して高い防除効果

を示し、その他主要病害（べと病、褐斑病及びさび病）

に対しても安定した防除効果を示した。 

 

Ⅵ 現地緊急対策試験、予備試験等 

１．果樹 

（１）簡易被覆栽培ブドウにおける晩腐病の防除対策 

（令４） 

県内の簡易被覆栽培ブドウで、晩腐病による被害が恒

常的に問題となっている。そこで、簡易被覆栽培ブドウ

における晩腐病の発生生態を解明し、効果的な防除対策

を構築する。 

１）ブドウ晩腐病の発生生態の解明 

ア．越冬伝染源における分生子形成温度の把握 

第一次伝染源からの分生子形成に必要な温度条件につ

いて明らかにするため、本病に自然感染したブドウの結

果枝における分生子形成温度の把握を試みた。 

その結果、10～35℃の温度条件で分生子が検出され、

20～30℃の検出率が高い傾向が認められた。 

イ．県内における晩腐病菌の種構成調査 

県内の晩腐病菌の種構成を明らかにするため、県内６

地域８圃場及び所内より採集したブドウ晩腐病菌をＰＣ

Ｒにより調査した。 

その結果、県内６地域８圃場及び所内で採集したブド

ウ晩腐病菌は、C. gloeosporioides 種複合体のC. 

fructicolaの割合が最も高かった。 

２）有効な防除対策の検討 

ア．ミギワ20フロアブルの散布時期が防除効果、

汚れ及び果粉溶脱に及ぼす影響 

晩腐病に対して効果が高いとされる新規系統殺菌剤「ミ

ギワ20フロアブル」の効果的かつ実用的な散布時期を明

らかにするため、本病の重点防除時期である果粒小豆大
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期～袋掛前における本剤の散布が防除効果、汚れ及び果

粉溶脱に及ぼす影響を時期別に検討した。 

その結果、ミギワ20フロアブル（2,000倍）は果粒小豆

大期～袋掛前のいずれの時期に散布しても晩腐病に対し

て高い防除効果を示し、袋掛前の散布でのみ実用上問題

となる果粉溶脱が認められた。 

（２）ブドウ貯蔵病害の効果的な被害抑制技術の検討 

（令４） 

ブドウの新たな出荷体系として取り組まれている高単

価時期を狙った冷蔵出荷体系において灰色かび病等の貯

蔵病害が問題となっている。そこで、より効果的かつ効

率的な被害抑制技術を開発するため、貯蔵中の腐敗抑制

に有効な資材を探索する。 

１）貯蔵中の腐敗抑制に有効な資材の探索 

ア．分生子発芽抑制効果の検討 

各種資材（イソチオシアン酸アリル剤Ａ及びエチレン

ガス・ＶＯＣ吸着分解剤）の灰色かび病菌及びホモプシ

ス腐敗病菌に対する分生子発芽抑制効果を検討した。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、供試した２資材のうちイソチオシアン酸アリル剤

Ａのみで分生子発芽抑制効果が認められた。 

イ．菌糸伸長抑制効果の検討 

各種資材（イソチオシアン酸アリル剤Ａ及びエチレン

ガス・ＶＯＣ吸着分解剤）の灰色かび病菌及びホモプシ

ス腐敗病菌に対する菌糸伸長抑制効果を検討した。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、供試した２資材のうちイソチオシアン酸アリル剤

Ａのみで菌糸伸長抑制効果が認められ、５℃の低温条件

下においてもその効果が発揮された。 

ウ．分生子発芽及び菌糸伸長抑制効果の検討 

各種資材（イソチオシアン酸アリル剤Ａ及びエチレン

ガス・ＶＯＣ吸着分解剤）の灰色かび病菌及びホモプシ

ス腐敗病菌に対する分生子発芽及び菌糸伸長抑制効果を、

上述ア.及びイ.とは異なる方法を用いて確認した。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、供試した２資材のうちイソチオシアン酸アリル剤

Ａのみで分生子発芽及び菌糸伸長抑制効果が認められ、

上述ア.及びイ.と同様の結果を確認した。 

エ．感染抑制効果の検討 

各種資材（イソチオシアン酸アリル剤Ａ、エチレンガ

ス・ＶＯＣ吸着分解剤及び過酢酸製剤）の灰色かび病菌

及びホモプシス腐敗病菌に対する感染抑制効果を検討し

た。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、供試した３資材のうちイソチオシアン酸アリル剤

Ａのみで感染抑制効果が認められ、５℃の低温条件下に

おいてもその効果が１か月以上持続した。また、イソチ

オシアン酸アリル剤Ａの処理によりブドウ果粒に実用上

問題となる薬害が生じた。 

オ．発病抑制効果の検討（室内試験） 

各種資材（イソチオシアン酸アリル剤Ａ及びＢ、エチ

レンガス・ＶＯＣ吸着分解剤及び過酢酸製剤）の灰色か

び病菌及びホモプシス腐敗病菌に対する発病抑制効果を

室内試験により検討した。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、供試した４資材のうちイソチオシアン酸アリル剤

Ａのみで発病抑制効果が認められ、５℃の低温条件下に

おいてもその効果が２か月以上持続した。また、イソチ

オシアン酸アリル剤Ａの処理によりブドウ果粒に実用上

問題となる薬害が生じた。 

カ．発病抑制効果の検討（冷蔵コンテナ試験） 

イソチオシアン酸アリル剤Ａの処理及び処理量の違い

による灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対する発

病抑制効果を冷蔵コンテナ試験により検討した。 

その結果、灰色かび病菌及びホモプシス腐敗病菌に対

して、イソチオシアン酸アリル剤Ａの処理により、発病

抑制効果が認められ、５℃設定の冷蔵条件下においても

その効果が２か月以上持続した。処理量の違いによる効

果差は判然としなかった。なお、薬害は認められなかっ

た。 

キ．灰色かび病及びホモプシス腐敗病に対する発

病抑制効果の総合評価 

イソチオシアン酸アリル剤Ａの灰色かび病菌及びホモ

プシス腐敗病菌に対する発病抑制効果試験の結果を用い

て、発病抑制効果を総合評価した。 

その結果、イソチオシアン酸アリル剤Ａの処理は、灰

色かび病及びホモプシス腐敗病の発病を0.24～0.37倍に

抑えられると考えられた。また、処理量の違いによる効

果差については判然としなかった。 

（３）施設栽培ブドウにおけるハスモンヨトウの薬剤

感受性と有効薬剤          （令４） 

ハスモンヨトウはブドウでは主に加温作型で問題にな

るが、本虫は抵抗性が発達しやすいことから、現場では

対応に苦慮する場合がある。ここでは、令和４年春に発

生した個体群の薬剤感受性を明らかにし、有効薬剤を選

抜する。 
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１）岡山市東区中尾個体群 

令和４年３月に岡山市東区中尾の加温栽培ハウスから

採集した個体（フェニックスフロアブル及びディアナＷ

ＤＧ散布履歴あり）を人工飼料で飼育し、得られた４齢

幼虫の各種薬剤に対する感受性を食餌浸漬法により調べ

た。 

その結果、本個体群はアクセルフロアブル、コテツフ

ロアブル、グレーシア乳剤、ヨーバルフロアブル及びア

タブロン乳剤に対し感受性が高く、トルネードエースＤ

Ｆ、ロムダンフロアブル、サムコルフロアブル、テッパ

ン液剤及びゼンターリ顆粒水和剤に対し感受性が認めら

れた。 

２）岡山市東区古都個体群 

令和４年４月に岡山市東区古都の加温栽培ハウスから

採集した個体（サムコルフロアブル散布履歴あり）を人

工飼料で飼育し、得られた４齢幼虫の各種薬剤に対する

感受性を食餌浸漬法により調べた。 

その結果、アニキ乳剤、アクセルフロアブル、コテツ

フロアブル、グレーシア乳剤、ヨーバルフロアブルに対

する感受性が高く、ディアナＷＤＧ、プレオフロアブル、

テッパン液、ゼンターリ顆粒水和剤及びアタブロン乳剤

に対する感受性が認められ、サムコルフロアブル、トル

ネードエースＤＦ、エクシレルＳＥ、フェニックスフロ

アブル、ロムダンフロアブルに対する感受性はやや低か

った。 

３）中尾個体群の各種薬剤に対する抵抗性 

中尾個体群の各種薬剤に対する抵抗性をプロビット法

により調べた。 

その結果、アファーム乳剤、サムコルフロアブルに対

し抵抗性、スピノエース顆粒水和剤、エクシレルＳＥ、

ヨーバルフロアブルに対し抵抗性の可能性が示された。

ディアナＷＤＧに対しては抵抗性、フェニックスフロア

ブルにおいては死亡率と濃度の間に明瞭な関係が認めら

れなかった。 

４）古都個体群の各種薬剤に対する抵抗性 

古都個体群の各種薬剤に対する抵抗性をプロビット法

により調べた。 

その結果、アニキ乳剤に対し感受性であった。一方、

ディアナＷＤＧ、アファーム乳剤に対して抵抗性であり、

スピノエース顆粒水和剤、エクシレルＳＥ、ヨーバルフ

ロアブル、フェニックスフロアブルに対しては抵抗性の

可能性が示された。サムコルフロアブルに対しては抵抗

性であった。 

５）古都個体群（５齢幼虫） 

本虫の薬剤感受性は、生育ステージの影響を受ける場

合があることから、５齢幼虫の各種薬剤に対する感受性

を食餌浸漬法により調べた。 

その結果、本個体群はグレーシア乳剤、プレオフロア

ブル、アクセルフロアブル、コテツフロアブル及びアタ

ブロン乳剤に対し感受性が高かった。また、アニキ乳剤

に対し感受性はやや低かったが、食害抑制効果が得られ

た。 

６）古都個体群（終齢幼虫） 

本虫の薬剤感受性は、生育ステージの影響を受ける場

合があることから、さらに大きい６齢幼虫の各種薬剤に

対する感受性を食餌浸漬法により調べた。 

その結果、アニキ乳剤、プレオフロアブル、コテツフ

ロアブル及びグレーシア乳剤に対し感受性が高かった。

一方、アタブロン乳剤では処理期間中に蛹化し、本剤に

対する感受性は低かった。 

２．花き 

（１）リンドウ褐斑病のクレソキシムメチルに対する

薬剤感受性検定           （令４） 

寒天希釈平板法及びＰＣＲ－ＲＦＰＬによりクレソキ

シムメチルに対する感受性を調査した。 

その結果、試験菌株は感受性低下菌であることが明ら

かとなった。 
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高冷地研究室 

 

Ⅰ 果樹に関する試験 

１．県北部に適した品目・品種の育成・選定と栽培技

術 

（１）準高冷地での「シャインマスカット」成熟促進

技術の確立 （令４～６） 

本県では「シャインマスカット」の生産拡大を図って

いるが、本品種のブランド力強化のためには、準高冷地

を含む県北部でも高品質な果実を安定して生産する必要

がある。しかし、県北部では「シャインマスカット」の

果粒肥大が不足することがあり、特に準高冷地では果粒

軟化の遅れや晩秋期の霜害などにより、糖度上昇も不十

分な場合がある。そこで、県北部における安定生産を目

指し、特に栽培上の課題が多い準高冷地において、糖度

上昇と果粒肥大を両立させる栽培技術を確立する。 

１）果粒軟化遅延の要因解明と対策技術の確立 

ア．果粒軟化期及び樹相の実態調査 

（果樹研究室と共同） 

果粒軟化遅延の発生要因として、気象条件のほかに、

樹相や栽培管理等の影響も考えられる。そこで、準高冷

地を含む県内の簡易被覆栽培、サイドレス栽培及び加温

栽培で栽培された「シャインマスカット」について、果

粒軟化日、樹相及び栽培管理等を調査し、果粒軟化遅延

の要因を検討した。 

その結果、加温栽培においては、満開から軟化までの

日数と、軟化から収穫までの日数について大きな園地間

差はなかった。一方、簡易被覆及びサイドレス栽培にお

いては、地区や標高などの違いによって生育期の平均気

温や日照時間に大きな差があり、満開から軟化までの日

数と、軟化から収穫までの日数にも40～60日程度と大き

な園地間差があった。樹冠面積が大きい園地や新梢本数

が多い園地では基部径や葉幅が小さく、樹勢が弱い傾向

がみられた。 

イ．満開日から果粒軟化までの日数と樹相との関

係 

軟化遅延の発生要因を考察するため、前項ア．の現地

での実態調査と、所内調査のデータを併せて、満開日か

ら果粒軟化までの日数と樹相との関係を検討した。 

その結果、本年は著しい果粒軟化の遅延がみられなか

ったが、果粒軟化までの日数が長い園地は、樹の新梢基

部径が太く、新梢長が長いなど、樹勢がやや強い傾向が

認められた。 

ウ．満開日から果粒軟化までの日数と気象条件の

関係 

平成29年度以降の所内及び現地調査の結果から、満開

日から果粒軟化までの日数と気象条件との関係を検討し

た。 

その結果、満開11日後から30日後までの日照時間が短

いと、満開日から果粒軟化日までの日数が長くなる傾向

が認められた。 

エ．硬核期の摘心方法の違いが果粒軟化期と果実

品質に及ぼす影響 

これまでに、一部地域の簡易被覆栽培や施設栽培で行

われているように、硬核期に新たに発生する副梢を３～

４日間隔で摘心すると、同時期に副梢を放任する慣行の

管理と比較して、満開から果粒軟化までの日数が短かっ

た。本年は、農研高冷地研究室及び現地圃場において、

同一樹内で試験区を設定し、硬核期の摘心処理が果粒軟

化期と果実品質に及ぼす影響を検討した。 

その結果、農研高冷地研究室及び現地圃場ともに、硬

核期に副梢の摘心を続けると、放任する場合よりも軟化

の進行が約２日早い傾向にあった。また、縮果症の発生

及び果実品質に明瞭な差は認められなかった。 

２）高品質安定生産技術の開発 

ア．花穂発育処理の検討 

準高冷地を含めた県北部は県南部に比べて、果粒肥大

が緩慢で糖度上昇が停滞しやすい傾向にあることが問題

となっている。そこで、果粒肥大を目的とした花穂発育

処理を展葉７～８枚期に行い、果実品質に及ぼす影響を

検討した。 

その結果、無処理区及び処理区ともに果粒重が約18

ｇと大きく、房締り等の房形にも差がなかったことから、

花穂発育処理による影響は判然としなかった。 

（２）果樹栽培の省力・高品質安定生産を可能にする

スマート栽培管理支援システムの開発（音響振

動装置による栽培管理適期予測技術の確立） 

（果樹研究室と共同、令４～６） 

１）ブドウの果粒軟化期判定技術の確立 

本県のブドウ栽培では、果粒が軟化し生育ステージが

転換するタイミングで新梢管理を行うため、果粒軟化期

の把握が栽培上重要である。「シャインマスカット」で

は、果粒軟化前に激しい新梢管理を行うと、縮果症など

の生理障害が発生しやすいため、生産現場では果房を触
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診した感覚で軟化の判定を行うことが一般的である。し

かし、触診による診断は個人の主観による評価であり、

客観的に果粒の軟化程度を把握する必要があるものの、

現状では非破壊測定に適した装置がない。そこで、音響

振動法を用い、客観的な硬度指標から果粒軟化期を把握

する技術を開発する。 

ア．触診による果粒軟化期の達観評価と共鳴周波

数の把握 

音響振動装置を用いて、果粒軟化期前から収穫期まで

の共鳴周波数の推移を測定して触診時の感覚と比較し、

果粒軟化期の把握に対する有効性を検討した。 

その結果、触診により果粒が軟化したと判定したとき

の共鳴周波数を推定することができた。また共鳴周波数

は、同時期までは急激に低下し、その後は収穫時まで緩

やかに低下する傾向を示した。 

イ．音響振動装置による果粒軟化日の推定 

前項ア．において把握した果粒軟化日までの共鳴周波

数の推移を基に、果粒軟化日を予測する方法を検討した。 

その結果、第２及び第３共鳴周波数の推移から果粒軟

化日を予測できる可能性が示され、推定式が得られた。 

ウ．果粒軟化期における共鳴周波数の日時変化の

把握 

ブドウの果粒では、蒸散等の影響により、果粒の軟化

程度が１日の中で変化することが知られている。このた

め、「シャインマスカット」の１日の共鳴周波数の変化

を検討した。 

その結果、第２及び第３共鳴周波数はいずれも早朝で

高く、13時頃に最も低い傾向を示し、夕方にかけて再度

上昇する傾向が認められた。 

エ．音響振動装置による「シャインマスカット」

の果粒糖度の推定 

前項ア．において調査した「シャインマスカット」の

収穫期の果粒単位の共鳴周波数と糖度との関係を検討し

た。 

その結果、果粒糖度と第２又は第３共鳴周波数とのい

ずれの間にも、有意な相関が認められなかった。 

なお、本研究は、農林水産省戦略的スマート農業技術

の開発・改良事業で行った。 

 

Ⅱ 野菜に関する試験 

１．県北部に適した品目・品種の育成・選定と栽培技

術 

（１）加工・業務用キャベツの周年安定供給技術の確

立（準高冷地における夏どり安定生産技術の開

発） 

（野菜・花研究室及び環境研究室と共同、令４～６） 

本県では、加工・業務用キャベツの生産拡大を図って

いる。しかし、県内産地だけで、年間を通して加工・業

務用キャベツを供給できる体制は整っていない。また、

気象変動によって生産が不安定となっている。そこで、

県内各産地からのリレー出荷による周年安定供給体制や、

気象変動に対応できる管理技術を確立し、加工・業務用

キャベツの安定供給と生産者の所得向上を図る。高冷地

研究室では、夏期栽培期間の計画的出荷に役立つ生育予

測技術を開発するとともに、セル苗の生育揃いが向上し、

移植後の活着や生育が安定する栽培技術を開発する。 

１）収穫時期予測技術の開発 

蒜山地域での夏どり栽培では、１～２週間間隔で連続

的に播種し、順次収穫を行っている。しかし、近年の高

温等の影響により、収穫時期の遅延や前倒しがみられる。

そこで、夏期栽培期間の計画的出荷に役立つ生育予測技

術を開発する。 

ア．関係解析のための生育及び気温データの取得 

生育予測の主な根拠となる、葉齢等の生育と気温の関

係を解析するためのデータを取得した。 

その結果、５月上旬から11月上旬にかけて７回の作期

で栽培し、「なつおこ」（株間40cm）で28回、「初恋」

（株間30cm）で23回、葉齢及び結球重等の生育と日平均

気温のデータを取得した。 

イ．積算気温及び結球重の関係による収穫時期予

測 

（ア）積算気温及び結球重の関係解析 

収穫時期予測技術の根拠とするため、「なつおこ」（株

間40cm）、「初恋」（株間30cm）について、定植日から

の日平均気温の積算値（以下、積算気温とする。）と結

球重との関係を検討した。 

その結果、１年のデータながら、夏秋作型の、同じ品

種及び株間の条件で解析すると、結球重は積算気温を変

数とする２次の回帰式によってよく説明された（決定係

数Ｒ２は「なつおこ」で0.95、「初恋」で0.87）。 

（イ）簡易な収穫日予測図の試作 

前項イ．－（ア）の解析結果をより活用しやすくする

ため、積算気温と結球重の関係式から、定植日ごとの収

穫日を算出し、簡易な予測図を試作した。 

その結果、例えば、「なつおこ」（株間40cm）では、

真庭市蒜山地域で５月21日に定植すると、結球重が収穫
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に適した約1.7kgに達するのは８月４日頃とみられるこ

とが視覚的に瞬時に理解でき、夏期の計画的栽培に有効

であることが示された。 

ウ．葉齢増加モデルによる収穫時期予測技術の開

発の試み 

（ア）葉齢及び結球重の関係解析 

葉齢増加モデルに基づく収穫時期予測の根拠とするた

め、「なつおこ」（株間40cm）、「初恋」（株間30cm）

について、結球重と葉齢との関係を検討した。 

その結果、結球重は、葉齢を変数とする３次の回帰式

によってよく説明された（決定係数Ｒ２は２つの栽培条

件とも0.97）。 

（イ）気温及び葉齢の関係解析 

収穫時期予測の根拠とするため、前項１）－ア．で取

得したデータを用いて、定植後の積算気温と葉齢増加の

関係を解析した。また、日平均気温が１～30℃の各温度

であった日の葉齢増加速度を、葉齢約９枚未満と９枚以

上の時期に分けて、Microsoft Excelのソルバー機能を

用いて推定した。 

その結果、積算気温と葉数との関係は、葉齢が約10枚、

及び約70枚のときに傾きが変化し、いくつかの生育時期

に分けて解析することが望ましかった。さらに、ソルバ

ー機能で推定された日当たりの葉齢増加速度は、日平均

気温が４℃から18℃まで高まるに伴って大きくなり、更

に高温になると小さくなると推定された。また、葉齢増

加速度は、葉齢約９枚未満の時期に比べ、９枚以上の時

期の方が大きかった。 

（ウ）１kmメッシュ気象データを使用した結球重

の予測値と実測値の突合 

株間40cmとした「なつおこ」について、前年度に所内

で６回の作期で行った栽培、並びに本年度に現地で行わ

れた栽培について、各圃場に対応する１kmメッシュ気象

データにおける播種日から収穫日までの各日平均気温と、

前項（イ）で推定した日当たりの葉齢増加速度により、

収穫日の葉齢を推定した。さらに、前項（ア）で明らか

にした葉齢と結球重の関係式から結球重を推定し、実際

の結球重と比較した。 

その結果、予測葉齢が85.4～95.0枚と多くなった作期

では、結球重の予測値と実測値の差が大きくなった。 

２）セル苗の生育揃い向上技術の確立 

移植直後の幼苗は高温、乾燥の影響を受けやすく、枯

死や生育の不揃いが発生している。そこで、セル苗の生

育揃いが向上し、移植後の活着や生育が安定する栽培技

術を開発する。 

ア．苗の枯れやすさに影響する要因の解明 

（ア）育苗期間、液肥、保水材及び蒸散抑制剤が

苗の蒸散速度に及ぼす影響 

生産現場で管理ができる要因のうち、苗の萎れやすさ

に大きく影響するものを明らかにするため、「なつおこ」

及び「初恋」に対して育苗期間（標準的な28日及び41日）、

液肥（３回及び６回）、保水材及び蒸散抑制剤の有無を

組み合わせた処理が苗の蒸散速度に及ぼす影響を検討し

た。 

その結果、育苗中の液肥の回数を多くせず、育苗日数

を長くすることで乾物率が高まり、苗の蒸散が低下する

傾向にあった。保水材及び蒸散抑制剤の影響は判然とし

なかった。 

（イ）育苗期間、液肥、保水材及び蒸散抑制剤が

高温期の定植後の葉の枯れに及ぼす影響 

生産現場で管理ができる要因のうち、苗の萎れやすさ

に大きく影響するものを明らかにするため、前項（ア）

で育成した苗を６月下旬に本圃に定植し、５～６日後の

上位１～４葉のうち、枯れのみられた葉数、並びに35～

37日後の地上部新鮮重を計測し、各要因の影響を検討し

た。 

その結果、枯れのみられた葉数は、育苗中の液肥の回

数が３回（通常）の苗、並びに育苗日数が28日（標準）

よりも13日長い41日（長期）の苗で少なかった。枯れた

葉の枚数は、苗の乾物率が高いと少なくなる傾向にあっ

た。一方、液肥を通常回数とし、育苗期間を長期として

育成した苗を定植しても、定植35～37日後の生育に大き

な遅れはなかった。 

イ． 育苗日数及び灌水頻度が苗の生育に及ぼす影  

響 

苗の生育に対する育苗日数の影響を再確認するととも

に、灌水頻度の影響も検討するため、灌水を朝７時のみ

行う少灌水区と、７時から14時に３回行う多灌水区を設

け、乾物率を調査した。 

その結果、育苗期間を通常の29日から８日間延長する

ことで乾物率が向上し、前項ア.－（ア）と同様の結果

を示した。加えて、少灌水区では、多灌水区に比べて胚

軸長等の徒長を抑えられ、乾物率が高かった。 

３）現地実証試験 

前年度までに、所内試験で施肥の増量が収量に及ぼす

影響を明らかにしたことから、基肥窒素を慣行施肥区で

9.6kg/10a、増施肥区で14.4kg/10aとし、追肥窒素を両
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区ともに6.4kg/10aとして、現地実証試験を行った。 

その結果、施肥の増量によって外葉が大きくなり、結

球部の肥大が速くなることが確認できた。しかし、作期

や気象条件によっては、チップバーンが発生しやすくな

る可能性も伺われた。 

２．温暖化に対応した主要農作物の生産安定化技術の

開発 

（１）夏秋雨除けトマト栽培における安定生産技術の

開発             （令４～７） 

７月から11月にかけて出荷される夏秋雨除けトマトは

本県の重点品目であり、夏季冷涼な高梁、新見､真庭地

域などで栽培が盛んである。現在、本県では主に桃太郎

系品種を栽培しているが、夏季の高温、強日射による裂

果や秋季の草勢低下が発生しており、秀品率の低下や収

量の減少による生産者の所得低下が問題となっている。

そこで、桃太郎系品種にかかわらず、裂果に強い品種を

選定するとともに、裂果対策を中心とした夏秋雨除けト

マトの安定生産技術を確立する。 

１）裂果に強く、収量が安定する穂木・台木品種の

選定 

桃太郎系品種にかかわらず、裂果の発生が少なく、安

定生産が可能な穂木品種を選定する。また、必要に応じ

て台木品種を選定する。 

ア．穂木品種の品種特性 

（ア）草勢及び結実 

穂木品種の特性を把握するため、「麗月」、「りんか

409」及び「桃太郎ワンダー」を自根栽培し、草勢の指

標として栽培終了後の果房直下の茎径を、さらに定植か

ら10月末までの収穫果房段の花数及び収穫果数を比較し

た。 

その結果、全ての品種で５～７段果房及び11～13段果

房の直下の茎径が細くなり、草勢が弱くなる傾向であっ

た。「桃太郎ワンダー」は、「麗月」及び「りんか409」

と比較して、９～12段花房の果房直下の茎径が太かった。

「麗月」及び「りんか409」は、「桃太郎ワンダー」と

比較して花数が多い傾向であったが、収穫果数に明確な

品種間差はみられなかった。 

（イ）収量及び裂果発生程度 

穂木品種の特性を把握するため、「麗月」、「りんか

409」及び「桃太郎ワンダー」を自根栽培し、可販収量、

及び裂果の程度別発生率を比較した。 

その結果、月別の可販収量に品種間差はみられなかっ

た。「麗月」の平均一果重は、「りんか409」及び「桃

太郎ワンダー」と比較して小さかった。また、「麗月」

の裂果の発生率は、いずれの裂果程度においても他の２

品種と比較して低かった。 

（ウ）「ＴＴＭ170」の特性 

ア）草勢及び結実 

穂木品種と台木品種の組合せによる特性を把握するた

め、新系統「ＴＴＭ170」と「キングバリア」の接ぎ木

株（以下、「ＴＴＭ/キ」とする。）と「桃太郎ワンダ

ー」と「キングバリア」の接ぎ木株（以下、「ワンダー

/キ」とする。）について、栽培終了後の果房直下の茎

径、10月末までの収穫果房段の花数及び収穫果数を比較

した。 

その結果、「ＴＴＭ/キ」の果房直下の茎径は、１～

５段及び10～12段果房で「ワンダー/キ」と比べて太か

った。また、「ＴＴＭ/キ」の花数は、１、３、４、11

及び13段果房で「ワンダー/キ」と比べて多かったが、

秋季の収穫果数は同等かやや少ない傾向にあった。 

イ）収量及び裂果発生程度 

穂木品種と台木品種の組合せによる特性を把握するた

め、「ＴＴＭ/キ」と「ワンダー/キ」で可販収量及び裂

果の発生率を比較した。 

その結果、「ＴＴＭ/キ」の月別の可販収量は、「ワ

ンダー/キ」と比較して８月は多く、９月は少なかった。

「ＴＴＭ/キ」の平均一果重は、「ワンダー/キ」と比べ

20ｇ程度軽かった。一方、「ＴＴＭ/キ」の裂果発生率

は「ワンダー/キ」と比べて少なく、約８割が裂果のな

い果実であった。 

（エ）規格外品果の発生とその内訳 

穂木品種の特性を把握するため、「桃太郎ワンダー」、

「麗月」、「りんか409」及び「ＴＴＭ/キ」について、

総収穫果数に占める出荷のできない規格外品果（以下、

「外品果」とする。）の数の率と、外品果の発生原因の

内訳を調査した。 

その結果、「麗月」及び「ＴＴＭ/キ」の外品果発生

率は、「桃太郎ワンダー」及び「りんか409」と比較し

て小さい傾向がみられた。外品果の発生原因の内訳とし

て、「桃太郎ワンダー」では裂果が約５割と最も多かっ

た。「麗月」では小果が約６割と最も多く、裂果による

外品果はみられなかった。「ＴＴＭ/キ」では小果が約

８割と最も多かった。 

（オ）葉先枯れ症の発生程度 

穂木品種の特性を把握するため、「桃太郎ワンダー」、

「麗月」、「りんか409」及び「ＴＴＭ/キ」について、
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葉先枯れ症の発生程度を調査した。 

その結果、「ＴＴＭ/キ」は、「りんか409」及び「桃

太郎ワンダー」と比較して、８段果房直下のみで葉先枯

れ症の発生程度が高かったが、５段～11段果房全体とし

ては、有意な品種間差はみられなかった。 

イ．穂木・台木品種の組合せによる裂果及び収量

への影響 

（ア）「桃太郎ワンダー」と台木品種の組合せ 

穂木品種「桃太郎ワンダー」に対して、強勢台木であ

る「グリーンフォース」と、青枯耐病性台木である「キ

ングバリア」をそれぞれ接ぎ木した場合の生育への影響

を検討した。 

ア）草勢 

栽培終了後の果房直下の茎径、花数及び収穫果数につ

いて、「グリーンフォース」の接ぎ木株（以下、「ワン

ダー/グ」とする。）、「キングバリア」の接ぎ木株（以

下、「ワンダー/キ」とする。）及び「桃太郎ワンダー」

の自根（以下、「ワンダー/自」とする。）で比較した。 

その結果、処理区間で果房直下の茎径に有意な差はみ

られなかった。 

イ）収量及び裂果発生率 

「ワンダー/グ」、「ワンダー/キ」及び「ワンダー/

自」で可販収量及び裂果の発生率を比較した。 

その結果、「ワンダー/グ」の全期間の可販収量は、

「ワンダー/キ」及び「ワンダー/自」と比較して多い傾

向がみられた。規格外品果になる程度の裂果の発生率に

は処理区間で有意な差はみられなかった。 

ウ）地上部及び地下部重量 

「ワンダー/グ」、「ワンダー/キ」及び「ワンダー/

自」で、栽培終了時の地上部及び地下部の新鮮重を比較

した。 

その結果、「ワンダー/キ」の根の新鮮重は「ワンダ

ー/自」と比べ、有意に大きかった。一方、「ワンダー/

キ」の葉の新鮮重は「ワンダー/自」と比べ、有意に小

さかった。茎の全長に処理区間で有意な差はみられなか

った。 

（イ）「麗月」と台木品種「グリーンフォース」

の組合せ 

穂木品種「麗月」に対して強勢台木である「グリーン

フォース」を接ぎ木した場合の生育への影響を検討した。 

ア）草勢及び結実 

栽培終了後の果房直下の茎径、花数及び収穫果数につ

いて、「グリーンフォース」の接ぎ木株（以下、「麗月

/グ」とする。）と自根（以下、「麗月/自」とする。）

で比較した。 

その結果、「麗月/グ」の果房直下の茎径は、「麗月/

自」と比べて１段及び６段果房で細かったものの、１段

～15段果房全体としては、台木品種の影響は判然としな

かった。一方、「麗月/グ」の花数は全ての花房段で４

花以上であり、「麗月/自」に比べてやや多い傾向にあ

った。収穫果数には、処理区間でほとんど差はみられな

かった。 

イ）収量及び裂果発生率 

「麗月/グ」及び「麗月/自」で可販収量及び裂果発生

率を比較した。 

その結果、月別及び全期間の可販収量、並びに裂果発

生率に処理区間で有意な差はみられなかった。 

（ウ）「りんか409」と台木品種「グリーンフォ

ース」の組合せ 

穂木品種「りんか409」に対して強勢台木である「グ

リーンフォース」を接ぎ木した場合の生育への影響を検

討した。 

ア）草勢及び結実 

栽培終了後の果房直下の茎径、花数及び収穫果数につ

いて、「グリーンフォース」の接ぎ木株（以下、「りん

か/グ」とする。）及び自根（以下、「りんか/自」とす

る。）で比較した。 

その結果、果房直下の茎径、花数及び収穫果数に、処

理区間で有意な差はみられなかった。 

イ）収量及び裂果発生率 

「りんか/グ」及び「麗月/自」を供試して、可販収量

及び裂果発生率を比較した。 

その結果、月別及び全期間の可販収量、並びに裂果発

生率に処理区間で有意な差はみられなかった。 

２）耕種的手法による裂果対策技術等の確立 

選定した品種に対して摘花房処理などを行い、裂果対

策及び草勢維持技術を確立する。 

ア．２本仕立て栽培の株間が収量及び裂果発生程

度に及ぼす影響 

（ア）収量 

苗代を削減するため、一部の生産者は、第１花房直下

の脇芽を伸ばして側枝とする２本仕立て栽培を行ってい

る。２本仕立て栽培の株間は約80～100㎝と、本県慣行

の１本仕立て栽培における面積当たりの主枝数と同じに

なるように設定されているが、初期の収量がやや少なく

なりやすい。そこで、「桃太郎ワンダー」の「グリーン

− 81 −



 

- 82 -

フォース」への接ぎ木苗を供試し、株間の狭い２本仕立

て60㎝区、２本仕立て90㎝区及び１本仕立て45㎝区の３

試験区を設け、株間が収量に及ぼす影響を検討した。 

その結果、２本仕立て60㎝区では、９月の可販収量が

２本仕立て90㎝区及び１本仕立て45㎝区と比較して多く、

総収穫果数も有意に多かった。一方、２本仕立て60㎝区

の一果重は、他の２区と比較して小さい傾向であった。 

（イ）裂果発生率 

２本仕立て栽培の株間が裂果に及ぼす影響を明らかに

するため、「桃太郎ワンダー」の「グリーンフォース」

への接ぎ木苗を供試し、２本仕立て60㎝区、２本仕立て

90㎝区及び１本仕立て45㎝区について、裂果発生率を比

較した。 

その結果、２本仕立て60㎝区における、出荷できない

程度の裂果の発生率は、２本仕立て90㎝区及び１本仕立

て45㎝区と比較してやや少ない傾向がみられた。 

（ウ）経営評価 

２本仕立て栽培の慣行法に対する優位性を明らかにす

るため、２本仕立て60㎝区、２本仕立て90㎝区及び１本

仕立て45㎝区の収量を用いて経営評価を行った。 

その結果、粗収入は２本仕立て60㎝区において最も高

かった。また、諸経費は、苗数が少ない２本仕立て90㎝

区で最も低く、２本仕立て60㎝区及び１本仕立て45㎝区

においては大きな区間差はみられなかった。２本仕立て

60㎝区の栽培面積10a当たり収支額は、２本仕立て90㎝

区及び１本仕立て45㎝区と比較して、27万円から37万円

程度多かった。 

 

Ⅲ 花きに関する試験 

１．県北部に適した品目・品種の育成・選定と栽培技

術 

（１）岡山県の気候に適したリンドウ新品種の育成 

（平29～継） 

本県は西日本一のリンドウ産地であるが、リンドウは

耐暑性が低いため、県外からの導入品種は高温による生

育不良等が問題となる。また、仏花（青花）以外にも対

応できるカジュアル系品種が求められている。そこで、

オリジナル品種のシリーズ化や花色の多様化によるブラ

ンド力強化のため、本県の気候に適し高品質で作りやす

い青花及びピンク花、白花等のリンドウ新品種を育成す

る。 

１）青花品種の育成 

既に普及している本県オリジナルリンドウとしては、

６月下旬から10月上旬に出荷できる５品種があるが、連

続出荷が可能なシリーズ化には至っていない。そこで、

「岡山ＲＮＤ４号」より早く開花する極早生品種、「岡

山リンドウ１号」より遅く開花する盆向け品種、「岡山

リンドウ２号」より早く開花する彼岸向け品種、「岡山

リンドウ２号」と同時期に開花する彼岸向け品種、並び

に10月に開花する晩生品種の育成を目標とした。 

ア．市販品種の特性把握（３年間のまとめ） 

市販品種にない開花期や特徴を持つオリジナル品種の

育成に資するため、市販品種を令和元～３年に定植し、

それぞれの２年生株について開花特性調査を行った。 

その結果、供試した市販品種10品種中６品種が６月か

ら７月に開花した。「しなの早生」と「しなの２号」の

間及び「しなの３号」と「しなの４号」の間に、開花の

本数が少なくなる端境期があった。また、最も早く開花

したのは「ながの超極早生」（６月上旬）であり、最も

遅く開花したのは「深山秋」（９月下旬）であった。 

イ．極早生系統の開花特性調査（令和２年交配、

２年生株） 

「岡山ＲＮＤ４号」より早く開花する極早生品種を育

成するため、前年度に定植した２系統の開花特性を調査

した。 

その結果、親株が枯死した１系統及び、草丈が短く切

り花品質に問題があった１系統を不可とした。 

ウ．中生系統の開花特性調査（令和２年交配、２

年生株） 

「岡山リンドウ２号」より早く開花する中生品種を育

成するため、前年度に定植した12系統の開花特性を調査

した。 

その結果、「岡山リンドウ２号」より遅く開花、又は

同時期に開花した８系統を不可とし、「岡山リンドウ２

号」より早く開花した４系統のうち、花色の分離がなか

った３系統を再検討とした。 

エ．エゾ晩生系統の開花特性調査（令和２年交配、

２年生株） 

９月下旬以降に開花するエゾ晩生品種を育成するため、

前年度に定植した２系統の開花特性を調査した。 

その結果、花色の分離があった２系統を不可とした。 

オ．晩生系統の開花特性調査（令和２年交配、２

年生株） 

10月以降に開花する晩生品種を育成するため、前年度

に定植した２系統の開花特性を調査した。 

その結果、草丈が短く、切り花品質に問題があった１
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系統を不可とした。 

カ．有望青花早生系統の現地普及性と品種登録可

否の検討（２年生） 

「岡山リンドウ１号」よりも遅く開花する早生品種を

育成するため、令和２年度に有望とした「Ｒ３―１」及

び「Ｒ３－２」の２系統の生産力検定、現地適応性試験、

品種登録調査を行った。 

（ア）生産力検定・早生 

２系統の生産力を明らかにするため、開花日、草丈、

花段数及び茎数を調査した。 

その結果、両系統とも８月中旬に開花した。「Ｒ３－

１」は欠株が多く、生産力は判然としなかった。「Ｒ３

－２」は「岡山リンドウ１号」よりも茎数が少なく、草

丈が短く、花段数が少なかった。しかし、２Ｌ規格を満

たすものが約２割あり、「岡山リンドウ１号」では花段

数が多すぎることが問題となっているため、これらは望

ましい特性であった。 

（イ）現地適応性試験・早生 

２系統の県内リンドウ産地における適応性を明らかに

するため、井原市、新見市及び鏡野町で現地適応性試験

を行った。 

その結果、「Ｒ３－２」では現地での栽培に大きな問

題はなく、「岡山リンドウ１号」よりも遅く開花した。

茎数は「岡山リンドウ１号」と同等以上であり、農研高

冷地研究室での生産力検定結果と併せ、「Ｒ３－２」を

有望とした。 

（ウ）品種登録調査・早生 

前項（イ）の現地適応性試験で有望とした「Ｒ３－２」

の品種登録申請に必要な特性調査を行った。 

その結果、「Ｒ３－２」は花冠裂片表面の色、花冠内

面上部の色、花冠外面上部の斑点、開花の時期に、対照

品種との区別性があり、品種登録が可能であった。 

キ．有望青花中生系統の現地普及性と品種登録の

可否の検討（２年生） 

「岡山リンドウ２号」と同時期に開花し、生理障害の

発生が少ない中生品種を育成するため、令和２年度に有

望とした「Ｒ３－３」、「Ｒ３－４」及び「Ｒ３－５」

の３系統の生産力検定、現地適応性試験及び品種登録調

査を行った。 

（ア）生産力調査・中生 

３系統の生産力を明らかにするため、開花日、可販収

量等を調査した。 

その結果、３系統は９月中旬に開花し、「岡山リンド

ウ２号」と同時期であった。また可販収量が「岡山リン

ドウ２号」よりも多く、生産力に大きな問題はなかった。 

（イ）現地適応性試験・中生 

３系統の県内リンドウ産地における現地適応性を明ら

かにするため、井原市、新見市及び鏡野町で現地適応性

試験を行った。 

その結果、現地での栽培に大きな問題はなかったが、

３年生株で発生しやすい生理障害等について、次年度に

継続して調査する必要がある。 

（ウ）品種登録調査・中生 

３系統の品種登録申請に必要な特性調査を行った。 

その結果、３系統とも対照品種の「しなの３号」に対

して区別性があると判断でき、品種登録が可能であった。 

ク．有望青花晩生系統の現地普及性と品種登録の

可否の検討（２年生） 

10月以降に開花するササ晩生系統を育成するために、

令和２年度に有望とした晩生系統「Ｒ３－６」の生産力

検定、現地適応性試験及び品種登録調査を行った。 

（ア）生産力検定・晩生 

「Ｒ３－６」の生産力を明らかにするため、開花日、

草丈、花段数及び茎数を調査した。 

その結果、10月中旬に開花し、上位規格の収量が多く、

生産力に大きな問題はなかった。 

（イ）現地適応性試験 

「Ｒ３－６」の県内リンドウ産地における適応性を明

らかにするため、井原市、新見市、鏡野町で現地適応性

試験を行った。 

その結果、本系統は10月に開花し、現地での栽培に大

きな問題がなかったため、有望とした。 

（ウ）品種登録調査・晩生 

「Ｒ３－６」の品種登録申請に必要な特性調査を行っ

た。 

その結果、「Ｒ３－６」は花冠裂片表面の色と花冠外

面上部の色に分離がみられた。このため、均一性を満た

しておらず、品種登録は不可能であった。 

ケ．交配（青花） 

「岡山ＲＮＤ４号」より早く開花する極早生品種、９

月下旬以降に開花するササ晩生品種を育成するため、交

配及び採種を行った。 

その結果、極早生品種用の10組合せによる交配のうち、

９組合せで特性調査に十分な種子量を得た。晩生品種で

は３組合せによる交配のうち２組合せで十分な種子量を

得た。 

− 83 −



 

- 84 -

２）連続出荷が可能なカジュアル系品種の育成 

本県のオリジナルリンドウのブランド力を強化するた

め、頂花咲きがよく、耐暑性があり、ブーケやアレンジ

メント向けのカジュアル需要にも対応した、白花及びピ

ンク花等の、今までにない特徴をもった品種を育成する。 

ア．ピンク花早生Ｆ１系統の開花特性調査（令和

２年交配、２年生株） 

頂花咲きが良好で生育旺盛なピンク花Ｆ１品種を育成

するため、前年度に定植した２系統の開花特性を調査し

た。 

その結果、頂花咲き程度が悪かった１系統を不可とし、

花色の分離がみられたが、切り花品質が優れていた１系

統を再検討とした。 

イ．白花早生Ｆ１系統の開花特性調査（令和２年

交配、２年生株） 

頂花咲きが良好で生育旺盛な白花Ｆ１品種を育成する

ため、前年度に定植した４系統の開花特性を調査した。 

その結果、頂花咲き程度が悪かった４系統を不可とし

た。 

ウ．交配 

頂花咲きが良好で生育が旺盛なカジュアル系Ｆ１品種

を育成するため、ピンク花では早生７組合せ、中生６組

合せ及び晩生２組合せで交配及び採種を行った。また、

白花では、早生組４合せで交配及び採種を行った。また、

複色花では早生２組合せで交配及び採種を行った。 

その結果、ピンク花では早生系統１組合せ、晩生系統

１組合せで特性調査に十分な種子量を得た。白花では早

生３組合せで十分な種子量を得た。複色花では早生２組

合せで十分な種子量を得た。 

３）育成品種の栽培特性の把握 

本県オリジナルリンドウのブランド力強化のため、こ

れまでに育成した品種の栽培特性を把握し、かつ各品種

に適した栽培方法を検討する。 

ア．「岡山ＲＮＤ４号」のセル当たり仕立て株数

の検討（２年生） 

栃木県が開発した、育苗時に１セルに複数の苗を仕立

て、２年目の収穫本数を増加させる技術の「岡山ＲＮＤ

４号」での適応性を検討するため、育苗時にセル当たり

に残す株数（以下、「仕立て株数」とする。）が異なる

１株区（慣行）、２株区及び３株区の３水準を設け、２

年生株の開花特性及び規格別の収量を調査した。 

その結果、仕立て株数が増えるほど茎数が増加する傾

向を認めた。可販収量は２株区で最も多く、１株区より

有意に多かった。 

イ．挿し穂冷蔵が挿し芽苗の発根・生育に及ぼす

影響 

リンドウの挿し芽苗の発根及び生育促進を目的に、従

来の方法より簡易な挿し穂冷蔵の効果を検討した。「岡

山リンドウ３号」の３年生株から、５月11日に約20cmの

長さで採集し、５月13日まで２℃の冷蔵庫で保存した挿

し穂を用いた。試験区として、５月13日に長さを調整し、

２℃で３週間冷蔵した後に挿し芽する冷蔵前調整区、５

月13日から３週間冷蔵し、その後に、長さを調整して挿

し芽する冷蔵後調整区、５月13日以降は冷蔵せず、５月

13日に長さを調整して、挿し芽する無冷蔵区の３区を設

け、挿し芽３週間後の発根状況を調査した。 

その結果、３週間冷蔵した２区で発根苗率が高かっ

た。最長根長は冷蔵前調整区、冷蔵後調整区、無冷蔵

区の順に長く、根数は調整後冷蔵区、冷蔵前調整区、

無冷蔵区の順に多かった。 

 

Ⅳ 事業 

１． 病害虫の発生予察  

（１）病害虫発生予察事業 

（病虫研究室と共同、昭16～継） 

準高冷地における普通作物、果樹及び野菜病害虫の発

生状況を調査し、適時・的確な病害虫発生予察情報の提

供に資する。 

１）定点調査 

４～10月にかけて、予察灯（アカスジカスミカメ、ト

ビイロウンカ、チャバネアオカメムシ及びクサギカメム

シ）、黄色水盤（アブラムシ類）及びフェロモントラッ

プ（コナガ、ハスモンヨトウ、チャノコカクモンハマキ、

チャバネアオカメムシ、クサギカメムシ及びミバエ類）

により誘殺状況を調査した。 

その結果、本年は平年と比較して、アブラムシの発生

が多く、アカスジカスミカメ、クサギカメムシ及びコナ

ガの発生がやや多かった。 

２． 特産作物の遺伝資源の保存管理  

（１）特産作物の遺伝資源管理（ジーンバンク）事業

（平28～継） 

農研で育成された野菜・花の優良品種・系統の種苗を

県内産地へ安定的に供給するため、優良な原種苗を増殖

するとともに必要に応じて供給する。 

１）野菜 

ア．四季成り性イチゴ「岡山ＳＴＢ１号」 
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優良な原種苗を生産するため、原原種苗14株を令和３

年11月に農研高冷地研究室網室内の育苗用プランターに

定植、栽培した。 

その結果、健全な原種苗80株を生産した。また、「県

有育成者権に係る通常利用権許諾契約」に基づき新見市

いちご研究会に原種苗20株を有償譲渡した。 

２）花き 

ア．リンドウ「岡山リンドウ３号」 

「岡山リンドウ３号」の原原種株を維持するため、定

植した個体について変異の有無を調査した。 

その結果、平成22年に定植した原原種１個体、平成26

年及び28年に培養により増殖した９個体には、いずれも

変異は認められなかった。 

イ．リンドウの育成品種及び親系統の維持と採種 

これまでに育成した青花５品種「岡山ＲＮＤ４号」、

「Ｎｏ．47」、「岡山リンドウ１号」、「岡山ＲＮＤ５

号」及び「岡山リンドウ２号」について、親株を維持す

るとともに、交配・採種を行った。 

その結果、各品種でそれぞれ有効種子を確保した。ま

た、「岡山ＲＮＤ４号」、「岡山リンドウ１号」、「岡

山ＲＮＤ５号」及び「岡山リンドウ２号」について、全

国農業組合連合会岡山県本部に有償譲渡した。 
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農家への直接支援 

 

Ⅰ 診断及び技術相談 

農家等から普及指導センター等に持ち込まれたが、解

明が困難であった病害虫や生育不良等178件について、

診断を行った。また、農家等からの電話等による技術相

談568件に対応した。 

 

○診断及び技術相談の対応件数 

 診断依頼 技術相談 

水稲 25 28 

畑・転換作物 11 16 

果樹 30 377 

野菜 86 82 

花 19 16 

土壌診断 1 10 

その他 6 39 

合計 178 568 

Ⅱ 視察者対応 

県内外から706名の技術及び研修視察を受けた。 

○研究所視察来場者 

本所 686 

高冷地研究室 20 

合計 706 

 

ⅢⅢ  作作成成ソソフフトト    

県内外から依頼のあった５件について、作成ソフトを

配布した。 

○作成ソフト利用件数 

土壌施肥管理システム １ 

緑肥を活用した施肥設計ソフト ２ 

鶏ふんコレピタ君 ２ 

合計 ５ 
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第２ 試験研究成果及び連携 

 

Ⅰ 知的財産 

１．モモ新品種「岡山ＰＥＨ10号」（令和４年３月９日

品種登録出願 第36063号） 

２．モモ新品種「岡山ＰＥＨ11号」（令和４年３月９日

品種登録出願 第36064号） 

３．リンドウ新品種「岡山ＲＮＤ４号」（令和４年７月

品種登録 第29278号） 

 

Ⅱ 試験研究成果の広報 

１．令和３年度試験研究主要成果 （令和４年６月） 

［共通部門］ 

１．農作物生育障害診断アシストシステムの作成(情報) 

［水田作部門］ 

１．水稲業務用多収品種「やまだわら」の安定多収に適

した施肥体系（情報） 

２．リモートセンシング技術を活用した水稲｢アケボノ｣

の追肥判断（情報） 

３．リモートセンシング技術を活用した水稲「ヒノヒカ

リ」、「アケボノ」の窒素吸収量の推定（情報） 

４．リモートセンシングデータを活用した水稲「ヒノヒ

カリ」の品質低下軽減のための追肥判定指標（情報） 

５．水稲の硫黄欠乏症の特徴と対策（技術） 

６．水稲の硫黄欠乏症の診断基準（情報） 

［畑・転換畑作部門］ 

１．ビール大麦の地域適応優良品種｢サチホゴールデン｣

（技術） 

［果樹部門］ 

１．モモ「玄桃（「冬桃がたり®」）」の系統別特性（情

報） 

２．果実袋の物性の違いがモモ「白皇®」の裂皮及び果実

品質に及ぼす影響（情報） 

３．「ひだ国府紅しだれ」台木を用いた「白皇®」、「白

露®」若木の生育特性（情報） 

４．樹勢が低下した「おかやま夢白桃」の樹勢を向上さ

せる土壌管理方法（情報） 

５．モモの急性枯死症が発生する圃場の特徴（情報） 

６．ブドウ「マスカットジパング」の裂果及び裂皮の発

生が少ない無核化・肥大処理（情報） 

７．「ピオーネ」の着色を促進する新規植調剤（Ｓ－Ａ

ＢＡ）の果房散布処理効果の特徴（情報） 

８．「ピオーネ」の満開期一回処理における処理適期（

技術） 

９．加温栽培「シャインマスカット」の満開期一回処理

では花穂発育処理を必須とする(技術) 

10．緑枝接ぎ法によるブドウ苗木の安定生産（技術） 

11．準高冷地では「シャインマスカット」の果粒軟化日

が大幅に遅延することがある（情報） 

12．ブドウ「オーロラブラック」の長期冷蔵に適した鮮

度保持資材（技術） 

13．ブドウ「マスカット・オブ・アレキサンドリア」の

おいしさのPR資料（情報） 

14．岡山県における薬剤耐性ブドウべと病菌の発生実態

（情報） 

［野菜部門］ 

１．イチゴ「おいＣベリー」の定植直後に施肥をすると

12月上旬までの収量が増加する（技術） 

２．イチゴ「おいＣベリー」の定植が遅れた苗は、施肥

することで収穫開始日の遅延を緩和できる（技術） 

３．準高冷地の加工・業務用キャベツ栽培に適する品種

「なつおこ」（技術） 

４．準高冷地の加工・業務用キャベツ栽培に適する窒素

施肥量（情報） 

５．岡山県中北部におけるカリウム葉面散布によるトマ

ト葉先枯れ症の抑制効果（情報） 

６．トマトの摘花房処理による秋期増収効果（技術） 

７．黒大豆「岡山系統１号」とリレー出荷が可能となる

枝豆用黒大豆品種「岡山ＳＹＢ１号」の播種適期（技

術） 

８．「水田転換畑における野菜安定生産のための排水対

策フローチャート」の作成（技術） 

９．「水田転換畑における野菜安定生産のための排水対

策マニュアル」の作成（技術） 

10．黒大豆「岡山ＳＹＢ１号」及び「岡山系統１号」の

枝豆の食感の特長（情報） 

11．黒大豆「岡山系統１号」の枝豆の香りの特長(情報) 

12．黒大豆枝豆の枝付き保管は莢もぎ後のＭＡ包装保管

と同等の鮮度保持効果がある（情報） 

13．おかやま黒枝豆のおいしさのＰＲ資料（情報） 

14．イチゴのナミハダニに対する薬剤の防除効果(情報) 

［花き部門］ 

１．８月下旬から開花するＦ１青花中生リンドウ新品種

「岡山ＲＮＤ５号」の育成（技術） 
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２．岡山県農林水産総合センター農業研究所研究報告 

第13号           （令和４年12月） 

［原著］ 

１．土壌のカリウム肥沃度の違いがホウレンソウの食味

と内容成分に及ぼす影響 鷲尾建紀 

２．高倍率（50×）ルーペを用いたキュウリの斑点性病

害の診断 畔栁泰典・桐野菜美子・矢尾幸世 

３．岡山県の施設ブドウ‘マスカット・オブ・アレキサ

ンドリア’におけるネギアザミウマによる果粒果頂部

への加害 薬師寺賢・高馬浩寿 

 

３．研究論文、著書 

［果樹部門］ 

１．モモ‘清水白桃’における収穫後の尿素葉面散布が

翌年の初期生育に及ぼす影響および葉面散布由来の窒

素成分の樹体内分配 樋野友之・高田大輔・井上博道・

安井淑彦・荒木有朋・藤井雄一郎 園芸学研究21（4）：

473-481 

２．Biological Control for Grapevine Crown Gall 

Evaluated by a Network Meta-Analysis Akira Ka-

waguchi, Namiko Kirino and Koji Inoue Plants 12：

572 

３．ルーラル電子図書館 病害虫・雑草データベース 井

上幸次（モモ６病害）・桐野菜美子（モモ１病害）・

高馬浩寿（モモ害虫４種）・薬師寺賢（モモ害虫２種） 

農山漁村文化協会（電子出版） 

４．ＷＥＢ版防除ハンドブック モモの病害虫 井上幸

次（黒斑病ほか７病害） 全国農村教育協会（電子出

版） 

［野菜部門］ 

１．岡山県における2000年代以降のキュウリ褐斑病菌の

薬剤感受性の変化 畔栁泰典・井上幸次 関病虫研報

64：101-104 

２．促成栽培ナスにおけるスワルスキーカブリダニに適

した天敵温存植物の探索 西優輔・綱島健司・畔栁泰

典・安部順一朗 関西病虫害研究会報64：81-88 

３．岡山県における土着天敵タバコカスミカメに対する

農薬の影響評価 西優輔 植物防疫76(7)：363-366 

４．An HLD Model for Tomato Bacterial Canker Focus-

ing on Epidemics of the Pathogen Due to Cutting 

by Infected Scissors Akira Kawagichi, Shoya 

Kitabayashi, Koji Inoue and Koji Tanina Plants 

11: 2253 

［共通部門］ 

１．混合堆肥複合肥料の製造と利用 荒川祐介・森次真

一 地力アップ大事典（農文協）：1021-1031 

 

４．発表要旨 

［水田作部門］ 

１．岡山県のブランド米「アケボノ」の安定多収生産技

術の確立とリモートセンシング技術を活用した追肥技

術 金谷寛子・前田周平・渡邊丈洋 日本作物学会中

国支部研究集録59：4-5（講要） 

２．岡山県における水稲硫黄欠乏症の診断基準の策定 

水田有亮・大家理哉 2022年度日本土壌肥料学会講演

要旨集68：77（講要） 

［畑・転換畑作部門］ 

１．岡山県における小麦品種「ふくほのか」の後期重点

型施肥栽培（予報） 大久保和男 日本作物学会中国

支部研究集録59：16-17（講要） 

２．黒大豆「丹波黒」のマルチ栽培におけるGNSSガイダ

ンスを用いた畦立てマルチ敷設は乗用管理機による畦

間雑草の防除を容易にする 大久保和男、河田員宏 

日本作物学会第255回講演会要旨集：70（講要） 

［果樹部門］ 

１．岡山県モモ主要品種における音響振動を利用した収

穫適期予測技術の開発 樋野友之・櫻井直樹・吉村諒

介・鵜木悠治郎・佐々木郁哉・藤井雄一郎 園芸学研

究22（別1）：84（講要） 

２．岡山県におけるモモ・ブドウの新品種育成について 

鵜木悠治郎 令和４年度近畿中国四国農業試験研究推

進会議果樹研究会（講要） 

３．ピオーネ及びオーロラブラックの高品質栽培技術に

ついて 中島譲 令和４年度岡山県うまいくだもの推

進大会（講要） 

４．「シャインマスカット」の早期出荷に適した栽培技

術と今後の課題 安井淑彦 ふくいブドウの栽培技術

向上研修会（講要） 

５．‘シャインマスカット’の樹上果粒硬度の日中変動 

櫻井直樹・河村美菜子 園芸学研究22（別1）：74（

講要） 

６．音響振動法によるブドウ‘シャインマスカット’の

果粒軟化期の把握 河村美菜子・福田文夫・平野健・

櫻井直樹・藤井雄一郎 園芸学研究22（別1）：75（講

要） 
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７．鮮度保持資材を用いた長期冷蔵がブドウ「シャイン

マスカット」の味、食感、香りに及ぼす影響 石井恵・

鷲尾建紀 日本食品科学工学会第69回大会講演集：113

（講要） 

８.モモの急性枯死症が発生する圃場の特徴-土壌実態調

査から- 森次真一 令和４年度落葉果樹研究会資料：

36-40（講要） 

９．モモ圃場周辺に自生する雑草へのモモ胴枯細菌病菌

（急性枯死症）Dickeya dadantiiの病原性及び検出状

況 桐野菜美子・苧坂大樹・川上敦子 日植病報 88：

201（講要） 

10．モモ胴枯細菌病（急性枯死症）に関する岡山県の取

り組み 川上敦子・桐野菜美子・苧坂大樹・佐々木郁

哉・森次真一・水田有亮 令和４年度果樹病害研究会：

40（講要） 

11．モモ胴枯細菌病（急性枯死症）に関する岡山県の取

り組み 川上敦子・桐野菜美子・苧坂大樹・佐々木郁

哉・森次真一・水田有亮 令和４年度近畿中国四国農

業試験研究推進会議 病害虫推進部会 問題別研究会 

病害分科会：21（講要） 

12．簡易被覆栽培におけるブドウ晩腐病菌の飛散消長 苧

坂大樹・金谷寛子 日本植物病理学会報88：232（講要） 

13．岡山県のブドウで発生する主な病害虫について 令

和４年度果樹共済（ぶどう）損害評価現地研修会（配

布資料） 

14．ブドウ晩腐病に対するイプフルフェノキン剤を用い

た体系防除の有効性 苧坂大樹・川上敦子・桐野菜美

子 令和４年度近畿中国四国農業試験研究推進会議  

病害虫推進部会 問題別研究会 病害分科会：19（講

要） 

15．岡山県におけるブドウ主要病害の薬剤耐性菌の発生

とその防除対策 苧坂大樹 第32回殺菌剤耐性菌研究

会シンポジウム（講要） 

16．岡山県における果樹の難防除病害との戦い（ブドウ

白紋羽病を例として） 井上幸次 令和４年度果樹病

害研究会（講要） 

17．岡山県における果樹病害との戦い（モモ黒斑病を事

例として）井上幸次 第53回岡山病理セミナー（講演

要旨） 

［野菜部門］ 

１．炭酸ガス施用条件下での換気方法がナス‘千両’の

促成栽培における収量および品質に及ぼす影響 佐野

大樹・森義雄・川村宜久 園芸学研究22（別1）：184

（講要） 

２．岡山県中北部における夏秋雨除けトマト栽培で秋期

の増収に有利な穂木・台木の組合せ、並びに摘花房処

理の適期 山下尋揮・川村宜久・槙野祐子 園芸学研

究22（別1）：120（講要） 

３．岡山県におけるイチゴ炭疽病菌のアゾキシストロビ

ン剤及びピリベンカルブ剤に対する感受性 矢尾幸世・

金谷寛子・桐野菜美子 日本植物病理学会報88：228（講

要） 

４．岡山県におけるアスパラガス褐斑病のQoI剤に対する

感受性 矢尾幸世 令和４年度中国四国ブロック病害

虫防除所職員等研修会（講要） 

５．促成栽培ナスのミナミキイロアザミウマに対する新

たな天敵を組み合わせた総合防除体系の確立 西優輔 

ＯＰＵフォーラム2022（講要） 

［花き部門］ 

１．スイートピー落蕾性の品種間差と継代の様相 土居

典秀・森本泰史 園芸学会中四国支部研究発表要旨60：

25（講要） 

２．リンドウの挿し穂冷蔵が挿し芽苗の発根および生育

に及ぼす影響 森義雄・竹岡みのり・浅野佑衣・金田

紗葵 園芸学会中四国支部研究発表要旨60：26（講要） 

［共通部門］ 

１．大学生活と現在の仕事について 中津有紀子 令和

４年度岡山大学農学部キャリアサポート説明会(講要) 

２．大学院進学のすすめ～卒業から15年経って想うこと

～ 樋野友之 岡山大学農学部OB・OG講演会（講要） 

３．シンポジウム「緑の食料システム戦略の時代に土づ

くりをどう伝えるか」若手指導者による土づくり指導

の実態と悩み 鷲尾建紀 2022年度日本土壌肥料学会

講演要旨集68：147（講要） 

 

５．報告書 

［水田作部門］ 

１．水稲晩生品種における被覆肥料の被膜殻排出低減を

目的とした施肥体系の確立 綱島健司 令和４年度全

農肥料受託試験成績書 

２．水稲作における硫黄の過不足に対する土壌管理技術

の確立 森次真一 令和４年度全農肥料受託試験成績

書 

３．令和４年度農業用水の水質調査報告書及び農薬動態

調査報告書 上田直國・寺地紘哉 令和４年度農業用

水調査事業報告書 
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［果樹部門］ 

１．施設ブドウでのスワルスキーカブリダニバンカーシ

ートのチャノキイロアザミウマに対する効果 薬師寺

賢 令和４年度全農委託試験成績書 

２．簡易被覆栽培ブドウにおける主要病害に効果的な防

除体系の検討 苧坂大樹 令和４年度全農受託試験成

績書 

 

６．解説・指導記事 

［水田作部門］ 

１．営農技術情報 硫黄欠乏の対策 石こうなどの資材

を散布 水田有亮 日本農業新聞 

［果樹部門］ 

１．令和３年度農業研究所における試験研究の取組み－

果樹研究室における取り組み－モモおよびナシ 藤井

雄一郎 果樹76（４） 

２．令和３年度農業研究所における試験研究の取組み－

果樹研究室及び高冷地研究室における取り組み－ブド

ウ－ 藤井雄一郎 果樹76（５） 

３．果樹園管理のポイント モモ 樋野友之 果実日本

77（５）（７）（９）（11） 

４．岡山県におけるモモ台木「ひだ国府紅しだれ」の台

木特性について 鵜木悠治郎 果実日本77（12） 

５．モモの収穫後管理について 鵜木悠治郎 果樹76（８） 

６．おかやま夢白桃の熟期前進対策 佐々木郁哉 果樹

76（10） 

７．果実袋の種類と外観、果実品質及び生理障害との関

係 樋野友之 果樹76（11） 

８．今年の栽培反省と次年度対策－モモ－ 鵜木悠治郎 

果樹76（12） 

９．今年の栽培反省と次年度対策－ブドウ－ 中津有紀

子 果樹76（12） 

10．ハウスブドウの温度管理 安井淑彦 果樹77（１） 

11．今月の果樹園管理 佐々木郁哉 果樹77（１）（３） 

12．低温によるモモの結実被害が生じる温度と結実確保

対策 樋野友之 果樹77（３） 

13．営農技術情報 生産性の高いブドウ苗木の育成方法

を開発 渡辺真帆 日本農業新聞 

14．令和３年度農業研究所における試験研究の取組み－

環境研究室における取り組み－ 大家理哉 果樹76

（４） 

15．ブドウの施肥 肥料高騰している今、無駄のない施

肥を考える 田村尚之 果樹77（３） 

16．近年発生の見られるモモ急性枯死症（胴枯細菌病）

について 桐野菜美子 果樹76（７） 

17．岡山県におけるブドウ害虫の最近の動向と防除対策 

薬師寺賢 果実日本78（２） 

18．モモ縮葉病の生態と防除対策 川上敦子 果樹76（10） 

19．今月の果樹園管理（病害虫） 佐野敏弘・川上敦子 

果樹77（１）～（３） 

20．モモせん孔細菌病の秋期以降の防除徹底を！ 苧坂

大樹 果樹76（９） 

21．今年問題となった病害虫とその対策 薬師寺賢・苧

坂大樹 果樹76（12） 

22．今月の果樹管理 佐野敏広・苧坂大樹 果樹76（４）

～（12） 

23．モモせん孔細菌病の対策について～春季からの防除

徹底を！～ 苧坂大樹 果樹77（３） 

24．営農技術情報 ブドウのコナカイガラムシ類の防除

について 薬師寺賢 日本農業新聞 

25．モモのカイガラムシ類は種類別に適期防除を行いま

しょう！ 薬師寺賢 果樹76（４） 

26．令和３年度農業研究所における試験研究の取組み－

病虫研究室における取り組み－ 長森茂之 果樹76

（６） 

［野菜部門］ 

１． 営農技術情報 「晴苺」振興へ12月から安定生産 岡

修一 日本農業新聞 

２．トマトの摘花房処理による秋期増収効果 山下尋揮

農耕と園芸77（４） 

３．営農技術情報 夏秋雨よけトマト秋期の増収 穂木

・台木と着果管理が鍵 山下尋揮 日本農業新聞 

［共通部門］ 

１．営農技術情報 果樹・野菜・花き対象に生産性向上

への新技術/準高冷地栽培、新品種育成 山本章吾 日

本農業新聞 

［農業経営部門］ 

１．営農技術情報 中山間地域農業の維持・発展に向け

た経営関連マニュアル・ツールの作成 河田員宏 日

本農業新聞 

 

Ⅲ 受賞・表彰 

１．土壌医の会全国協議会 全国協議会会長賞 

（１）水田転換畑における野菜安定生産のための排水対

策フローチャートの作成 鷲尾建紀 

２．令和４年度職員農林部長表彰 
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（１）農作物生育障害診断アシストシステム開発グルー

プ 桐野菜美子・高馬浩寿・西優輔・森次真一・鷲尾

建紀・松岡寛之 

 

Ⅳ 行政・普及等との連携 

１．岡山県農林水産技術会議 

行政・普及と試験研究との連絡調整を目的とするこの

会議を通じて、行政・普及等から要望のあった試験研究

課題を審議し、重要又は緊急を要するものを新規研究課

題（候補）として採択した。 

また、令和３年度における試験研究成果の中から、新

たに普及しうる新技術・新知見課題を「試験研究主要成

果」として選定した。 

 

２．各種研究会 

○水田作関係        ３回 

○畑・転換畑関係      ２回 

○果樹関係          10回 

○野菜関係          11回 

○花き関係          ６回 

○土壌肥料関係        ９回 

○病害虫関係        ３回 

○農業経営関係       ６回 

○その他          １回 

 

３．産学連携推進課 

○研究成果パネル展     １回 

○夏の体験学習       １回 

○おうちでできる自由研究  ３回 

○「スマート農業技術開発プラッ 

トホーム」情報交換会 １回 

  〇アグリビジネス創出フェアへの 

     出展         １回 

 

４．農業大学校 

農業大学校の学生に対して延べ32回（98時間）、酪

農大学校の学生に対して延べ１回（３時間）の講義を

行った。 

 

Ⅴ その他 

１．報道機関への情報提供 

○新聞            ６回 

○テレビ           １回 

○ラジオ           ０回 

 

２．外部評価 

令和４年７月21日に、外部有識者６名で構成する外

部評価委員会において外部評価が実施された。 
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第３ 総 務 関 係 

 

Ⅰ 出 版 物 

令和４年度試験研究及び事業計画概要（電子版） 

令和３年度農業研究所研究年報 

令和３年度試験研究主要成果（電子版） 

岡山県農林水産総合センター農業研究所研究報告 第 13 号 

 

Ⅱ 令和４年度歳入歳出決算額 

１．収入の部 

款 項 目 節 予算額 収入済額 比較増減

[一般会計]  
 

    

国庫支出金 委 託 金 
農 林 水 産 業 費
委 託 金

農 業 研 究 所 費 779,000 779,000 0

財 産 収 入 財産売払収入 生産物売払収入
農 業 研 究 所
生産物売払収入

29,340,223 29,340,223 0

諸 収 入 委託事業収入 
農 林 水 産 業 費
受 託 事 業 収 入

農 業 研 究 所 費 14,786,200 14,786,200 0

 

２．支出の部 

款 項 目 予算額 支出済額 比較増減

[一般会計]           

農林水産業費 農   業   費 農  業  総  務  費 179,160,019 179,160,019 0

    農 作 物 対 策 費 2,385,400 2,385,400 0

    植  物  防  疫  費 9,650,330 9,650,330 0

    農 業 研 究 所 費 47,596,633 47,596,633 0
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ⅢⅢ　　職職員員名名簿簿

農農　　業業　　研研　　究究　　所所

所            長 井上　幸次 果果樹樹研研究究室室 環環境境研研究究室室

副     所     長 赤井　直彦 室          長 藤井雄一郎 室          長 田村　尚之

副     所     長 山本　章吾 専 門 研 究 員 安井　淑彦 専 門 研 究 員 森次　真一

（高冷地研究室長事務取扱） 　　　〃 中島　　譲 　　　〃 鷲尾　建紀

特 別 研 究 員 藤井雄一郎 　　　〃 荒木　有朋 　　　〃 綱島　健司

（果樹研究室長事務取扱） 研    究    員 樋野　友之 研    究    員 石井　　恵

特 別 研 究 員 妹尾　知憲 技　　　　　師 鵜木悠治郎 　　　〃 上田　直國

（作物・経営研究室長事務取扱） 　　　〃 中津有紀子 技　　　　　師 水田　有亮

特 別 研 究 員 岸本　直樹 　　　〃 渡辺　真帆 　　　〃 寺地　紘哉　

（野菜・花研究室長事務取扱） 　　　〃 佐々木郁哉

　　　〃 吉村　諒介 病病虫虫研研究究室室

作作物物・・経経営営研研究究室室 室          長 長森　茂之

室          長 妹尾　知憲 野野菜菜・・花花研研究究室室 専 門 研 究 員 佐野　敏広

専 門 研 究 員 河田　員宏 室          長 岸本　直樹 　　　〃 髙馬　浩寿

　　　〃 大久保和男 専 門 研 究 員 岡　　修一 　　　〃 畔栁　泰典

　　　〃 平井　　幸 研    究    員 川村　宜久 　　　〃 桐野菜美子

主　　　　　幹 森　　敦茂 　　　〃 林　　祐貴 研    究    員 西　　優輔

専 門 研 究 員 渡邊　丈洋 　　　〃 土居　典秀 　　　〃 薬師寺　賢

主　　　　　幹 前田　周平 　　　〃 森本　泰史 　　　〃 矢尾　幸世

研    究    員 金谷　寛子 　　　〃 森　　義雄 技　　　　　師 苧坂　大樹

　　　〃 山本　晃郎 主　　　　　任 岸田　勝彦 　　　〃 川上　敦子

　　　〃 石井　俊雄 技　　　　　師 甲斐　鈴弥

主　　　　　任 中本　武徳 　　　〃 岡本　　空 高高冷冷地地研研究究室室

技　　　　　師 中島　　舞 室          長 山本　章吾

　　　〃 杉本　泰志 専 門 研 究 員 佐野　大樹

　　　〃 日原　春幸 技　　　　　師 河村美菜子

　　　〃 山下　尋揮

　　　〃 竹岡みのり

ⅣⅣ　　運運営営委委員員会会

          研研  究究  調調  整整  委委  員員  会会           圃圃  場場  委委  員員  会会           広広  報報  企企  画画  委委  員員  会会

◎岸本　直樹 ◎山本　章吾 ◎妹尾　知憲 ○藤井雄一郎 ◎田村　尚之 ○長森　茂之

〇妹尾　知憲 　河田　員宏 　　 森　　敦茂 　樋野　友之 　杉本　泰志 　佐々木郁哉

　安井　淑彦 　岡　　修一 　　 岡本　　空 　上田　直國 　川村　宜久 　鷲尾　建紀

　森次　真一 　髙馬　浩寿 　矢尾　幸世 　桐野菜美子 　山下　尋揮

佐野　大樹 　 　

　

          出出  版版・・図図  書書  委委  員員  会会           農農  業業  気気  象象  委委  員員  会会

◎藤井雄一郎 ○岸本　直樹 ◎長森　茂之 　金谷　寛子

　平井　　幸 　渡辺　真帆 　荒木　有朋 　甲斐　鈴弥

　　 林　　祐貴 　綱島　健司 　水田　有亮 　芋坂　大樹

　畔栁　泰典 　河村美菜子
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